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要   旨 

 

ＴＲＵ廃棄物処分場の安全裕度を正確に把握し、より信頼性の高い性能評価を行うため

には、バリア材料の変遷挙動を考慮したニアフィールド水理場の長期的変遷評価を可能と

する評価システムの構築が必要である。 

本研究では、ニアフィールド水理場の長期的変遷評価システムの構築に向けた検討とし

て、このシステムの構成要素となる化学的／力学的変遷挙動解析システムの基本仕様並び

に全体システムの基本仕様の検討を行った。本年度の研究成果を以下に示す。 

1)セメント系材料からの浸出液の影響としてニアフィールドで起こる化学的変遷並びに

それに伴い生じる水理学的変遷を評価するシステムの検討を実施した。本年度は、化学

的変遷に関する各種プロセスについての文献調査と選択肢の抽出、モデルやデータにつ

いての不確実性の提示、予備的モデル化及び簡易解析ツールの作成と感度解析、システ

ム評価モデル及び現象解析モデルにおいて考慮すべきプロセス及び対応する数学モデル

の抽出、システム評価モデルの構築のためのソフトウェア構成の最適化、予備的なシス

テム解析モデルによる例題演習、モデル確証のための実験計画を提示した。 

2) ベントナイト系材料及びセメント系材料の化学的変質に伴う物理的特性の変化を考慮

し、処分場の力学的変遷挙動を評価するシステムの検討を実施した。本年度は、処分場

に超長期的に生じうる力学挙動の整理、評価対象とする事象の抽出、ベントナイト系材

料の特性を十分考慮できる力学モデルの調査及びプロトタイプを提示した。さらに、力

学的変遷挙動解析システムの基本構成を提示した。 

3) 水理・化学連成の化学的変遷評価システムと力学的変遷評価システムを基本構成とし、

これを連成させ、ニアフィールドの水理場の解析を実施するためのシステムの検討を実

施した。今年度は水理・化学と力学との連成の考え方及びシステム全体の基本構成を提

示した。 

本報告書は、鹿島建設(株)，(株)クインテッサジャパンが核燃料サイクル開発機構との契約により実施した

研究成果に関するものである。 

機構担当部課室：東海事業所 環境保全・研究開発センター 処分研究部 処分材料研究グループ 
*1   鹿島建設(株) 

*2   (株)クインテッサジャパン 
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 Study on the system development for evaluating long-term alteration  
of hydraulic field in Near Field 

（Document Prepared by Other Institute,Based on the Trust Contract） 
 
                               K.Okutu*, S.Morikawa*, H.Takamura*, K.Hane* 
                              K.Tabei*, T.Aoyagi*, T.Murakami*, R.Matsunaka* 
                               H.Takase**, D.Savage**, M.Inagaki**, T.Noguchi** 
 

Abstract 
 
        For the high performance evaluation of reliability of TRU waste repository, 
the system development for evaluating long-term alteration in consideration of the 
changes action of barrier materials of hydraulic field in Near Field is required.   

          In this research, system development for evaluating long-term alteration of 
hydraulic field in Near Field was examined. Examination of the basic specification of 
chemical/dynamic alteration action analysis system used as the composition element 
of this system and a whole system were performed. The research result of this year is 
shown below. 
 
1) The system by which the chemical changes happened by Near Field as influence of 

the exudation liquid from cement material are evaluated was examined. In this 
year, document investigation about the various processes about chemical alteration 
and extraction of a choice, presentation of the uncertainty about a model or data, 
preliminary modeling, a simple analysis tool creation and sensitivity analysis, 
extraction of the process which should be taken into consideration in a system 
valuation modeling and a phenomenon analysis model, and a corresponding 
mathematics model, optimization of the software composition for development of a 
system valuation modeling, the exercise by the preliminary system analysis model, 
the experiment plan for the corroboration of a model were shown. 

 
2) In consideration of change of the physical characteristic accompanying chemical 

alteration of bentonite material and cement material, the system by which the 
dynamic changes action of repository is evaluated was examined. In this year, 
arrangement of the dynamics action of repository for long-term were shown.  
Extraction of a phenomenon made applicable to evaluation was shown. And the 
dynamic models were investigated and the prototype of the dynamics model that 
can take into consideration the characteristic of bentonite material was shown. And 
the basic composition of a dynamic changes action analysis system was shown.   

 
3) The system that considered the chemical changes evaluation system and the 

dynamic changes evaluation system as basic composition was examined. And it 
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couples these models. The system for analyzing of hydraulic field in Near Field was 
examined. In this year, the basic composition of the coupling method and the whole 
system was shown. 

 
This work was performed by KAJIMA Corporation and Quintessa K.K. under contract with Japan 
Nuclear Cycle Development Institute. 
 
JNC Liaison: Materials Research Group, Waste Isolation Research Division, Waste Management and 
Fuel Cycle Research Center, Tokai Works 
*   KAJIMA Corporation. 
**  Quintessa K.K. 
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はじめに 
TRU 廃棄物の処分に関しては、平成 12 年春に公開された TRU 廃棄物処分概念検討書に

おいてその見通しが示された。その中で、処分システムの成立性に最も大きな影響を及

ぼすのは、非吸着性核種の I-129,C-14 等であることが明らかとなった。また、TRU 廃棄

物の処分概念（地層処分ならびに余裕深度処分を対象）の安全裕度評価に重要な評価パ

ラメータの抽出等に関する検討の結果、バリア材料の劣化による透水係数の把握の重要

性が示された。よって今後、処分システムの安全裕度を正確に把握し、より信頼性の高

い性能評価を行うためには、吸着等の核種の移行に係る現象／パラメータを精度よく収

集することに加えて、セメント系材料からの浸出液や硝酸塩によるバリア材料の変質、

透水係数の変化ならびにバリアシステム全体の力学挙動の変遷の結果として生じる可能

性のある処分場およびその近傍（ニアフィールド）の水理場の長期変遷を精度よく予測

評価することが必要である。 

この課題は、高レベル廃棄物の地層処分等の廃棄物処分関連の法体系整備との関わり

や、TRU 廃棄物の処分に関し電気事業者と調整した役割分担（主として基盤となる研究を

進めること）の実施、さらには管理プログラムに示されているサイクル機構から発生す

る廃棄物（硝酸塩を含有するアスファルト固化体や処分後の廃棄体の長期的安定性の検

討が十分なされていない廃棄体等）の処分の道筋を早期に示す必要があること等を考慮

し、４カ年程度(2005年頃まで)でまとめる必要がある。 
このようなニアフィールドの水理場の長期変遷を精度よく予測評価するためには、セ

メント系材料からの浸出液や硝酸塩による各バリア材料の化学的変遷と化学的変質に起

因した各バリア材料の透水係数や力学的特性の変遷を定量的に把握するとともに、これ

ら処分場全体の変遷挙動をふまえたニアフィールドの水理場の長期的な変遷評価を可能

とする評価システムの開発が必要である。 

バリア材料の変遷挙動を考慮したニアフィールドの水理場の長期的変遷評価システム

の開発に必要と考えられる研究項目を下図に示す。 

 

本件では、上記研究項目のうち、⑦に相当するニアフィールドの水理場の長期的変遷

評価システムの構築に向けた検討として、このシステムの構成要素となる化学的／力学

的変遷挙動解析システムの基本仕様ならびに全体システムの基本仕様に関する検討を行

う。 
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1. 化学的変遷および水理学的変遷に関する挙動解析システム  
化学的変遷及び水理学的変遷に関する知見は不十分あるいは本質的に知るこ

とが困難である部分も多い。このため解析システムを構築する準備として、まず、

1.1 では化学的変遷に関する各種のプロセスについての文献調査と選択肢の抽出

を行う。続いて 1.2 では、抽出されたモデルやデータの不確実性について考察す

る。1.3 では、これらの結果に基づいて予備的なモデル化を行い、簡易解析ツー

ルを作成して、これを用いて 1.4 で不確実な知見が処分システムの全体に及ぼす

影響を評価するための感度解析を行なう。1.5 では性能評価を目的として、不確

実な要因については保守的な簡素化を行ったシステム評価モデル及び不確実な要

因について現状での最尤の知見を取り入れた現象解析モデルでそれぞれ考慮すべ

きプロセスを抽出し、1.6 で解析に必要な数学的手法の選定を行う。1.7 では予備

的なシステム評価モデルを作成して、これによる例題演習を通じてシステム評価

モデルについて考察する。最後に 1.8 では 1.4 の感度解析の結果もふまえ、重要

な不確実性を低減してモデルの信頼性を向上するための実験計画を示す。 

 
1.1 コンクリートおよびベントナイト劣化に関する蓋然性の高い選択肢の抽出  
はじめに、TRU 廃棄物処分システムにおけるコンクリート劣化およびベントナ
イト劣化において、化学的変遷に関連する多様なプロセスに関するモデルオプシ

ョンやデータを体系的に整理し、蓋然性の高い選択肢を抽出する。この目的のた

めに、1.1.1 項において、コンクリート劣化およびベントナイト劣化がシステム
の性能評価上、どのような影響を与えるかを体系的に整理する。そのために、ま

ずは TRU廃棄物処分システムの劣化に関して考慮すべき事象を網羅的に抽出し、
Features, Events and Processes (FEP)リストとして整理する。また FEP 間の主
要な相関関係を示すインフルエンスダイアグラムを作成することによって、TRU
廃棄物処分システムの変遷に関して特に重要な事象やプロセスを整理する。  

1.1.2 項以降において、重要と判断された事象やプロセスについて、これまで
に行われてきた研究の内容を、文献調査を通じて整理し、化学的変遷に関連する

多様なプロセスに関するモデルオプションやデータから蓋然性の高い選択肢の抽

出を行う。  

 
1.1.1 TRU廃棄物処分システムの変遷に関する FEPとインフルエンスダイアグ
ラム  
 表 1.1-1 に、TRU 廃棄物処分システムの劣化に関する FEP リストを示す。FEP
リストは、水理に関するもの、化学に関するもの、および力学に関するものにそ

れぞれ分類されており、また、主要な FEP が、詳細な FEP に更に分類されてい
るという構成になっている。図 1.1-1 に、主要な FEP 間での相関関係を示すイン
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フルエンスダイアグラムを示す。図中の青い矢印はプロセスの抑制を、赤い矢印

は促進を示す。  
 インフルエンスダイアグラムが示すように、TRU 廃棄物処分システムにおける
人工バリア材料の劣化は、水理、化学、および力学的なプロセスが双方向にカッ

プリングされた現象であることが分かる。このことから、プロセスとこれらの間

の相互作用の総体が劣化に寄与するものと考えられる。この連成系の特徴は、い

くつかの正のフィードバック機構が含まれていることであり、劣化が進むにつれ

て、その進展は自己励起的に加速することとなる。  

 
 

表 1.1- 1:  TRU 廃棄物処分システムの劣化に関する  
      Features, Events and Processes (FEP)リスト 

 
化 学  

 
イオン交換  

イオン交換  
 
ベントナイト空隙水中 pH 

ベントナイト空隙水の pH 
 
ベント イト空隙水中 Ca 濃度  
ベントナイト空隙水中 Ca 濃度  
 
モンモリロナイト溶解  

モンモリロナイト溶解  
 

二次鉱物沈殿  
CSH ゲル ・溶解  
ゼオライトの沈殿・溶解  
随伴鉱物の沈殿・溶解  
 
コン ト地下水反応  

コンクリート 中の アルカリ成 分
（NaOH,KOH)溶出  
コンクリ ト中のポルトランダイト
の溶出  

 

 

水  理  
 

地下水の流入  
冠水  
動水勾配  
母岩の透水性・空隙率  
流向  
 
ベントナイトの拡散性・透水性  
ベントナイトの未変質部の透水性  
ベントナイトの Ca 化部の透水性  
ベントナイトのモンモリロナイト溶
出部の透水性  
ベントナイトの割れ目の透水性  
ベントナイトの未変質部の実効拡散
係数  
ベントナイトの Ca 化部の実効拡散
係数  
ベントナイトのモンモリロナイト溶
出部の実効拡散係数  

 
ベントナイト空隙率  

ベントナイトの未変質部の空隙率  
ベントナイトの Ca 化部の空隙率  
ベントナイトのモンモリロナイト溶
出部の空隙率  

 
コンクリートの拡散性・透水性  
コンクリート健全部の透水性  
コンクリート変質部の透水性  
 
コンクリート空隙率  

コンクリート空隙率  
 

力 学  
 
ベントナイトの膨潤性  

ベントナイトの未変質部の膨潤  
ベントナイトの Ca 化部の膨潤  
ベントナイトの溶出部の膨潤、
収縮  

 
ベントナイトの密度低下  
ベントナイトの劣化  
ベントナイトの未変質部の力学
特性  
ベントナイトの Ca 化部の力学
特性  
ベントナイトのモンモリロナイ
ト溶出部の力学特性  

 
コンクリートの体積減少  
コンクリートの体積減少  
 
コンクリートの強度低下  
コンクリートの強度低下  

 

 
 
 
ナ 
 
 

の沈殿
 
 

クリー 
 
ー 
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コンクリート拡散性・

透水性 

抑制  
促進  

コ ン ク リ ー ト

の強度低下

ベントナイト拡散性・

透水性 
コンクリート

の体積減少 
ベントナイトの 

密度低下 

ベントナイト空隙水中

Ca濃度  

イオン交換

ベントナイトの膨潤性

二次鉱物沈殿 

モンモリロナイト溶解 

ベントナイト空隙水中pH 

コンクリート地下水 

反応 

コンクリート空隙率 

ベントナイト空隙率

地下水の流入

地下水の流入

 
図 1.1- 1: TRU 廃棄物処分システムの変遷に関するインフルエンスダイアグラム  
図中の黄色が水理を、緑が化学をまた白が力学関連の FEP を示す。 

 
このフィードバックを無視すると非保守側の評価につながり得る。他方、各バ

リア材の一部特性（例えば透水係数）を予め劣化させて化学変質を解析すること

は過度に保守的な評価となってしまう。このことからも、本システムを連成系と

して解析することの必要性は明らかである。  
次に、水理と化学に関する不確実性を含む FEP について、現在得られている知
見とともに整理したものを、表 1.1-2 に示す。  
 本システムは連成系を成していることから、これらの不確実性がシステムの化

学、水理、力学特性に伝播し、システム全体の劣化についての不確実性となる。

このことから、表 1.1-2 に挙げた FEP の内容に相当する事象に対する最近の研究
成果を整理し、不確実性も考慮したうえでシステムの性能評価を行う際に用いる

蓋然性の高い選択肢として抽出しておく必要がある。  
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表 1.1- 2:  FEP についての知見と不確実性  
FEP の名称  

(水理 ) 
知 見  不 確 実 性  

冠 水  van Genuchten モデル (van Genuchten,1980)等の水分特性曲線が得られてい
る。  

van Genuchten モデルの圧縮ベントナイトへの適応性。  

ベントナイトの Ca 化部の  
透水性・空隙率  

透水係数は、3 10× -11m/s(pH>12.5)、1 10× -11m/s(pH<12.5)、また、空隙率は
0.4 と設定されている（核燃料サイクル機構、2000）。  

Ca 化部の透水性の実験データにばらつきがある。  

ベントナイトのモンモリロナイ
ト溶出部の透水性・空隙率  

短期的実験によると、生成される二次鉱物の大きなモル体積のため、空隙率、
透水性が低下する。  

二次鉱物の長期的な変遷が不明。  

ベントナイトの割れ目の透水性  平行平板亀裂については三乗則が知られている。  ベントナイト中の割れ目に対する三乗則の適用性は未確認。  

ベントナイトのモンモリロナイ
ト溶出部の実効拡散係数  

短期的実験によると、生成される二次鉱物の大きなモル体積のため、空隙率、
透水性が低下する。  

二次鉱物の長期的な変遷が不明。  

コンクリート変質部の透水性・  
空隙率  

コンクリートが変質すれば透水係数・空隙率は上昇するという傾向は知られて
いる。  

理論的、実験的研究例が少なく、定量的に透水係数の変化を議論することは困難。

FEP の名称  
（化学）  

知 見  不 確 実 性  

イオン交換反応  イオン交換反応における、選択定数は良く知られている。  イオン交換反応が水理に及ぼす影響。  

モンモリロナイトの溶解  高 pH 側では、溶解しやすいことが知られている。  高ｐH 側での Si や Al の分種化平衡定数。  
反応速度式および速度定数。（特に高 pH 側）  

CSH ゲルの溶解・沈殿  モンモリロナイト溶解による反応生成物とコンクリート液中の Caが沈殿する
ことにより、特に反応初期に生成される。  

長期的には熱力学的により安定な鉱物に変遷すると考えられるが、具体的な種類
が不明。  

ゼオライトの溶解・沈殿  モンモリロナイト溶解による反応生成物とコンクリート液中のアルミニウム
が沈殿することにより、CSH ゲルより少し遅れて生成される。  

長期的には熱力学的により安定な鉱物に変遷すると考えられるが、具体的な種類
が不明。  

随伴鉱物の溶解・沈殿  ケイ酸塩鉱物は、高 pH 側で溶解する。この際、pH 緩衝性を有する。  高 pH 側での Si や Al の分種化平衡定数。  

ベントナイト空隙水中 pH コンクリート地下水との反応によって決まる。  溶出される沈殿物が明確ではない。  

ベントナイト空隙水中 Ca 濃度  イオン交換反応とカルサイトの加水分解反応によって決定される。  長期的に変遷する二次鉱物の影響は不明。  

コンクリート中のアルカリ成分
（NaOH,KOH)の溶出  

地下水との反応の初期段階で溶出し、pH を 13 程度まで上昇させる。  実験的、理論的研究例が少なく、定量的な議論が困難。  

コンクリート中のポルトランダ
イトの溶出  

アルカリ成分溶出後の pH に影響を与える。   ポルトランダイト溶出を記述するモデルの理論的な根拠が乏しい。  
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以上のことを踏まえて、コンクリート劣化およびベントナイト劣化に関して文

献調査を行い、その内容を次項以降でまとめる。文献調査を通じて蓋然性の高い

選択肢を抽出した後、性能評価を行う際に採用するモデルとデータの不確実性に

ついて、1.2 節で整理する。  

 
1.1.2 コンクリート劣化に関する文献調査  
(1) コンクリート劣化による処分場内の pH の時間変化  
 放射性廃棄物処分場内における高 pH は特に鋼製部材（キャニスターや補強材）
の腐食進行速度を低下させ、多くの核種の溶解度を低下させる。また微生物の活

動も抑制する。アルカリ金属の水酸化物が溶解することから、セメントとコンク

リートは、処分場内を高 pH に保持する理想的な材料である。初期段階では、ナ
トリウムとカリウムの水酸化物が放出されることにより pHが 13程度に保たれる。
ナトリウムとカリウムが浸出しきるまでには 1,000 年程度の時間を有すると推測
されており、その後の pH はカルシウムの溶解により決まる。カルシウムが溶解
していく過程が、処分場の長期的な健全性にとっては重要である。浸出、地下水

中の微生物との反応、もしくは処分場の含有成分との反応によって、液相中のカ

ルシウムは処分場から失われていく。  
コンクリート劣化によって処分場内の pH がどのように推移するかは、固相側
鉱物組成の時間的変化およびこれに対応する液相の変化を考慮したいくつかの研

究がある。その中で、ここでは Atkinson のモデル (Atkinson, 1985）について紹
介する。Atkinson のモデルにおいてはセメントシステム内での反応のみが考慮さ
れている。コンクリート内の骨材や非常に溶解しにくいアルミニウム相は不活性

と考えられており、考慮されていない。  
Atkinson モデルでは、処分場を半径 20m の完全球状で、密度 185kg m-3の  普
通ポルトラントセメント (以下 OPC と記述 )を有し、地下水の流速を 10-10ms-1（粘

土内での平均値）と仮定している。処分場は 50％がセメントであり、セメントの
50％は CaO と仮定すると、処分場の CaO の全体量は 3,000 トンとなる。Ca の
溶液への放出率の決定、すなわち処分場の pH の緩衝率は以下の数式で記述され
る。  

 

o

lo

RC
CJ

dt
dF

4
3

=
                            (1) 

 

dF
dt
は時間の関数としてのフラクショナルリリースレートである。  
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Jo 地下水流速  
Cl  溶液内の成分濃度  
Co  処分場内の成分濃度  

R 浸出してきた成分の半径  

 
地下水流速は 10-10m/s と仮定され、また浸出成分の半径は 0.1m と設定されて
おり、これらの値は、個々のセメントパケットに対して同じ値を用いる。ナトリ

ウムとカリウムが完全に溶解するということは、
Cl

Co
=1 に相当する。この数式を

用いると、ナトリウムおよびカリウムが処分場から完全に無くなるまでに、

年程度を有すると推測され、この期間内の pH は 13 程度で推移する。  3105.8 ×
その後は、Ca の溶解が pH を制御することになる。既往の実験データを用いる
と、液相濃度を、セメント内の異なるカルシウム濃度に対して決定することがで

きる。その後の pH は、セメント内の Ca/Si 比が 1.7 以上に相当する Ca(OH)2相

によって支配され、この状態の pH が 12.5 で 年間続くと計算される。pH
が 12.5 から 10.5 に低下する際、Ca/Si 比が 0.8 と 1.7 の間に相当する CSH 相に

よって pH は支配され、（１）式より、この期間は、 年続くと計算できる。

この後、セメントの Ca/Si 比が 0.8 以下に低下し、最後に、残存した CSH ゲル
相が処分場から取り除かれる。この期間は比較的短い期間だけ持続し、このこと

によって pH は 8 程度まで低下する。  

5105.2 ×

4 610×

ここで想定した処分場は、成分および pH に関して完全に均一であると仮定さ
れている。しかしながら、実際の処分場ではこのような事はおこりえず、地下水

の流れは向きを有しており、そのために、選択的に浸出する。このことから、処

分場の外側表面上では地下水が優先的に接することで、pH は短期間内に低下す
る。処分場内の地下水フロントの進展を定量的に議論するために、次の式が用い

られている。  

 

                           
dy
dt

=
Jo

V
                             (2) 

 

ここで、  
dy
dt

 は時間の関数としての地下水フロントの進展  

 Jo は地下水流速  

V  は体積比であり、次式で与えられる。  
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                           V =
dCs

ClCo

Cf

∫                              (3) 

 
ここで、Cs  は固相での濃度  

  fC  フロントの pH を決定する最終濃度の値である。  

 
これらの数式を、議論している処分場に適応することによって、pH を 10.5 以
下までに低下させるためには、処分場 1m3 に対して 450m3 の地下水を要すると

計算される。このことから、地下水流速が 10-10m/s の場合、10.5 以下の pH と一

致する地下水フロントは、処分場内 1m を 年で進展することになる。拡散

を考慮すると、地下水フロントは 10

5105.1 ×
5年後には 0.4m 以上、また 106年後には 1.3m

以上拡散する。この際、フロントの進展距離は 105年の時が 1m で 106年の時が

10m である。  
カルシウムとシリカが豊富な地下水は CSH 相の溶解を抑制する傾向があり、
それゆえ、pH はゆっくりと低下し、長期に渡って処分場の健全性は維持される。
しかしながら、地下水内に CSH と反応する成分が存在することから、それらが
CSH 相に反応した場合には、緩衝能力を低下させ、pH がより早く変化すること
になる。最も重要な成分はマグネシウムと炭酸塩である。CSH 相において、マグ
ネシウムは容易にカルシウムと交換し、非常に溶解しにくいマグネシウムシリカ

に変質する。高 pH 環境においては、炭酸塩はカルシウムと反応し、炭酸塩カル
シウムが沈殿する。一般的には、1 モルの成分は、セメントの pH 緩衝能力のう
ち 1 モル分に相当するカルシウムを消費する。このことは、処分場から CSH 成
分が取り除かれた後の段階（例えば、Ca/Si<0.8 の時など。）に影響を与える。こ

の段階において pH 緩衝能力が維持される期間が、 年から 年に短

くなることが予想される。  

6104× 6109.0 ×

実際の処分場環境においては、理想的な化学的振る舞いとは異なり、セメント

埋め戻し材との反応についても考察が必要となる。処分場の側面、廃棄物を埋設

する母岩および個々の廃棄物間を埋め戻すために、それぞれ異なった機能性材料

が用いられることが考えられる。母岩および個々の廃棄物間の埋め戻しには、高

濃度な散布溶鉱炉スラグ（以下 BFS）もしくは霧化された燃料灰（以下 PFA）を
含む、広範囲に利用されているモルタル材が利用される可能性がある。これらセ

メント系材料の典型的な成分の酸化物を、パーセンテージと共に表 1.1-3 に示す。 
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表 1.1- 3: セメント系材料の典型的な成分一覧表  

Oxide OPC BFS PFA
SiO2 23 34 54
Al2O3 4.5 19 26
Fe2O3 3.1 0.5 9.9
CaO 64 41 3.5
MgO 0.8 5 1.6
K2O 0.6 - 2.5
Na2O 0.6 - 1.5  

BFS に関しては、カルシウムはアルミニウムとの反応によってアルミン酸塩化
カルシウムを形成するために、CSH 相からはより少量のカルシウムが地下水に放
出されると想定されている。理論的には、残存したカルシウム量が地下水に放出

された場合でも、依然として 年間は、地下水によって pH は 12 で推移する
と思われる。これ以上長い期間では、pH は期待される値よりも大きく、pH は

10.5 で 年間は推移すると思われる。これはおそらく CSH 相に比べアルミ
ン酸塩化カルシウムの溶解度が低く、そのため、カルシウムの地下水への放出は、

OPC からのカルシウムの放出に比べて遅いからだと思われる。しかしながら、ア
ルミン酸塩化カルシウムからのカルシウム放出量が、地下水の pH を 10.5 にまで
低下させるのに十分かどうかは明らかではない。また PFA はカルシウムを 3.5％
しか含まず、pH の値を維持できる期間は非常に短いということにも留意すべき
である。  

5105×

7102×

処分場の pHを 10.5以上で 4 年間保持することが可能である。これは主に、

セメントの構成成分と処分場内での地下水流速によって支配されている。また pH
がどのように変化するかは、処分場の構造上の問題とは関係無く、単に、セメン

トの材料によって左右される。  

610×

地下水中にマグネシウムと炭酸塩が大量にあった場合、セメントを利用してい

る処分場内の pH 緩衝能力に大きく影響し、pH を 10.5 以下まで低下させる時間

は 年と短くなる。  6109.0 ×
ここまでに述べた解析では、地下水流速は 10-10ms-1と仮定されている。設定さ

れた pH が時間的にどのように変化するかは、地下水の流量に逆比例している。
10-3ms-1 と比較的地下水流速が速い帯水層の下に処分場が配置された場合では、

1,000 年で pH が 10.5 以下になり得る。もし、処分場内の地下水流速が 10-10ms-1

だとすると、地下水フロントは 105年で処分場をわずか 1.5m だけ進展し、そし
て拡散によってフロントは 0.4m 程度の広がりを有する。  
セメントが十分多量なカルシウムを含んでいれば、異なった成分を有するセメ

ントを用いることが可能である。一方、PFA を処分場で使用することは避けるべ
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きである。  
以上、Atkinson によって予想される処分場内での pH の変遷と、pH を支配す
る固相をまとめると表 1.1-4 のようになる。  

 
表 1.1- 4: コンクリート系材料を用いた処分場における地下水化学的変遷の例  

期間  pH pH を支配する固相  
I (<104年程度 ) 12.5 – 13 KOH, NaOH 
II (<105年程度 ) 12.5 Ca(OH)2 
III (<106年程度 ) 10.5 – 12.5 CSH ゲル  (1.7>C/S>0.85) 
IV (>106年程度 ) 8 – 10.5 CSH ゲル  (C/S＜0.85) 

 
 ここで述べた Atkinson の研究では、コンクリート部分が、間欠的な液相の交
換を伴う閉鎖系として表現されており、また、反応は瞬時平衡を達成するものと

仮定されている。しかしながら、実際には、劣化の進展に伴い、アルカリ金属、

ポートランダイト、そして Ca/Si 比の異なるゲルそれぞれが溶解し、溶解フロン
トが形成され、既にフロントの後退した部分（アルカリ金属あるいはポルトラン

ダイト枯渇層）では、フロントからの反応生成物の供給は物質移動によって律速

される可能性がある。また、ベントナイト中のアルミノケイ酸塩鉱物の溶解生成

物はコンクリート領域にも進入し、種々の CSH 鉱物を形成する可能性が考えら
れ、この反応もコンクリート－ベントナイト境界における液組成の時間変化に影

響を及ぼすものと考えられる。  
以上の点は、ベントナイトの変質過程におけるソースタームを規定するうえで

極めて重要性が高い。このことから、コンクリート劣化に関しては、瞬時平衡を

仮定したモデルだけでなく、コンクリート化学的劣化の結果生じる進行波や、構

造中の物質移動によって律速される非平衡液組成のモデル化オプション、コンク

リート領域中に沈殿する可能性のある二次鉱物およびその熱力学あるいは速度論

的性質についても情報を整理しておくことが重要である。そこで、次節以降では、

瞬時平衡を仮定しないコンクリートの非調和的な溶解固相溶解モデルについて整

理する。  

 
(2) コンクリートの固相溶解モデル  
水和化したカルシウムケイ酸塩（CSH）は普通ポルトランドセメント (OPC)の
主成分である。実験データから、CSH 相は初期 Ca/Si 比の関数として非調和に溶
解すると思われる。ここで、CSH ゲルは 2 種類の調和的溶解成分の混合物として
扱われている。固体相は、それぞれの活量によって表記され、それらの活量は

Gibbs-Duhem の式をから得ることができ、簡素化された数式を引き出すことが
可能となる。簡素化された数式は、固相の Ca/Si 比の関数として各成分の溶解度
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を記述するための計算コード MINEQL/EIR に適応することが可能である。
Berner (Berner, 1987)は、MINEQL/EIR を用いて得た結果を利用し、地下水と
の反応量の関数として pH と溶解生成物を取り扱うことにより、実際のコンクリ
ートの固相溶解をモデル化することを試みている。ここでは、Berner によって提
案されたモデルと、Berner のモデルを改良した Reardon モデル (Reardon,1992)
について以下に述べる。  

 
(i) Berner モデル  
実験結果は、CSH ゲルは調和的には溶解しないことを示しており、カルシウム
が少ない CSH ゲル (Ca/Si<1.0)は地下水と反応し、Ca/Si 比が 1.0 以下の溶解生成
物を生成する。カルシウムが多い CSH ゲル (Ca/Si>1.0)は非常に高濃度のカルシ
ウムを含む溶解生成物を生成し、シリカの濃度よりも 1,000 倍高い値である。液
相成分においては、Ca/Si 比が 2.5 以上だと、ほとんど変化が見られない。これ
は、Ca(OH)2 が飽和し、シリカを含まないからである。この CSH ゲルの溶解度
は、二つの鉱物が混合した固相として記述することによりモデル化が可能である。

どのような成分が混合するかは、優先的に水和するゲルの初期 Ca/Si 比に依存し
て異なり、シリカと CaH2SiO4(0<Ca/Si<1.0)、もしくは Ca(OH)2 と CaH2SiO4

（1.0<Ca/Si>2.5、Ca/Si>2.5 ;ただし、溶解生成物は異なる）という組み合わせ
で記述されている。  
これらの理由により、Berner のモデルでは以下の点が仮定されている。  

z 取り得る Ca/Si 比の領域を 3 つの領域に分け、固相を含む成分は各領域にお
いて異なる。  

z それぞれの領域では、固体は 2 種類の調和的可溶性の成分が、非理想的に混
合したものと考える。  

z それぞれの調和的可溶性の成分は、特に固相の Ca/Si 比に依存する様々な溶
解生成物と関連している。  

Berner は、モデル成分の関数として溶解生成物を記述する以下の数式を導いた。 

 

                  logKSO
Ca (OH )2 = −

1
Ca / Si −1

⋅ C1 + C2                      (4) 

 
ここで、C1 およびC2  は定数である。  

これらの logKSO
Ca (OH )2
値を用いて、CSH ゲルの分解を異なる Ca/Si 比でモデル化

することができ、その結果を表 1.1-5 にまとめる。  
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表 1.1- 5: Ca/Si 比を関数としたモデル成分の溶解生成物  

 
注 ; Berner は Ca/Si 比の上限値を 2.5 と設定している。  

 
(ii) Reardon モデル  
以上に述べた Berner のモデルを改良したモデルが Reardon (Reardon,1992)
によって提案されている。Reardon のモデルにおいても、コンクリートからの異
なる成分の拡散が非常に遅いことから、コンクリート鉱物と間隙水は平衡状態に

あると仮定する。実物のコンクリートのモデル化はその構成物質が多種なため、

容易ではない。セメントの構成相には、主成分としてエーライト (C3S)、ビーライ
ト (C2S)、アルミン酸カルシウム (C3A)、  アルミン酸カルシウムフェライト  
(C4AF)、ペリクレース (MgO)、他に少量の酸化カルシウム (CaO)、硬石膏 (CaSO4)、
サルファカリウム、サルファナトリウム（それぞれ K2SO4 と Na2SO4）がある。

セメント水和化の初期段階においては、間隙水内のナトリウムイオンとカリウム

イオンが主なアルカリイオンであり、これらが間隙水成分と pH を決定している。
主成分は、ゆっくりと分解することから、少量存在する他の相が分解した後の長

期間に渡って、間隙水特性を支配するうえで重要である。  
水和化セメント粒子からのアルカリの放出に関する運動論的モデルは存在する

が、イオン収着データや CSH 相による間隙水からのアルカリ摂取を記述する固
相溶解モデルが存在しない。セメント鉱物の溶解度は pH に依存し、アルカリレ
ベルをモデル化できないことから、最も分解する成分の濃度をモデル化すること

も不可能であり、CSH ゲルとアルカリがどのように関連しているかを考察するに
は、より多くのデータが必要である。Reardon はこの関係を記述する経験則を提
案している。  

Reardon のモデルは、間隙水とさまざまな非結晶および結晶セメント化材料と
の間の 25℃における平衡反応を模擬している。液相と固相間での、化学平衡計算
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に関するすべての反応は、さまざまな陽イオン、陰イオンと中性成分を考慮した

うえで、表現されなければならない。Pitzer のイオン相互作用モデルが、イオン
の活量係数を計算するために用いられ、Reardon のモデルで使用された大部分の
変数は、推定されたものであり、実験データを解析することから得られたもので

はない。  
Gartner と Jennings のデータをもとに (Gartner&Jennings, 1987)、Reardon
は CSH ゲルの Ca/Si 比と SiO2の濃度の間には、線形な相関関係があると仮定し

た。この線形性は、特定の固体成分と平衡な溶解相における CaO と SiO2の濃度

を求めるのに用いられた。これらの成分を使って、イオンの活量係数を計算して

いる。溶解生成物は、それぞれの溶解成分と平衡な CSH 成分について求められ
ている。この解析の結果は、溶解生成物と固相成分の両方を与え、それらは平衡

溶解における Ca2+/H4SiO4の活量比 (R)の関数としてプロットすると、ほぼ線形な
振る舞いを示す。下記に、溶解度の関係をフィットする二次方程式を示す。  

 
(Ca/Si)CSH = 0.48548 + 0.11563R + 0.0104536R2       (5) 

 
log[SiO2]= 4.507 + 1.3306R + 0.019172R2      (6) 

 
これらの二つの数式は、CSH 固相については様々な成分を取り得るセメント /
水システムに対するすべての化学平衡モデルに対して、利用することができる。

このモデルは既往のデータとよく一致しているが、（図 1.1-2 参照）熱力学的な根
拠に欠けている。  

 
図 1.1- 2: 実験数値データに対する Reardon の pH の関数とした

Ca/Si 比とシリカ濃度  

 
Reardon はまた、アルカリ金属が主体となる初期の間隙水の成分を考察するた
めにもこのモデルを用いた。このモデルにおいて、ポルトランダイト、ギプスと

シゲナイトに関しては、平衡溶解は飽和していると仮定している。得られた結果
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は実験データとよく一致している。しかしながら、データは、3 時間 20 分の実験
から得られたものであり、実際にはその時間内で平衡状態は達成しにくい。した

がって、セメント /水反応の初期状態における成分の変化を明確にするためには、
速度論的モデルが不可欠である。  
セメントが含有するナトリウムとカリウムの割合は 0.7％しかないが、セメン
ト間隙水の初期段階の成分と pH を支配している。pH はセメントの主な固相の溶
解度のすべてに影響することから、実際のセメント内のセメント間隙水成分をよ

り正確にモデル化するうえで、アルカリが存在していることが重要となる。現時

点では、CSH に関したアルカリ成分の振る舞いを記述するモデルは存在しない。
また、CSH 溶解度に関する実験データは、Ca/Si 比が同じでも、濃度および pH
の測定結果にばらつきがある。これはおそらく、CSH ゲルを作成する手法の違い
によるものだと思われる。さらに、異なる温度と時間で、CSH ゲルを水中で平衡
にさせていることも要因であろう。  
平衡モデルを用いることにより、処分場環境下にあるセメント化鉱物の変質反

応および地下水との反応を推定することが出来る。現段階では、CSH ゲルによる
アルカリ摂取、およびその結果としての CSH 溶解度の変化を表すモデルはいま
だ存在しない。  
他の問題点は、アルミン酸硫酸塩カルシウム相をモデル化することにある。こ

れらは比較的溶けにくく、またセメント /水システムにおいて、高 pH を維持する
ためにはそれほど重要ではないことから、アルミン酸硫酸塩カルシウム相の影響

は無視されている。しかしながら、中性セメント内においてエトリングから単相

硫酸塩への変質については理解されていない。これは、現在の理論が不正解であ

るか、もしくは OH-と SO32-間のイオン交換の効果による可能性も考えられる。  

 
(3) 熱力学を用いたより厳密な固相溶解モデル  
ポルトランダイトの溶出挙動を記述する Berner モデルおよびそれを改良した

Reardon モデルは、上で述べたように、実験結果を基にして経験的に得られたも
のであり、理論的な裏づけが不明確である。さらに、CSH ゲル相の構造について
の考察がなされておらず、そのために、モデルを熱力学的により厳密に考察する

ことにも欠けており、これらのモデルは問題点も多い。  
このことから、熱力学に根ざした幾つかの固相溶解モデルが提案されている。

ここでは、 CSH の振る舞いを熱力学的により厳密に議論している Kersten 
(Kersten,1996)のモデル、CSH のような固相溶解のモデル化を行う場合に Gibbs 
Energy Minimisation (GEM) 的なアプローチが有効である可能性を示している
Kulik & Kersten (Kulik & Kersten, in press)のモデル、また、理論的な根拠の
明確なものとして CSH ゲルを固溶相（solid solution phase）として取り扱った
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Börjesson (Börjesson, 1997) のモデルについて紹介する。  

 
(i) Kersten モデル  

Kersten (Kersten 1996) は、Ca/Si 比の関数として、CSH の水和溶解度につい
て考察する目的で、固相液相溶解に関する平衡モデル (以下 SSAS と記述 )を基礎
にした熱力学モデルを提案している。エンドメンバーは水酸化カルシウム (CH)
とケイ酸塩カルシウム (CS)の 2 つで、それらの Ca/Si 比>3 における pH と相溶性
ギャップ (miscibility gap)は既に知れている。Ca/Si 比が 1.5 の時に、混合物にお
ける Gibbs の自由エネルギーは最大値（Gm）となり、その値は -3.2kJ/mol と推
測される。  
熱力学平衡状態での SSAS システムに対する記述は下記のとおりである : 

 

∑Πeq = {H3SiO4-} + {OH-}{CaOH+} = (aCHKCH) + (aCSKCS) (7) 

 
ここで、∑Πeqは全溶解生成物を意味する。液相中で置換されるイオンの活量比

が、熱平衡状態で既知ならば、∑Πeqも以下の式で計算が可能である。  

 

∑Πeq = 1 / ({χOH-/KCHλCH} + {χH3SiO4-/KCSλCS})  (8) 

 
χはそれぞれの相での活量比、λは活量係数である。ここで言う活量比とは、間

隙 水 中 の OH- ま た は H3SiO4- が 占 め る 活 量 の 割 合 で あ り 、 χOH- は
[OH-]/([OH-]+[H3SiO4-]) と定義される。CSH システム中液相の一般化された
Gibbs-Duhem 式もまた下のように導かれる。  

 
(1 - χOH-) d[ln{H3SiO4-}{CaOH+}] + χOH- d[ln{OH-}{CaOH+}] – d[ln∑Π] = 0 (9) 
 

CSH システムにおける完全な固相溶解は、理想的なものから外れたものであり、
知られていない。Ca3SiO5 の初期分解は調和的なものであるが、水和化した固相

は、常に Ca/Si 比が 3 より少ない。この相溶性ギャップに関する情報は、計算コ
ード MBSSAS を使い、Guggenheim のα0、α1のパラメーターを計算する際に用

いられ、25℃においては、それぞれ 2.3 と 3.4 という値が得られる。  
適当なモル比と活量比を座標とし、全溶解生成物を表現することによって、

Lippmann の  ∑Π-X-χ相図を得ることができる (Lippmann, 1980)。Lippmann 相
図は、∑Πを変数として、固相曲線と（全溶解生成物は式 7 で定義される）と分解
曲線（等温結晶化曲線）をプロットしたものである。  
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図 1.1- 3: CSH システムに対する Lippman 相図  

実験データを丸で表記している。 

 

固相曲線と分解曲線は、熱平衡状態（例えば、ai = XI）において、いずれかの

理想的な固相溶解における溶解度を推測するために用いられる。分解曲線より下

にプロットされる水和溶解は、純粋なエンドメンバー固体も含み、すべての固相

に対して不飽和状態となり、それに対して、分解曲線よりも上にプロットされた

溶解は、固相に関して過剰飽和状態となる。数式上は、全成分領域にわたって固

相曲線を描くことは可能であるが、相溶性ギャップ (0.67 < XCH < 1)の内側の成分
の固相については、平衡状態は成立し得ない。他の目立った事実としては、XCH < 
0.67 に相当する固体と一致している分解領域は、χOH- = 1 に非常に近いところに
プロットされることである。これは CSHとの平衡において液相 SiO2成分が高 pH
でありかつ濃度が非常に低いということと一致している。  

 
このモデルは、いまだに理解されていない CSH-H2O システムのいくつかの特
異な特徴を説明することが可能である。非常に初期の反応段階を除き、ゲルの

Ca/Si 比の平均値は常に 1.5-1.8 程度で一定である。この値は、混合物に対する
Gibbs の自由エネルギー（GM曲線、図 1.1-4）における最小値に相当する。Ca/Si
比が、平均値以下または以上での固相溶解に対する Gibbs の自由エネルギーの変
化量は、CSH ゲルがそれ以上は反応しないようなモル比に近づいていく過程では、
減少しなければならない。この関係は、実験室において 1.5 以上の Ca/Si 比を有
する CSH ゲルを生成することがなぜ困難であるかを説明している。  
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図 1.1- 4: CSH-H20 システムに対して計算された混合物の Gibbs の自由エネル

ギー  

 
この SSAS の平衡論的な取り組みを通して、CSH 成分の非調和溶解の Ca/Si
比依存性の考察を可能にすることは明らかである。ポルトランダイトと比べて、

ケイ酸塩カルシウムエンドメンバーの溶解度は非常に低い。このことは、固相に

おけるシリカの強い選択的分割を意味しており、Ca/Si 比と液相の pH 値が与え
られていれば、液相中のシリカ濃度を予測することができる。全カルシウム濃度

も全溶解生成物を取り扱い、同様の方法で計算することが可能である。Ca/Si 比
が 1.1 から 2.0 の固相モル比であれば、非常に限られた水和相が平衡状態で共存
し得る。ポルトランダイトの溶解度が高い結果、カルシウムが豊富な溶液でも、

Ca/Si 比から考えられる平衡沈殿が生じる可能性は低い。水溶液中のシリカ濃度
が、関連するカルシウム濃度より 3 桁以上大きくなった時のみ、カルシウムに富
んだ CSH 相（Ca/Si 比＞1.5）が沈殿する。  

 
(ii) Kulik & Kersten モデル  
十分に水和した CSH システムの溶解度の振る舞いは、二つの理想的な CSH(I)
と CSH(II)の二重固相溶解反応を用いてモデル化が可能である。CSH(I)の二重固
相溶解によるエンドメンバーは、Si、SiO2、14Å トバモライト、5Ca(OH)2･6SiO2･

5H20 である。CSH(II)のエンドメンバーは、トバモライト、5Ca(OH)2･6SiO2･5H20、
とジェナイト , 10Ca(OH)2･SiO2･6H20 である。化学量論的な基本シリカとポルト
ランダイトの単位の数値を表現するのには、係数 nSi と  nCaを用いると便利であ

る。Kulik と Kersten によって提案された固相溶解モデルは、化学量論組成およ
び熱力学定数が nSi=1.0±0.3 に規格化されていれば、Ca/Si 比が 0.8 から 2.0 の固
相に対する既往の全データを説明することができる。  
水と CSH相の間での平衡状態は、これまでに実験室環境では得られていない。
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実験データを熱力学的にモデル化するために、水と CSH 相は平衡状態にあると
仮定する。CSH 相は水に非調和的に溶解し、さらにモデル化を困難にする。この
ような固相液相溶解 (SSAS)平衡を熱力学的にモデル化する手法としては二通り
通りある。一つの方法は、トバモライト、ジェナイトのような安定して存在する

類似鉱物から派生した化学量論的エンドメンバーを仮定し、非理想的な振る舞い

を取り込むこと。他の方法では、化学量論的エンドメンバーおよび理想的な固相

溶解モデルを用いることを可能とし、1mol の Gibbs エネルギ：ーG298を得よう

とするものである。Kulik と Kersten は、CSH システムの固相溶解をモデル化す
るために後者を用いた。  
化学量論的エンドメンバーと CSH 相の溶解度を正確に検証することが、有効
な固相溶解モデルを構築するために必要である。CSH システムの固相はトバモラ
イト系列に属する鉱物が基礎になっている。Ca/Si 比が 0.8 から 2.0 の CSH 相の
分析調査より、14Å トバモライト（14Å は層状の基底間隔を表している。）とジ
ェナイトの混合物が CSH 相であることが知られている。Ca/Si 比が 0.8 の時のエ
ンドメンバーは、14Å トバモライト、5Ca(OH)2･6SiO2･5H20 である。トバモラ
イトは、ペンタメリックとして知られている 5 個の Si 四面体の連鎖から構成さ
れており、その成分は、4CaO･5SiO2･8H20 に代表される。Ca/Si 比が 0.8 以下の
CSH 相は、ケイ素と 14Å トバモライトの混合物と仮定される。これらの相の固
相溶解は、ケイ素と 14Å トバモライトを用いてモデル化することができる。トバ
モライトは、Ca/Si 比が 1.4 までは、CSH 相の主成分である。1.4 以上になると、
ジェナイトが主成分となり、10CaO･5SiO2･14H2O、が共存し、ポルトランダイ
トトバモライトの濃度は急速に零となる。Ca/Si 比が 2.0 以上になると、ポルト
ランダイトが飽和状態になる。  

混合物に対する Gibbs の自由エネルギー ∆G Id
とエントロピー ∆SId

の関係を与

える固相溶解に関する Raoult の法則を以下に示す。  

 

          
∆G Id

RT
= −

∆SId

R
= XA ln XA + XB ln XB         （10） 

ここで、  XAは A 成分のモル比（＝mol A/(mol A + mol B)）  、  
       XBは B 成分のモル比（＝mol B/(mol A + mol B)）である。  

 
CSH 相の固相反応を記述するために、この法則を拡張する必要がある。エンド
メンバーの化学量論組成は、副格子や間隙中での固相溶解を考慮することで、さ

らに変更を加えることができる。副格子中での固相溶解は AvCw と BvCw という
二つの成分の混合物として考える。ここで、A と B がある副格子 (sub lattice)上
で混合し、C と D が他の副格子上で混合するとする。このことは、スケーリング
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係数 ni でエンドメンバーの化学量論組成を足し合わせることによって、Raoult
則に適応が可能である。  
間隙中での固相溶解は、母格子 (host lattice)A 中で、B 成分があるサイトを占
めた場合に起こる。間隙中での固相溶解を考慮することによって、二つのエンド

メンバーの活量を計算することが可能となる。一番目のエンドメンバーの化学量

論組成を係数 v で割り、二番目をｗで割ることにより、活量はモル比と等しくな
る。  

(v+w)という係数で、化学平衡と基準状態でのエンドメンバーの特性を割るこ
とによってスケーリングすれば、これらの二つの固相溶解モデルは、Raoult 側に
準じた活量 -モル比の関係に帰着させることができる。この手法を用いることによ
って、全 Ca/Si 領域での CSH 溶解度をより正確に見積もり、またトバモライト
とジェナイト双方の化学量論的係数 nSi と nCaを定義することが可能になる。解

析された結果は、Greenberg と Chang のデータ (Greenberg and Chang, 1965)
と比較されている  (図 1.1-5 参照 )。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.1- 5: Greenberg と Chang のデータと比べたモデル化された液水層（線化）

中のカルシウムとシリカの濃度  

 
図 1.1-5 から分かるように、固相反応モデルが nSi=1.0 の場合、データを大変
良く再現出来ている。図 1.1-6 で表されているように、熱力学的観点から CSH シ
ステムは、二つの理想的な CSH(I)と CSH(II)の固相溶解層によって理解できる。 
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Tob:  トバモライト  

Jen:  ジェナイト  

図 1.1- 6: 主成分の Ca/Si 比の関数としたモル比 [％ ] 

 
二つのエンドメンバー成分は、Ca/Si＜1.0 では、SiO2と 5Ca(OH)2･6SiO2･5H20、

Ca/Si＞1.0 では、5Ca(OH)2･6SiO2･5H20 と 10Ca(OH)2･SiO2･6H20 である。  
これらのエンドメンバー成分に対応する熱力学データを表 1.1-6 に示す。これ
らの値は CSH ゲルの分解をモデル化するために用いられ、また、Greenberg と
Chang のデータと、最も良く一致したものである。  

 
表 1.1- 6: エンドメンバー成分の熱力学特性  

LogK G° (kJmol -1 )
CSH (I) Silica -1.2 -849.45

Tobermorite (1) 11.15 -1823.38
CSH (II) Tobermorite (2) 11.15 -1823.38

Jennite 29.133 -2616.23

 
 
 
 

 
固相溶解理論は、水中の CSH 相の溶解を記述する非常に良い熱力学的モデル
を与える。エンドメンバーに対する化学量論組成と熱力学データは、0℃から 50℃
までの CSH システムに対して有効であることが確認された。既往のデータは、
Kulik と Kersten によって提案された 2 層 CSH(I)(II)理想的固相溶解モデルによ
って記述することができる。  

 
(iii) Börjesson モデル  
次に、Börjesson が開発した CSH ゲルに対して非理想的な固溶相を用いたモデ
ルについて記述する。このモデルは、Guggenheim の熱力学的混合モデルを用い
たものである。Guggenheim の熱力学的混合モデルでは、Gibbs の自由エネルギ
ーを、固溶相のモル比の多項式で表現する。2 成分の非理想的な固溶相反応に対

－21－ 



JNC TJ8400 2002-031 

しては、自由エネルギーは次の式のようになる。  

 

Gexcess = X1X2 A0 + A1 X1 − X2( )+ A2 X1 − X2( )2
+ A3 X1 − X2( )3

+ ...[ ] (11) 

 
ここで、変数 A0 と  A1 は成分によるものではなく、温度と圧力に依存するも

のである。上式の第 2 項までを考慮することにすると、 (5)式は (6)式のように簡
単化される。  

 

Gexcess = X1X2 A0 + A1 X1 − X2( )[ ]  (12) 

 
また、Gibbs の自由エネルギーは (7)式のように書くこともできる。  

 

Gexcess = RT Xi lnγ i
i

∑     (13) 

 
ここで、γ iは活量係数、R はガス定数、T は絶対温度である。各エンドメンバ
ーの標準状態が、現在注目している温度、圧力において純粋なエンドメンバーで

あるとすれば、Gexcessは以下の境界条件に従わなければならない。  

 

0   when 0
0   when 0

2

1

==
==

XG
XG

excess

excess  

 
第一のエンドメンバーの活量係数を、固溶相組成の関数として得るために、以

下の式を用いることができる (Prausnitz, 1969)。  

 

RT ln γ i =
∂nTGexcess

∂ni

 

 
  

 
 

T, P, nj

   (14) 

 
ここで、niはエンドメンバー i のモル数、nTは全モル数である。また、 (6)式と

(8)式を組み合わせることによって、以下の式を得る。  

 

RT ln γ 1 = X2
2 A0 + A1 3X1 − X2( )[ ]   (15) 
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さらに、a1 = X1γ1という関係式を用いて、 (15)式は以下のように書き換えられ
る。  

 

a1 = X1 exp
X2

2

RT
A0 + A1 3X1 − X2([ )] 

  
 
     (16) 

 
ここで、a1はエンドメンバー1 の活量である。  

 
Börjesson は、この手法を CSH ゲルに適用しており、ここでは、エンドメンバ
ーとして Ca(OH)2 と CaH2SiO4 を考え、A0 と A1 の値として 3.262 と  13.44 
kJ/mol を推奨している。なお、これらの成分は、Berner によるセメント -水反応
モデルによっても選択されている (Berner, 1992)。ここで、A0 と A1 の値は
Kalousekによって CSHゲルに対して行われた実験から導き出されているもので
ある (Kalousek, 1952)。固溶相における混和性ギャップはほとんどが純粋な
Ca(OH)2 (X > 0.99)と XCa(OH)2 = 0.30 の間に存在している。  

Kersten による研究においても、同様な結論が得られている (Kersten, 1996)。
2 つのエンドメンバーに対する溶解度定数を表 1.1-7 に示す。  

 
表 1.1- 7: CSH ゲル固溶相に含まれるエンドメンバーの種類と熱力学データ  

Phase 反応式  Log K 

Ca(OH)2 + 2H+ = Ca2+ + 2H2O 22.55 Solid-solution:Ca(OH)2 
 
                      

CaH2SiO4 
 
CaH2SiO4 + 2H+ = Ca2+ + SiO2(aq) + 
2H2O               
あるいは  
CaH2SiO4 = Ca2+ + H2SiO42- + 2H2O  

 
15.89 

 
-7.07 

 

したがって、Ca2+, H2SiO42- および OH-を用いて、Ca(OH)2-CaH2SiO4の二成

分溶解反応系に関する質量作用式を以下のように定義することができる。  

 

H2SiO4
2−[ ]Ca2 +[ ]= KCaH SiO aCaH SiO = KCaH SiO XCaH SiO γ CaH SiO2 4 2 4 2 4 2 4 2 4

2 2 2 2 2

 (17) 

OH−[ ]2
Ca2+[ ]= KCa(OH) aCa(OH) = KCa(OH) XCa(OH) γ Ca(OH)   (18) 
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ここで、 [Ca2+], [H2SiO42-] および  [OH-]はCa2+, H2SiO42- および  OH-の液相

活量、KCa(OH)2 およびKCaH2SiO4 は純粋なCa(OH)2 と  CaH2SiO4 の  エンドメン
バーについての溶解度積である。また、aCa(OH)2 と  aCaH2SiO4 は固相反応におけ
るCa(OH)2 とCaH2SiO4成分の活量であり、XCa(OH)2 と  XCaH2SiO4は平衡状態にあ

る固相でのCa(OH)2 とCaH2SiO4のモル分率、そして、 γ Ca(OH)2 と γ CaH2SiO4 は

固相の活量係数である。  
固相の活量係数は以下の式から求められる。ここで、A0 と A1 の値はそれぞれ

3.262 、13.44 kJ/mol である。  

 

( )[ ]...344.13262.3ln Ca(OH)SiOCaH
2
Ca(OH)SiOCaH +−−= XXXγ

242242
  (19) 

 

( )[ ]...344.13262.3ln SiOCaHCa(OH)
2

SiOCaHCa(OH) +−+= XXXγ
422422

  (20) 

 
結果として、 (17)-(19)式は CSH 固相と平衡状態にある液相の成分を定義する
ために用いることができる。  
この CSH ゲルに対するモデルは、表 1.1-8 に示されている成分のコンクリート
単位体積重量に対して用いられている。この成分はコンクリート 1m3 に対して

420 kg のセメント単位体積重量 (Karlsson et al., 1999)、および 35 %の間隙率を
仮定している。コンクリート中の骨材については、本モデルでは考慮しない。  

 
表 1.1- 8: モデルで用いるコンクリートの成分  

Phase Mol m-3 
1678 CSH:    Ca(OH)2 

        CaH2SiO4 922 
Katoite, Ca3Al2H12O12 3.3 
AFm, Ca4Al2SO10:12H2O 108 
Brucite, Mg(OH)2 227 

 
表 1.1-8 中の各鉱物についての熱力学データを表 1.1-9 に示す。また、ギブサ
イト、カルサイト およびポルトランダイトも生成鉱物として考慮する。これら

のデータはいずれも EQ3/6, ‘data1.com.R10’ データベース  (Wolery, 1992)およ
び Börjesson (Börjesson, 1997)から得られたものである。  

 
 
 
 

－24－ 



JNC TJ8400 2002-031 

表 1.1- 9: コンクリートに対する加水分解反応、
イオン交換データおよび平衡定数  

鉱物  加水分解反応  Log K 
25 °C 

Ca(OH)2 Ca(OH)2 + 2H+ = Ca2+ + 2H2O 22.55 
CaH2SiO4 CaH2SiO4 + 2H+ = Ca2+ + SiO2(aq) + 2H2O 15.89 
Brucite Mg(OH)2 + 2H+ = Mg2+ + 2H2O 16.2980 
AFm Ca4Al2SO10:12H2O + 12H+ = 4Ca2+ + 2Al3+ + SO42- 

+ 18H2O 
70.3 

Katoite Ca3Al2H12O12 + 12H+ = 3Ca2+ + 2Al3+ + 12H2O 78.9437 
Calcite CaCO3 + H+ = Ca2+ + HCO3- 1.8487 
Gibbsite Al(OH)3 + 3H+ = Al3+ + 3H2O 7.7560 

 
 なお、本研究では、これまでにコンクリート劣化に関する研究において最も採用
実績があり、モデルから導き出される CSH ゲルの種類も熱力学に基づくモデル
と一致している Berner のモデルを用いて解析を行うこととした。  

 
1.1.3 ベントナイト劣化に関する文献調査  
 コンクリートと地下水の反応によって間隙水は高アルカリ性となり、この間隙

水がベントナイトと反応し、ベントナイトは劣化する。コンクリート反応水との

反応によるベントナイトの劣化機構としては、イオン交換反応、モンモリロナイ

ト等の初生鉱物の溶解、そして CSH ゲルやゼオライトといった二次鉱物の沈殿
が挙げられる。これらの反応は、TRU 廃棄物処分システムの変遷に関するインフ
ルエンスダイアグラム（図 1.1-1 参照）が示すように、鉱物組成の変化に伴う透
水係数や拡散係数の変遷を介して水理・物質移動プロセスと相互に影響を及ぼし

あう強連成のフィードバックループを形成する。ここでは、ベントナイトの劣化

を、イオン交換反応によるものと、それ以外によるものに分けて記述する。  

 
(1) イオン交換反応によるベントナイトの劣化  
ここで考察するベントナイトは、ナトリウム型モンモリロナイト、ケイ砂およ

び方解石（カルサイト）が含まれているとする。それぞれの成分を表 1.1-10 に示
す。また、初期空隙率は 40％である。  

 
モンモリロナイトの比表面積は 30 m2 g-1と仮定する。一方、ケイ砂 (0.02264 m2 

g-1)と方解石 (0.02210 m2 g-1)の比表面積は、鉱物の密度 (ケイ砂  = 2.65 g cm-3; 方
解石  = 2.715 g cm-3)と砂粒子を直径 100µm の球状と仮定することによって求め
た。  
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表 1.1- 10: ベントナイトに含まれる鉱物の組成  
鉱物  

(formula 
wt.) 

化学式  モル体積  
(cm3 

mole-1) 

Vol.  
% 

Mole 
m-3 

m2 
mole-1 

g m-3 

Na-mont 
(367.0171) 

Na.33Mg.33Al1.67Si4O10(
OH)2 

134.271 20 1490 11010 5.5E5 

Calcite 
(100.0872) 

CaCO3 36.934 5 1354 2.17 1.4E5 

Quartz 
(sand) 
(60.0843) 

SiO2 22.688 35 15427 0.82 9.3E5 

Porosity - - 40 - - - 
 
イオン交換反応は、  

 
nZNa + Mn+ = ZnM + nNa+   (21) 

 
として表現され、また、カルシウム選択性が大きいことから、右向きの反応のみ

を考えることとする。  
ここで、Z- は層間に帯電した電荷量であり、Mｎ+は陽イオンである。選択定数

K は Gaines and Thomas (Gaines and Thomas,1953)によって以下の式で定義さ
れている。  

 

( ){ }
( ) { }+n

+
n

M
NaM

n

n

ZNa
ZK =     (22) 

 
ここで、(ZnM)は固相における Mn+のモル当量であり（ (23)式参照）、{Mn+}は液
相における Mn+の濃度である。  

 

∑
=

K,...J,I,
-1

-1
n

i

i

meq
meq

M)(Z
χ

χ     (23) 

 
I, J, K は、それぞれ i, j, k,の電荷を持った交換可能な陽イオンであり、また、

meq1 χ iは粘土 100ｇあたりの値である。  

 
(2) イオン交換以外の反応によるベントナイトの劣化  
上述したように、イオン交換は速いプロセスであり、システムの目標性能を担

保すべき期間内に、ベントナイトのほぼ全域において、カルシウムによるナトリ

－26－ 



JNC TJ8400 2002-031 

ウム型モンモリロナイトの置換が生じるものと考えられる。そこで、イオン交換

に関しては、これが生じても止水性についての目標性能が満足されるような対策

を採ることが必要である。  
イオン交換に対する対策が明確となったところで、次に考慮しなければならな

い反応は、モンモリロナイトの溶解、および溶解生成物の沈殿による二次鉱物の

生成といった鉱物学的な変化である。  
表 1.1-4 に示したように、コンクリート中に含まれるアルカリ金属の酸化物や
水酸化カルシウムとの反応により、地下水の pH は 12 ないしは 13 以上にまで上
昇し、地球化学的に特異な条件を形成することが予想される。  

 
(i) モンモリロナイトの溶解（平衡論）  
粘土の主要な成分であるアルミノ珪酸塩の溶解を考えるうえでは、まず、対応

する珪素およびアルミニウムの液相中での分種化を知ることが必要である。中性

近傍の pHでは、珪素は H4SiO4として存在するが、pH>10では H3SiO4-や H2SiO42-

といった化学種が支配的となる。また、同様に、高 pH 条件では Al3+に代わって

Al(OH)4-が支配的となる。  
以上の分種化のために、鉱物の溶解に伴う水素イオンの授受関係は逆転し、高

pH 側ではアルミノ珪酸塩の溶解は水素を放出してアルカリを緩衝するものとな
る。例えば、  

 
pH<8     SiO2 + 2H2O = H4SiO4                       (24) 
pH>8     SiO2 + 2H2O = H3SiO4- +H+              (25)                

 
以上から、H2SiO42-と Al(OH)4-とがそれぞれ支配的となる超アルカリプルーム

との反応では、緩衝材主成分のナトリウム型モンモリロナイトは次のように変化

することとなる。  

 
Na0.33Mg0.33Al1.67Si4O10(OH)2+10.68H2O = 

0.33Na++0.33Mg2++1.67 Al(OH)4-+4 H2SiO42-+8.68H+           (26) 
 
同様にカルシウム置換後のモンモリロナイトの反応は、  

 
Ca0.165Mg0.33Al1.67Si4O10(OH)2+10.68H2O = 

0.165Ca2++0.33Mg2++1.67 Al(OH)4-+4 H2SiO42-+8.68H+             (27) 
 

となる。これらの鉱物は高 pH 側においては熱力学的に不安定となり、水素イオ
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ンを放出しつつ溶解する。また、この反応に伴ってアルカリは緩衝され、超アル

カリプルームの移行が遅延されることとなる。ちなみに、等モル量の反応による

pH 緩衝性の程度は、スメクタイト＞カオリナイト＞石英の順となる。  

 
(ii) モンモリロナイトの溶解（速度論）  
上記の緩衝性に関する議論は、平衡論の立場にたつものであるが、実際には速

度論的な側面も考慮する必要がある。鉱物の溶解について一般的に用いられる遷

移状態理論に基づくモデルでは、反応速度は  

 
Ak[H+]n(1-Q/K)                           (28) 

 
によって表現される。ただし、  

A; 反応に寄与する鉱物表面積  
k; 溶解反応速度定数  
Q; 溶解度積 K; 平衡定数  
n; 定数（モンモリロナイトの場合は n=-0.22、石英では n=-0.5） 

 
モンモリロナイトの溶解反応速度定数 kについては 10-14.7というデータが得ら

れている（Cama and Ayora, 1998）。Cama はまた、上式における (1-Q/K)という
線形項では彼等の実験結果が説明できないとして、非線型な経験式  

 
Ak(1-exp(-6×10-10(log(Q/K))6)){10-8.8/[H+]}n             (29) 

 
を提案している (Cama et al, 2000)。このことは、モンモリロナイトの溶解反
応に対する遷移状態理論の適用性に疑問を投げかけるものと言うこともできる。  
溶解反応の可逆性を仮定した上述の線形および非線型の反応速度表現に対して、

Oelkers らはカオリナイトの溶解実験結果から、溶解反応のアルミニウム濃度依
存性を考慮した以下の不可逆モデルを提案している（Oelkers et al., 1994）。  

 
Ak[H+]n(Al(OH)4-) p                      (30) 

 
ただし、p; 定数（モンモリロナイトの場合、p=-0.40）。  
また、Huertas らは、最近、高 pH 領域においてモンモリロナイトが溶解する
振る舞いについて研究を行い (Huertas et al., 2001)、pH が 8.8 以上になると、反
応速度は以下の式に従うということを報告している。  
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10-17.1[H+]-0.34                        (31) 
 
(iii) 二次鉱物の沈殿  
コンクリート反応水と粘土あるいは母岩との反応に伴う二次鉱物の沈殿は、温

度および液相側の組成に強く依存する。液相側の組成としては、アルミニウムお

よび珪素に加えて、水素、ナトリウム、カルシウム、カリウムおよび硫酸基濃度

が重要である。このため、コンクリート反応水組成の時間的変遷を反映して、沈

殿する二次鉱物の種類も時間とともに変化する可能性があるものと考えられる。

また、処分環境が比較的低温であるため、沈殿する二次鉱物はアモルファスや結

晶性の低いものである可能性が高い。これらの準安定な鉱物は時間の経過ととも

に熱力学的により安定な結晶質のものへと変化していく可能性があるが、結晶質

を基本とした既往の熱力学データベースおよび速度論データの直接的な適用性に

は疑問が残されている。  

 
( a ) ゼオライト  
初期のコンクリート反応水はナトリウムやカリウムといったアルカリ金属に富

んでおり、粘土および母岩中の鉱物の溶解によって液相に供給された珪素やアル

ミニウムとともにゼオライトを生成する。このような環境では、粘土鉱物や長石

類に対して、ゼオライトの方がより安定であることが知られており、コンクリー

ト系材料と接した緩衝材や下流側母岩中の地下水移行経路では、これらの鉱物が

ゼオライトに置換されていく可能性が高い。ゼオライトは、低温条件での玄武岩

や種々の堆積岩の変成生成物であるとともに、火山岩の熱水反応によっても生成

される一般的な鉱物であり、アルカリ環境では、二酸化炭素濃度が低い状況で生

成することが知られている。また、このようなゼオライト化の程度は、沈殿およ

び成長の速度によって支配される（Savage, 1996）。  
アルカリプルームの外周に接した粘土（pH=7-10 程度と想定）中では、アルカ
リ金属に富んだ初期のコンクリート反応水の場合には、アナルサイトが、また、

カルシウムに富んだ後期のコンクリート反応水の場合には、ルモナイトがそれぞ

れ最尤な沈澱生成物として選択されている（Savage, 1996）。  
一般にゼオライト類は高い陽イオン交換性を有するが、三価および四価のイオ

ンの吸着性は必ずしも高くなく、このため、ゼオライトへの変質はアクチニド等

の重要放射性核種に対する緩衝材および母岩の遅延能力を低下させる可能性もあ

る。  

 
( b ) CSH および CASH 
初期のコンクリート反応水では、ナトリウムやカリウムが支配的であるが、高
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pH 側でのカルシウムの反応性が高いために、このような条件でもゼオライトに
加えて CSH (Calcium Silicate Hydrate)鉱物が沈殿する。また、CSH の沈殿速度
は大きく、このため、アルカリ溶液と珪素を混合する実験系で最初に観察される

沈殿はほぼ常に CSH 系のものになると考えられる（Savage et al., 1992）。  

 
CaxSiyO(x+2y)という一般形を持つ鉱物の沈殿反応は次のように表現される。  

 
XCa2+ + yH3SiO4- + (x+w-2y)H2O = CaxSiyO(x+2y)・wH2O + (2x-y)H+   (32) 

 
この式から明らかなとおり、CSH の沈殿がアルカリ緩衝効果を有するか否かは
そのストイキオメトリーに依存する。表 1.1-11 に一般的な CSH 系鉱物の特徴を
まとめる。  

表 1.1- 11: 代表的な CSH 鉱物の特徴  
鉱物名  Ca/Si 比  2x-y 

Hillebrandite 2.00 3 
Afwillite 1.50 4 

Foshagite 1.33 5 
Xonotlite 1.00 6 

Tobermorite 0.83 4 
Gyrolite 0.67 1 
Okenite 0.50 0 

 
CSH 鉱物は、珪酸塩鉱物と水酸化カルシウム溶液との反応によって生成するこ
とが多くの例で認められている（例えば Savage et al., 1992）。CSH の沈殿速度
は一般に大きいために、これらの例における律速過程はいずれも初生の珪酸塩鉱

物の溶解であると考えられている。  
また、液相中のアルミニウム濃度が上昇すると、CSH 成分のアルミニウムによ
る置換によってジェナイトあるいはタカラナイトといったいわゆる CASH 系鉱
物が生成する可能性があり、また、最大 25 wt %程度の Al2O3が CSH 鉱物に取り
込まれ得ることが知られている。しかしながら、これ以上の割合のアルミニウム

は CSH 鉱物に取り込まれるのではなく、ゼオライトとして沈殿するものと考え
られる。  
コンクリート反応水がカルシウム型に推移するにつれて、二次鉱物中の CSH の
割合は増大する。また、初期に生成したゼオライト中のナトリウムやカリウムも

徐々にカルシウムへと置換されることとなる。  

 
以上の文献調査を踏まえて採用された本研究で扱うコンクリート間隙水とベン

トナイト反応に関するモデルを以下にまとめる。また、ベントナイト -セメント反
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応によって生成される二次鉱物としては、アナルサイト  とルモナイト  を、また
CSH 鉱物の代表としてトバモライトを、また層状ケイ酸塩イライトの代わりとし
て白雲母 (Muscovite)をそれぞれ最尤な鉱物として選択した。  
モンモリロナイト、カルサイト、石英に関しては、表 1.1-12,13 に示すように、
速度論で用いる定数と係数が既知であることから、速度論を用いて解析を行う。

なお、表中の k は pH=0 における反応速度定数、A は鉱物の比表面積（単位は
m2）、n と  m は定数、Q と  K は、それぞれ加水分解反応に対する溶解度積と平
衡定数であり、Log k (pH = 0)の値の単位は mol m-2 s-1である。  

 
表 1.1- 12: 鉱物に対する速度論的な方程式  

鉱物  Rate equation データソース  
Na-montmorillonite (29 式 ) Cama and Ayora, 1998 
Quartz kA(aH+)n(1 – Q/K) Knauss and Wolery, 

1988 
Calcite kA(aH+)n(1 - Q/K)m Busenberg and 

Plummer, 1986 
 
表 1.1- 13: ベントナイト中の鉱物に対する速度論で用いる定数と係数  

鉱物  Log k  n m 
Na-montmorillonite -17.1 -0.34 - 
Quartz -16.3 -0.50 - 
Calcite -5.2 -0.65 0.9 

 
一方、二次鉱物については、平衡論を用いて解析を行った。ベントナイトに対

する加水分解反応とイオン交換データおよび平衡定数の一覧表を表 1.1-14 に示
す。すべてのデータは EQ3/6, ‘data1.com.R10’ データベース  (Wolery, 1992)か
ら得られたものである。  

 
表 1.1- 14: ベントナイトに対する加水分解反応、
イオン交換データおよび平衡定数  

鉱物  加水分解 /イオン交換反応  Log K 
25 °C 

Na-montmor Na.33Mg.33Al1.67Si4O10(OH)2 + 6H+ =  
0.33Na+ + 0.33Mg2+ + 1.67Al3+ + 4SiO2(aq) + 

4H2O 

2.4844 

ion exchange 
coefficient 

2ZNa – Z2Ca 0.69 

Calcite CaCO3 + H+ = Ca2+ + HCO3- 1.8487 
Quartz SiO2 = SiO2(aq) -3.9993 
Analcite Na.96Al.96Si2.04O6.H2O + 3.84H+ = 

0.96Na+ + 0.96Al3+ + 2.04SiO2(aq) + 2.92H2O 
6.1396 

Laumontite CaAl2Si4O12:4H2O + 8H+ = Ca2+ + 2Al3+ + 
4SiO2(aq) + 8H2O 

13.6667 
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Muscovite KAl3Si3O10(OH)2 + 10H+ =  
K+ + 3Al3+ + 3SiO2(aq) + 6H2O 

13.5858 

Tobermorite Ca5Si6H21O27.5 + 10H+ = 5Ca2+ + 6SiO2(aq) + 
15.5H2O 

63.8445 
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1.2. モデルおよびデータの不確実性についての検討  
1.2.1. コンクリート劣化についての不確実性  
(1) アルカリ成分 (NaOH, KOH)の溶出についての不確実性  
 Atkinson モデルが示しているように、コンクリート中に少量残存している
NaOH, KOH が加水分解反応によって、特に反応初期に溶出し、反応初期段階の
pH を支配し、pH を 13 程度まで上昇させる。したがって、解析においても NaOH, 
KOH を考慮する必要がある。しかしながら、アルカリ成分の溶出に関する実験、
理論的な研究例が少なく、不明な点が多い。  

 
(2) ポルトランダイトの溶出による CSH ゲルの生成についての不確実性  
コンクリートから溶出したカルシウムとシリカが結合し、CSH ゲルが生成され、
その際に、Ca/Si 比によって生成される CSH ゲルの種類が決まる。Berner モデ
ルでは、固相の Ca/Si 比に相当する CSH ゲルのエンドメンバーとして Ca(OH)2 
と CaH2SiO4が選択されており、これらの成分は、Börjesson によるセメント -水
反応モデルでも採用されている。  

Ca 濃度と固相中 Ca/Si 比の関係について、計測値と計算で得られた結果を比較
したものを図 1.2-1 に示す。  

 
図 1.2- 1: 液相のカルシウム濃度と固相の Ca/Si 比の関係について

の実測値と計算結果の比較  

 
図中の実線は、Berner モデルから計算された結果であり、各点は測定結果を示
している。図 1.2-1 が示すように、測定結果と計算結果の両者は非常に良く一致
しているが、Berner のモデルは、これらの測定データを用いて構築されているこ
とから、モデルと測定結果が一致するのは、むしろ当然である。一方、測定結果
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を見ると、同じカルシウム濃度でも Ca/Si 比の値は測定によって分布しており、
測定データに不確実性が内在している。また、均一な固相が、実際の処分場環境

でも存在するという根拠も乏しい。  
このことから、モデルにおける CSH ゲルのエンドメンバーとしての Ca(OH)2 
と CaH2SiO4の選択には不確実性が残る。  

 
1.2.2. ベントナイト劣化についての不確実性  
(1) ベントナイトのカルシウム化部の透水性・空隙率に関する不確実性  
イオン交換による止水性能劣化のメカニズムは次のように考えられる。カルシ

ウム型モンモリロナイトの膨潤量がナトリウム型に比して小さいために、砂粒子

間の空隙を十分にシールできなくなり、イオン交換に伴ってナトリウムの総量が

減少するにつれて、充填不良の粒子間すき間の透水性が上昇し、さらにこれらが

相互に連結することにより臨界に達してマクロな透水係数も上昇するものと考え

られる。  

 
図 1.2- 2: ベントナイトの透水係数と密度の関係（前田ら、1998）  

 
図 1.2-2 に、ベントナイトの透水係数と密度の関係を示す。図が示すように、
乾燥密度が 1.5×103kg m-3以上の場合には、ナトリウム型とカルシウム型の透水

係数の差が減少している。しかしながら、カルシウム型モンモリロナイトの実験

データがばらついておりデータの不確実性になっている。このばらつきの原因の

一つとして、実験で用いられる大きな動水勾配も考えられる。実験では、実際の

処分場環境下ではあり得ない大きな動水勾配が用いられる。この大きな動水勾配

によって、ベントナイトの空隙に変化が生じ、透水係数がばらついたという可能

性も考えられる。  
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(2) モンモリロナイトの溶解についての不確実性  
 モンモリロナイトの溶解を、平衡論を用いて議論しようとする場合の不確実性

として、H3SiO4-、H2SiO42-、Al(OH)4-などの平衡定数が挙げられる。表 1.1-14
中にある化学反応式で記述されるモンモリロナイトの溶解において、pH が高い
場合には、H3SiO4-、H2SiO42-、Al(OH)4-等の化学種が支配的となり、水素イオン

の授受関係が逆転し、水素を放出してアルカリを緩衝する。しかしながら、これ

ら主要な化学種の高 pH 側での平衡定数に関する知見が不足しており、不確実性
として残っている。  
 一方、モンモリロナイトの溶解の速度論による記述に関しては、溶解挙動を記

述するモデルに不確実性が含まれている。図 1.2-3 に（式 28）と（式 29）によ
る反応速度の違いを示す。遷移状態理論に基づいて Cama&Ayora によって提案
されたモデル（式 28）では、実験結果を説明することができていない。そこで実
験結果を説明するために提案された非線形な経験式（式 29）は理論的な裏づけが
不明確である。また、Atkinson モデルにおいて予想される処分場における pH（表
1.1-4 参照）とは異なり、pH が低い状態でモデルと実験の比較を行っており、高
pH 環境下での結果が得られていない。  
 pH=8.8 以上の高 pH 領域におけるモンモリロナイト溶解を速度論で記述する
モデルとしては、Huertas らのモデル (Huertas et al., 2001)があるが（式 31）、
このモデルも実験結果から導きだされた経験式であり、理論的な裏づけに乏しい。

また、このモデルでは平衡近傍での挙動を表現できないという問題もある。  

-10 -8 -6 -4 -2 0

-5

-4

-3

-2

-1

0
式28 

式29 

Log Q/K

規
格
化
反
応
速

図 1.2- 3: ベントナイトの透水係数と密度の関係  
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(3) ゼオライト、CSH ゲルの沈澱･溶解に関する不確実性  
 本研究では、ナチュラルアナログの結果より（Savage, 1996）、ゼオライトに
よる最尤な沈澱･溶解生成物としてアナルサイト  とルモナイトが選択されている。
しかしながら、天然に産するゼオライトとしては個々にストイキオメトリーの異

なる 45 種類が知られており、そのうち処分場環境下で実際にどの種類のものが
生成されるかは明らかではない。このことから、沈澱生成物の化学的な緩衝性に

は不確実性がある。  
 また、CSH ゲルについても同様に、実際に生成される種類を同定することは困
難である。また、CSH ゲルが生成後には、熱平衡的により安定な鉱物へと変質す
ると考えられるが、二次鉱物の長期的変遷については不明であり、二次鉱物の影

響を長期的、かつ定量的に議論することは非常に困難であり、不確実性として残

る。  
 長期的な二次鉱物の変遷が不明であることから、モンモリロナイト溶出部の空

隙構造がどのような変遷を辿るかについての情報量は現時点では非常に乏しい。

このことから、ベントナイトのモンモリロナイト溶出部の透水性・空隙率の長期

的な変遷については非常に不確実である。  
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1.3 予備的なモデルの検討と簡易解析ツールの作成 
TRU廃棄物の処分では、化学的に活性なコンクリート材料を用いることが想定されてい
る。そのため、コンクリートから溶出する Caイオンや高 pHプルームが緩衝材や母岩へ化
学的な影響を与え、これにより緩衝材の透水係数や空隙率が変化し人工バリア内の地下水

流速の変遷に影響を及ぼす。しかしながら、これら化学的及び水理学的変遷に関する挙動

を解析する場合、1.2で述べたような不確実性が存在する。コンクリートに関してはアルカ
リ成分の溶出は緩衝材中の化学反応や溶失フロント近傍での Ca2+イオン反応に影響を及ぼ

し、ポートランダイトの溶出によるCHSゲルの生成はCaとOHのモル比に影響を及ぼす。
ベントナイトに関してもカルシウム化の透水性や空隙率は緩衝材の実効拡散係数、透水係

数や自己シール性の喪失という形で影響を及ぼす。また、モンモリロナイトの溶解速度、

二次鉱物はやはり緩衝材中の化学反応や溶失フロント近傍での Ca2+イオン反応に影響を及

ぼす。したがって、本研究では、緩衝材の化学的変質に伴う Ca化フロントや溶解フロント
の進展、及び人工バリア内の地下水流速の変遷に影響を及ぼす重要なプロセスを抽出する

ことを目的として、TRU処分場において想定されるプロセスを考慮し、コンクリートの緩
衝材への影響を網羅的に表すことのできる簡易解析ツールを作成した。 

 
1.3.1 予備的検討のための概念モデル 
 (1) 評価するプロセス 
 簡易解析モデルでは、廃棄体と緩衝材および EDZの三つの領域を解析の対象とするもの
とした。また、EDZには、コンクリート製の支保が用いられるものとする。 
 EDZ と廃棄体は、再冠水の後、コンクリート成分が溶出し、それらが緩衝材に拡散また
は移流により移動するものとする。緩衝材の内部での、コンクリート溶出成分の移動も拡

散と移流によるものとし、緩衝材は連続多孔質媒体としたモデルを用いることとする。 
 
緩衝材の化学的な変遷に関連するプロセスとしては、以下のものを考慮する。 
 ・廃棄体領域 
  コンクリートの溶解に伴う Ca2+および OH-の濃度の変化 
  コンクリート成分の溶出による透水性の上昇 
 ・緩衝材領域 

Ca2＋の拡散 
OH-の拡散 
Ca化部の拡散性の変化 
モンモリロナイト溶失部の拡散性の変化 
Naモンモリロナイトのイオン交換反応 
Naモンモリロナイトの溶解 
珪酸塩鉱物の溶解 
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再冠水 
動水勾配による移流の発生 
Ca化部の透水係数 
溶失部の透水係数 
Ca化部の拡大による緩衝材未変質部の密度低下、劣化 
溶失部の拡大による緩衝材未変質部の密度低下、劣化 
・EDZおよび支保領域 
コンクリートの溶解に伴う Ca2+および OH-の濃度の変化 
コンクリート成分の溶出による透水性の上昇 

 

コンクリートからのCa2+

コンクリートからのOH-

廃棄体 緩衝材 EDZ・支保

Naモンモリロナイトのイオン交換反応
Naモンモリロナイトの溶解
珪酸塩鉱物の溶解

コンクリートの溶解
Ca2+濃度の変化
OH-濃度の変化

コンクリートの溶解に伴う
Ca2+及びOH-の濃度の変化

Ca2＋の拡散
OH-の拡散
Ca化部の拡散性の変化
溶失部の拡散性の変化

コンクリート成分の
溶出による透水性
の上昇

再冠水
動水勾配による移流の発生
Ca化部の透水係数
溶失部の透水係数
Ca化部の拡大による緩衝材健全部の密度低下、劣化
溶失部の拡大による緩衝材健全部の密度低下、劣化

コンクリート成分の溶出に
よる透水性の上昇

コンクリートからのCa2+

コンクリートからのOH-

コンクリートからのCa2+

コンクリートからのOH-

廃棄体 緩衝材 EDZ・支保

Naモンモリロナイトのイオン交換反応
Naモンモリロナイトの溶解
珪酸塩鉱物の溶解

コンクリートの溶解
Ca2+濃度の変化
OH-濃度の変化

コンクリートの溶解に伴う
Ca2+及びOH-の濃度の変化

Ca2＋の拡散
OH-の拡散
Ca化部の拡散性の変化
溶失部の拡散性の変化

コンクリート成分の
溶出による透水性
の上昇

再冠水
動水勾配による移流の発生
Ca化部の透水係数
溶失部の透水係数
Ca化部の拡大による緩衝材健全部の密度低下、劣化
溶失部の拡大による緩衝材健全部の密度低下、劣化

コンクリート成分の溶出に
よる透水性の上昇

 
 

図 1.3- 1: 簡易モデルで考慮するプロセス 
 

(2)  Sharp frontを仮定した化学種の反応‐移動モデル 
 緩衝材中の高 pHプルームや Caイオンは、緩衝材中の珪酸塩鉱物と反応しながら、拡散
や移流により移動する。珪酸塩鉱物との反応としては、Caイオンのイオン交換反応と高 pH
プルームによる珪酸塩鉱物の溶解および C-S-H の沈殿が想定される。これらの反応の取り
扱いは、以下に示す Sharp Frontモデルを用いるものとした。Sharp Frontモデルを用い
ることの利点としては、このモデルが簡潔な定式化により表現されることから、解法上に

おいて有利な点が多い。また、イオン交換反応は速やかな反応であることが知られており、

Sharp Frontモデルの適用が適切である考えられる。反面、反応速度の小さな現象に関して
は、反応フロントの進展速度は非保守的となる。 
 Sharp Frontモデルでは、液相部の化学種[A]と固相部化学種[B]の反応において A+Bの
反応が「瞬時」であるならば B>0の期間、Aの濃度は増加しないと仮定し 
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)](1[)( BHAT
dt
dA
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−=                      (2) 

 
ここで はヘビサイト関数である。 (.)H

  
0)(,0
1)(,0

=≤
=>

xHxif
xHxif

 

CBA =− として、Cの変化を以下のように定式化する。 

))(( CHCT
dt
dC

=                         (3) 

 
これにより、C である間は、化学種がこの先に進むことはなくなる。 0<

 

 
Aの濃度

Bの濃度 

0 x 0

Cの濃度

x 

濃度濃度 

 
 

図 1.3- 2: Sharp frontモデルの概念図 
 

 
(3) 水理モデル 
 系内の地下水流動は、再冠水や緩衝材の Ca化、モンモリロナイト溶失による透水性の変
化等の種々の原因により変化する。これらの変動の水理への影響、または、水理の変動に

伴う緩衝材中の化学的な変遷への影響を簡便に取り込むために、施設を多重同心円形状で

模擬し、これを解析的に解き、簡易解析ツールに用いるものとした。解析する体系の模式

図を以下に示す。 
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各層で仮定する
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r4
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モンモリロナイト溶失部

Ca化部

未変質部
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不飽和部

多重同心円筒によ
る解析解により、
各層で仮定する
流速の代表位置

 
 

図 1.3- 3: 流動解析に用いる体系の模式図 
 

 簡易解析ツールでは、この水理モデルにより導かれる、地下水流速を各層の地下水流速

として用いるものとした。ただし、再冠水時の地下水流速に関しては、緩衝材が再冠水す

るまでの期間で緩衝材の厚さを割戻し、地下水流速とした。再冠水後の系内の地下水流速

は、図に示した位置の流速を用いるものとした。 
 
(4) 化学的変質を伴う物質移動に関するモデル 
 
 緩衝材内部の化学的な変質としては、以下の現象を取り扱うものとした。 
 
  ・ Caイオンによる Naモンモリロナイトのイオン交換反応（Ca化フロント） 
  ・ 高ｐHプルームによる緩衝材中の珪酸塩鉱物の溶解と沈殿（溶失フロント） 
 
本研究では、前述の Sharp-frontモデルを用い、緩衝材内部での Caイオンおよび水酸基
の移動を一次元の物質移動のモデルに適用するものとした。その際、緩衝材内部での Caイ
オンの発生源となる廃棄体の領域、および支保の領域は、一次元物質移行モデルに対する

境界条件を決定するための領域として取り扱うものとした。 
 
緩衝材内部で想定される反応をまとめ、図 1.3-4に示す。 
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図 1.3- 4: 緩衝材内部での化学的変遷挙動に関する模式図 
 

(5) コンクリートの溶解モデル 
コンクリートを含む廃棄体および支保の領域は、Ca２+および OH―の発生源として取り扱
う。緩衝材に接するこれらの領域は、水和後、速やかにコンクリートに含まれる水酸化カ

ルシウムおよび C-S-H 鉱物と平衡に達するものと仮定し、このときのコンクリート空隙水
中のCa および の濃度を、緩衝材中の物質移行に反映するものとした。 +2 −OH
また、今年度の研究が緩衝材の Ca化を明確にすることにあることから、コンクリート中
で の濃度が高い期間（Region2）に注目して、コンクリート中のCa 、OH の濃度
を簡略に求めるものとした。 

+2Ca +2 −

 
セメント中のCa および の濃度の推定を行うため以下の仮定を置いた。 +2 −OH
 
・ 、 の発生源となる鉱物をCa および とする +2Ca −OH 2)(OH 42 SiOCaH

・ 、 および の濃度はコンクリート内部のCa 比に依存 +2Ca −OH Si Si/
・ は、溶解後、分種化により 0～2個の を放出する 42 SiOCaH −OH

 
この仮定から、コンクリート中の総 Ca量と総 OH量は以下の式により求まる。 
 

][])([*2
][])([

422

422

SiOCaHOHCaOH
SiOCaHOHCaCa

α+=

+=

濃度総　

濃度総　
   (4) 

ただし、αは分種化に対する係数（0～2） 
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また、このときのCa は下式で定義される。 Si/

 

][
][])([

/
42

422

SiOCaH
SiOCaHOHCa

SiCa
+

=                 (5) 

 
緩衝材への化学種の放出に伴い総 Ca 濃度および総 OH 濃度は、経時変化するが(4)式の
関係は保たれることから、変動後の総 Ca濃度および総 OH濃度から各々の鉱物の組成は求
めることができる。これを用いて、 比を求め、空隙水中の新たな 、 の濃

度を求めるものとした。その際、Ca と 、 との関係は、実験値を用いて、近

似的に求めるものとした。ただし、上式では、 比の最小値は 1 となるが、本年度研
究での着眼点が緩衝材の Ca 化にあることから、Ca 濃度の高いコンクリート溶解の領域
（Region2)である、この領域のデータを用い近似するものとした。なお、コンクリート成
分が枯渇した後は、Ca を 0.833（核燃料サイクル開発機構、2000）と固定するものと
した。 

SiCa /

Si/

+2Ca −OH
+2Ca
Ca

−OH
Si/

Si/
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近似に用いた線分 
[Berner,1992]の文献データを使用 

図 1.3- 5: 試験データからの Ca/Si比と pH、Si濃度の関係 
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(6) 化学的変質に伴う密度・膨潤性の低下による自己シール性の喪失に関するモデル 
 
緩衝材の Ca化やモンモリロナイト溶失といった化学的な変化は、局所的に、空隙率や透
水性等の物性の変化をもたらす。また、化学的な変化に伴って生じる膨潤性の変化により、

領域の全域での力学的なバランスは変動する。モンモリロナイト溶失部や Ca化部が力学的
に脆弱に変質する場合には、緩衝材の健全部は、自己の膨潤圧により、変質部に膨張する

可能性がある。その場合、水みちとなる可能性のある変質部が自己シールされる。反面、

その領域が、緩衝材のもつ自己シール性の限界を超える場合には、緩衝材は要求される止

水性を喪失するまで膨潤する可能性もある。 
本研究では、このような力学的な変遷と化学的な変遷の関連を踏まえ、緩衝材の変質部

である Ca化部や溶失部の体積が、ある程度に増加する（閾値を超える）場合に、系全体の
透水性が変化するものと仮定し、モデルの構築を行った(図-1.3-6参照）。 
 
 
 

Y（自己シールに有効な実効的緩衝材体積）

＝未変質部の支持性（=１) ｘ 未変質部体積（ ）

＋Ca化部の支持性（<１) ｘ Ca化部体積（ ）

＋モンモリロナイト溶質部の

支持性（<1) ｘ 溶質部体積（ ）

Y<Y*（自己シール性喪失の閾値）で構造的変化が生じる

 

 
 

図 1.3- 6: 緩衝材の自己シール性の喪失に関する簡略モデル 
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1.3.2 数学モデル 
 

(1) 領域構成および水理場 
 解析領域を以下の図に示す。 
 
 
 母岩 

支保および EDZ 

モンモリロナイト溶失部

Ca化部 

未変質部 

不飽和部 

躯体および廃棄体 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.3- 7: 解析領域の模式図 
半径  

r0=const 躯体および廃棄体部 

r1= r1 (t) 不飽和部 

r2= r2 (t) 未変質部 

r3= r3 (t) Ca化部 

r4= const モンモリロナイト溶失部 

r5=const 支保および EDZ 
 
飽和透水係数 

k0= 0 躯体および廃棄体部 

k1= 0 不飽和部 

k2=k2(t) 未変質部 

k3=const Ca化部 
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k4=const モンモリロナイト溶失部 

k5=k5(t) 支保および EDZ 
 
飽和流速 

vs0= 0 躯体および廃棄体部 

vs1= 0 不飽和部 

vs2=0 未変質部 

vs3= vs3(t) Ca化部 

vs4= vs4(t) モンモリロナイト溶失部 

vs5= vs5(t) 支保および EDZ 
 
不飽和流速 

vu0= 0 躯体および廃棄体部 

vu1= 0 不飽和部 

vu2=d r1/dt 未変質部 

vu3= d r1/dt Ca化部 

vu4= d r1/dt モンモリロナイト溶失部 

vu5= d r1/dt 支保および EDZ 
 
注：飽和流速は、多重同心円筒についての解析解より、各層の平均値として与える。 
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(2) 反応拡散方程式 
 
(i) 支配方程式 

 

 以下に、コンクリート、EDZ および緩衝材部分の物質移行に関する緩衝材内部での支配
方程式を示す。コンクリートから放出されるCa およびOH は、緩衝材中を移流と分散
（または拡散）により移動するものとした。 の移動に関しては、溶失フロントを Ca
フロントの間で、OH の変動分に応じたCa との反応を想定した。また、緩衝材とOH
の反応により、イオン交換の対象となる Naモンモリロナイトが消費されることから、溶失
フロントが先行する場合には、Caの緩衝量が減るものとした。 
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( )
( )

トリーの反応のストイキオメと

への流量緩み域から内側の領域緩み域流量

緩衝材表面積

支保体積

基の濃度支保コンクリート中総

濃度支保コンクリート中

躯体及び廃棄体表面積

躯体及び廃棄体体積

基の濃度リート中総躯体及び廃棄体コンク

濃度リート中躯体及び廃棄体コンク

ヘビサイド関数

空隙内流速

数）が非零の場合は分散係空隙拡散係数（

重平均値ストイキオメトリー加珪酸塩鉱物溶解反応の

イキオメトリーイオン交換反応のスト

ロナイト濃度）（固相中の総モンモリ（液相中水酸基濃度）

）モンモリロナイト濃度（固相中の濃度）（液相中

ただし
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注：上記の支配方程式では、流速が不連続に変わる部分については、質量収支が取れない。

これは、流量の低下分が内側の領域を迂回して流下していることに対応する。 
 
(ii) 初期条件 

 初期条件を以下に示す。 
 

( )
( )
( ) ( )
( ) ( ) 基初期濃度コンクリート中総

初期濃度コンクリート中

ロナイト初期濃度）（固相中の総モンモリ

濃度）モンモリロナイト初期（固相中の
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(iii) 境界条件 
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ただし 

( )( )
( )( ) 濃度液中比の関数としての接触コンクリート中の

濃度液中比の関数としての接触コンクリート中の

CaSiCatSu
CaSiCatSuCa

/:

/:
*

*

OH

 

 
(3) 連成 
 溶失や Ca化した部分の緩衝材は、透水性が変化することが予想され、化学的のみならず
水理学的にも変化する。また、変質部は、膨潤性や空隙構造が変化することから、施設全

体の力学的なバランスへ影響する。その場合、緩衝材の健全な部分が膨潤により劣化部へ

移動することも考えられ、密度の低下と共に緩衝材の透水性の上昇が懸念される。 
そのため、本研究では、局所的な透水性の変化と全域的な透水性の変化の両方を下式で

簡略に表現するものとした。 
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1.4 感度解析と各プロセスの優先順位 
1.4.1 感度解析 
 
(1) 解析ツール 
 
 1.3 節で示した、数学モデルを、核燃料サイクル開発機構が所有する DAE ソルバー、
SPADE（Version2.2）を用いて、解析を行うものとした。 
 SPADEはコンソールアプリケーションであり、数学モデルに基づき構築された、シンボ
リックなデータを入力ファイルとして、差分法を用い、微分方程式と差分方程式の連立問

題を解法するためのソフトウエアーである。 
 SPADE への入力ファイルは、1.3.2 項の数学モデルに従い作成した。これを用い感度解
析を実施するために、UNIXの C-shellにより、簡単なフロントプログラムを作成した。 
 
 感度解析の対象とするパラメータの記述部分を以下に示す。 
 
***************************************************************** 
*      INPUT  **                                                * 
***************************************************************** 
CONSTANT saturationV=PARA_SAT;       *緩衝材中の再冠水速度（m/y) 
CONSTANT kwbentCa=PARA_CAKW;         *Ca化部透水係数 
CONSTANT kwbentOH=PARA_OHKW;         *溶失部透水係数 
CONSTANT STRSIO2=PARA_SIO2_STO;      *緩衝材中珪酸塩鉱物ストイキオメトリ
ー 
CONSTANT STRMON=PARA_MONSTO;         *緩衝材中モンモリロナイトストイキ
オメトリー 
CONSTANT DFCABENT=PARA_CA_DF*y2s;    *Ca化部拡散係数 
CONSTANT DFOHBENT=PARA_OH_DF*y2s;    *溶失部拡散係数 
CONSTANT Limitbent=PARA_DEG_RATIO;   *劣化に関する重み 
CONSTANT ubentCa=1-PARA_W_CA;        *Ca化に関する重み（劣化による透水係数
変動） 
CONSTANT ubentOH=1-PARA_W_OH;        *溶失に関する重み 
CONSTANT kwbent1=PARA_DEG_KW;        *全域劣化後の透水係数 
CONSTANT XN=PARA_DEG_CSR;            *H2SiO4 分子種化係数  
CONSTANT kwROCK=PARA_KWROCK;         *母岩透水係数 
CONSTANT rCSH=PARA_RCSH;             *OHによる Ca消費ストイキオメトリー 
 
 感度解析の対象とするパラメータは、ケースにより変更することにより対応した。
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C-Chell プログラムは、入力部分の「PARA_」を含むキーワードを変更することにより
SPADEへの入力ファイルを作成する。 
  
 
(2) 感度解析の入力条件 
 
処分場内の水理学的変遷を評価するためには、廃棄体を取り巻く緩衝材の透水性の推移

を明らかにする必要がある。本研究では、緩衝材内部での Ca化する領域、および、溶失す
る領域が、各パラメータに対してどのように変化するかを、感度解析の手法を用い確認す

ることとした。 
感度解析では、解析領域や地質環境条件等、処分システムを構築するうえで、前提とな

るものに関しては、TRU廃棄物処分概念検討書を参考としてパラメータ値の設定を行うも
のとし、モデルおよびデータの不確実性が大きなベントナイトとアルカリの反応やイオン

交換に係るパラメータは、1.1 節、1.2 節での検討結果を踏まえ、幅広く、それらの影響を
確認することとした。 

 
感度解析の対象としたパラメータは以下の通りである。 
 
① 緩衝材中での化学反応に関するストイキオメトリー 
② 変質した緩衝材の実効拡散係数 
③ Ca化部の透水係数、溶失部の透水係数 
④ 溶失フロント近傍での Ca2+イオンの反応ストイキオメトリー 

⑤ 分種化に起因するコンクリートから生じる Ca−2SiOH 42
２+と OH-モル比の相違 

⑥ 緩衝材劣化に伴う自己シール性の喪失 
 
 
表-1.4-1～-3に解析に感度解析に用いたパラメータをまとめる。 
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表 1.4- 1 解析の初期条件に関するパラメータ 
 
初期値 
使用コンクリートに関する条件 
緩衝材、固相中の Naモン
モリロナイト初期濃度 

1600mol/m3 

緩衝材、固相中の珪酸塩鉱

物の初期濃度 
16000mol/m3 

[1]70%のベントナイトと 30％のケ
イ砂を想定。ベントナイト中の 50％
はモンモリロナイト、玉髄および石

英が 40％含まれるものと仮定した。 
コンクリート中の Ca濃度 2600 mol/m3 [1]を参照し決定した。 
処分場の仕様、廃棄体のジオメトリー 
支保、緩衝材接触面積 単位坑道長さあたりの面積

44m2 
廃棄体幅および緩衝材の厚さから決

定 
廃棄体の大きさ 廃棄体幅 9.2ｍ [2]廃棄体グループ２に想定された処

分坑道を参考とする。 
支保および EDZの厚さ 支保厚さ 5cm、EDZの厚さ

0.5ｍ 
[2]結晶質岩処分概念を参考とする。 

緩衝材の厚さ 1.4ｍ [2]廃棄体グループ２に想定された処
分坑道を参考とする。 

躯体および廃棄体の体積、

表面積 
単位坑道長さあたりの体積 
67m3、表面積 33m2 

廃棄体幅から設定 

緩衝材の空隙率 0.4 固定値、[2]から設定 
その他 
動水勾配 0.01 [2]を参照して決定 

保守ケースとして 0.1を想定 
 
[1](Börjesson, 1997),表 1.1-8参照 
[2](核燃料サイクル開発機構,2000) 
[3](前田ら、1998）、図 1.2-2参照 
 

－52－ 
 



JNC TJ8400 2002-031 

表 1.4- 2 領域および水理に関するパラメータ 
   
緩衝材の冠水速度 0.02(m/y) [2]では、施設全体の冠水に係る時間を 300年

程度と推定している。緩衝材部分が冠水する

までの期間を単純に、施設の大きさ（半径）

と緩衝材の厚さで決定した。 
緩衝材健全部の透

水係数 
5x10-13(m/s) [2]Na型ベントナイトの透水係数 

緩衝材 Ca 化部の透
水係数 

3x10-12,3x10-11 
3x10-10,3x10-9 
3x10-8(m/s) 

[2]で示された範囲の値を含み上限、下限とす
る。[3]では、乾燥密度 1.5g cm-3以下の場合の

透水係数として 1x10-12～1x10-10(m/s)の測定
結果が報告されている。[2]での設定値がこれ
に基づく値であることから、[2]での設定値の
含む範囲として、1桁下を下限として、上限値
は、この範囲を 2 桁超える領域まで広く感度
を確認することとした。 
 
他の解析における標準値：3x10-11(m/s) 

モンモリロナイト

溶失部の透水係数 
3x10-12,3x10-11 
3x10-10,3x10-9 
3x10-8(m/s) 

Ca化と同じ範囲で設定 
 
他の解析における標準値：3x10-11(m/s) 

Na 型の緩衝材の実
効拡散係数 

5x10-11ｍ2/s [2]での設定値を使用する。 
 

Ca 化した緩衝材の
実効拡散係数 

5x10-11,5x10-10 
5x10-9,5x10-8ｍ2/s 

他の解析における標準値：5x10-10(m2/s) 
Na型の緩衝材と同値を下限とし、２桁大きな
領域まで設定した。 

支保および EDZ の
透水係数 

支保健全時 1x10-6(m/s) 
劣化時 1x10-5(m/s) 
EDZ ：母岩の 10倍 
 

[2]での設定値を使用する。 
EDZの透水係数は母岩透水係数の 10倍とし、
支保厚さと EDZの厚さで加重平均をとる。 
支保中の Ca 濃度が０となった時点で劣化し
たものと見なし、透水係数を変動させる。 

廃棄体中の透水係

数 
健全時  1x10-6(m/s) 
劣化時 1x10-5(m/s) 

[2]での設定値を使用する。 
 
廃棄体中の Ca 濃度が０となった時点で劣化
したものと見なし、透水係数を変動させる。 

母岩透水係数 1x10-9 
1x10-8  
1x10-7(m/s) 

保守ケース設定として、2桁高い領域まで想定
（このケースでは、動水勾配も 0.1、Ca化部、
溶失部の透水係数を砂程度である 1x10-5m/s
とした） 
 
他の解析における標準値：1x10-9(m/s) 

緩衝材劣化に関す

る、未変質部、Ca
化部、溶失部の重み 

健全部１ 
（Ca化部 1溶失部 0） 
とし、劣化閾値を 0.75, 
0.5, 0.25とした。 

他の解析における標準値：劣化を想定しない

ものとした。（Ca化部：１、溶失部：１） 

自己シール性喪失

後の緩衝材未変質

部の透水係数 

1x10-5(m/s) 砂程度の高い透水係数の値とした。 
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表 1.4- 3 反応方程式に関するパラメータ 
 

パラメータ 設定値 設定根拠 
 
モンモリロナイトのイオ

ン交換反応のストイキオ

メトリー 
 

 
0.5 

 
固定値 
Naと Caのイオン交換反応式より決
定 

 
珪酸塩鉱物反応のストイ

キオメトリー 

 
モンモリロナイト 
8.68、6.68、4.68、2.68、
0.68 
 
 
 
石英、玉髄、ケイ砂 0,1,2 
 

 
モンモリロナイトは分種化を考慮

し、最大値を 8.68とする。最小値は
0.68とした。1.1節でのモンモリロナ
イトの溶解の不確実性を考慮し、広

い範囲で値を設定した。 
 
他の解析における標準値：8.68、0.68 
 
他の解析における標準値：0,2 
 

 
二次鉱物反応に関与する

水酸基と Caイオンのモル
比 

 
1,0.5 

 
当パラメータは、緩衝材内部での鉱

物の溶解と沈殿の生成機構に依存す

る。しかしながら、緩衝材内部での

二次鉱物（CSHゲル等）の沈殿生成
に関して現状では、値の設定に至る

ほどの知見が十分ではなく、そのた

めこの影響の感度を確認するのみと

した。 
他の解析における標準値：1 
 

 
C-S-H( )の分種42 SiOCaH
化に伴う OH イオンの放
出量 

 
0、1、2 

−− +↔ OHSiOSiOH aq 2)(2
2

42
 

−−− +↔ OHSiOHSiOH 33
2

42  
および分種化しないケースを想定 
 
他の解析における標準値：１ 
 

 

－54－ 
 



JNC TJ8400 2002-031 

(3) 感度解析結果 
  
(i) 緩衝材中での化学反応に関するストイキオメトリー 
 
 本解析で対象とした、緩衝材の Ca化および溶失に対する化学反応のストイキオメトリー
としては、以下の種類のものである。 
 
 ・ 緩衝材中のモンモリロナイトに対するストイキオメトリー 
 ・ 緩衝材中の石英、玉髄、ケイ砂に対するストイキオメトリー 
 ・ 溶失フロントと Ca化フロント間での Ca2+に対する水酸基のストイキオメトリー 
 
これらに対する解析結果を、図-1.4-1～-4に示す。 
図 1.4-1～-3は、何れのケースでも、左側から、 
 
・ 流速の経時変化（破線が EDZ側、実線が廃棄体側を表す） 
・ Ca化フロントの経時変化（破線が EDZ側、実線が廃棄体側を表す） 
・ 溶失フロントの経時変化（破線が EDZ側、実線が廃棄体側を表す） 

 
を表す。 
珪酸塩鉱物である石英、玉髄、ケイ砂のストイキオメトリーの影響のみを見ると、珪酸

塩のストイキオメトリーが低下するにしたがい、緩衝材内部での溶失フロントの進展速度

は速くなり、珪酸塩のストイキオメトリーの変動の影響がより顕著に表れている。また、

各ストイキオメトリーが低下するのに従い Ca化フロントの進展は早くなる。 
 図 1.4-4にモンモリロナイトに対するストイキオメトリーが 8.68、珪酸塩に対するストイ
キオメトリーが 2の場合の Ca/Si比を示す。EDZ側で 100年程度、廃棄体側で 1万年程度
程度の期間で Ca/Si比が１に低下している。 

EDZ側では、EDZのコンクリートが枯渇する期間を超える時間帯においても Ca化フロ
ントが進展している。これは、Ca/Si比の最小値を、Region３（Ca/Si＝0.833（核燃料サイ
クル開発機構、2000）)の状態に固定していることに起因する。そのため、EDZ 側からの
Ca 化フロントと廃棄体側からの Ca 化フロントの交差する時刻は保守的な結果となってい
るものと考えられる。 
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Ca化フロント流速 溶失フロント

・
・
・

モンモリロナイトのストイキオメトリー：8.68  
珪酸塩鉱物ストイキオメトリー：(上から 2、1、0） 
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      EDZ側からのフロント位置 
     廃棄体側からのフロント位置 

モンモリロナイトのストイキオメトリー：6.68  
珪酸塩鉱物ストイキオメトリー：(上から 2、1、0） 
 
図 1.4- 1 緩衝材を構成する鉱物の水酸基に対するストイキオメトリーの変化に伴う緩衝材内

部の流速と Ca化フロント、溶失フロントの経時変化（その１） 
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Ca化フロント流速 溶失フロント

モンモリロナイトのストイキオメトリー：4.68 
珪酸塩鉱物ストイキオメトリー：(上から 2、1、0） 
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       EDZ側からのフロント位置 
     廃棄体側からのフロント位置 

モンモリロナイトのストイキオメトリー：2.68 
 珪酸塩鉱物ストイキオメトリー：(上から 2、1、0） 

 
図 1.4- 2 緩衝材を構成する鉱物の水酸基に対するストイキオメトリーの変化に伴う緩衝材内

部の流速と Ca化フロント、溶失フロントの経時変化（その２） 
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Ca化フロント流速 溶失フロント

      EDZ側からのフロント位置 
     廃棄体側からのフロント位置 

モンモリロナイトのストイキオメトリー：0.68  
珪酸塩鉱物ストイキオメトリー：(上から 2、1、0） 
 
図 1.4- 3 緩衝材を構成する鉱物の水酸基に対するストイキオメトリーの変化に伴う緩衝材内

部の流速と Ca化フロント、溶失フロントの経時変化（その３） 
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図 1.4- 4 Ca/Si比の出力結果（モンモリロナイト 8.68、珪酸塩 2） 
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(ii) 変質した緩衝材の実効拡散係数 
 
 Ca化した緩衝材の実効拡散係数は試験によりデータの取得がなされている。トリチウム
による実効拡散係数の取得データ（三原他、1999）によれば、カルシウム型のベントナイ
ト実効拡散係数は 10-11～10-10（m2/s）のオーダーであり、ナトリウム型の実効拡散係数と
同程度の値であったことが報告されている。本研究では、Ca化したベントナイトの実効拡
散係数の標準的な値として 5x10-10m2/s を想定している。この値は、Na 型の緩衝材に想定
している実効拡散係数に比較して、1桁高いである。したがって、感度解析における Ca化
部の拡散係数の範囲は、標準とした拡散係数の値よりも低い値を含む範囲まで評価の対象

とした。Ca型ベントナイトおよび Na型ベントナイトの実効拡散係数の設定範囲を以下に
まとめる。 
 
図-1.4-5, -6に拡散係数を変動させた場合の解析結果を示す。拡散係数は、Ca化フロント
および溶失フロントの両方の進展速度に強く影響している。特に、溶失フロントの進展に

大きな影響を与えている。これは、ベントナイト中の緩衝物質濃度が低い場合、すなわち、

モンモリロナイトおよび珪酸塩鉱物のストイキオメトリーが小さな場合においても同様の

結果となった。 
本研究で想定している地下水流動条件の範囲では、主に拡散現象によって、化学種等の

物質は移動する。化学種の発生源が大きな初期量を持つ場合には、時間の経過に伴い、濃

度勾配が低下することが予想され、その場合、化学種の移動量は抑制される。しかしなが

ら、Caイオンや高ｐHプルームのように反応性の高い化学種では、反応により化学種の濃
度が低下することから、濃度勾配の低下は見込めない。そのため、Caイオンや高ｐHの化
学種の移動量は、反応性の低い化学種の移動量に比較して、より顕著に拡散係数に依存す

るものと考えられる。 
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      EDZ側からのフロント位置 
     廃棄体側からのフロント位置 
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図 1.4- 5 Ca化部
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の実効拡散係数の変化に伴う緩衝材内部の流速と Ca化フロント、溶失フロ
ントの経時変化 
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      EDZ側からのフロント位置 
     廃棄体側からのフロント位置 
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図 1.4- 6 Ca
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化部の実効拡散係数の変化に伴う緩衝材内部の流速と Ca化フロント、溶失フロ
ントの経時変化 
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(iii) 緩衝材劣化部の透水係数 
 
 図-1.4-7～9 に Ca 化および溶失した緩衝材の透水係数が変動する場合の、緩衝材内部の
流速、Ca化フロントおよび溶失フロントの移動に関する解析結果を示す。図-1.4-7～9の結
果では、緩衝材内部の流速が透水係数の増加に伴って増加しているものの、Ca化フロント
および溶失フロントへの影響は見られなかった。 
 これは、Ca化や溶失に伴い、領域の透水係数の上昇が見込まれるものの、流速の絶対値
は小さく、化学種の移動場が拡散支配となっているためと考えられる。また、標準として

いる母岩の動水勾配および透水係数に（0.01. および 1x10-9m/s、 流速にして 3x10-4m/y）
により決定される流量に制限されることから、劣化部分の透水性が上昇する場合において

も、人工バリア内部の流速は制限され、人工バリア内部での化学種の移動は、拡散支配と

なるためである。 
そのため、TRU廃棄物概念検討書で検討された一般的な地質環境が長期にわたり継続す
る限り、緩衝材の透水性の変化は、Ca化フロントや溶失フロントに、強く影響しないもの
と予想される。 
しかしながら、長半減期核種を含むＴＲＵ廃棄物処分においては、廃棄物中の放射性核

種の危険性が長期に渡り懸念されていることと、将来的な地質環境の不確実性を考慮する

必要があり、TRU廃棄物概念検討書においては動水勾配や母岩透水性に関して、保守的な
条件下での安全性の検討がなされている。本研究においても、母岩の流動条件を保守的に

見積もることにより、将来的な地質環境の不確実性を考慮するものとした。保守的な地質

環境条件を考慮したケース（表-1.4-2 参照）での解析結果を図-1.4-10 に示す。母岩の流速
としては、最大（1x10-7 m/s x 0.1 x 秒/年=0.315m/y）となり、領域内部の流速もこれと同
等に上昇する。この場合には、外側から進行する Ca化および溶失フロントの移動速度が速
まる傾向が見られる。ただし、上流側（すなわち EDZ側）のコンクリート量が限られてい
ることから、各フロントの移動速度の変化は、流速の変化に比較して、顕著ではない。た

だし、本解析は、流向に関して上流側に関しての解析であるが、下流側、すなわち、廃棄

体から発生する高 pHプルームの拡散方向と流向が一致する場合には、流速上昇により各フ
ロントが移動する速度は、より顕著に変動するものと予想される。 
また、緩衝材のＣａ化した部分の流速は、大きく上昇しているため、核種移行解析によ

る性能評価からの観点からは、Ｃａ化部の透水性の上昇は、施設の核種の閉じ込め性能に

影響を与えるものと考えられる。 
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図 1.4- 7 Ca化部の透水係数の変化に伴う緩衝材内部の流速と Ca化フロント、溶失フロント

の経時変化 
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図 1.4- 8 Ca化部の透水係数の変化に伴う緩衝材内部の流速と Ca化フロント、溶失フロント

の経時変化 
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- 10 保守条件での Ca化部および溶失部透水係数の流速、Ca化フロント、溶失フロン

トに対する影響 
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(iv) 溶失フロント近傍での Ca2+イオンの反応ストイキオメトリー 
 
 このパラメータは溶失フロント近傍の OH－の反応量に応じた Ca が消費されるプロセス
を表すものである。しかしながら、緩衝材内部での二次鉱物（CSH ゲル等）の沈殿生成に
関して現状では知見が十分ではなく、このパラメータに関して具体的な値の設定は困難で

あった。そのため、このパラメータに関しては、影響の確認に留めるものとした。 
 OH－の反応領域においては、CSH鉱物の生成が実験的にも確認されていて（Savage et al., 
1992）、溶失フロント近傍で Caが消費される可能性は否定できない。図 1.4-11に反応スト
イキオメトリーの値を１と 0.5にした場合の結果を示す。Ca化フロントはこのパラメータ
を減少させることにより、速やかに進展するようになった。Ca化フロントの進展速度を明
らかにするためには、溶失フロント近傍でのアルカリと珪酸塩鉱物との反応による CSH系
鉱物の種類と反応速度の特定が重要となる。 
 

(v) 分種化に起因するコンクリートから生じる Ca
−2SiOH 42

42

2+と OH-モル比の相違 

 
 本研究では、コンクリート中の C-H-S鉱物としてCaH を仮定し、この鉱物の溶解

に伴うコンクリート中の Ca/Si 比の変動と、それに対応し放出される総 OH 基の量のモデ

ル化を行った。これに基き、 分種化の変化が、Ca 化フロントおよび溶失フロン

トの移動速度にどの様な影響をあたるかの確認を行った。 

42SiO

−2SiOH

 
 図 1.4-12に解析結果を示す。結果ではモル比の相違による、Ca化フロントに対する影響
は顕著なものではなかった。溶失フロントに関しては、Ca2+イオンの反応のストイキオメ

トリーの低下にしたがい若干のフロント進展速度の低下が見られた。 
   

(vi) 衝材劣化に伴う自己シール性の喪失 
 
 自己シール性喪失による効果は、自己シール性が失われることにより緩衝材領域の透水

係数が変化するものと想定し、その影響を確認している。緩衝材内部の流速は、Ca化にお
ける透水性の変化と同様に、自己シール性の喪失により上昇する。しかしながら、Ca化フ
ロントや溶失フロントへの顕著な影響は見られなかった。これは、自己シール性の変化を

緩衝材の透水性のみに関連させたためと考えられる。現実的には、自己シール性の喪失に

伴い領域全体の実効拡散係数の上昇も想定される。その場合、実効拡散係数の影響に関し

て述べたように、Ca化フロントおよび溶失フロントに影響を与える可能性は無視し得ない
ものと予想される。ただし、密度低下に伴う実効拡散係数の変化は、5～6 倍の上昇に止ま
るものと予想されることから（核燃料サイクル開発機構のベントナイトに対する試験報告

－67－ 
 



JNC TJ8400 2002-031 

（核燃料サイクル開発機構、1999）によれば乾燥密度が 1.5g cm-３から 0.5g cm-３まで低下

したときの実効拡散係数は、5～6倍に上昇している）、より広い実効拡散係数の設定範囲で
確認した、図 1.4-5,6で見られる各フロントの移動速度の変動の範囲を超えるものではない。
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1.4.2 各プロセスの優先順位 
 
 人工バリア内部の流速や、Ca化および溶失フロントの移動に関して以下のパラメータに
関して感度解析を実施した。 
 
① 緩衝材中での化学反応に関するストイキオメトリー 

② 変質した緩衝材の実効拡散係数 

③ Ca化部の透水係数、溶失部の透水係数 
④ 溶失フロント近傍での Ca2+イオンの反応ストイキオメトリー 

⑤ 分種化に起因するコンクリートから生じる Ca−2
42SiOH ２+と OH-モル比の相違 

⑥ 緩衝材劣化に伴う自己シール性の喪失 

 

この中で、⑤に関しては、本検討の範囲では、緩衝材の変質速度等の結果に大きな影響

を与えていない。 

③および⑥は、人工バリア内部の透水係数の変化に応じて、地下水流速に影響を与える

ものの、期待される周辺母岩での水理環境では、流速の絶対値は小さい。想定される母岩

の水理環境では、化学種の移動は拡散プロセスに依存するものと予想される。しかしなが

ら、長期的な不確実性を考慮し、母岩中の地下水流量を大きく設定するケースでは、人工

バリア内部の透水性の上昇により人工バリア内部が移流支配となる可能性が大ききことか

ら、核種移行へ強く影響を与えるものと考えられる。また、母岩中の地下水流量が大きい

と同時に、緩衝材内部の透水性が極めて高くなるような場合（自己シール性の喪失、溶失

部の透水係数の極端な上昇）には、人工バリア内部の流速の上昇に加え、溶失フロントの

移動速度も上昇する。 

④は、Ca化の進展速度に強い影響を及ぼすものと予想される。特に、溶失フロントが早
く形成される廃棄体側では、④の影響により Ca化の進展速度が鈍化しているものと予想さ
れることから、緩衝材の Ca化に関してはこのプロセスの解明の優先度は高いものと判断す
る。 

②は、溶失フロントおよび Ca 化フロントの移動に関して強く影響を与える。特に、Ca
化の速度は溶失化の速度に比べ速いことから、緩衝材の Ca化に伴う実効拡散係数の変動は、
緩衝材自身の変質に加え、緩衝材中の核種の移動に強く影響を与えるものと予想される。 

①は、溶失フロントおよび Ca化フロントの移動に関して、最も影響を与えるパラメータ
と判断される。特に、珪酸塩鉱物のストイキオメトリーは、緩衝材中のケイ砂、玉髄の量

が多いことから、溶失フロントの進展に影響を与え、また、溶失フロントの生成時は OH-
との反応量も多く、結果として、Ca化フロントの移動へも影響する。モンモリロナイトの
ストイキオメトリーの幅は大きく、これも、珪酸塩鉱物のストイキオメトリーほどではな

いが、各フロントの進展速度への影響は大きい。 

したがって、本検討における周辺母岩での水理環境を前提とする場合の重要なプロセス
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としては、以下の順位付けが妥当であると考える。 

 

 (a) OH-と珪酸塩鉱物の反応プロセス（①） 
 (b) OH-とモンモリロナイトの反応プロセス（①） 
 (c) 緩衝材中での CSH鉱物の生成プロセス（④） 
 (d) 拡散による化学種の移動プロセス（②） 
 (e) Ca化や溶失に伴う劣化および自己シール性の喪失に関するプロセス（③、⑥） 
 
ただし、周辺母岩の水理環境の将来的な不確実性等を考慮する場合には、(e)の順位は大
きく上昇する。 
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1.5 現象解析モデルとシステム評価モデル 
化学的変遷挙動解析システムは、ベントナイト系材料の化学的変遷によって生じ得るニ

アフィールド水理条件の時間的変化を解析するものである。化学的変遷は、鉱物組成の変

化に伴う透水係数や拡散係数の変遷を介して水理・物質移動プロセスと相互に影響を及ぼ

しあうものであるため、評価にあたっては、水理・物質移動と化学反応系とを強連成した

解析システムを構築することが必要となる。また、性能評価を目的として、水理場の長期

的安定性に関する保守的下限を見出すためには、不確実な因子について保守的な簡単化を

行ったシステム評価モデルが必要となり、他方、関連する各分野での先端的知見との整合

性を確保するためには、不確実性に対する現状での最尤の知見を取り入れた現象解析モデ

ルも必要である。このため、解析システムは、全体として階層構造を持ったものとする必

要がある。ここでは、次年度以降行うシステム開発のために、以上の要件を整理するとと

もに、前出の感度解析の結果を踏まえて、システム評価モデルおよび現象解析モデルのそ

れぞれにおいて考慮すべきプロセスおよび対応する数学モデルを抽出する。 
 
1.5.1 現象解析モデル 
(1) ベントナイトモデル 
前出の簡易モデルを用いた感度解析の結果は、ベントナイト溶解フロントの進展に対し

て、モンモリロナイト1mol当たり消費することのできる水酸基のmol数が重要となること、
つまり、換言すれば、二次鉱物の沈殿によってモンモリロナイトの溶解が促進される可能

性を示しており、今後の解析における二次鉱物の選定および対応するデータの付与が重要

となる。しかしながら、既に述べた通り、短期的な試験から長期的な時間スケールで生成

する二次鉱物を正確に把握することには本質的な困難があり、また、ナチュラルアナログ

事例としても、モンモリロナイトと高アルカリ水の共存するようなものは見出されていな

い。そこで、以下の検討においては、 
 
• 試験結果やナチュラルアナログの観察結果等を参考としつつ、現在得られる知見に照らし

て最尤と考えられる反応系の選定 
• モンモリロナイト溶解を促進する効果が高いという意味で保守的な反応系の選定 
 
を試みることとした。 
 
(i) 現在の知見に照らして最尤と考えられる反応系の選定 

Maqarin ナチュラルアナログ研究における観察結果から、高アルカリプルームがケイ酸
塩鉱物中に進入し、図 1.5-1に模式的に示すような液相中イオンの濃度プロファイルが発達
する場合、同図に示すように以下のクラスの二次鉱物の沈殿シークエンスが生じるものと

考えられている（Savage, 1996）。 
 



JNC TJ8400 2002-031 

－75－ 

• Ca/Si比の高い CSH鉱物 
• Ca/Si比の低い CSH鉱物 
• CASH鉱物 
• Si/Al比の低いゼオライト 
• Si/Al比の高いゼオライト 

 
また、方解石に代表される炭酸塩鉱物は、Ca イオンと炭酸基の濃度に応じて、上記のシ
ークエンスの中のいずれの位置においても沈殿し得るものと考えられる。 

 
図 1.5- 1: 高アルカリ水の進入によって生じる二次鉱物沈殿のシークエンス（模式図） 

(Savage, 1996) 
 
 上記の各クラスについて、それぞれ、 
 

• 実験あるいはナチュラルアナログ研究において観察されており、沈殿が生ずると考

えることの蓋然性が高い 
• 熱力学データおよび/あるいは反応速度データが入手可能である 

 
という観点から、最尤の鉱物を選択した結果が表 1.5-1である。 
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 表 1.5- 1: 最尤な反応系の例 
鉱物 観察例 データの有無 

クラス 鉱物 

反応式 

実験 ナチュラル

アナログ 

熱力

学 

反応

速度 

CSH (C/S大) Hillebrandite 

Ca2SiO3(OH)2:0.17H2O + 4H+ =2Ca2+ + SiO2(aq) + 

3.17H2O 

実験的には確認されていないが、

典型的な鉱物である。 

○ × 

CSH (C/S小) Tobermorite 

Ca5Si6H21O27.5 + 10H+ = 5Ca2+ + 6SiO2(aq) + 8H2O 

実験的には確認されていないが、

典型的な鉱物である。 

○ × 

ゼオライト(Na型) Analcite 

Na.96Al.96Si2.04O6.H2O + 3.84H+ = 

0.96Na+ + 0.96Al3+ + 2.04SiO2(aq) + 2.92H2O 

Fujiwara et al., 

1998 

Ichige et al., 

1998 

Savage, 

1996 

○ ○ 

ゼオライト(Ca型) Laumontite 

CaAl2Si4O12:4H2O + 8H+ = Ca2+ + 2Al3+ + 4SiO2(aq) + 

8H2O 

- Savage, 

1996 

○ ○ 

 
CSH 鉱物については、少なくとも、初期に発生するものは非晶質のゲルであると考えら
れるが、熱力学データの不足のために、これらをそのままモデルに取り入れることは困難

であると考えられる。また、上表中の CSH鉱物については、熱力学データは得られている
ものの、そこには誤差が含まれるものと考えられている（Savage, 1996）。反応速度データ
は得られていないが、後述するゼオライトよりも反応速度は大きいと考えられている。 
 
(ii) 保守的な反応系の選定 
二次鉱物の候補となる 14A-tobermoriteは、pH>10の領域において、沈殿によって水素
イオンを消費する、すなわち pHを上昇させるものであることが、モンモリロナイトの溶解
促進に寄与する原因と考えられる。そこで、二次鉱物の広範な候補について、同様の検討

を行うことによって、モンモリロナイトの溶解を促進するという観点から保守的なものの

選定に資する情報を整理する。 
シリカの分種化が pH 依存性を示すために、ある二次鉱物 M の沈殿反応は、pH の範囲
に応じて次のように書き換えられる。 
 

 (10<pH<13) 
Μ = Ρ + nAlAl OH( )4

− + nSiH3SiO4
− + nHH + + nH 2OH2O  

 (13<pH) 
Μ = Ρ + nAlAl OH( )4

− + nSiH2SiO4
2 − + nH

′ H+ + nH 2O
′ H 2O  



JNC TJ8400 2002-031 

－77－ 

 

ここで、それぞれ nHおよび nH’が正であれば、Mの沈殿によって pHが上昇することと
なる。二次鉱物の候補として考えられる（あるいは否定できない）鉱物について、nH およ

び nH’を整理した結果が表 1.5-2である。 
 

表 1.5- 2: 候補となる鉱物が単位モル沈殿したときの水素イオン消費モル数 
鉱物 n´H nH 鉱物 n´H nH 

CSH 鉱物 

afwillite +1 -1 foshagite +2 -1 

gyrolite +4 +1 hillebrandite 0 -1 

okenite +3 +1 tobermorite +7 +1 

xonotlite +6 0    

ゼオライト 

analcite +4 +2 gismondine +10 +6 

laumontite +9 +5 leucite +4 +2 

natrolite +6 +3 scolecite +7 +4 

stilbite +14.66 +7.84    

 

各鉱物が沈殿する時の pH上昇の程度を知るためには、上表に加えて、沈殿量についての
情報が必要となる。そこで、閉鎖系での地球化学解析コードである、Geochemists 
Workbench を用いて、コンクリート空隙水中でのモンモリロナイト反応の reaction path
解析を行った。解析条件は、以下の通りである。 
 

• 温度 25℃ 
• コンクリート空隙水（Region I, II, III各）1 リットル 
• モンモリロナイト初期量 500 g 
• 各反応は瞬時平衡を達成するものと仮定する 

 
解析結果を図 1.5-2～4にまとめる。
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on path解析における各二次鉱物沈殿量の時間変化（Region I 空隙水）
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図 1.5- 3: Reaction path解析における各二次鉱物沈殿量の時間変化（Region II 空隙水）
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図 1.5- 4: R
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いずれの空隙水の場合にも、モンモリロナイト反応の飽和度は、pHに強く依存しており、

飽和度が 1%以下となるためには、pH>11であることが必要となる。また、pHが 10に近づ

くと、いずれの場合にもモンモリロナイト反応は平衡に接近していくことがわかる。 

 
Region III 空隙水の場合には、反応の進行に対して、pHがほぼ線形に低下しているのに
対して、Region Iおよび II空隙水の場合には、反応が進行しているにもかかわらず pHが
顕著に低下しない期間が見られる。この期間には、二次鉱物の沈殿によって pHの低下が抑
制されているものと考えられる。各タイプの空隙水について、この期間に沈殿している主

要な鉱物は以下の通りである。 
 

表 1.5- 3: 各タイプの空隙水において pH低下を抑制する二次鉱物 
コンクリート空隙水 pH低下を抑制する二次鉱物 

Region I Leucite 
Natrolite 
Analcite 

Region II Tobermorite 
Scolecite 
Stilbite 
Analcite 

Region III Analcite 
 
これらの鉱物は、極めて高い pHの場合に CSHである Tobermoriteが沈殿する以外は、
いずれもゼオライト系のものであり、つまり、反応速度論的な効果を無視していずれの反

応も速く進展するものと仮定した場合には、ほとんどの期間で CSH系の鉱物よりも、ゼオ
ライト系の鉱物による pH低下の抑制作用が大きいことがわかる。ただし、実験系において
は、ゼオライト系鉱物の反応速度が比較的遅いために、このような効果は顕在化していな

いものと考えられる。 
 
以上から、今後の解析において、二次鉱物の沈殿によるモンモリロナイト溶解の促進効

果の上限を把握するためには、Tobermorite等の CSH系の鉱物に加えて、上表中のゼオラ
イト系鉱物の一部を反応系に含め、かつ、反応速度を十分に速く仮定することが有効と考

えられる。 
 
(iii) 例題演習のためのモデル 
ベントナイトは、Na型モンモリロナイト、ケイ砂および方解石（カルサイト）が含まれ
ているとする。ベントナイトの成分組成を表 1.5-4 に示す。また、初期空隙率は 40％であ
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る。 
 
モンモリロナイトの比表面積は 30 m2 g-1と仮定する。一方、ケイ砂(0.02264 m2 g-1)と方
解石(0.02210 m2 g-1)の比表面積は、鉱物の密度(ケイ砂 = 2.65 g cm-3; 方解石 = 2.715 g 
cm-3)と砂粒子を直径 100µmの球状と仮定することによって求めた。 
 
イオン交換反応は以下の式に従う。 

 
nZNa + Mn+ = ZnM + nNa+   (1) 

 
ここで、Z- は層間に帯電した電荷量であり、Mｎ+は陽イオンである。選択定数KはGaines 

and Thomas (1953)によって以下の式で定義されている。 
 

( ){ }
( ) { }+n

+
n

M
NaM

n

n

ZNa
ZK =     (2) 

 
ここで、(ΖnM)は固相におけるMn+のモル当量であり（(3)式参照）、{Mn+}は液相における

Mn+の濃度である。 
 
表 1.5- 4: ベントナイトに含まれる鉱物の組成(ベントナイト 1m3当たり) 

鉱物 

(formula 

wt.) 

化学式 モル体積 

(cm3 

mole-1) 

比表面積 

(m2 g-1) 

Vol.  

% 

Mole m-3 g m-3 

Na-mont 

(367.0171) 

Na.33Mg.33Al1.67Si4O10(OH)2 134.271 30 20 1490 5.5E5 

Calcite 

(100.0872) 

CaCO3 36.934 0.021 5 1354 1.4E5 

Quartz 

(sand) 

(60.0843) 

SiO2 22.688 0.026 35 15427 9.3E5 

空隙率 - - - 40 - - 

 

∑
=

K,...J,I,
-1

-1
n

i

i

meq
meq

M)(Z
χ

χ     (3) 
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I, J, Kは、それぞれ i, j, k,の電荷を持った交換可能な陽イオンであり、また、meq1χiは

粘土 100ｇあたりの値である。核燃料サイクル開発機構の測定によれば、各陽イオンの初期
値は、ZNa=51.4; Z2Ca=7.4; ZK=0.6; Z2Mg=0.7（単位meq/100g）であり、したがってクニ
ピア-Fの交換能力は 60.1meq/100gである(JNC, 2000)。モンモリロナイトに対する選択性
定数を表 1.5-7に示す。 
 

Huertasらは、最近、高 pH領域においてモンモリロナイトが溶解する振る舞いについて

研究を行い(Huertas et al., 2001)、pHが 8.5以上になると、反応速度は以下の式に従うこ

とを示した。 

 

34.0
H

1.1710 −−
+= a反応速度          (4) 

 
Na型モンモリロナイトおよび他の文献（Knauss and Wolery (1988) 、Busenberg and 

Plummer (1986)）から得られたケイ砂と方解石についての入力パラメータを表 1.5-5およ
び 1.5-6にまとめる。 
 
ベントナイト-セメント反応によって生成される二次鉱物としては、前出の最尤な組み合
わせを考慮して、tobermorite、analcite、および laumontite および白雲母（illite の近似
として）を考慮するものとする。これらの二次鉱物とベントナイト中の初生鉱物に対する

加水分解反応式をまとめて表 1.5-7に示す。なお、二次鉱物についての反応はいずれも、局
所瞬時平衡を仮定した。 
 

表 1.5- 5: 鉱物に対する速度論的な方程式 
kは pH=0における反応速度定数、Aは反応に寄与する鉱物の面積（単位はm2）、n と mは定数、Q と Kは、それぞ

れ加水分解反応に対する溶解度積と平衡定数である。 

鉱物 Rate equation データソース 

Na-montmorillonite k.A.(aH+)n.(1 – Q/K) Huertas et al., 2001 
Quartz k.A.(aH+)n.(1 – Q/K) Knauss and Wolery, 1988 
Calcite k.A.(aH+)n.(1 - Q/K)m Busenberg and Plummer, 

1986 
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表 1.5- 6: 25 °C中にあるベントナイト中の鉱物に対する速度論で用いる定数と係数 

データの出典は表 1.5-5と同じ。Log k (pH = 0)の値の単位はmol m-2 s-1である。 

鉱物 Log k  n m 
Na-montmorillonite -17.1 -0.34 - 
Quartz -16.3 -0.50 - 
Calcite -5.2 -0.65 0.9 

 
表 1.5- 7: ベントナイトに対する加水分解反応、イオン交換データおよび平衡定数 
すべてのデータは EQ3/6, ‘data1.com.R10’ データベース (Wolery, 1992)から得られたものである。 

鉱物 加水分解/イオン交換反応 Log K 
25 °C 

Na-montmor Na.33Mg.33Al1.67Si4O10(OH)2 + 6H+ =  
0.33Na+ + 0.33Mg2+ + 1.67Al3+ + 4SiO2(aq) + 

4H2O 

2.4844 

ion exchange 
coefficient 

2ZNa – Z2Ca 0.69 

Calcite CaCO3 + H+ = Ca2+ + HCO3- 1.8487 
Quartz SiO2 = SiO2(aq) -3.9993 
Laumontite CaAl2Si4O12:4H2O + 8H+ =  

Ca2+ + 2Al3+ + 4SiO2(aq) + 8H2O 
 

Analcite Na.96Al.96Si2.04O6.H2O + 3.84H+ = 
0.96Na+ + 0.96Al3+ + 2.04SiO2(aq) + 2.92H2O 

 

Muscovite KAl3Si3O10(OH)2 + 10H+ =  
K+ + 3Al3+ + 3SiO2(aq) + 6H2O 

13.5858 

Tobermorite Ca5Si6H21O27.5 + 10H+ = 5Ca2+ + 6SiO2(aq) + 
15.5H2O 

63.8445 

 
(2) コンクリートモデル 
 前出の簡易モデルによる感度解析の結果、コンクリート劣化に伴う空隙水組成の経時変

化も重要と成り得ることがわかった。そこで、この観点に着目して、現象解析モデルで用

いるコンクリートモデルを以下のように設定する。 
 
ベントナイトと比べて、セメントの成分は、セメントクリンカーの正確な成分や、水と

セメントの比などに依存して、非常に変化しやすい。また、ここで注意すべきことはコン

クリートよりはむしろセメントを考察の対象とすることである。OPC は、長期間にわたっ
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て、下記に示す成分を含んでいると考えることができる。 

 

• 40-50% C-S-H ゲル; 
• 20-25% ポートランダイト, Ca(OH)2; 
• 10-20% ‘AFm’ ; 
• 10-20% 空隙水; 
• 0-5% その他の成分 (NaOH, KOH, Mg(OH)2). 

 

セメントの振る舞いをモデリングする場合にキーとなるのは、C-S-H ゲルの取り扱いで
ある。既往のモデルのほとんどでは、C-S-Hを二つの固相が混合したものとして取り扱い、
それぞれが変化しうる溶解度積を持つと仮定する(e.g. Berner, 1992)。多くの部分でこのモ
デルは経験則によるところが多いにもかかわらず、これまでに、このモデルによって、多

くのセメント溶解に対する実験結果がよく説明されている。しかしながら、ここでは、よ

り理論的な根拠の明確なものとして C-S-H ゲルを一つの固溶相（solid solution phase）と
して取り扱うモデル、特に、Börjessonが用いたアプローチ(Börjesson, 1997)をここでは検
討することとする。 
 

Börjesson は C-S-H ゲルに対して非理想的な固溶相を用いたモデルを開発した。このモ
デルは、Guggenheim の熱力学的混合モデルを用いたものである。Guggenheim の熱力学
的混合モデルでは、ギブスの自由エネルギーを、固溶相のモル比の多項式で表現する。2成
分の非理想的な固溶相反応に対しては、自由エネルギーは次の式のようになる。 
 

Gexcess = X1X2 A0 + A1 X1 − X2( )+ A2 X1 − X2( )2
+ A3 X1 − X2( )3

+ ...[ ] (5) 

 
ここで、変数 A0 と A1 は成分によるものではなく、温度と圧力に依存するものである。

上式の第 2項までを考慮することにすると、(5)式は(6)式のように簡単化される。 
 

Gexcess = X1X2 A0 + A1 X1 − X2( )[ ]  (6) 

 

また、ギブスの自由エネルギーは(7)式のように書くこともできる。 

 

Gexcess = RT Xi lnγ i
i

∑     (7) 
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ここで、γiは活量係数、R はガス定数、T は絶対温度である。各エンドメンバーの標準
状態が、現在注目している温度、圧力において純粋なエンドメンバーであるとすれば、Gexcess

は以下の境界条件に従わなければならない。 
 

0   when 0
0   when 0

2

1

==
==

XG
XG

excess

excess  

 

第一のエンドメンバーの活量係数を、固溶相組成の関数として得るために、以下の式を

用いることができる(Prausnitz, 1969)。 
 

RT lnγ i = Gexcess,i =
∂nTGexcess

∂ni

 

 
 

 

 
 

T ,P ,n j

  (8) 

 
ここで、niはエンドメンバーi のモル数、nTは全モル数である。また、(6)式と(7)式を組み
合わせることによって、以下の式を得る。(6)式で定義された Gexcess を(8)式に適用すること
によって、エンドメンバー1の活量係数は以下のようになる。 
 

RT ln γ 1 = X2
2 A0 + A1 3X1 − X2( )[ ]   (9) 

 
また、エンドメンバー2については以下のようになる。 

 
RT lnγ 2 = X1

2 A0 − A1 3X2 − X1( )[ ]   (10) 

 
さらに、a1 = X1γ1という関係式を用いて、(9)式は以下のように書き換えられる。 

 

a1 = X1 exp
X2

2

RT
A0 + A1 3X1 − X2( )[ ] 

  
 
     (11) 

 
ここで、a1はエンドメンバー1の活量である。同様に、エンドメンバー2についても記述
することができる。 
 

Börjesson は、この手法を C-S-H ゲルに適用しており、ここでは、エンドメンバーとし
て Ca(OH)2 と CaH2SiO4を考え、A0 と A1 の値として 3.262 と 13.44 kJ/moleとを推奨



JNC TJ8400 2002-031 

－87－ 

している (Börjesson, 1997)。なお、これらの成分は、Bernerによるセメント-水反応モデ
ルによっても選択されている(Berner, 1992)。ここで、A0 と A1 の値は Kalousekによって
C-S-Hゲルに対して行われた実験から導き出されているものである(Kalousek, 1952)。 

Kersten による研究においても、同様な結論が得られている(Kersten, 1996)。二つの最
終生成物に対する溶解度定数を表 1.5-8に示す。 
 
表 1.5- 8: C-S-Hゲル固溶相に含まれるエンドメンバーの種類と熱力学データ 
相 反応 Log K 

Ca(OH)2 + 2H+ = Ca2+ + 2H2O 
 

22.55 
Solid-solution:  
Ca(OH)2 
 
CaH2SiO4 CaH2SiO4+2H+ = Ca2++SiO2(aq)+2H2O     15.89 

あるいは 
CaH2SiO4=Ca2++H2SiO42-+2H2O           -7.07 

 
したがって、Ca2+, H2SiO42- および OH-を用いて、Ca(OH)2-CaH2SiO4の二成分溶解反

応系に関する質量作用式を以下のように定義することができる。 
 

H2SiO4
2−[ ]Ca2 +[ ]= KCaH2SiO 4

aCaH2SiO 4
= KCaH2 SiO4

XCaH 2SiO 4
γ CaH 2SiO 4

 (12) 

OH−[ ]2
Ca2+[ ]= KCa(OH)2

aCa(OH)2
= KCa(OH)2

XCa(OH)2
γ Ca(OH)2

  (13) 

 
ここで、[Ca2+], [H2SiO42-] および [OH-]はCa2+, H2SiO42- および OH-の液相活量、

KCa(OH)2 およびKCaH2SiO4 は純粋なCa(OH)2 と CaH2SiO4 の エンドメンバーについての
溶解度積である。また、aCa(OH)2 と aCaH2SiO4 は固相反応におけるCa(OH)2 とCaH2SiO4成

分の活量であり、XCa(OH)2 と XCaH2SiO4は平衡状態にある固相でのCa(OH)2 とCaH2SiO4の

モル分率、そして、γCa(OH)2 とγCaH2SiO4 は固相の活量係数である。 
 
固相の活量係数は以下の式から求められる。ここで、A0 と A1 の値はそれぞれ 3.262 、

13.44 kJ/moleである。 
 

( )[ ]...344.13262.3ln
242242 Ca(OH)SiOCaH

2
Ca(OH)SiOCaH +−+= XXXγ   (14) 

 

ln γ Ca(OH)2
= XCaH 2SiO 4

2 3.262 + 13.44 3XCa(OH)2
− XCaH 2SiO4( )+ ...[ ]  (15) 



JNC TJ8400 2002-031 

－88－ 

 
結果として、(12)-(14)式は C-S-H 固相と平衡状態にある液相の成分を定義するために用
いることができる。 
 
この C-S-H ゲルに対するモデルは Börjesson (Börjesson, 1997)によって記述され、表

1.5-9 に示されている成分のセメントに対して用いられている。この成分はコンクリート
1m3に対して 420 kgのセメント(Karlsson et al., 1999)、および 35 %の間隙率を仮定して
いる。コンクリート中の骨材については、本モデルでは考慮しない。 

 

表 1.5- 9: 本モデルで用いるコンクリートの成分(コンクリート 1m3当たり) 
相 Mol m-3 

1678 C-S-H:    Ca(OH)2 
                CaH2SiO4 922 
Katoite, Ca3Al2H12O12 3.3 
AFm, Ca4Al2SO10:12H2O 108 
Brucite, Mg(OH)2 227 

 
表 1.5-9 中の各鉱物についての熱力学データを表 1.5-10 に示す。また、ギブサイト、カ
ルサイト およびポルトランダイトも生成鉱物として考慮する。 
 
表 1.5- 10: コンクリートに対する加水分解反応、イオン交換データおよび平衡定数 
いずれのデータも EQ3/6, ‘data1.com.R10’ データベース (Wolery, 1992)および Börjesson (Börjesson, 1997)に基づく。 

鉱物 加水分解反応 Log K 
25 °C 

Ca(OH)2 Ca(OH)2 + 2H+ = Ca2+ + 2H2O 22.55 
CaH2SiO4 CaH2SiO4 + 2H+ = Ca2+ + SiO2(aq) + 2H2O 15.89 
Brucite Mg(OH)2 + 2H+ = Mg2+ + 2H2O 16.2980 
AFm Ca4Al2SO10:12H2O + 12H+ = 4Ca2+ + 2Al3+ + SO42- + 

18H2O 
70.3 

Katoite Ca3Al2H12O12 + 12H+ = 3Ca2+ + 2Al3+ + 12H2O 78.9437 
Calcite CaCO3 + H+ = Ca2+ + HCO3- 1.8487 
Gibbsite Al(OH)3 + 3H+ = Al3+ + 3H2O 7.7560 

 
 
(3) 速度論的化学反応を考慮した多成分系分散・移流モデル 
上記のベントナイトおよびコンクリートについての現象解析モデルは、以下の、多成
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分系についての反応拡散方程式によって定式化することができる。 
 
多成分系の方程式群をコンパクトに記述するために、次のようなベクトル表記を導入

する。 
 

( ) ( ){ }
AIii txutxu ∈= ,,                         (16) 

 
ただし、 AI は解析対象とするすべての液相中の基本化学種のセットを示し、 ( )txui , は、
位置 x、時刻 tにおける i番目の液相中基本化学種の濃度 (mol/l) を表す。したがって、

ベクトル ( ) ( ){ }
AIii txutxu ∈= ,, は、当該位置および時刻におけるすべての液相基本化学種

の状態を記述することとなる。また、同様に、基本化学種の複合形として表現される

complex（本来の化学的用語とは異なるが、便宜的に、以下、「錯体」と呼ぶ）につい
ても、 
 

( ) ( ){ }
CIii txctxc ∈= ,,                         (17) 

 
が定義される。ただし、 CI は解析対象とするすべての「錯体」のセットとし、また、i

番目の「錯体」中の j 番目の基本化学種のストイキオメトリーを ijα と表す。さらに、

鉱物（解析対象とするすべての鉱物のセットを MI とする）の濃度 (mol/m3) について、 
 

( ) ( ){ }
MIii txmtxm ∈= ,,                        (18) 

 
とし、また、 
 

( ) ( ){ }
ZIii txztxz ∈= ,,                        (19) 

 
によって交換性陽イオン（解析対象とするすべての交換性陽イオンのセットを ZI とす

る）の占有割合(%)を表す。なお、鉱物中の基本化学種 i のストイキオメトリーを ijβ 、

同じく陽イオン交換におけるストイキオメトリーを ijγ とする。 
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以上のベクトル表記を用いて、反応、移流、そして分散に関する方程式系の全体は次

のように定式化される。 
 

( ) ( ) l
Il Z

li
k

Ik M

ki

Ij
jjiiAi W

F
R

F
SvuIiTu

t
ZMC

∑∑∑
∈∈∈

−−−=
∂
∂ γ

θ
βαθ ,,, ,  AIi ∈ ,      (20) 

( ) ( ) iiCi SvcIiTc
t

+=
∂
∂ ,,,θ ,  CIi ∈ ,                  (21) 

( ) ii Rm
t

=
∂
∂ ,  MIi ∈ ,                        (22) 

( ) ii Wz
t

=
∂
∂ ,  ZIi ∈ .                        (23) 

 

ただし、 ( ) ( )( )txmtxutxRi ,,,,,  (mol/m3/s)および ( ) ( )( )txctxutxS j ,,,,,  (mol/l/s) は、そ

れぞれ鉱物 i および「錯体」jの反応に対応するソースタームであり、陽イオン交換に
対応するソースタームを ( ) ( )( )txztxutxWi ,,,,,  (%/s)とする。また、物質移動に関する微
分演算子を形式的に ( ) ( )( )txvtxpIiT iP ,,,,, と書く。ただし PIi ∈ であり、 AP = の場合
には ii up = であり、また、 CP = の場合には ii cp = である。 
 
なお、 MF および ZF は、鉱物と陽イオン交換の占有率における単位が基本化学種の濃
度の単位と異なることを補正するための定数である。 
 
次に、媒体空隙率の変化が、圧縮や膨張といった力学的な現象によらず化学反応に伴

う鉱物学的な変化のみによるものであるとすると、次式が得られる。 
 

( ) ∑
∈

−=
∂
∂

MIj
jj RV

t
θ                          (24) 

 

ここで jV は鉱物 jのモル体積である。 

 
既に述べたように、液相中の「錯体」の反応は瞬時平衡を達成するものと仮定されて

おり、このため、(20)および(21)式中の Sjは有限ではなくなる可能性がある。そこで、

上記の方程式系を数学的に解法することの可能な well-posed なものとするために、
Grindrod and Takase (1994)にしたがって、ベクトル表記である(20)および(21)式の各
コンポーネントについて重み付けをした後に加減することにより、すべての Sj を相殺
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する（この操作は常に可能である。証明は、Grindrod and Takase (1994)を参照）。こ
の結果、(20) ~ (23)式は次の様な方程式に書き換えられる。 
 

( ) ( ) ( ) ( )l
Il Z

li

Ik
k

M

ki

Ij
jjii z

tF
m

tF
c

t
u

t
ZMC

∂
∂

+
∂
∂

+
∂
∂

+
∂
∂ ∑∑∑

∈∈∈

γ
θ

βθαθ           (25) 

                            ( ) ( )∑
∈

+=
CIk

kCkiiA vcIkTvuIiT ,,,,,, α ,  AIi ∈      

 
また、「錯体」は常に瞬時平衡を達成するために、(21)の偏微分方程式は代数方程式
である質量作用式 
 

[ ] 1=Π
∈ j

i

Ii K
u ji

A

α

,  CIj ∈                        (26) 

 

に置き換えられる。ここで、 jK は錯体 jの反応に関する平衡定数であり、 [ ]iu  は基

本化学種 iの活量である。 
 
最後に、空隙水の移動に関する支配方程式は次の通りである。 

 

SS
∂
∂t

h( ) +
∂
∂t

θ( ) =
∂
∂x

K x,t,m x,t( ), z x, t( )( ) ∂
∂x

h( ) 
 

 
             (27) 

 
ただし、h = h x, t( )は水頭, Kは透水係数、 SS は次式で定義される比貯留係数であり、
Kは一般に鉱物組成およびイオン交換の程度に依存する。 

( ) 







++−= ∑

∈ MIi
iiiWMWS mVgS κθκθκρ 01 ,               (28) 

Wρ :水の密度、 Mκ , Wκ および iκ , MIi ∈ はそれぞれ各固相の圧縮係数 
 
液相反応 
既に述べたように、液相中の反応は瞬時平衡を達成するものと仮定し、したがって質

量作用式 
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[ ] 1=Π
∈ j

i

Ii K
u ji

A

α

, CIj ∈                         (29) 

 
によって反応が記述される。 
 
遅い鉱物反応 
遅い鉱物反応は、一般的に以下の形式の方程式によって表現される。 

 

( ) ii Rm
t

=
∂
∂ ,  MIi ∈                        (30) 

 
 また、 iR は一般に 

• 基本化学種濃度（pHを含む） 
• 鉱物濃度 
• 反応に寄与する表面積 
• 温度 

の関数である。 
 
速い鉱物反応 
ある鉱物 jの溶解・沈殿反応が物質移動に比して十分に速く、したがって瞬時平衡を
達成すると仮定すべき場合には、上の微分方程式の代わりに 

 

1=
j

j

K
Q

,                                 (31) 

Qj =
i∈IA
Π ui[ ]β ji  

 
を解くことが必要となる。(31)式は、平衡多様体と呼ばれ、当該鉱物が存在する間は、
常に基本化学種の濃度が解空間の中で対応する部分領域（多様体）上にあることを要求

するものである。しかしながら、数値解析上は、(31)式を厳密に満足することは不可能
であり、代わりに平衡エンベロープ条件と呼ぶ次式を用いる。 
 

j
j

j

K
Q

ε<−1                             (32) 
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エンベロープの大きさを表す jε の値としては、通常、 310− 程度を用いる。この場合、

鉱物が存在し続ける限り、当該反応は常に 99.9% から 100.1%の飽和状態にあること
が確保されることとなる。なお、初期条件としては、鉱物反応が非平衡状態から出発す

る場合も考えられる。このような場合には、系の状態が平衡エンベロープに到達するま

で、 
 











−= 1

j

j
jj K

Q
kR                             (33) 

 

という形式的な反応速度を定義し、 jk をすべての遅い反応よりも十分に大きな値とす

ることによって速やかに平衡を回復させる。また、この操作は、基本的にはイオン交換

反応を瞬時平衡として取り扱う場合にも同様であるが、上式の代わりに 
 

[ ] jk

A

ji

Z

i
Ik

i
Ii

j uzQ γγ ΠΠ
∈∈

=                          (34) 

 
を用いる必要がある。 
 
 (20) ~ (21)式は、時間tに関する sの微分を s&  と表現することとすると、全体として次
のような形式となる。 
 

( ) ( )hzmcufhzmcuhzmcug ,,,,,,,,,,,,,,,, θθθ =&&&&&&           (35) 
 
なお、g線形の演算子であり、fは非線形の微分演算子である。 
 
 この式は、更に、すべての未知数を 
 

hzmcu ∪θ∪∪∪∪=u                      (36) 
 
として統合すると、簡単に、 
 

( ) ( )uuu fg =&,                          (37) 
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と書かれる。最後に、空間差分を行って微分演算子を差分演算子に置き換えることによ

り、 
 

( ) ( )UFUUG =&                         (38) 
が得られる。ここで、 ( )txi ,U は、i番目の節点における未知数のベクトルであり、G  お
よびF  は差分後の演算子に対応している。 
 
(4) 水理解析モデル 
(i) 定常地下水流動モデル 
 感度解析結果からもわかるとおり、地下水流動としては、緩衝材冠水後の長期的なプ

ロセスが重要であり、かつ、後述する鉱物組成変化に伴う透水性変化は緩やかなもので

あるため、定常状態の流動を知ることで十分である。そこで、現象解析モデルとして、

以下に示す定常飽和地下水流動モデルを考えることとする。 
 
①ダルシー則 

j
ij

j
iji x

Pgk
x

kU
∂
∂

=
∂
∂

=
0ρ

ϕ
                       (39) 

②連続の式 
 

0=+
∂
∂ QU
x i

i

                             (40) 

 
ただし 

（淡）水の密度圧力水頭位置水頭

座標透水係数ダルシー流速

:,:,:

:,:,:

0ρϕz

xkU iji  

 
(ii) 変質に伴う透水性変化のモデル 
多孔質媒体中の粒子間隙を流れる複雑な経路を単純化して、長さ LE 、径 DE の直管に相
当すると考える。この時、次式が成立する。 

 

( )ε
εεε
−

===

==

1
4

'
4

'
4

44

VVV

E

SSVS
V

D
積媒体中の粒子の全表面

媒体中の空隙の容積

流路の浸辺長

流路断面積

         (41) 

 
ただし、 
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V [m3]: 媒体の全容積 
ε: 空隙率 
SV’= SV (1-ε) : 媒体単位容積あたりの粒子表面積 
SV : 粒子の単位容積あたりの表面積（径 dp の球では SV  =6/dp ） 
µ: 水の動粘性係数 

 

 

 

 

 

この仮想の管内流れの圧力損失は、層流としてハーゲン・ポアズイユ式が適用できると

すると、 

2

22

2

)1(
2

32
ε

ε
µ

µ −
==

∆ V
E

E

E

E

Su
D

u
L

P                    (42) 

 
 
となり、さらに、仮想の管内平均流速 uEは、空塔速度を Uとすると、 

 

                          (43)  

 
であるから、多孔質媒体中の圧力損失は次式で表わせる。 

 

( ) USC
x
P

V
2

3

21 µ
ε

ε−
=

∂
∂

                          (44) 

 
 この式は Kozeny-Carman の式と呼ばれる。また、C は Kozeny 定数と呼ばれる実験定
数で、C≒5である。この式を前出のダルシー則と比較すれば、透水係数と空隙形状のパラ
メータとの間に以下の関係が成立することがわかる。 
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( ) gSC
k

V
22

0
3

1 µε
ρε

−
=                           (45) 
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1.5.2 システム評価モデル 
 システム評価モデルは、人工バリアあるいは処分場の具体的な形状および特性分布を考

慮しつつ、多成分反応移動モデルと水理解析モデルという二つの主要な現象解析モデルを

連成して解析するものである。ここで、既に述べたように、多成分反応移動モデルの計算

負荷は極めて大きく、このため、多成分反応移動についての現象解析モデルを、高速で演

算可能な近似解によって代替することが合理的と考えられる。ここでは、このような近似

的な高速モデルの候補として、 
 
• 簡易な保守的モデル 
• ニューロネットワーク 
• セルラーオートマタ 
 
についてまとめることとする。 
 
(1) 簡易な保守的モデルによる方法 
 この方法は、1.3 節において述べた予備的なモデル化における手法と同一のものであり、
1.7節において、その具体的な適用方法を、例題とともにまとめることとする。 
 
(2) ニューロネットワークによる方法 
人間の脳は約 1011個の脳細胞から成り立っており、これらの細胞間に張り巡らされた約

1015 個のリンクを介して相互に作用しあうことにより学習、思考そして記憶という基本的

な機能が生まれると考えられている。ニューロネットワークは、この脳のモデルに基づく、

並行分散型の演算モデルである。 
 
典型的なニューロネットワークの一つであるMLP (Multi-Layered Perceptron)は、下図の
ような構成を持つ。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

r  

x1 

x2 

x3 

x4 
Input Laye
－97－ 

図 1.5- 5 MLPの構成例 
Output Layer
Hidden Layer
y1 

y2 

y3 
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また、個々のニューロン（図中の円）は、n個の入力から以下の規則に従い出力を算出す
る。 
 

 







= ∑

=

n

i
ii xwfy

1

 (46) 

 
ただし、wiは i番目の入力に対する重みであり、fには通常シグモイド関数 
 

 ( ) ( )θξ
ξ

+−+
=

exp1
1f  (47) 

 
が用いられる。つまり、個々のニューロンは、複数の入力（刺激）に基づき出力（興奮状

態）を決定する規則であり、これらによって構成されるネットワークは、全体として複雑

な入出力間の写像を表現することが可能となる。 
 
 ニューロネットワークの特長は、問題に応じた入出力間の写像を「学習」することが可

能な点である。これは、次のような手順で行われる。 
 

① ランダムに与えられた重み 0
iw に基づき、入力ベクトル xに対応する出力 0y を算出する。 

② 誤差
00 yx −=ε に基づき、各重みの偏導関数

iw∂
∂ 0ε
を計算する。 

③ 誤差を最小化する方向に重みベクトルを調整する。すなわち、 
 









∂
∂

−=
i

ii w
ww

0
01 εη                                (48) 

 
によって次回の重みを算出する。ただし、ηは学習割合と呼ばれる定数であり、学習初
期には大きくすることによって効率を向上し、後期には小さくすることによって精度を

向上するという戦略が通常とられる。また、極小値にトラップされることを防ぐために、

上式に慣性項が付加される場合が多い。 
④ ②および③を所定の精度が達成されるまで繰り返す。 
 
ニューロネットワークは、入出力間の複雑な写像の規則を自動的に見出し、記憶するこ

とが可能であることから、既存の解析における入力データセットと結果との間の関係を学
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習させることによって、対応する問題の解を内外挿することが可能である。このような用

法は、本来の問題を数値的に解くことに大きな計算労力が必要となり、入力データを種々

に変えたパラメータスタディーが求められる場合に適している。 
 
多成分系の反応移流分散モデルと熱移動モデルの連成解析への適用例を次ページ以降

に示す。 
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(i) モデル 
 解析体系は、図 1.5-6に示すような断面積１m2 長さ１ｍの多孔質の直方体とした。 
 
 
 
 

図 1.5- 6: 解析体系 
 
熱伝導 
上図の左側に発熱体を考え、右端を温度一定境界とした。発熱率 Power [W]は、 
 

Power=350*exp(-λ・ｔ) 
 

で表されるものとする。ここで、λは減衰定数で 6E-10 [s-1] 、tは時間[s] である。 
 
 本解析では、熱伝導度が水分飽和度の一次関数であるとしてモデル化した。そのときの

一次元熱伝導方程式は、次式で表される。 
 









∂
∂

∂
∂

⋅
=

∂
∂

x
Tk

xCpt
T

ρ
1

                             (49) 

T：温度[K] 
ρ：密度[kg/m3] 
Cp：熱容量[J/kg.K] 
ｋ：熱伝導度[W/m.K] 
k=k0+(k1-k0)*s 

                              k0：水分飽和度０の時の熱伝導度 
                k1：水分飽和度１の時の熱伝導度 
               s：水分飽和度 
 
水分飽和度 
 水分は、図 1.5-6の右側から左側に浸入するものとして、その分布は、常に tanh(z)で表
されるものと仮定した。また、z(x,t)＝0 の位置は、時間とともに左側に近付き、その速度
は、時間の二次関数で表されるものとした。さらに、水分飽和度は、xについて単調に増加
するものとし、z=0における水分飽和度分布の傾きは、常に正でかつ時間の二次関数で表さ
れるものとした。水分飽和度を表す式を以下に示す。 
 

発
熱
体 

温
度
一
定
境
界 

１ｍ
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s(x,t)=(tanh(z)+1.0)/2                             (50) 
z(x,t)=(A2t2+A1t+A0)*(x-B3t3-B2t2-B1t-B0) 

 
ここで、A2、A1、A0、B3、B2、B1、B0は、上記の条件を満たす定数である。 
 
物質移動 
移行物質としては、SiO2 を考えた。SiO2 は溶解度に応じて、溶解沈殿し、拡散により
移動する。一次元拡散方程式を以下に示す。図 1.5-6の両端を濃度勾配 0の境界とした。 

 

( ) ( ) ( ) ,,mol θθνθ Rs
r
cssTD

x
c

x
cs

t
−








∂
∂

∂
∂

=
∂
∂

+
∂
∂                 (51) 

           θ：空隙率[-] 
                            ｃ：濃度[mol/dm3] 
                            v：ダルシー流速[m/s] 
                           Dmol：分子拡散係数[m2/s] 
                           R：溶解沈殿速度[mol/s] 
 
 分子拡散係数 Dmolは、水分飽和度および粘性係数の関数として、次式で表した。 

( ) ( ) ( ) eps
ionw

b
mol 16

DssH
s
ss

rT
TkTD d

m

d

d +−







−
−

=
πµ

               (52) 

           kb：ボルツマン定数 
           rion：イオン半径 
           sd：水分飽和度の最小値 
 
粘性係数は、温度の関数として次式で表した。 
 

( )   
260
103.3 2

w −
×

=
−

T
Tµ                               (53) 

 
反応速度は、水分飽和度と溶解沈殿反応の平衡定数の関数で、 

R=k(T) ( ) 















−

TK
Q1 .                             (54) 
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( )
( )

( ) ./1.84010889.7338.0log

,/2598707.0log
,/343810889.7369.0log

4

ionprecipitat

4
ndissolutio

TTTK

TTk
TTTk

−×−=

−−=
−×−−=

−

−

 

Q = [SiO2(aq)] 
 
で表される。 
  
 以上の、熱および物質移動の連成問題を汎用的な DAEソーバーを用いて解いた。水分飽
和度を決める係数は、乱数を用いて決定し、異なる水分飽和度について 20ケース計算した。
計算に要した時間は、１ケースおよそ 30分であった。 
 
 次に、水分飽和度を決める係数、時間と温度分布について、および、水分飽和度を決め

る係数、時間と SiO2濃度分布について、それぞれ DAE ソーバーによる解析結果 10 ケー
ス分を学習させた。学習に要する時間はそれぞれ数時間である。 
 学習後のニューロネットワークを用いて、学習済みのケースおよび未学習のケースの計

算を行った。計算に要する時間は、数秒/ケースである。DAEソーバーによる結果と、学習
後のニューロネットワークによる計算結果の比較を以下に示す。 
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図 1.5- 7: DA
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図 1.5- 8: DA
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(3) セルラーオートマタによる方法 
(i) 古典的セルラーオートマタ（加藤ら (1998)） 
①基本原理 

 

 

図 1.5- 9: セルの配置 
 
同じ大きさの正方形（以下セルという）で区切られた碁盤のような面があり、各セルに

白または黒の石を置くことを想定する。図1.5-9に示すように、各セルには辺が接する4個あ
るいは角で接するものも加えれば8個のセルが隣りに存在する。隣りのセルの状態（石の
色：黒または白）によって、各セルの状態（色）が変わるとし、その変わり方の規則を定

める。この規則を時間 t＝0における石の並び方に適用し、t＝1における石の並び方を決め、
t＝1における石の並び方からt＝2における石の並び方を決め…、というように繰り返すと、
あるパターンが現れることとなる。この手順がセルラーオートマタ (CA) の原型である。
このセルラーオートマタの特徴をまとめると以下のようになる。 

 
・ 同じ大きさの均一なセルを想定する 
・ 上の例では白と黒の二種類の石としたが、各セルはｋ種類の状態（色） 
をとることができる。 

・ 次の時間のセルの状態（色）は現在の状態と隣り合うセルの状態だけの局所的な規則

により決まる。 
・ でき上がるパターンは初期のセルの状態と適用する規則によって決まる 
 
初期に白と黒のセルのランダムな配列からスタートし、ある規則を適用し、パターンが

変わらなくなるまで時間を進めた結果の例を図1.5-10に示す。このようにCA法は非常に単
純な手順と簡単な規則から成り立っているが生体の組織のような複雑なパターンを生み出

す 
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図 1.5- 10: 2次元セルラオートマタ法によって得られるパターンの例 

 
初期ランダムなセル配置から襟維なパターンが浮かび上がる。これは、後述する多数決

型規則を適用した結果である。なお、左と右では初期のセル配置が異なる。 
 
② １次元：ウルフラムの分類 
前項では、セルが面上にある2次元モデルに基づきCA法の特徴を説明した。セルの並び
を横一列だけを想定すると1次元モデルとなる。 1次元セルの並び方の初期状態と状態変
化の規則を設定し、各セルの時間ステップごとの変化の例を図1.5-11に示す。この時間ステ
ップごとの結果を縦に並べると、図1.5-12に示す模様が現われ、得られるパターンは2次元
の特徴を備えている。 2次元モデルと比較して、1次元モデルの方が基本原理を理解する
ことははるかに容易であるので、CA理論の基本原理を、まず、1次元モデルを用いて説明
する。 

 

図 1.5- 11: 1次元セルラーオートマタ法によるセル配列の時間変化例 
横一列に並んだ1次元セルにおいて、時間ステップ0の初期配置にある規則を適用してステップ2まで時間を進めた例 

この規則では、隣のセルの状態によって次のセルの状態が決まる。 
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図 1.5- 12: 1次元セルラーオートマタ法によって得られるパターンの例 

図1.5-11の結果をステップ12まで縦に並べると、このパターンができる。 

 

隣り合うセルとしてどこまで考慮するかが状態変化の規則を決める大きな要素となる。 

代表的なものとして、左隣りだけを考える場合、両隣りを考える場合、および両隣りのさ

らに一つ先のセルまで考慮する場合などがある。 

 

上記の1次元のCAモデルを一般化すると、次のようになる。セルの位置座標をi、時間ス
テップをtとし、各セルの状態は0からk-1までのｋ個の内から一つをとる。位置iのセルの時

間ステップtでの状態を i
ta で表す。 セルiの次の時間ステップt+1の状態 i

ta 1+ は、隣りのセル

として、
ri

ta −
から

ri
ta +
までの2γ＋1を考慮し、隣りのセルの状態を変数とする関数Fによっ

て与えられる。 

                ),,...,,...,,( 11
1

ri
t

ri
t

i
t

ri
t

ri
t

i
t aaaaaFa +−++−−
+ =           (55) 

 
言い換えれば、セルiの時間ステップt+1の状態は、近傍のセルの時間ステップtの状態か
ら決定される。 

 
図 1.5- 13: 左右両隣りのセルを考慮する状態変化規則の例 

 
  ここで、各セルのとり得る状態を白と黒とし、両隣りを考慮する場合を考える。セルの
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並び方と、次の時間ステップにおける中央セルの取り得る状態には図1.5-13に示す8パター
ンがある。 
この規則はどのセルの位置でも同じであるため、CA計算を行う場合計算機に参照表とし
て準備しておく。この場合γ＝1とし、次の規則を考える。 
  

                       11
1

+−
+ += i

t
i
t

i
t aaa （mod2）         (56) 

 
（mod2）は両隣りの状態値の和を2で割ったあまりを整数化して次の時間 ステップでの
値とすることを意味し、時間ステップtのセルの並び方と時間 ステップt＋1の中央セルの状
態の関係は以下となる。  
 

セルの並び方（ｔ）    111   110   101   100   011  010   001   000  
中央セル（ｔ＋1）     0     1     0     1     1     0     1     0 

 
1次元のCAモデルの性質を詳細に調べたウルフラムの方法にならい、この 規則を下段の
数字を並べた数字01011010と書くことにし、この数字を二進法 から十進法に変換した数字
を規則番号にする。すなわち、二進法の01011010 は十進法の90に相当するので（mod2）
は90番の規則となる。 90番の規 則（mod2）を適用すると、時間ステップまのセルの並び
は次の時間ステッ プt＋1では次のようになる。 
 

時間ステップt      O O l O O l l O l O l O l l O O 
時間ステップt＋1   * 1 0 1 1 0 1 0 0 0 0 0 1 1 1 * 

 
規則の数は二進法の8桁の数字の組合せから28＝256通りの規則が存在する。 一般的には、

nk （ここで、 12 += rkn ）通りの規則が存在し得るが、規則から無意味なものなどを除くよ

うな制約条件を課すことで規則の数を減らす ことができる。たとえば、以下の二つの制約
条件を課すだけで256通りから 32通りに減少する。 
 
z 000の状態からは変化しない。  
z 鏡面対称とする。（110と011また100と001はそれぞれ同じ結果になる） 
 
  両隣りのさらに一つ先のセルまで考慮する湯合、位置i のセルの時間ステップt+1におけ
る状態は、次式で表される。 

                   ),,,,( 2112
1

++−−
+ = i

t
i
t

i
t

i
t

i
t

i
t aaaaaFa                   (57) 
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この場合、5個のセルとの並び方として25＝32種があり、セルは0と1の 状態があるので、
規則の総数は232～約40億通りとなる。この数の規則か ら得られるすべてのパターンを調査
することは不可能なので、時間ステップ ｔ＋1におけるセルの状態は、時間ステップｔに
おける5個のセル状態の和か ら決まるという次の規則を考える。 
 

                  )( 2112
1

++−−
+ ++++= i

t
i
t

i
t

i
t

i
t

i
t aaaaafa               (58) 

 
セル状態の和は0から5までの6種類の値をとり、規則の総数は26＝64通 りとなる。この
ように状態和をとることで大幅に規則の数が削減され、64通 りの規則から生じるすべての
パターンを調べることが可能になる。ウルフラ ムは、状態和の規則を適用した時の1次元
CA法による結果を系統的に調べ、得られるパターンを次の四つのクラスに分顛した。 
 
• ［クラス1］すべてのセルの状態は均一となり、初期にもっていたパターンは消える。
たとえば、白と黒の二つの状態がある時ではすべてのセルが白 または黒色となる。  

• ［クラス2］縞模様のような変化しないパターンまたは周期的に繰り返すパターンに落
ちつく。 

• ［クラス3］非周期的でカオス的な振る舞いをするパターンが現れる。  
• ［クラス4］パターンが消えたり、非周期的あるいは周期的なパターンとなっ たり、
予測しがたい非常に複雑なパターンが現れる。 

 
これらに対応するパターンの例を図1.5-14に示す。 

 
図 1.5- 14: 1次元セルラーオートマタ法によって得られるパターンの分類両隣りのさらに

1個先のセルまで考慮した場合 (Wolfram, 1994) 
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③  2次元：コンウエイのライフゲーム 
 正方形（六角形の場合もある）のセルを平面に並べれば2次元、立方体のセルを積み上げ
ると3次元CA法の体系となる。2次元CA法として一番よく知られているものは1970年代に
流行したライフゲームがある。ライフゲームでは、多数の正方形のセルで区切ったコンピ

ュータの画面上に、生きている状態と定義した生のセルを少数置くと増殖し始め、単純な

初期の形と簡単な規則から予想もできない複雑で多彩なパターンが作り出される。 
 ライフゲームでは図1.5-15（b）に示すように、一つのセルの周りをとりまく8個のセルと、
中心の1個を加えた9個のセルの状態（ムーア近傍）から次の時間ステップのセル状態を決
める。たとえば、図1.5-15中心のセルの？印のセルの状態を周りのセルの並び方と中心のセ
ルの状態から決めることになる。しかし、各セルは生（1）と死（0）の二つだけの状態の
二通りとしても、2256～1077（ここで、256＝28）という膨大な数の状態の組合せが存在し、

太枠中の9個のセル状態から次の時間ステップにおける中心（？印）のセル状態を決める。 
 

 

図 1.5- 15: ライフゲームの中で考慮する隣りのセルの状態の例 
（a）と（b）：生存し続ける。 （c）と（d）：死に至る。（e）：死の状態が続く。（f）：死から生に蘇る。 

 
ゲームとしてこれだけの組合せを調べることはできない。そこで、1次元CAモデルと同
様に、周りのセルの状態和を取り、状態和についての次の単純な規則を適用する。 
 
• 隣りのセルが2～3個生きている場合は生き続ける。 
• 隣りに生きているセルが4個以上または1個以下になった場合は死ぬ。 
• 死んだセルは隣りに生きているセルがちょうど3個になった場合に生き返る。 
 
 この規則は、生のセルが周囲にほど良い数（2～3個）存在する時に生存でき、過密（4個
以上）や過疎（1個以下）になると死滅し、最適な条件（3個）で新しい生命が誕生すると
いう、動物やバクテリアなどの生き物に一般的にみられるものである。ライフゲームは普

通のゲームと違い勝負を争うものではなく、以上の条件を与えた時に生きているセルが自

己増殖により生み出すパターンの変化や目標のパターンを得ることを楽しむものである。

例として、空間に大きく拡がるパターン、複雑なパターンの繰り返し、ウイルスの進入 心
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臓の鼓動などのパターンなどがある。生きているセルが無限に自己増殖し続ける「グライ

ダー」と名付けられた例もある。このように、単純な規則にもかかわらずライフゲームか

ら生のセルが自己増殖して、生物や生体組織の振る舞いに似た不思議なパターンが生成さ

れる。このことは、CA法による生体の成長や組織形成などのモデル化の可能性を暗示する
ものである。 
  ライフゲームの規則を「隣りに生のセルが1個あれば生き続け、それ以外 では変わらな
い（八分の一規則）」と単純化すると、中心に1個あった生のセルから対称性のある図1.5-16
の結果が得られる。 
 

 
図 1.5- 16: 八分の一規則の適用結果 

「隣りに生のセルが1個あれば生き続け、それ以外では変わらない」という八分の一規則を適 用した結果。最初に中央

に1個存在した生（黒）のセルが29ステップでこのパターンになる。 

 
(ii) 代数微分方程式系への適用 
  動物、昆虫、鳥、魚などの体表面にはさまざまな紋様がある。この紋様の基本的なパタ
ーンは斑点と縞模様である・白黒のパターンではメラニン色素が局所的に集まったものが

紋様となる。現在、このパターン形成は、1952年に提案したチユーリングの名前にちなん
だチユーリングモデルによって説明される。 このモデルは、生体のパターン形成が活性

化（X）と阻害（Y）に働く二種類の物質（モルフォゲン、morphogen）の細胞間での反応
と拡散に基づき起こるというものであり、微分方程式を用いて 表される。 
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ここで、xとyはXとYの濃度を、f(x, y)とg(x, y)は化学反応によるXとYの生成率を、DxとDy

はXとYの拡散係数をそれぞれ表す。  
 
  1984年にD. Youngは、CAモデルにより微分方程式を解いた場合と同等な紋様形成結果を
得た。彼のモデルは以下の考え方に基づく。 
 
胚の発生初期の段階では、体の表面には分化して着色した細胞と未分化の無着色の細胞

が存在し、未分化の細胞は周りにある分化細胞の影響を受けて成長とともに分化してゆき、

体表面の紋様が明瞭になっていく。分化細胞は未分化細胞の分化を促す活作化物質と分化

細胞を未分化細胞に引き戻す阻害物質を生成する。二つの物質のなかで、活性化物質は影

響は強いが近くの細胞に限定され（拡散しにくい）、阻害物質は弱いが遠くの細胞まで影

響する（拡散しやすい）。細胞は周りにある分化細胞から活性化と阻害効果の影響を受け、

両者を差し引いたものが正味の効果となる。 
 
 活性化と阻害物質は式（59）に従い反応・拡散し、両物質の濃度は分化細胞からの距離R
の関数として図1.5-17（a）に示すような連続な濃度分布ができる。この微分方程式（連続）
モデルはCA法（離散）モデルに置き換えられる。活性化と阻害効果（W (R)）は、図1.5-17
（b）に示すように、分化細胞から距離R1までが正、それより外側R2までは負の一定値とす

る（活性化効果は距離R1まで働き、その外側では阻害効果となる）。 
 

 
図 1.5- 17: 反応拡散モデルにおける微分方程式とセルオートマトン法の比較 

活性化および阻害物質の定常濃度は（a）の微分方捏式モデルでは連続分布となり、（b）のCA法モデルでは離散モデル

化される。 

 
 
 まず、正方格子のセルに分化細胞をランダムに配置する。位置がRの細胞まわりのRｉに
ある分化細胞からの効果を合計し、正味の効果により細胞は以下のように変わる。 
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• 正（∑ｉＷ（｜R－Rｉ｜）＞0）ならば未分化細胞は分化細胞に変わる（分化細胞はその
まま） 

• ゼロならばそのまま 
• 負ならば分化細胞は未分化細胞に戻る（未分化細胞はそのまま） 
 
たいていの場合、5ステップ程度でそれ以上変化しない安定なパターンが得られる。 
 
 ヤングは活性化と阻害領域の半径をそれぞれＲ1＝2.30、Ｒ2＝6.01とし、活性化物質効果
Ｗ1＝1.0を一定とし、阻害物質の効果Ｗ2を変えたケースについて、図1.5-18（a）の結果を
得た。阻害物質の効果が強いと（Ｗ2の負の値が大きい）斑点模様となり、弱いと温良模様

はつながり縞模様に移行する。 

 
図 1.5- 18: セルオートマトン法により得られる動物の繰様 

連続な分布を図1.5-18（b）に示すように単純化しても、微分方程式モデル（a）と同等な
結果が得られる。 
 
拡散係数がx軸とy軸方向で異なる非等方性は、阻害物質の効果が同心円ではなく楕円に
働くとすることで与えることができ、図1.5-18（ｂ）に示す縞模様が得られる。微分方程式
（連続）モデルによる結果と比較すると、両者は同等な結果をもたらすが、細部で異なる。

CAモデルでは実際のシマウマにみられるように、縞模様の分岐や中断が再現されるが、J．
D．Murray等による微分方程式モデルではできない。このことはCA法の特徴の一つである。 
 この反応・拡散モデルは非常に単純なものであるが、その後さまざまに改良および拡張

され、ウルフラムがクラス4と定義した複雑パターンなどが貝の紋様についてコンピュータ
上で再現されている。しかし、微分方程式を用いる連続モデルで再現することは困難であ

る。クラス4のパターンの再現性が、CA法の大きな特徴である。 
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適用例 1：線形拡散方程式のシミュレーション 
 

 
ｔ＝0        ｔ＝10       ｔ＝20       ｔ＝30 

図 1.5- 19: セルラーオートマタによる u
t
u 2∇=

∂
∂

のシミュレーション 

 
適用例 2：非線形拡散方程式（Fisherの方程式）のシミュレーション 
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  t＝1        t＝2         t＝5         t＝10 

図 1.5- 20: セルラーオートマタによる )1(2 uuu
t
u

−+∇=
∂
∂

のシミュレーション 

 
適用例 3：原油流出事故による海洋汚染のシミュレーション 
流出油の拡がりは、破損部からの原油の拡散、風や潮流による移軌地形な どの影響を受け、

極めて複雑な現象となる。これまでさまざまなモデルが提案 されてきたが、実際の現象と一致

しない場合が多く、また、精度を高めようと すると計算量が膨大となったりすることが問題と

なっていた。これに対し、CA 法では簡単な近傍則に基づきこの複雑現象を再現することを狙う

ものである。 タンカーからの流出油の拡がりは、次の拡散方程式で表わされる。 

 

                       
x
uv

x
uD

t
u

∂
∂

+
∂
∂

=
∂
∂

2

2

                (60) 

 
  ここで、uは流出油の濃度、Dは拡散係数、vは風（吹送流）や潮流に よって流される移流

速度を示す。CA法では、拡散係数Ｄは次式で対応させることができる。 
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           D＝（単位セル幅）2／2・（単位時間ステップ）       (61) 

 
また、移流速度 vは次式となる。 

 
            v＝（単位セル幅）ε／（単位時間ステップ）          (62) 

 

ここで、εは移動確率の差である。 
 

 
図 1.5- 21: セルラーオートマタによる原油流出事故による海洋汚染シミュレーション 
島根県隠岐島沖北北東約 106kmで発生した事故により流出原油が若狭湾、能登半島、佐渡島一帯に拡がる様子の時間

変化を示す。 

 

 

(iii) システムモデルにおける多成分移動・水理強連成問題への適用の可能性 
本研究で検討対象としているコンクリートやベントナイトの劣化現象のように、あるク

ラスの反応・移流・分散問題では、化学反応によって媒体自体が変質し、透水性が増すこ

とによって反応性の溶質がさらに多く流入するという強連成効果が生じる場合がある。こ

の場合、連成プロセス全体として、化学的変質と透水性上昇とが相互作用しながら生じる

フィードバックループを形成することとなる。 
 
 このような連成問題において、反応・移流・分散問題については、(ii)に述べた手法を適
用することによりセルラーオートマタによる解析を高速で行うことが可能であるが、不均

一場における定常地下水流動解析についてはセルラーオートマタによる解法は精度および

計算効率の点で必ずしも最適なものではない。そこで、このような連成現象を扱うための

方法として、セルラーオートマタと微分方程式の数値解法とを組み合わせたハイブリッド

アプローチが考えられる。以下に、多成分反応移動現象について上述したセルラーオート

マタを用い、定常地下水流動問題については、1.5.1項に述べた方程式を数値解法すること
によって連成現象についての解析を行った例（高瀬, 出版準備中）をまとめる。 
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 図 1.5-22 は、強連成効果を無視した（つまり、化学反応の結果、透水性が上昇する効果
を考慮しない）変質解析の結果である。変質フロントは均一な形状を保ちつつ伝播してい

ることがわかる。これに対して、図 1.5-23 は、化学反応の結果生じる透水性の上昇を考慮
した強連成解析の結果である。透水性が少しでも高い場所（初期条件のゆらぎにより必ず

存在する）にはより多くの地下水が入り込み、この結果、他の場所よりも速く劣化が進展

する、という正のフィードバックが働くことにより、初期にはほとんど均一であった媒体

（方解石）中に選択的劣化の生じる箇所（粘性指状体と呼ばれる）が現れることがわかる。

また、連成方法を除いてすべての条件やパラメータ値は同じであるのにもかかわらず、図

1.5-23では劣化フロントが図 1.5-22よりも速やかに進展していることが明らかである。 
 
 強連成問題を代数微分方程式系として定式化し、数値的に解く作業は多大な計算労力を

要する。これに対して、セルラーオートマタでは比較的簡単にシミュレーションを行うこ

とが可能であるため、粘性指状体の形成のような定性的特長を調査するという用途には適

しているものと考えられる。 
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t=55                 t=60                  t=65                  t=70                 t=75                   

 

 

t=5                  t=10            

t=30                 t=35            

t=55                 t=60            

図 1.5- 22: 弱連成モデルに

液相中の Caプロファイル 
t=5                  t=10                  t=15                 t=20                 t=25 

t=30                 t=35                  t=40                  t=45                 t=50        
－117－ 

      t=15                 t=20                 t=25   

 

      t=40                  t=45                 t=50 

 

      t=65                  t=70                 t=75 

 

よる方解石溶解フロントの伝播（高瀬、出版準備中） 

方解石残存量のプロファイル 
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t=30                 t=35                  t=40                  t=45                 t=50                   

 

t=55                 t=60                  t=65                  t=70                 t=75                   

 

方解石残存量のプロファイル 

t=5                  t=10                  t=15                 t=20                 t=25   

 

t=30                 t=35                  t=40                  t=45                 t=50 

 

t=55                 t=60                  t=65                  t=70                 t=75 

 

図 1.5- 23: 強連成モデルによる方解石溶解フロントの伝播（高瀬、出版準備中） 

液相中の Caプロファイル 
t=5                  t=10                  t=15                 t=20                 t=25 
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t=40 
      方解石残存量分布                   対数流速分布 

        
 

t=60 
      方解石残存量分布                   対数流速分布 

        
 
 

対数流速分布（弱連成モデル） 

  

 
図 1.5- 24: 強連成モデルにおける方解石溶解フロントと流速分布の関係（高瀬、出版

中） 
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1.5.3 現象解析モデルによる解析の例 
 1.5.1 項にまとめた多成分反応移動モデルを用いて、図 1.5-25に示す体系（TRU 報告書
における結晶質岩ケース）に対して例題演習を行った。なお、両端をNeuman境界条件と
することにより、コンクリートから溶出したアルカリ成分の全量が緩衝材に供給される状

況を作った。解析結果を図 1.5-26～40に示す。なお、この例題演習では、各メッシュにお
ける空隙水体積を一定という条件で解析を行ったため、二次鉱物の沈殿が顕著に進んでい

る箇所ではメッシュのバルク体積が大きく変動している。化学反応によって、このような

大きな体積変化が生じ得ることは、力学解析モデルとの何らかの連成を現象解析モデルの

レベルでも考慮せざるを得ないことを意味するものと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.5- 25: 解析体系 
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躯体 
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図 1.5- 26 コンクリート中の C/S比分布の時間変化 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 1.5- 27: pH分布の時間変化 
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Katoite濃度
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図 1.5- 28: ポートランダイト濃度分布の時間変化 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.5- 29 Katoite濃度分布の時間変化 
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図 1.5- 30: CSHゲルの二つのエンドメンバー濃度分布の時間変化 
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図 1.5- 31:  Brucite濃度分布の時間変化 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.5- 32: 総モンモリロナイト濃度分布の時間変化 
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図 1.5- 33: Naおよび Caモンモリロナイト濃度分布の時間変化 
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図 1.5- 34: Analcite濃度分布の時間変化 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.5- 35 Calcite濃度分布の時間変化 
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図 1.5- 36 Laumontite濃度分布の時間変化 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.5- 37: Muscovite濃度分布の時間変化 
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図 1.5- 38: 石英濃度分布の時間変化 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.5- 39: Tobermorite濃度分布の時間変化 
 
 
 
 

(year)

(year)



JNC TJ8400 2002-031 

－129－ 

空隙率

0.3

0.32

0.34

0.36

0.38

0.4

0.42

0.44

0.46

0.48

0.5

0 2 4 6

位置 [m]

空
隙
率
 [
-
]

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.5- 40: 空隙率分布の時間変化 
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図 1.5- 41: コンクリート・ベントナイト境界近傍での鉱物組成の時間変化 
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1.6 数値解法とソフトウェア構成 
1.6.1 DAEの数値解法 
 1.5 節において述べた現象解析モデルおよびシステム評価モデルは、いずれも、基本的
には微分代数方程式系 (DAE : Differential-Algebraic Equations) として定式化される。
DAE の解法は主に以下の 2 通りに分類することができる。（a）直接的な離散化、（b）再
定式化により階数を降下した後の離散化を組み合わせた方法。 
再定式化は、ユーザーの情報インプットをより多く必要とし、更によりユーザーの関与

が生じるため、直接的な離散化が好ましいと考えられる。他方、再定式化法が好まれる理

由としては、直接離散化法の適用可能な問題が、実質的に DAE システム１階と汎用的な
２階の DAEに限られている為である。本研究で扱う DAEはいずれも１階のものであるた
め、以下では、直接的離散化のみについて検討を加えるものとする。 

 
 直接的離散化の最も簡単なものは前進オイラー法であるが、この方法を適用して安定な

数値解を得ることのできる問題は限られている。そこで、BDF (Backward Difference 
Formulae)および Randau collocation法というより高度な手法が開発されているが、本研
究で検討する１階の“硬い”（固有値のばらつきが大きい）DAE系については、BDF法が
一般に優位であることが知られている。そこで、以下では、BDFについて、(Ascher and 
Petzold, 1998) に従い数値解析の内容をまとめる 
 
(1) 代数微分方程式とその階数 
 代数微分方程式系（Differential and Algebraic Equations; DAE）の一般系は次式によ
り与えられる。 
 

 
( )
( .,,0

,,,
zxg
zxfx

t
t

= )
=&

 (1) 

 
 ここで、 はそれぞれ未知数ベクトルであり、 はベクトル値関数である。 ( ) ( )tt zx , gf ,
 
 (1)の第一式は、xに関する常微分方程式であるが、多成分系の反応移動モデルのように
位置と時間に関する偏微分方程式である場合でも、空間的離散化を行うことにより各節点

についての常微分方程式に書き直すことが可能である。また、第二式に対して微分を繰り

返すことにより、これを zに関する微分方程式に書き換えることができ、すなわち、(1)
は連立常微分方程式系に還元される。この際に必要となる微分操作の回数を代数微分方程

式系の階数という。したがって、特に、連立常微分方程式系は、０階の代数微分方程式系

である。2 階以上の代数微分方程式系においては、高次微分に伴う「隠れた」制約条件が
発生することが知られている。 
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例） 

 
( )
'.
,

12

1

yy
tqy

=
=

 

 
は、第一式を微分することによって ( )tqyy ''12 == となり、さらに微分を繰り返すことに

より、 ( )tqyy ''''' 12 == となる。ここで、初期条件としては、明らかに が成立

しなければならない。さらに、「隠れた」制約条件として、

( ) ( )001 qy =
( ) ( )0'02 qy = も必要となる。 

 
(2) BDF法 
代数微分方程式に含まれる複数の微分方程式が、時間スケールの大きく異なるプロセス

に関連している場合、係数行列は特異行列に近いものとなる（固有値の大きさが極端に異

なる）。このような問題は、特に「硬い (stiff)」問題であると言われる。硬い代数微分方程
式系を解くための標準的な手法は、線形マルチステップ法の一種である BDF (Backward 
Difference Formulae)法である。 

 
一般に、k階の線形マルチステップ法では、 

 
 ( )yfy ,t=&  (2) 
 
の における解y を得るために、 ntt = n

 

  (3) ∑∑
=

−
=

− =
k

j
jnj

k

j
jnj h

00
fy βα

 

を解く。ただし、 jj βα , は手法によって異なる定数であり、例えば、最も単純な陰解法で

ある後退オイラー法では、 
 
 ( )nnnn yth ,1 fyy =− −  (4) 

 
である。これに対して、BDF法では、 
 

  (5) ( nn

k

j
jnj th yfy ,0

0
βα =∑

=
− )
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を解くこととなる。6階までの BDF法に用いられる係数列を表 1.6-1に示す。表から明ら
かな通り、一階の BDF法は前出の後退オイラー法に他ならず、換言すれば、BDF法は後
退オイラー法の一般化である。 
 

表 1.6- 1 6階までの BDF法に用いる係数列 
k β0 α0 α1 α2 α3 α4 α5 α6 

1 1 1 -1      

2 2/3 1 -4/3 1/3     

3 6/11 1 -18/11 9/11 -2/11    

4 12/25 1 -48/25 36/25 -16/25 3/25   

5 60/137 1 -300/137 300/137 -200/137 75/137 -12/137  

6 60/147 1 -360/147 450/147 -400/147 225/147 -72/147 10/147 

 
(3) 改良ニュートンラフソン反復 

BDF 法によって式(5)を解くためには、通常、改良ニュートンラフソン反復が用いられ
る。つまり、 

  (6) ( ) ∑
=

−−=−
k

j
jnjnnn th

1
0 , yyfy αβ

 
において、右辺は既知であり、γ − 1 回目以前の近似結果に基づきγ回目の値を次式によ

り推定するという操作を反復的に行うことにより、解の近似精度を向上させる。 
 

 ∑
=

−

−
+









∂
∂

−−=
k

j
jnjnn hI

0

1

0
1 y

y
fyy αβνν  (7) 

 

ただし、
y
f

∂
∂
はヤコビアン行列であり、y に基づいて算出される。 ν

n

 
 上記の反復的な操作において最も計算時間を要するのは、ヤコビアン行列の導出および

LU 分解であり、これを低減するために、以下のいずれかに該当する場合にのみヤコビア
ン行列の再計算を行うようにしたものが改良ニュートンラフソン反復である。 
 
・ 近似列が収束しない場合 
・ タイムステップが大きく変更されるか、あるいは BDFの階数が代わったとき 
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・ 所定のステップ数を経過した場合 
 
なお、(7)式を逐次適用することによって得られる y についての近似列は、次の条件を
満たした場合に、収束したと判断される。 

n

 

 NTOLnn <−
−

+ νν

ρ
ρ yy 1

1
                         (8) 

 
ただし、NTOLは所定の許容誤差であり、ρは次式で与えられる収束速度の指標である。 
 

 
ννν

ρ

1

01

1















−

−
=

+

nn

nn

yy

yy
                             (9) 

 
(4) BDFの階数およびタイムステップの調整 
 BDF法は、通常、可変階数、可変タイムステップのアルゴリズムと組み合わせることに
よって計算効率が改善される。この方法は、具体的には以下の通りである。 
 
① n回目のタイムステップにおける BDFの階数が kである場合に、k+1階の推定値も近
似的に予測し、これら k 階での推定値と k+1 階での推定値の差を局所誤差 とする。
そして、ε<ETOL（許容誤差）であれば、k階の離散化による計算結果が許容される。 

ε

 
② 次回のタイムステップにおける BDFの階数が ,...2,1, =± iik であるとすると、それぞ

れの階数において次回のタイムステップの大きさは前回値の
1

1
+±



 ikETOL

ε

,...2,1

 倍に設定さ

れる（γ<1はユーザーの定める定数）。また、階数は、


 γ

, =± iik のうちタイムス

テップが最大と成るようなものが選ばれる。 
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1.6.2 ソフトウェア構成 
 1.5 節で述べたように、システム評価モデルの内容は、多成分反応移動モデルを以下の
うちいずれの方法で近似的に代替するかによって異なることとなる。 
 
•

•

•

 簡易な保守的モデル 
 ニューロネットワーク 
 セルラーオートマタ 

 
 そこで、以下では、それぞれの方法を採った場合に、システム評価モデルと現象解析モ

デルとから成る化学的変遷および水理学的変遷に関する挙動解析システムがどのような構

成をとるべきかについて検討を加えることとする。なお、ここで言うソフトウェアとは、

数値解析を実施する本体部分のみを指すこととし、ユーザーインターフェイス等について

は、3章において、全体システムの構成と併せて検討するものとする。 
 
(1) 簡易な保守的モデルをシステム評価モデルとして用いた場合 
簡易な保守的モデルは、sharp front近似を用いることにより、緩衝材中のイオン交換フ
ロントおよびベントナイトの溶解フロントの進展をシミュレートするものであるが、フロ

ント近傍における鉱物組成の詳細については表現することができず、現象解析モデルによ

って補足することが必要となる。一方、フロントの進展自体については、考慮する反応の

化学量論係数によって規定され、必ずしも事前に現象解析モデルによる計算を実施するこ

とは必要ではない。そこで、このアプローチを採る場合には、図 1.6-1 に示すような手順
の計算を各タイムステップにおいて実施することが適切と考えられる。 
 
 このアプローチの場合には、現象解析モデルによる詳細な解析をあらかじめ多数回実施

し、拡散や移流等の物質移動速度と反応速度あるいは時間に依存して反応領域の大きさが

どのように変化するかについての数表を作成しておくことが必要となる。そして、この数

表を何らかの補間式で表現すれば、図 1.6-1 に示す解析の全体は、一つの代数微分方程式
系として定式化することが可能となる。そこで、この場合のソフトウェア構成としては、

BDF法を用いた単一のソーバーを考えればよいことになる。 
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図 1.6- 1: 簡易な保守的モデル（二次元 Sharp frontモデル）をシステム評価モデルとし
て用いた場合の各タイムステップでの計算手順およびソフトウェア構成 
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(2) ニューロネットワークをシステム評価モデルとして用いる場合 
ニューロネットワークは、与えられた離散的な写像を「学習」するものであり、全く新

しい問題についての計算結果を提示することは不可能である。そこで、このアプローチは、

それ自体が独立したシステムとなるのではなく、(1)に示した保守的な簡易モデルをシステ
ム評価モデルとして用いる場合の解析を、パラメータスタディー的に多数回実施する場合

に、過去の解析結果を「学習」しておき、類似した問題についての近似的な解を高速で算

出する補助的なツールと捕らえるべきと考えられる。この場合の計算の手順は図 1.6-2 に
示すとおりであり、また、ソフトウェア構成としては、(1)のものに加えて、汎用のニュー
ロネットワーク解析ツールを用意すればよい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ニューロネットワーク 

過去の問題の事例 

学習 

近似的な解を高速で推定 
 
 

図 1.6- 2: ニューロネットワークを用いた場合の計算の手順 
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(3) セルラーオートマタをシステム評価モデルとして用いる場合 
 この場合には、多成分反応移動問題は、現象解析モデルによる代数微分方程式の数値解

とは独立に解かれることとなり、現象解析モデルの役割は、セルラーオートマタによる解

の検証を行うものとなる。そして、この検証が終われば、図 1.6-3 に示すように、各タイ
ムステップ毎にセルラーオートマタと多成分反応移動モデル以外の現象解析モデルとを連

成して計算を実施することができる。また、多成分反応移動モデル以外の現象解析モデル

は、空間離散化によって非線形連立代数方程式系として定式化できることから DAE ソー
バーは必要ではない。なお、このようなソフトウェア構成の利点は、並列化が極めて容易

であり大規模数値計算の効力を発揮できることにある。
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セルラーオートマタ BDF 法による代数微分方程式系ソーバー 

システム評価モデル 

（セルラーオートマタ） 

現象解析モデル 

（一次元多成分反応移動モデル）

現象解析モデル 

（二次元飽和定常流動モデル）

現象解析モデル 

（Kozeny-Carmanモデル） 

各タイムステップでの 

鉱物分布 

フロント近傍での空隙

率プロファイル 

地下水流速分布 

非線形連立代数方程式系ソーバー 

透水係数分布 

検証 

 
 
図 1.6- 3: セルラーオートマタをシステム評価モデルとして用いた場合の各タイムステッ

プでの計算手順およびソフトウェア構成 
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1.7 予備的なシステム解析モデルの作成と例題演習 
本年度の研究では、1.5 節および 1.6 節に述べた三つの候補のうち、簡易な保守的モデル
（Sharp frontモデル）をシステム評価モデルとするアプローチについて予備的なシステ
ム解析モデルを作成し例題演習を行った。本アプローチにおける現象解析モデルとシステ

ム評価モデルとの関係を図 1.7-1にまとめる。 
 
 

pH
コンクリート中アルカリ成分
ポートランダイト
二次鉱物（CSHゲル等）
Na-モンモリロナイト
Ca-モンモリロナイト

施設及び廃棄体 ベントナイト充填材 母岩

廃棄体
コンクリート

ベントナイト充填材 母岩

埋め戻し材

廃棄体

充填材

構造躯体

緩衝材

溶解フロント イオン交換フロント

シ
ス
テ
ム
評
価
モ
デ
ル

現象解析モデルからの出力
鉱物組成や空隙水化学の詳細情報

システム評価モデルの評価対象
溶解フロン及びイオン交換フロント位置の評価

現
象
解
析
モ
デ
ル pH

コンクリート中アルカリ成分
ポートランダイト
二次鉱物（CSHゲル等）
Na-モンモリロナイト
Ca-モンモリロナイト

施設及び廃棄体 ベントナイト充填材 母岩

廃棄体
コンクリート

ベントナイト充填材 母岩

pH
コンクリート中アルカリ成分
ポートランダイト
二次鉱物（CSHゲル等）
Na-モンモリロナイト
Ca-モンモリロナイト

pH
コンクリート中アルカリ成分
ポートランダイト
二次鉱物（CSHゲル等）
Na-モンモリロナイト
Ca-モンモリロナイト

施設及び廃棄体 ベントナイト充填材 母岩施設及び廃棄体 ベントナイト充填材 母岩

廃棄体
コンクリート

ベントナイト充填材 母岩廃棄体
コンクリート

ベントナイト充填材 母岩

埋め戻し材

廃棄体

充填材

構造躯体

緩衝材

溶解フロント イオン交換フロント

シ
ス
テ
ム
評
価
モ
デ
ル

現象解析モデルからの出力
鉱物組成や空隙水化学の詳細情報

システム評価モデルの評価対象
溶解フロン及びイオン交換フロント位置の評価

現
象
解
析
モ
デ
ル

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.7- 1:Sharp front モデルを用いた場合の現象解析モデルとシステム評価モデルの関係 
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1.7.1 例題の定式化 
 例題として、モンモリロナイトのイオン交換に着目し、Sharp frontモデルの妥当性を確
かめることを目的として多成分反応移動モデル（現象解析モデル）および sharp frontモデ
ルの定式化を以下のように行った。 
 
(1) 想定する化学反応 
この例題では、以下の化学反応のみを考慮する。 

 

　電荷の保存　　　　　

　吸着サイトの保存　　

化学平衡　　　　　

イオン交換反応　　　

ECaNa

SCaZZNa
CaZNa

NaCaZ
K

NaCaZCaZNa

=+++

=+

+

+
=

++⇔++

]2[2][

]2[2][
]2[2][

2]][2[

22
22 

 
 
 
 
 
 
 
(2) 現象解析モデルにおける定式化 
多成分反応移動モデルでは、上記の化学反応に対応して、液相中の Naおよび Caイオン
の反応拡散方程式および固相中の吸着サイトについての保存式を考える。 
 

R
t

CaZ
R

t
ZNa

RCavCaD
t

Ca

RNavNaD
t

Na

NaCaZCaZNa

εεεε

εε

εε

=
∂

∂
−−=

∂
∂

−

−+−+∇⋅∇=
∂

+∂

++−+∇⋅∇=
∂

+∂

++→++

]2[
)1(,2][)1(

])2[]2[(]2[

2])[][(][

22
22 R

　　　

　と吸着サイトの保存式を伴う移流拡散方程式

イオン交換反応　　 
 
 
 
 
 
 
 
 
 なお、イオン交換反応の速度 R は物質移動に比して十分に大きく、局所瞬時平衡を達成
するものとする。 
 
(3) システム評価モデルにおける定式化 

Sharp frontモデルでは、Tigerにおける地球化学異常モデルと同様、以下のように定式
化を行う。 
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残存数化し得る吸着サイトの

ヘビサイド関数

との類似の化学異常伝播モデル
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1.7.2 一次元問題における検証 
 Sharp front モデルの妥当性を確認するため、一次元問題において、多成分反応移動モデ
ルとの比較を行った。結果を図 1.7-2に示す。 
 
 図から明らかな通り、Sharp frontモデルはイオン交換フロントの進展をほぼ正確に解析
可能である。また、液相中の Caイオン濃度についても、イオン交換フロントが下流側境界
に到達した直後の過渡期を除いて良い精度で解析可能である。なお、システム評価モデル

の目的がフロントの進展速度の評価にあることを考えれば、上記のイオン交換フロントが

下流側境界に到達した直後の過渡期における誤差は重要ではないと考えられる。 
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図 1.7- 2: 一次元の例題における予備的システム評価モデルと現象解析モデルの比較 

予備的システム評価モデルの解 
現象解析モデルの解 
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1.7.3 予備的システム評価モデルによる例題演習 
 本例題では、前節において検証を行った Sharp frontモデルによるイオン交換フロント進
展と飽和定常地下水流動とを二次元で弱連成することにより例題演習を行った。図 1.7-3に、
今回の例題演習の範囲を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

BDF 法による代数微分方程式系ソーバー 

反応領域の大きさと反

応速度・時間等の関係 

地下水流速分布 

透水係数分布 

フロント近傍での空隙

率プロファイル 

各タイムステップでの

フロント中心位置 

現象解析モデル 

（Kozeny-Carmanモデル） 

現象解析モデル 

（二次元飽和定常流動モデル）

現象解析モデル 

（一次元多成分反応移動モデル）

システム評価モデル 

（二次元 sharp frontモデル）

 
図 1.7- 3: 例題演習に用いた予備的システム評価モデル（弱連成）の範囲 
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(1) 解析体系 
解析体系は、 

 
•

•

•

•

•

•

 廃棄体 
 構造躯体 
 緩衝材 
 埋め戻し材 
 支保および掘削影響領域 
 岩 

 
からなる鉛直二次元断面とし、これを図 1.7-4に示すように有限要素法により離散化した。 
 
 

岩

支保＋掘削
影響領域

廃棄体
構造躯体

緩衝材

埋戻材

岩

支保＋掘削
影響領域

廃棄体
構造躯体

緩衝材

埋戻材

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.7- 4: 解析体系およびメッシュ分割 
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(2) 解析条件 
解析条件を表 1.7-1にまとめる。 

 
表 1.7- 1: 例題演習の解析条件 

 データ項目 バリア データ 備考

廃棄体+充填材 1.00E-06 Region II

構造躯体 1.00E-06 Region II

支保 1.00E-06 Region II

緩衝材 5.00E-13 Region II、Na型

埋戻材 1.00E-09 岩盤と同等と仮定

掘削影響領域 1.00E-08 岩盤の10倍

岩盤 1.00E-09

廃棄体+充填材 0.15 Region II

構造躯体 0.15 Region II

支保 0.15 Region II

緩衝材 0.4

埋戻材 0.4 緩衝材と同等と仮定

掘削影響領域 0.02

岩盤 0.02

廃棄体+充填材 1.40E-09

構造躯体 1.40E-09

支保 1.40E-09

緩衝材 5.00E-10

埋戻材 5.00E-10 緩衝材と同等と仮定

掘削影響領域 1.00E-12

岩盤 1.00E-12

緩衝材 70

埋戻材 50

セメント系材料 9.21 Region II

降水系地下水 0.11

動水勾配 [m/m] 全体 0.01 解析対象全体における平均

水中のCa2+濃度

[mol/m3]

透水係数
[m/s]

空隙率
[-]

実効拡散係数

[m2/s]

ベントナイト配合比
[%]

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 地下水流速場 
この予備的システム評価モデルは弱連成であるため、地下水流速場は時間的に一定であ

る。上記の解析条件に対応する飽和定常地下水流動解析の結果を図 1.7-5に示す。 
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図 1.7- 5: 飽和定常流動解析の結果（水頭分布） 
 
(4) イオン交換フロントの進展 
図 1.7-5に示す二次元地下水流速場における、緩衝材および埋め戻し材中のイオン交換フ
ロントの進展を Sharp frontモデルにより解析した結果を図 1.7-6, -7に示す。 
 
 この例では、1,000年以内に緩衝材がほぼ完全にイオン交換され、また、5,000年後には
埋め戻し材のイオン交換も顕著に進んでいる。ただし、この解析は、モンモリロナイト溶

解を考慮しておらず、このため二次鉱物（tobermorite 等の CSK 系鉱物や Ca ゼオライト
等）沈殿に伴う Caイオンの消費が無視されており、フロントの進展速度をかなり過大評価
している点に注意する必要がある。また、緩衝材に比して埋め戻し材の方がイオン交換に

要する期間が長い理由は、この解析条件では人工バリア中が全域で拡散支配であり、ベン

トナイト総量の大きい埋め戻し材の方がイオン交換の進展が遅いためと考えられる。 
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0年 250年

500年 750年

0年 250年

500年 750年

イオン交換フロント 

[mol/m3] 

 
 
 
図 1.7- 6: Sharp front モデルによるイオン交換フロント進展の解析結果（１） 

(Ca濃度)－(Na型イオン交換サイト)の分布 

－148－ 



JNC TJ8400 2002-031 
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3000年 5000年
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3000年 5000年

[mol/m3] 

 
 
図 1.7- 7  Sharp front モデルによるイオン交換フロント進展の解析結果（2） 

(Ca濃度)－(Na型イオン交換サイト)の分布 
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1.8 モデル確証のための実験的課題の検討 
 化学及び水理学的変遷に関して重要なプロセスとそこに介在する不確実性について整理

する。まず、コンクリートについてはコンクリートの劣化とその結果生じる CHSゲルの扱

い方を考慮しなければならない。コンクリートの劣化に関してはアルカリ成分の溶出につ

いて不確実性があり、これは空隙水の pHや組成に関わり、したがってベントナイトの反応

に影響を及ぼす。また、ポルトランダイトの溶出による CHSゲルの生成についても不確実

性があり、これは Ca濃度に関わるため、ベントナイトのイオン交換反応に影響を及ぼす。 

ベントナイトについてはベントナイトの劣化とその結果生じる二次鉱物の扱い方を考慮

しなければならない。ベントナイトの劣化の機構はイオン交換によるものとモンモリロナ

イトの溶解によるものに分類できる。イオン交換による劣化に関しては必要な知見が得ら

れているものと考えられる。モンモリロナイトの溶解についてはその反応速度、あるいは

液相中のシリカによる反応律速には不確実性がある。また、モンモリロナイトの溶解によ

り生じる二次鉱物によりモンモリロナイトの溶解が促進される可能性があるが、これに関

する知見も現状では不足している。また、ベントナイトの変質後の緩衝材の透水係数にも

不確実性がある。 

ここでは、前出の感度解析結果及び上記の考察をふまえ、特に重要性の高いベントナイ

トに関する不確実性を低減して、モデルの信頼性を向上するための実験課題についてまと

める。 

 

1.8.1 モンモリロナイト溶解に関する課題 
(1) 反応律速メカニズムの解明 
モンモリロナイトの溶解速度は、液相中のシリカ濃度の上昇とともに急激に低下するこ

とが知られている（Cama et.al., 2000）。この挙動は、次の二つの反応速度式のいずれによっ

ても表現することが可能である。 

 

SiC
Rate

17107.3 −×
=                                (1) 






























 ∆×−−×−= −−

6
1012 106exp1101.8

RT
GRate r                   (2) 

 上記のうち、前者は、Silica inhibitionと呼ばれ、モンモリロナイト溶解のきっかけとなる

水酸基の収着に対して、シリカが競合することによってその進展を抑制するというモデル

（Ganor and Lasaga, 1998）である。他方、後者は、平衡への漸近による反応速度の低下を仮

定したモデルであり、実験結果に対して、ギブス自由エネルギーの非線形式（Nazy and Lasaga, 

1992）をフィットすることにより得られたものである。 
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 上記のいずれのモデルを用いるべきかについては、液相中のシリカ濃度のみを変化させ

た過去の実験（Cama et.al., 2000）からは判断することができない。そこで、今後の課題と

しては、シリカ以外に Alの濃度を変化させることによって飽和の程度をコントロールした

実験を行い、(1)および(2)式の適合性を評価することが重要と考えられる。また、(1)および

(2)式のパラメータはフィッティングによって得られたものであり、かなりの誤差を有して

いる（Cama et.al., 2000）。そこで、信頼すべき同種の実験データを複数の独立したグループ

が取得し、データの収積を図ることも必要と考えられる。 

 (2) 反応速度データの精度向上 
 モンモリロナイト溶解の速度データについては、そもそも高 pH側での実験例が少ないこ

とから、現状では大きな不確実性が含まれているものと考えられる。また、(1)に示したよ

うに、溶解速度は溶解生成物濃度に強く依存するものであるために、バッチ試験は必ずし

も適切ではないと考えられる。そこで、（Cama et.al., 2000）を参考として、図 1.8-1に示す

ようなフロースルー試験を実施することが必要と考えられる。ただし、この試験装置はベ

ントナイト鉱石を用いた中性溶液についてのものであるため、ベントナイト粉末について、

高 pH条件での試験を行うためには装置の変更が必要となる可能性も考えられる。 

 

 
図 1.8- 1: モンモリロナイト溶解速度測定のためのフロースルー試験の例（Cama et.al., 

2000） 
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1.8.2 二次鉱物沈殿に関する課題 
 モンモリロナイト溶解に伴い生成する二次鉱物の種類については、ナチュラルアナログ

とは環境条件の差があること、そして、過去の実験において観察された現象は短期のもの

に限られることから、現状の知見には不確実性が残る。そこで、これについては、より環

境条件が処分場の場合と整合的なナチュラルアナログを見出すことに加えて、長期間にわ

たる試験を実施することが効果的であると考えられる。この際、ケイ酸塩鉱物の溶解沈殿

速度は、温度の上昇とともに顕著に増大する（30℃毎に 10倍程度）ことから、高温状態に

保持することによって加速を図ることも有効と考えられる。 

 

 図 1.8-2～5 に、SKBの行ったこのような試験の例（Karnland, 1997）および 16ヶ月の試

験期間後の XRDの結果を示す。 

 

 

 

 

図 1.8- 2: ベントナイト―コンクリート共存浸漬試験（Hydrothermal cell test）の模式図 
(Karnland, 1997) 
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図1.8- 3: コンクリート空隙水のベントナイト中通水・拡散試験（Percolation and diffusion 
test）の模式図(Karnland, 1997) 
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図 1.8- 4:  Hydrothermal cell testにおける 16ヶ月後のサンプルの XRD(Karnland, 
1997) 

A, B, Cの順にコンクリート境界から遠ざかる 

 
図 1.8- 5: Percolation testにおける 16ヶ月後のサンプルの XRD(Karnland, 1997) 

A, B, Cの順にコンクリート境界から遠ざかる 
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1.8.3 変質後の緩衝材透水性に関する課題 
 前出の変質試験のうち、Percolation試験においては、変質に伴う透水係数の変化を測定す

ることができる。SKBによる測定例を図 1.8-6に示す（Karnland, 1997）。 

 

 変質試験で測定された透水係数の問題点は、これが、変質部と未変質部を含んだサンプ

ル全体としての平均値であるという点である。また、変質部と未変質部とは直列に配置し

ているため、全体としての透水係数は低透水部に支配される傾向がある。そこで、ある所

定の変質程度の部位における透水係数を知るためには、1.5 節および 1.6 節で説明した多成

分反応移動モデルと空隙率・透水係数の関係（例えば Kozeny-Carman モデル）を用いて逆

解析を行うことが必要である。また、Kozeny-Carmanモデルの適用にあたっては、変質部の

粒子のサイズに関する微視的な情報についても併せて入手することが必要である。 

 

 

 

図 1.8- 6: Percolation 試験における変質したベントナイト試料透水係数の時間変化
（Karnland, 1997） 

 

－155－ 



JNC TJ8400 2002-031 

                            

－156－ 

2. 力学的変遷挙動解析システム 
  

 本システムは、ベントナイト系材料及びセメント系材料の化学的変遷に伴う物理的特性

の変化を考慮し、処分システムの力学的変遷挙動を評価するものである。本章では、ベン

トナイトの膨潤を考慮した力学解析コードプロトタイプの試作について検討するとともに

処分システムの力学的変遷挙動を解析するシステムの基本仕様を示す。 

 

2.1 処分システムに超長期的に生じうる力学挙動の整理 
TRU 廃棄物処分概念検討書では、処分場閉鎖後において人工バリアのうち緩衝材と埋戻し

材にそれぞれ求められる要件(設計仕様となる要件)が示された。緩衝材に求められる要件

は、放射性核種の移動を抑制する機能、地下水浸入量の抑制、コロイドのろ過、発生空隙

の充填(自己シール性)及び廃棄体・構造躯体の支持が挙げられている。一方、埋戻し材に

ついては、緩衝材の自己シール性を補完するなどの要件が挙げられている。 

 これらの要件をまとめると、緩衝材と埋戻し材に対して要求される性能は、低透水性能、

自己シール性能、力学的性能の３つに分類できる。この３つの性能のうち、低透水性能及

び自己シール性能に関する現状の知見については、「ＴＲＵ廃棄物処分システムの長期安定

性に関する研究(鹿島建設,2001)」において既に整理されている。一方、力学的性能につい

ては、処分システムに超長期的に生じうる挙動を評価するにあたって重要なパラメーター

であるが、現状での知見が明確に整理されたものはない。また、挙動を評価するにあたっ

ては、ベントナイト系材料(緩衝材、埋戻し材)のみでなく、岩、セメント系材料(充填材、

構造躯体)、廃棄体の挙動を評価する必要もある。 

 まず本節では、坑道掘削時から再冠水後の超長期間に亘るまでの処分システムに生じる

事象及びそれらの事象が生じた時に予想される力学挙動を材料(岩、ベントナイト系材料、

セメント系材料、廃棄体)ごとに整理する。結晶質岩系岩盤における処分坑道の概念図を図

2-1 に示す。これより、概念に示されている天然バリア及び人工バリアとしては表 2-1 のも

のが挙げられる。また、力学挙動を整理したものを図 2-2、図 2-3 に示す。 
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図 2-1 処分概念例(結晶質岩系岩盤ケース) 
 

表 2-1 処分概念に存在する部位 
 部位 材 料 

①廃棄体 廃棄体 

②充填材 セメント系材料 

③構造躯体 セメント系材料 

④緩衝材 ベントナイト系材料 

⑤埋戻し材 ベントナイト系材料 

 

 

人工バリア 

 

⑥支保工 セメント系材料 

天然バリア ⑦岩盤部 岩 

①廃棄体 

②充填材 

③構造躯体 

④緩衝材 

⑤埋戻し材 

⑥支保工 

⑦岩盤部 
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 坑道閉鎖完了まで 

   

底部緩衝材 

 

構造躯体 

 

廃棄体 

 

埋戻し材

廃棄体 

充填材 

構造躯体 

緩衝材 

 

１．坑道掘削 ２．底部緩衝材敷設 ３．構造躯体打設 ４．廃棄体定置 ５．坑道閉鎖 

 

 

 

処分システムの

状況 

 

 

 

 

廃棄体を定置する処分坑道を掘削する。 処分坑道下部に、底部緩衝材を設置する。 構造躯体(コンクリートピット)を底部緩衝材の

上に設置する。底部緩衝材は構造躯体により影響

を受ける。 

廃棄体を構造躯体の内部に定置する。構造躯体及

び底部緩衝材は廃棄体により影響を受ける。 

廃棄体定置後、緩衝材及び埋め戻し材により処分

坑道は閉鎖される。 

Ａ．岩 

 

１－Ａ 

・掘削により母岩にゆるみ領域が生じる。 

２－Ａ 

・母岩は応力の再分配により変形を生じる。 

３－Ａ 

・母岩は応力の再分配により変形を生じる。 

４－Ａ 

・母岩は応力の再分配により変形を生じる。 

５－Ａ 

・母岩は応力の再分配により変形を生じる。 

Ｂ．ベントナイ

ト系材料 

 

 

 

－ 

 

２－Ｂ 

・水分を吸水・吸湿し、膨潤する。(底部緩衝材)

３－Ｂ 

・水分を吸水・吸湿し、膨潤する。(底部緩衝材)

・構造躯体自重を受ける。(底部緩衝材) 

４－Ｂ 

・水分を吸水・吸湿し、膨潤する。(底部緩衝材) 

・構造躯体、廃棄体自重を受ける。(底部緩衝材) 

 

５－Ｂ 

・水分を吸水・吸湿し、膨潤する。(底部緩衝材，

側部緩衝材，上部緩衝材，埋め戻し材) 

・構造躯体、廃棄体、充填材、緩衝材、埋め戻し

材自重を受ける。(底部緩衝材) 

Ｃ．セメント系

材料 

 

１－Ｃ 

・母岩から地圧を受ける。(支保部材) 

２－Ｃ 

・母岩から地圧を受ける。(支保部材) 

３－Ｃ 

・構造躯体の打設は底部緩衝材に影響を及ぼす。

 (構造躯体) 

・母岩から地圧を受ける。(支保部材) 

４－Ｃ 

・構造躯体は廃棄体自重を受ける。(構造躯体) 

・母岩から地圧を受ける。(支保部材) 

・支保部材は徐々に劣化していく。(支保部材) 

５－Ｃ 

・充填材は廃棄体及び構造躯体に充填圧を作用す

る。(充填材) 

・構造躯体は、充填材、廃棄体、緩衝材、埋め戻

し材により応力を受ける。(構造躯体) 

・母岩から地圧を受ける。(支保部材) 

・支保部材は徐々に劣化していく。(支保部材) 

Ｄ．廃棄体 

 

－ － － ４－Ｄ 

・廃棄体の定置は、構造躯体，底部緩衝材に影響

を及ぼす。 

５－Ｄ 

・廃棄体は、充填材,上部緩衝材，埋め戻し材の

自重を受ける。 

図 2-2 処分システムに生じうる力学挙動の整理(坑道閉鎖完了まで) 
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坑道閉鎖後 

再冠水中 再冠水後 

透水係数の変化 

発熱 

熱作用 

イライト化 

      

変形 膨潤圧 

ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄ層の 

圧密･ｸﾘｰﾌﾟ沈下 

透水係数の増大 

流動,層厚の減少 

変形 

 

ベントナイト

流出 

   

ガス発生 

腐食膨張 

ガス圧

膨潤圧

 

局所的破壊による水みちの形成 

 

   

 

体積減少 

(成分溶出) 

(有害空隙) 

膨潤によりシール 

 

膨潤 

透水係数の増大 

透水係数の増大 

変形特性,強度の変化 

透水係数,膨潤特性の変化 

ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄCa化 

成分溶出 

 

硝酸塩の溶出 

 

ベントナイトの変質 

地圧の増加 

局所的な透

水性の増大

空洞の縮小 

層厚の減少 

 

６．廃棄体発熱 ７．水位の上昇 ８．ベントナイト流出 ９．ガス発生 10．セメント成分の溶出 11．硝酸塩の溶出 12．地圧の回復 

 

 

 

 

処分システムの

状況 

 

 

 

 

 

廃棄体の定置後、廃棄体から

の熱が発生する。 

地下水が戻りはじめ、ベントナイト

がそれを吸水する。各材料は不飽和

状態から飽和状態に変化する。 

ベントナイト系材料は周辺岩盤の

亀裂に侵入し、ゲル化する。その

後、水流によって持ち去られる。

廃棄体、その他金属材料が地下水

に接触することで腐食膨張圧とガ

ス圧が発生する。 

セメント成分が溶出する。 

 

処分システムの各部位は硝酸塩の

影響により変質する。 

 

坑道掘削により解放されていた地

山応力が回復する。 

Ａ．岩 

 

 

６－Ａ 

・廃棄体からの熱応力を受け、

変形が生じる。また、熱の影

響によりクリープ変形に影響

を与える可能性がある。 

７－Ａ 

・水位が上昇し、不飽和状態から飽

和状態に変化することで、空洞内部

に作用する応力状態が変化する。 

８－Ａ 

・ベントナイト系材料が流出する

ことで、空洞内部の密度が減少し

クリープ変形が進行しやすい状態

になる可能性がある。 

９－Ａ 

・腐食膨張圧およびガス圧が岩盤

に作用する。 

10－Ａ 

・セメント成分の溶出により空洞

内部の密度が減少し、応力状態が

変化する。また、岩盤内部に高 pH

プルーム領域が発生し岩盤物性値

が変化する可能性がある。 

11－Ａ 

・硝酸塩の溶出により岩盤内に硝

酸塩の影響を受けた領域が発生

し、岩盤物性値が変化する可能性

がある。 

12－Ａ 

・地圧の回復および処分坑道の内

圧の変化に応じて長期的なクリー

プ変形が生じる。 

Ｂ．ベントナイ

ト系材料 

 

６－Ｂ 

・熱によりベントナイトはイ

ライト化し、変形特性・強度

等が変化する。 

７－Ｂ 

・不飽和状態から飽和状態に変化す

ることで、ベントナイト系材料の変

形特性・強度等が大きく変化する。

また膨潤に伴う膨潤圧を発生する。 

８－Ｂ 

・ベントナイト系材料の一部が溶

出することで、ベントナイト系材

料の密度が減少し、膨潤圧が減少

する。 

９－Ｂ 

・腐食膨張圧およびガス圧により

局所的破壊が生じ、水みちが形成

される可能性がある。 

10－Ｂ 

・セメント成分の溶出によりセメ

ント系材料の体積が減少した分、

ベントナイトが膨潤する。また、

ベントナイトは変質し、長期的に

は溶解する可能性がある。 

11－Ｂ 

・硝酸塩の溶出によりベントナイ

ト系材料は変質し、ベントナイト

系材料の物性値が変化する可能性

がある。 

12－Ｂ 

・岩のクリープ変形により、ベン

トナイト系材料の層厚は減少す

る。また、局所的にひずみが増大

する。 

Ｃ．セメント系

材料 

 

 

６－Ｃ 

・廃棄体からの熱応力を受け、

ひび割れが生じる。 

７－Ｃ 

・水圧やベントナイトの膨潤圧によ

りセメント系部材にひび割れが生

じる。 

９－Ｃ 

・腐食膨張圧およびガス圧により

ひび割れが生じ、水みちが形成さ

れる可能性がある。 

10－Ｃ 

・各部材のセメント成分が溶出し、

体積が減少する。また、強度も低

下する。 

11－Ｃ 

・硝酸塩の溶出によりセメント系

材料は変質し、セメント系材料の

物性値が変化する可能性がある。 

12－Ｃ 

・岩のクリープ変形による空洞の

縮小によりさらにセメント系材料

の体積が減少する。 

Ｄ．廃棄体 

 

 

６－Ｄ 

・熱を発生することで膨張す

る可能性がある。 

７－Ｄ 

・水圧や膨潤圧を受けることで元々

存在する空隙が押し潰され体積が

減少する可能性がある。 

 

 

－ 

 

９－Ｄ 

・廃棄体は腐食することで膨張す

る可能性がある。 

 

－ 

 

 

－ 

 

12－Ｄ 

・岩のクリープ変形による空洞の

縮小によりさらに廃棄体の体積が

減少する。 

図 2-3 処分システムに生じうる力学挙動の整理(坑道閉鎖後)
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2.2 評価対象とする事象の抽出 
 2.1 で整理した力学挙動については、図 2-2 に示した坑道の閉鎖完了までと図 2-3 に示し

た坑道閉鎖後の２つの期間に大別することができる。まず、坑道閉鎖完了までの力学挙動

については、本力学的変遷挙動解析システムで評価対象とするものではないと考えられる。

性能評価上において、処分坑道及び人工バリアの形状は、坑道閉鎖完了時に設計図の仕様

通りになされていることが前提条件となっているからである。坑道閉鎖完了までの力学挙

動については、設計・建設・操業・閉鎖技術によって前提条件を満足するための課題を解

決するものであると考えられる。一方、坑道閉鎖後については、本システムで評価対象と

するベントナイト系材料及びセメント系材料の化学的変遷に伴う物理的特性の変化に関連

するものであり、網羅的観点からそれぞれの力学挙動に対する情報の整理を行う。 

 これら坑道閉鎖後の超長期的に生じうる力学挙動を、Ａ．現状の知見・研究成果、Ｂ．

事象に対する設計の考え方、Ｃ．課題・今後実施すべき研究について材料(岩、ベントナイ

ト系材料、セメント系材料、廃棄体)ごとに整理したものを表 2-2～表 2-8 に示す。 
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表 2-2 評価対象とする事象の抽出(廃棄体発熱) 
 

 Ａ．現状の知見、研究成果 Ｂ．事象に対する設計の考え方 Ｃ．課題、今後実施すべき研究 

６－Ａ 廃棄体発熱(岩) 

廃棄体からの熱応力を受け、変

形が生じる。また、熱の影響に

よりクリープ変形に影響を与え

る可能性がある。 

結晶質岩系岩盤ケースにおける廃棄体発熱時の変形は、廃棄体と構造躯体は温度上昇

によって等方的に膨張し、縦方向、横方向とも約 5mm 伸びるように変形した。 

この変形は処分施設の安定性に対して影響を及さない結果である。堆積岩系岩盤ケー

スにおける廃棄体発熱時の変形についても、変形量は最大で 2mm 以下と、施設の安定

性に対して問題とならない値となった。(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-160) 

 

・熱影響によるクリープ変形量は、施設の安

定性に対して問題とならない。 

 

 

 

 

－ 

６－Ｂ 廃棄体発熱 

(ベントナイト系材料) 

熱によりベントナイトはイライ

ト化し、変形特性・強度等が変

化する。 

ベントナイトを構成するスメクタイトのイライト化は、天然の埋没続成作用や熱水作

用の結果として広く認められる現象である。温度が低い条件ではイライト化の速度は

遅く、また、高温の条件では、その反応はカリウムの供給によって制限されることが

わかっている。ナチュラルアナログ研究によりベントナイトが 100～150℃で数百万

年存在していること、海水類似環境で 160℃から 100℃まで 200 万年かかって冷却し

た条件においてイライト化は生じなかったこと、さらにはイライト化の反応速度式を

用いて計算を実施した結果より、処分施設の温度が 100℃を超えるような高温でなけ

れば、著しいイライト化は生じないとしている(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-66)。

イライトあるいは緑泥岩類似鉱物などへの変化は、いずれもスメクタイトの有する層

間の膨張特性が低下することを意味し、一般にイオン交換能の減少と、膨潤性能の低

下が予想される。したがって、仮にこれらの変質が起こるとすると、定性的にはイオ

ン交換性核種の分配係数の低下、膨潤応力や自己シール性の低下および拡散挙動の変

化が考えられる。しかし、これらはいずれも変質の程度に依存し、ある量のスメクタ

イトが残存している限り、緩衝材性能が顕著に低下することはないと考えられる(地

層処分研究開発第 2次とりまとめ 分冊 3 Ⅳ-45～46)。 

・80℃以上に処分坑道内がならないように処

分施設を設計している。 

 

 

 

 

 

 

 

－ 

 

６－Ｃ 廃棄体発熱 

(セメント系材料) 

廃棄体からの熱応力を受け、ひ

び割れが生じる。 

・設計上セメント系材料に熱影響を及ぼさな

いように処分場レイアウトの設計を行う。

(処分坑道内が80℃以下になるように設計す

る。) 

 

－ 

６ 

 

廃

棄

体

発

熱 

６－Ｄ 廃棄体発熱(廃棄体) 

熱を発生することで膨張する可

能性がある。 

 

結晶質岩系岩盤ケースにおける廃棄体発熱時の変形は、廃棄体と構造躯体は温度上昇

によって等方的に膨張し、縦方向、横方向とも約 5mm 伸びるように変形した。 

この変形は処分施設の安定性に対して影響を及さない結果である。堆積岩系岩盤ケー

スにおける廃棄体発熱時の変形についても、変形量は最大で 2mm以下と、施設の安
定性に対して問題とならない値となった。(TRU廃棄物処分概念検討書 p.4-160) ・設計上セメント系材料に熱影響を及ぼさな

いように処分場レイアウトの設計を行う。 

(坑道断面当りの廃棄体定置数を設計する。) 

 

－ 
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表 2-3 評価対象とする事象の抽出(水位の上昇) 
 

 Ａ．現状の知見、研究成果 Ｂ．事象に対する設計の考え方 Ｃ．課題、今後実施すべき研究 

７－Ａ 水位の上昇(岩) 

水位が上昇し、不飽和状態から

飽和状態に変化することで、空

洞内部に作用する応力状態が変

化する。 

・Miyoshi et al.は飽和-不飽和浸透流解析を実施し、処分施設の再冠水までの期間

を算出し、処分施設は 300 年程度で再冠水することを示している(TRU 廃棄物処分概

念検討書 p.4-32)。 

 

・水位の上昇により空洞内部に水圧が作用

し、その後空洞内部は飽和状態になる。 

 

－ 

 

７－Ｂ 水位の上昇 

(ベントナイト系材料) 

不飽和状態から飽和状態に変化

することで、ベントナイト系材

料の変形特性・強度等が大きく

変化する。また膨潤に伴う膨潤

圧を発生する。 

・不飽和状態から飽和状態に変わることで、ベントナイト系材料の力学物性値は低下

する 

・一軸圧縮強度 qu[MPa]と含水比ω[%]の関係、弾性係数 E50[MPa]と含水比ω[%]の関

係を以下に示す(地層処分研究開発第 2次とりまとめ 分冊 2 Ⅳ-96)。 

 一軸圧縮強度 qu 

 ケイ砂 30%混合体    ρd＝1.6Mgm
-3 ： qu＝0.0018ω2－0.073ω＋0.99 

 ベントナイト単体   ρd＝1.6Mgm
-3 ： qu＝0.0053ω2－0.234ω＋3.31 

 ベントナイト単体   ρd＝1.8Mgm
-3 ： qu＝0.0326ω2－1.172ω＋13.42 

 弾性係数 E50 

 ケイ砂 30%混合体    ρd＝1.6Mgm
-3 ： E50＝－3.744ω＋84.34 

 ベントナイト単体   ρd＝1.6Mgm
-3 ： E50＝－13.650ω＋333.46 

 ベントナイト単体   ρd＝1.8Mgm
-3 ： E50＝－43.513ω＋944.67 

 

・廃棄体定置後の緩衝材への地下水の浸潤により緩衝材が膨潤することで、施工にお

いて生じていた緩衝材とオーバーパック、岩盤との隙間や、周辺岩盤の亀裂などを充

填する自己シール性が期待される。浸潤が進むと緩衝材中の間隙はすべて水で満たさ

れ緩衝材は飽和する。 (地層処分研究開発第 2次とりまとめ 分冊 3 Ⅳ-25)。 

・ベントナイト系材料の力学物性値(一軸圧

縮強度，弾性係数)は、飽和することにより

低下するため、それを考慮した設計をする。 

・ベントナイトは飽和することで自己シール

性能(膨潤性能)が期待される。 

 

・定常状態に至るまでのベントナ

イト系材料の挙動評価を行う。 

 

７－Ｃ 水位の上昇 

(セメント系材料) 

水圧やベントナイトの膨潤圧に

よりセメント系部材にひび割れ

が生じる。 

・浸透流解析では、セメント系材料については長期的には変質することを想定し、細

粒砂の透水係数 10-5m/sec を用いた(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-34)。 

・セメント系材料は、健全な状態で透水係数 10-12m/sec 程度の難透水性を有している

(日本コンクリート工学協会,1996)。 

・応力の状態によってひび割れの発生が異なり、透水係数は変化することが予想され

るが、透水係数と応力状態に対する知見はほとんどない。 

・セメント系材料には長期的な強度を期待し

ない。 

 

 

－ 

７ 

 

水

位

の

上

昇 

７－Ｄ 水位の上昇(廃棄体) 

水圧や膨潤圧を受けることで

元々存在する空隙が押し潰され

体積が減少する可能性がある。 

・TRU 廃棄物処分施設内に定置される廃棄体には、廃棄体自身に空隙を有するものが

ある。また、セメント系材料が候補材料となるコンクリートピットや充填材において

もそれらの成分溶出に伴う空隙発生が想定される(青柳他，1999)。 

・廃棄体には長期的な強度を期待しない。  

－ 
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表 2-4 評価対象とする事象の抽出(ベントナイト流出) 
 

 Ａ．現状の知見、研究成果 Ｂ．事象に対する設計の考え方 Ｃ．課題、今後実施すべき研究 

８－Ａ ベントナイト流出(岩) 

ベントナイト系材料が流出する

ことで、空洞内部の密度が減少

し、クリープ変形が進行しやす

い状態になる可能性がある。 

・処分施設周辺の岩盤は、空洞の掘削により地山応力が解放されているため、支保工

の変質や、処分施設の内圧の変化に応じて、長期的なクリープ変形が進行し、それに

伴って処分施設の形状等が変化することが考えられる(TRU 廃棄物処分概念検討

書,p.4-141)。 

・現在想定されている岩盤物性値では、結晶質岩系岩盤ケースで、クリープ変形は発

生せず、堆積岩系岩盤ケースにおいて、クリープ変形は最大でも 10cm 以下と算出さ

れている(TRU 廃棄物処分概念検討書,p.4-148)。 

・母岩のクリープによるベントナイト系材料厚さの変形量(減少量)は、最大で 45mm

程度である(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-148)。 

・岩盤のクリープ変形は、空洞内部に何もな

い状態でも 10cm 以下の変形であるため、施

設の安定上特に問題はない。 

 

 

 

 

－ 

８ 

 

ベ

ン

ト

ナ

イ

ト

流

出 ８－Ｂ ベントナイト流出 

(ベントナイト系材料) 

ベントナイト系材料の一部が溶

出することで、ベントナイト系

材料の密度が減少し、膨潤圧が

減少する。 

・緩衝材は、地下水で飽和するのに伴い膨潤する性質がある。このため、緩衝材が定

置される処分坑道に開口した亀裂が存在すると、そこに緩衝材自ら発生する膨潤圧に

よって亀裂内に浸入し、浸入したベントナイト粒子が地下水の流れによって浸食され

ることにより、緩衝材の流出が生じるものと考えられる(TRU 廃棄物処分概念検討書

p.4-139)。 

・ナトリウム型ベントナイトに対して実施された研究結果として以下のものが挙げら

れる。 

 ベントナイトの亀裂への浸入に関しては、浸食が起こらない静的条件での試験研究

から、亀裂への浸入による流出距離（変位）が時間の平方根に比例し、流出速度が亀

裂開口幅と含有ベントナイト量に依存すること、浸入するベントナイトの先端部は、

硬い相と軟らかい相の２相に分離し、液相限界に近いゲル状となっていることがわか

っている。 

 亀裂への浸入後の浸食に関しては、地下水流れによる流体抗力（掃流力）がベント

ナイト粒子間力を上回る場合には、浸食が起こると考えられる。 

 サイクル機構の地層処分基盤研究施設の緩衝材流出挙動試験設備での研究成果に

おいて、水の供給流量から算出された平均流速が 1.7×10-5m2/s 以下の条件では、浸食
が起こらないことが確認されている。さらに、実験データに基づき緩衝材の流出挙動

が拡散によって経験的に模擬できるとし、汎用有限要素法解析コードによって評価実

施している。その結果、岩盤亀裂に流入することによる緩衝材の密度低下は、100 万

年においても約 80%までに留まるとし、緩衝材の特性が著しく損なうことは無いと考

えられている。 

 

・設計上、ベントナイト系材料の流出につい

ては考慮していない。 

・岩盤亀裂に流入することによるベントナイ

ト系材料の密度低下は、100 万年後において

も約 80%まで留まるとし、ベントナイト系材

料の特性が著しく損なわれることは無いと

考えられる。 

 

・ベントナイトが変質した場合に

ついて流出の影響を確認する必要

がある。 

・膨潤応力と亀裂への流入の関係

を明確にする必要がある。 
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表 2-5 評価対象とする事象の抽出(ガス発生) 
 

 Ａ．現状の知見、研究成果 Ｂ．事象に対する設計の考え方 Ｃ．課題、今後実施すべき研究 

９－Ａ ガス発生(岩) 

腐食膨張圧およびガス圧が岩盤

に作用する。 

・ガス発生に伴う処分場内の間隙圧力は、堆積岩系岩盤のｸﾞﾙｰﾌﾟ 2 坑道において最大

約 11.9MPa まで上昇するとの結果が得られた(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-123)。

・坑道内に最大間隙圧相当の内圧をかけて、周辺岩盤の応力解析を行った結果、掘削

時の応力解放に対して、内圧が壁面近傍の岩盤の拘束力として作用するため、空洞近

傍岩盤の局所安全率は増加し、より安定な状態となる(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.

4-171)。 

・腐食膨張圧およびガス圧が岩盤に作用する

ことで岩盤の局所安全率は増加し、より安全

な状態になる。 

 

 

－ 

９－Ｂ ガス発生 

(ベントナイト系材料) 

腐食膨張圧およびガス圧により

局所的破壊が生じ、水みちが形

成される可能性がある。 

・発生するガスは金属の腐食に伴う水素ガスが支配的であり、その発生速度は、初期

の間隙水排出速度に大きく影響する。また、ガス発生に伴う処分場内の間隙圧力は、

堆積岩系岩盤の廃棄体グループ2定置坑道において最大約11.9MPaまで上昇するとの

結果が得られた(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-123)。 

・間隙水の排出は、各処分坑道とも廃棄体及び充填材エリアの間隙水が気泡と置換す

ることによる寄与が大部分を占める。卓越流路の形成を考慮して透過特性を設定した

ベントナイト系緩衝材／埋戻し材層では、ガス透過時の飽和度低下は 10%以下と小さ

く、間隙水の排出量は少ない(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-122)。 

・現状における解析は Darcy 二相流モデルを用いており、実挙動に反するモデルを便

宜上使用している。また、この解析が実際よりも保守的な結果を示しているとも言い

切れていない。 

・ベントナイトに気みちが生じた場合、ベン

トナイトが自己シール性能により気みちを

修復することを期待している。 

 

ベントナイトが自己シール性能を

発揮し、気みちを修復することが

できるか確認する必要がある。 

 

９－Ｃ ガス発生 

(セメント系材料) 

腐食膨張圧およびガス圧により

ひび割れが生じ、水みちが形成

される可能性がある。 

・発生するガスは金属の腐食に伴う水素ガスが支配的であり、その発生速度は、初期

の間隙水排出速度に大きく影響する。また、ガス発生に伴う処分場内の間隙圧力は、

堆積岩系岩盤の廃棄体グループ2定置坑道において最大約11.9MPaまで上昇するとの

結果が得られた(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-123)。 

・結晶質岩系岩盤坑道にはコンクリート製の構造躯体が設置されるが、この構造躯体

内外での最大差圧は、最もガス発生速度の大きい廃棄体グループ 4 が最大で 0.8MPa

に達するが、他の坑道では 0.6MPa 以下であり、最大間隙圧力到達時期は 50 年(廃棄

体グループ 4)から 900 年（廃棄体グループ 1）であった（TRU 廃棄物処分概念検討書

p.4-122）。 

・セメント系材料については、長期的な強度

を期待していない。 

 

 

 

－ 

９ 

 

ガ

ス

発

生 

９－Ｄ ガス発生 

(廃棄体) 

廃棄体は腐食することで膨張す

る可能性がある。 

 

・鉄は、発錆によって腐食生成物を生じ、約 2.5 倍に体積膨張する(日本コンクリー

ト工学協会,1996)。 

・廃棄体の体積膨張については現状考慮して

いない。(評価上安全側であるため) 

 

 

－ 
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表 2-6 評価対象とする事象の抽出(セメント成分の溶出) 
 

 Ａ．現状の知見、研究成果 Ｂ．事象に対する設計の考え方 Ｃ．課題、今後実施すべき研究 

10 

 

セ

メ

ン

ト

成

分

の

溶

出 

10－Ａ セメント成分の溶出

(岩) 

セメント成分の溶出により空洞

内部の密度が減少し、応力状態

が変化する。また、セメント成

分の溶出により岩盤内部に高 pH

プルーム領域が発生し岩盤物性

値が変化する可能性がある。 

・TRU 廃棄物の処分施設においては、多量のセメント系材料を使用することを前提と

している。したがって、処分施設の地球化学的条件は、セメント系材料の溶解によっ

て支配されると考えられる。そこで、セメント系材料の溶解による地球化学的条件の

変化を地下水の pH に着目して考えると、累積浸出液量が小さい時、すなわち処分施

設閉鎖直後には pHは 13 程度であり、セメント中のナトリウムおよびカリウムによっ

て pHは支配される。これらナトリウムおよびカリウムが浸出すると pH はセメント水

和物の水酸化カルシウムによって支配され 12.5 程度となる。その後、水酸化カルシ

ウムが消失すると、pH はセメント水和物のカルシウム珪酸塩水和物（以下、「C-S-H

ゲル」と言う。）に支配される(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-45)。 

・浸出液にはセメント系材料から溶出したアルカリ金属やカルシウムが含まれてお

り、高い pH を示すため、岩石に含まれるシリカ分の溶出などによって処分場周辺の

岩盤の化学的特性に影響を及ぼすことが考えられる。この pH の高い浸出液の周辺岩

盤への広がりを高 pH プルームと呼ぶ(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-77)。 

・高 pH プルームが周辺岩盤に対して長期的に及ぼす影響については、正確に把握さ

れていないが、既往の研究事例から以下に示す事象が明らかとなっている。 

 大和田らの花崗閃緑岩の浸漬試験の結果から、pH が 13、12.5 といったセメント系

材料からの高 pH プルームによって、周辺岩盤表面が比較的短期間でも変質する可能

性が示されている。 

 Savage らは、種々の鉱物についての浸漬試験を行い、シリカ分の溶出と C-S-H 系

化合物の析出を確認している。 

 三原らの長さ4mのカラムを用いた花崗閃緑岩の変質試験では高pHプルームの影響

が広範囲に及ぶ可能性が示されている。 

これらの実験事実は、セメントからの浸出液によって、処分場周辺の岩盤が変質し、

核種の移行に影響を及ぼす可能性があることを示している。また、高 pH プルームに

よって影響を受けた場合の周辺岩盤については、表面に C-S-H 系化合物が沈殿するこ

とが実験的に示されており、このことは、ナチュラルアナログ研究によっても示され

ている(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-78)。 

・空洞内部の密度が減少することによる岩盤

の応力状態への影響は小さいと考えられる。 

・高 pH プルーム領域が発生することで岩盤

の力学物性値は変化することが考えられる

が、現状は不明である。 

 

・高 pH浸出液等の影響による周辺

岩盤の力学物性値の変化を把握す

る必要がある。 
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 10－Ｂ セメント成分の溶出 

(ベントナイト系材料) 

セメント成分の溶出によりセメ

ント系材料の体積が減少した

分、ベントナイトが膨潤する。

また、セメント成分によりベン

トナイトは変質する。さらに長

期的には溶解する可能性があ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・TRU 廃棄物処分施設内に定置される廃棄体には、廃棄体自身に空隙を有するものが

ある。また、セメント系材料が候補材料となるコンクリートピットや充填材において

もそれらの成分溶出に伴う空隙発生が想定される。これらの空隙が潰れ緩衝材(ベン

トナイト)内部に体積変化(減少)が生じた場合、ベントナイトの膨潤にともなうベン

トナイトの密度の低下、すなわち透水性の増大によって、あるいは十分な膨潤が得ら

れないことによる空隙の不完全閉塞によって、ベントナイト中での拡散支配が担保さ

れないことが考えられる。保守的に空隙の発生を想定した場合、拡散支配を維持する

のに必要な透水係数が実際のベントナイトの膨潤において担保されるかを確認する

ための試験を行った。その結果、Na 型ベントナイトでは、拡散支配を担保するのに

十分な膨潤性能を確認することができた。しかし、Ca 型化ベントナイトでは、Na 型

ベントナイトに比してその膨潤性能は 1/6 以下と大きく低下し、想定した空隙量に基

づいた場合、透水係数の増加により拡散支配が担保されず、処分システムに影響を及

ぼす可能性があることがわかった(青柳他，1999)。 

・陽イオン交換反応（カルシウム型化／鉄型化） 

 ベントナイトのカルシウム型化については、Pusch が行った単純なモデルによる評

価結果が報告されている。それによると 500 年経過後、ベントナイト間隙水の Ca 濃

度がセメント系材料の間隙水濃度の 5%以上になるセメント系材料からの距離は、

0.87m としており、その領域では Na とのイオン交換が生じるとしている。 

 陽イオン交換によるベントナイトの変質は、イオン交換反応と物質移行とを連成さ

せたモデルによって定量評価することが可能である。解析結果によると、堆積岩系岩

盤ケースにおいては約 1000 年程度で、結晶岩系岩盤ケースにおいては約 3000 年でほ

ぼベントナイトはカルシウム型化している(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-64)。 

・ゼオライト化 

 ゼオライトは、Na、Ca 等の含水アルミノケイ酸塩鉱物で、三次元に広がる中空構

造を有し、火山岩の熱水反応等によって生じる。ゼオライトは、アルカリ性において

安定な鉱物であり、pH9 以上のアルカリ領域での粘土の溶解によっても形成される。

pH9 以上では、シリカとアルミナの溶解度は上昇し、ゼオライト化は促進される。ス

メクタイトからは 1.5～2.5 の Si/Ai 比をもつアナルサイム、フィリップサイト及び

ナトロライト等の低シリカのゼオライトが形成される。Johnston らは、温度が上昇

するとベントナイトのゼオライト化は促進され、温度が 100℃高くなると反応速度は

1,000 倍となると報告し、高温度かつ高 pH での実験結果を基に、少なくとも 1,000

年でゼオライトが生じるであろうと推定している。 

 Pusch は、保守的な仮定に基づいて 10～20℃の条件にて厚さ 1.5m のベントナイト

がアナルサイムに変質するのに 106年必要であることを述べ、500～1,000 年において

最大で 1cm の厚さのベントナイトが変質すると結論づけている。 

 ベントナイトのゼオライトへの変質については、アルカリ領域におけるスメクタイ

トの溶解を経てゼオライトへの変質が生じていることから、今後はアルカリ領域での

スメクタイトなどの溶解度速度データを整備することにより定量的評価が行えるも

のと考えられる(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-71～73)。 

・セメント成分の溶出によりセメント系材料

の体積が減少した分、ベントナイトが膨潤す

ることでベントナイトの密度が減少する。密

度が減少することによって力学物性値は変

化するがシステムに大きな影響は及ぼさな

い。 

・Ca 化は避けられない。Ca 化を考慮したベ

ントナイトの設計を実施する。 

・ゼオライト化については、力学上は考慮し

ていない。 

・ベントナイトの溶解については、力学上は

考慮していない。 

 

・セメント系材料の体積が減少し

た時のベントナイト系材料の挙動

評価を行う。 

 

 



JNC TJ8400 2002-031 

                                                                 －167－ 

（つづき） ・C-S-H 化 

 C-S-Hはカルシウムとシリカよりなる水和物でセメントの水和生成物の一つとして

も存在する。この水和物の組成と分類は研究者により異なっており、100℃以下で生

成されるものは不安定な低結晶相である。 

 川村らは、粘土地盤の改良を目的とした基礎試験から、時間とともに水酸化カルシ

ウムのＸ線回折ピークがみられなくなり、C-S-H のピークが時間とともに大きくなっ

ていくことを確認した。このことは、ベントナイトが水酸化カルシウムと反応し、

C-S-H へ変質することを示唆している。 

 久保らは、ナトリウム型ベントナイトの変質試験を pH と温度をパラメータとして

実施した。その結果、pH12.5 では C-S-H、カルシウムアルミネート水和物（以下、C-A-H

と言う）およびカルシウムアルミネートシリケート水和物（以下、C-A-S-H と言う）

の生成が認められた。pH11.5 においては、100℃において C-S-H の生成が確認されて

いるが、それより低い温度、pH では１年間の試験において確認されなかった。さら

に、pH12～13 においてベントナイトの溶解が著しいことも示している。その後、黒

木らはこの変質試験を２年継続している。２年の試験においては、pH11.5 の 80℃に

おいてモンモリロナイトが消失し、C-S-H 及び C-A-S-H が生成していることが確認さ

れた。pH10.5 ではベントナイトの変質は確認されていない。これらの結果より、黒

木らは、ベントナイトが変質を受ける pH の境界は、10.5～11.5 と推定している。 

圧縮成型ベントナイトの変質試験で C-S-H が確認された例としては、Karnland の

報告がある。16 ヶ月間、圧縮成型ベントナイトにコンクリートの模擬間隙水を通水、

40℃に維持し、その後試料の分析を実施。これによると、C-S-H の生成が確認された

が、モンモリロナイトの骨格の変質は認められていない(TRU 廃棄物処分概念検討書

p.4-73～75)。 

   

10－Ｃ セメント成分の溶出 

(セメント系材料) 

各部材のセメント成分が溶出

し、体積が減少する。また、強

度も低下する。 

・処分対象廃棄体の中には、セメント系材料等の廃棄体成分が長期的に溶出する可能

性があるものが存在する。廃棄体成分が溶出し、処分施設内部に空隙が発生した場合

に、人工バリアの構造が変化し、結果として処分施設の崩落などの不連続な事象が生

ずるかどうかの検討を行った。検討では、コンクリート成分のセメントと骨材が成分

溶出により 10%残存し、初期状態の 1/10 の弾性係数と残存強度を有すると仮定した。

結晶質岩系岩盤ケースの解析では、廃棄体は剛性が低下し、重量によって高さが

0.35mm 小さくなった。変形量は最大でも 0.5mm 以下と小さいものとなった。堆積岩

系岩盤ケースでは、支保工の剛性が低下することにより支保効果が低下し、岩盤が空

洞側に変形した。岩盤の変形は最大で約 3mm となった。廃棄体は剛性が低下したにも

かかわらずほとんど変形しなかった(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-46)。 

・コンクリートは長時間のうちに地下水との反応などにより変質し、透水係数などの

特性が変化することが考えられる。この変質による特性変化を定量的に予測すること

は現状では困難である。このため、構造躯体が砂程度の状態になっていることを想定

して、透水係数等を設定し評価した例がある(日本原燃，1990)。 

・セメント系材料の体積減少量は、最大でセ

メント系材料体積の 27%と想定される(セメ

ント成分は最大で 90%溶出)。 

・セメント系材料には長期的な強度を期待し

ない。 

・セメント成分の溶出によるセメ

ント系材料の力学物性値の変化を

把握する。 
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表 2-7 評価対象とする事象の抽出(硝酸塩の溶出) 
 

 Ａ．現状の知見、研究成果 Ｂ．事象に対する設計の考え方 Ｃ．課題、今後実施すべき研究 

11－Ａ 硝酸塩の溶出(岩) 

硝酸塩の溶出により岩盤内に硝

酸塩の影響を受けた領域が発生

し、岩盤物性値が変化する可能

性がある。 

・硝酸イオンが処分場の環境に及ぼすいくつかの影響が指摘されている。しかし、現

状の知見からはこれら影響を定量的に評価することは難しい。特に、活性の高い微生

物が存在した場合には系が複雑となる。しかし、その知見は皆無であり、影響を見積

もることが困難であり、今後の課題となっている(TRU 廃棄物処分概念検討書

p.4-99)。 

・硝酸イオンは処分環境ではＮＨ４に変化する可能性が示唆されている(TRU 廃棄物処

分概念検討書 p.4-178)。 

・現状、硝酸塩の影響については不明である

ため、力学上考慮していない。 

 

硝酸塩の影響による岩盤の力学物

性値の変化について把握する。 

11－Ｂ 硝酸塩の溶出 

(ベントナイト系材料) 

硝酸塩の溶出によりベントナイ

ト系材料は変質し、ベントナイ

ト系材料の物性値が変化する可

能性がある。 

・現状では、硝酸イオンがベントナイト系材料に及ぼす影響については、透水係数が

どの程度増加するのかわかっていない(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-99)。 

・現状、硝酸塩の影響については不明である

ため、力学上考慮していない。 

硝酸塩の影響によるベントナイト

系材料の力学物性値の変化につい

て把握する。 

11 
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11－Ｃ 硝酸塩の溶出 

(セメント系材料) 

硝酸塩の溶出によりセメント系

材料は変質し、セメント系材料

の物性値が変化する可能性があ

る。 

・TRU 廃棄物中には多種多様な廃棄体が存在し、それらは処理プロセスに従いさまざ

まな物質を含有している。これらの含有物質の影響により、セメント系材料の変質が

地下水との反応以外にも生じる可能性がある。含有物質として、使用済み燃料の再処

理プロセス廃液固化体中に多量に含まれる硝酸塩、及び廃棄体固化マトリックスとし

て使用されるビチューメンなどが挙げられる(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-59)。 

・硝酸アンモニウム溶液とセメント系材料の反応においては、硝酸アンモニウム

(NH4NO3)とセメント系材料中のカルシウムとが反応し、カルシウムは硝酸カルシウム

(Ca(NO3)2)として液中に溶出する。カルシウム溶出に伴うセメント系材料の劣化速度

は、純粋の場合の 100 倍程度であった(Carde et al,1997)。他，(Lea,1965)，(Concalves 

et al,1991)もカルシウム溶出を報告 

・普通ポルトランドセメントを硝酸ナトリウム溶液に 1～3ヶ月浸漬させた結果(比較

試験として蒸留水に浸漬)、浸漬前及び蒸留水に浸漬させたサンプルにおいて認めら

れた monosulfate 相(3CaO・Al2O3・CaSO4・12H2O：Amf 相の一種)が消失し、代わりに

同相中の SO4
2-が NO3

-と置換した 2次鉱物相(3CaO・Al2O3・(NO3)2・10H2O にて代表され

る固相)が出現していることが粉末 X 線回析測定及び熱分析(DSC)によって確認され

た。カルシウムケイ酸塩水和物(C-S-H ゲル)の変質は認められなかった。また、液交

換により硝酸型の Amf 相が炭酸型に変化していることがわかった。さらに、長期試験

の結果、液相の Eh が低下し、硝酸イオンの変遷が起こる可能性があることが示唆さ

れた（入矢他，2000）。 

・現状、硝酸塩の影響については不明である

ため、力学上考慮していない。 

硝酸塩の影響によるセメント系材

料の力学物性値の変化について把

握する。 
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表 2-8 評価対象とする事象の抽出(地圧の回復) 
 

 Ａ．現状の知見、研究成果 Ｂ．事象に対する設計の考え方 Ｃ．課題、今後実施すべき研究 

12－Ａ 地圧の回復(岩) 

地圧の回復および処分坑道の内

圧の変化に応じて長期的なクリ

ープ変形が生じる。 

・処分施設周辺の岩盤は、空洞の掘削により地山応力が解放されているため、支保工

の変質や、処分施設の内圧の変化に応じて、長期的なクリープ変形が進行し、それに

伴って処分施設の形状等が変化することが考えられる(TRU 廃棄物処分概念検討

書,p.4-141)。 

・現在想定されている岩盤物性値では、結晶質岩系岩盤ケースで、クリープ変形は発

生せず、堆積岩系岩盤ケースにおいて、クリープ変形は最大でも 10cm 以下と算出さ

れている(TRU 廃棄物処分概念検討書,p.4-148)。 

・母岩のクリープにより緩みが生じたときの透水係数の増加についてはわかっていな

い。 

・現状の評価結果では、岩のクリープ変形は、

空洞内部に何もない状態でも 10cm 以下の変

形であるため、施設の安定上特に問題はな

い。 

・岩の長期クリープについて確立されたモデ

ルは無い。 

・長期的な岩のクリープ挙動をシ

ミュレートする解析モデルの妥当

性を検討する必要がある。 

 

12－Ｂ 地圧の回復 

(ベントナイト系材料) 

岩のクリープ変形により、ベン

トナイト系材料の層厚は減少す

る。また、局所的にひずみが増

大する。 

・母岩のクリープによるベントナイト系材料厚さの変形量(減少量)は、最大で 45mm

程度である(TRU 廃棄物処分概念検討書 p.4-148)。 

・現状の評価結果では、岩のクリープ変形に

よるベントナイト系材料厚さの変形量は非

常に小さく、ベントナイト系材料には、力学

上大きな影響を与えない。 

・岩の長期クリープについて確立されたモデ

ルは無い。 

・長期的な岩のクリープ挙動をシ

ミュレートする解析モデルの妥当

性を検討する必要がある。 

12－Ｃ 地圧の回復 

(セメント系材料) 

岩のクリープ変形による空洞の

縮小によりさらにセメント系材

料の体積が減少する。 

・現在想定されている岩盤物性値では、結晶質岩系岩盤ケースで、クリープ変形は発

生せず、堆積岩系岩盤ケースにおいて、クリープ変形は最大でも 10cm 以下と算出さ

れている(TRU 廃棄物処分概念検討書,p.4-148)。 

 

・現状の評価結果では、岩のクリープ変形は、

空洞内部に何もない状態でも 10cm 以下の変

形であるため、セメント系材料に与える影響

は少ない。 

・岩の長期クリープについて確立されたモデ

ルは無い。 

・長期的な岩のクリープ挙動をシ

ミュレートする解析モデルの妥当

性を検討する必要がある。 

12 
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12－Ｄ 地圧の回復 

(廃棄体) 

岩のクリープ変形による空洞の

縮小によりさらに廃棄体の体積

が減少する。 

・現在想定されている岩盤物性値では、結晶質岩系岩盤ケースで、クリープ変形は発

生せず、堆積岩系岩盤ケースにおいて、クリープ変形は最大でも 10cm 以下と算出さ

れている(TRU 廃棄物処分概念検討書,p.4-148)。 

 

・現状の評価結果では、岩のクリープ変形は、

空洞内部に何もない状態でも 10cm 以下の変

形であるため、廃棄体に与える影響は少な

い。 

・岩の長期クリープについて確立されたモデ

ルは無い。 

・長期的な岩のクリープ挙動をシ

ミュレートする解析モデルの妥当

性を検討する必要がある。 
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 表 2-2～表 2-8 で挙げられた課題、今後実施すべき研究を以下に列記する。 

（廃棄体発熱） 
  ・現状の評価結果においては特に課題はなし(設計上対応可能である)。 
（水位の上昇） 
・定常状態に至るまでのベントナイト系材料の挙動評価を行う。 
（ベントナイト流出） 
・ベントナイトが変質した場合について流出の影響を確認する必要がある。 

・膨潤応力と亀裂への流入の関係を明確にする必要がある。 
（ガス発生） 
  ・ベントナイトが自己シール性能を発揮し気みちを修復することができるか確認する

必要がある。 
（セメント成分の溶出） 
・高 pH 浸出液等の影響による周辺岩盤の力学物性値の変化を把握する必要がある。 
・セメント系材料の体積が減少した時のベントナイト系材料の挙動評価を行う。 
・セメント成分の溶出によるセメント系材料の力学物性値の変化を把握する。 
（硝酸塩の溶出） 
・硝酸塩の影響による岩盤の力学物性値の変化について把握する。 
・硝酸塩の影響によるベントナイト系材料の力学物性値の変化について把握する。 
・硝酸塩の影響によるセメント系材料の力学物性値の変化について把握する。 
（地圧の回復） 
  ・長期的な岩のクリープ挙動をシミュレートする解析モデルの妥当性を検討する必要

がある。 
 
 以上の課題のうち、本研究ではセメント成分の溶出を特に重要な事象と判断した。その

理由として、以下の３つが挙げられる。 

① ＴＲＵ廃棄物処分の現状の概念ではセメント系材料を使用することは確実であり、セ

メント成分の溶出は避けられない、 

② セメント成分の溶出における力学的な評価が十分されていない 
③ ベントナイト系材料が変質、変形し、力学物性が変化することで、低透水場の担保が

可能か確認する必要がある。 
 以上の理由により、本研究ではセメント成分の溶出を力学的変遷挙動解析システムの評

価対象項目として研究を進める。 
 



JNC TJ8400 2002-031 

－171－  
 

2.3  2.2の事象の評価を可能とするコード（評価モデル）の調査、検討 
本節では、2.2で挙げられた事象で特に重要と考えられるセメント溶出～ベントナイトの
膨潤挙動を評価するため、ベントナイト系材料の挙動に関する評価手法に関する文献調査

を実施し、整理する。 

  

2.3.1 地盤のモデル化の基礎事項 
地盤材料は、他の工学材料と同様に、ある限度内の力（または変形）を与えてもそれを取

り除くと元の状態に戻る性質をもつ。しかし、この限界を超えた力（または変形）を加え

ると、それを取り除いても元の状態に戻らず別の状態になる。このうち、力（または変形）

を取り除くことによって瞬間的に回復する変形を弾性変形（elastic deformation）、残留ある

いは時間とともに変化する変形を非弾性変形（inelastic deformation）と呼ぶ。後者のうち時

間とともに変化する変形を粘性変形（viscous deformation）、それ以外の変形を塑性変形

（plastic deformation）と呼ぶ。したがって、弾性及び塑性変形は力（または変形）を加えた

瞬間に発生する変形であり、粘性変形は時間に依存した変形である。 
地盤材料は一般に弾性材料として取り扱われることが多いが、粘土のように強い非線形性

挙動を示す材料は、必要に応じて弾塑性材料（elasto-plastic material）や粘弾性材料

（visco-elastic material）といった取り扱いがなされる。人工バリア材料のベントナイトもそ

のような扱いを必要とする材料であり、さらにベントナイトの場合は膨潤特性のためにそ

の力学挙動の評価はいっそう困難なものとなっている。 
ここでは、前段として地盤材料の力学的モデル化について概要を述べた後、構成モデルの

理解に不可欠な塑性論の基礎事項について簡単にふれる。 
 
(1) 地盤材料の変形解析と力学モデルの概要 
地盤材料としての土の応力－ひずみ関係を表すモデルを一般に構成モデル、あるいは構成

則と呼ぶ。土は骨格構造に起因する材料力学的な特徴として弾塑性的性質をもち、その応

力-ひずみ関係は一般に非線形的でありかつ非可逆的である。 
このような性質を有する材料の挙動を解析で評価するにあたり、その材料特性のモデル化

としては、簡便な線形弾性モデルから非線形モデル（非線形弾性、塑性、弾塑性、粘弾性、

弾粘塑性 etc）まで様々なモデルが存在し、用いられている。以下にこれらのモデルを列挙

し、概要を記す。 
 
(ⅰ)線形弾性モデル 
応力（σ）とひずみ（ε）関係が永久的に比例関係を保つと

仮定したモデルである。ひずみ増分に対する応力増分の比が

弾性係数であり、弾性係数は常に一定である（右図）。地中内

応力の算定や小変形の解析に用いられ、実績が多い。 

 
σ 

ε 
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(ⅱ)非線形弾性モデル 
  ① バイ-リニアモデル、トリ-リニアモデル 
線形弾性モデルで示される応力－ひずみの直線部分の傾きを途中（降伏点など）で変更

したモデルであり、線形弾性モデル同様に実績が多く、適用範囲が広い。 

 
② 応力－ひずみ特性曲線を仮定したモデル 
このモデルはひずみの弾性・塑性的性質を区分することなく、応力－ひずみ関係を非線

形曲線で表したモデルである。基本曲線としては多項式、双曲線、放物線等が考案されて

いる。このモデルは理論的な根拠に欠けるが、パラメータの選定により応力－ひずみ特性

がうまくトレースできれば非常に有効である。用いられるパラメータの物理的意味が明確

であり、材料定数も通常の室内試験から容易に決定できるという利点がある。 
実用的に最も用いられているのは双曲線型のダンカンチャンモデルである。 
ダンカンチャンモデルでは、一般に軸差応力が次式で表される。 

ε
εσσ

ba
q

+
=−= 31   

ここに、 aおよびbは定数であり、初期の小

さなひずみに対しては
a

q ε
=  と表現でき、 a/1

は初期接線弾性係数を意味している。一方、ひ

ずみが増大した極限状態では、
b

q 1
= となり、

これは b/1 が応力－ひずみ曲線の漸近線となる
ことを示している。 

 
双曲線の形からも明らかに、このモデルはひずみ軟化現象を表現できないため、ピーク

強度に至るまでの過程をモデル化するのに適している。ただし、このモデルも弾性モデル

である限り、除荷時には基本曲線上を元に戻る、すなわち永久変形は起こらない。また、

このモデルは等方弾性体を対象としているので異方性を考慮できず、さらにせん断によっ

て引き起こされる体積変化、すなわちダイレイタンシーを考えていない。 
 
 

σ 

ε 

σ 

ε 

軸ひずみε 

軸
差
応
力
σ

1－
σ

3 

1/a 

1/b 
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(ⅲ) 非線形塑性モデル 
①剛－完全塑性モデル 
右図に示されるモデルで、弾性挙動やひずみ硬

化を全く考えないモデル。 
応力の極限釣り合い状態の解析に用いられる

（ひずみは対象外）。 
 
②弾－完全塑性モデル 
右図に示されるモデルで、弾性変形を考慮する

がひずみ硬化を無視したモデル。変形を含めた塑

性域の形成状況の解析に用いられる。 
 
 

(ⅳ) 弾塑性モデル 
ひずみを非線形な弾性成分と塑性成分に分離し、塑性論に基づいて体系化された力学モ

デルである。土質力学における構成式の研究の中核をなすモデルであり、多くのモデルが

提案されている。近年、軟弱地盤の解析に積極的に導入されつつある。 
弾塑性モデルの基礎性論について次頁以降に記す。 

 

σ 

ε 

σ 

ε 
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(2) 弾塑性理論の基本的考え方 
先述したように、土質工学においては「変形問題」については土を『弾性体』と仮定し

て取り扱うことが多く「破壊問題」に対しては『剛・塑性体』と仮定して力の釣り合いが

論じられているが、土の変形は「可逆的な変形（弾性変形）」と「非可逆的な変形（塑性変

形）」に加えて「時間依存性（粘性）」が複合している。また、土が多孔質材料であるが故

に、骨格と間隙流体の相互作用の起因する「変形の時間依存性（圧密現象）」が存在する。 
このような土の力学挙動に対して、材料力学として発展した弾塑性理論を援用することに

より、土を弾塑性体あるいは弾粘塑性体にモデル化した構成則が様々提案されている。 
ここでは、静力学的な応力場での定常状態の挙動として、弾性変形と塑性変形に着目し、

弾塑性体としての構成則の特徴を概説する。 
 
弾塑性理論には、必ずしも一つの明確な理論が存在するわけではなく、各々の概念や仮

説に基づいて多様な理論の展開がなされている。これらの概念や仮説の中に研究者の独自

性があり、土の挙動を記述する上での工夫と適用の限界がある。 
とはいえ、弾塑性理論にも幾つかの基本的な仮説が存在する。その主な仮説に、①応力

空間における土の状態および反応を規定する閉局面の存在、②ポテンシャル理論の適用が

ある。 
 
(ⅰ) 弾塑性理論における基本曲面 
 弾塑性理論においては、一般に、応力空間内に以

下の４つの曲面が存在するものと仮定している。 
 
■降伏曲面（ 図 2-4(a) ） 
・応力空間の原点を内包する弾性領域とその外

側の塑性領域の境界を成す閉曲面。 
・降伏曲面内では、負荷の方向とは無関係に弾

性挙動を示す。 
 
 
■負荷曲面（図 2-4(b)） 
・継続的に塑性変形を生ぜしめるに必要な応力

状態を規定する閉曲面。 
・与えられた応力増分に対して負荷（塑性変形

を生じる方向）、除荷（塑性変形の生じない方

向）を規定する。 
 

弾性域 

塑性域

σ1 

σ2 
破壊 

降伏曲面 
ｆ*=0 

図 2-4(a) 降伏曲面 

σ2 

σ1 

dσij 

応力経路 

負荷曲面 
ｆ=0 

図 2-4(b) 負荷曲面 
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■塑性ポテンシャル曲面（図 2-4(c)） 
・塑性ひずみ増分ベクトルの方向を規定する

閉曲面 
・曲面の外向き法線が塑性ひずみ増分ベクト

ルの方向を与える。 
 
 
■破壊曲面（図 2-4(a)） 
・破壊状態の応力点で形成される閉曲面 
・この曲面の外側となる応力状態は存在しな

い。 
 
 
以上の 4 曲面を数学的に表現したスカラー関数が、降伏関数(yield function)、負荷関数

(loading function)、塑性ポテンシャル関数(plastic potential function)、および破壊基準 (failure 

criterion)である。 
これらの関数には、一般に以下の条件が課せられている。 
①これらの曲面は、凸面を成す。 
②これらの関数は、閉曲面の内部で負、外部で正となる。 
③これらの関数は、定義されている領域内で含まれている変数について正則（連続微分

可能）である。 
  
なお、降伏関数と負荷関数については、特に区別されずに「降伏関数」と呼ばれているこ

とも多い。このことは、降伏関数と負荷関数が常に一致し、両者を区別しなくとも混乱が

生じないことによっている。ただし、後述するように、繰り返し負荷過程における再不可

時の滑らかな弾塑性遷移過程を表現するために、これらを異なる関数・負荷条件で与えて

いる研究もある。 
 

dεij 

σ2 

塑性ポテンシャル曲面 
g=0 

 
σ1 

図 2-4(c) 塑性ポテンシャル曲面 
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(ⅱ)ポテンシャル理論に基づく構成法則 
 土の構成則に関する弾塑性論的アプローチとして、ポテンシャル理論に基づく塑性硬化

弾塑性体の構成法則が広く適用されている。この構成法則の基本的な概念としては、 
・負荷関数および負荷基準 
・流れ則(flow rule) 
・硬化則(hardening rule) 
を挙げることができる。 
 
(a)負荷関数および負荷基準 
 塑性状態にあたる弾塑性体がさらに負荷を受けると、一般に硬化が生じて塑性変形が進

行し、新たな塑性状態に移行する。換言すれば、負荷過程においては、負荷曲面は常に応

力点と共に移動、拡大する。 
このような負荷曲面を規定する負荷関数 f は、通常、次式のように表される。 

( )κεσ ,, ij
p

ijff =        （2.1） 

 ここに、 ijσ は応力テンソル、 ij
pε は塑性ひずみテンソル、κ は硬化パラメータであり

ij
pε ,κ は降伏関数の塑性負荷履歴に対する依存性を表す負荷履歴パラメータに相当する。 
これらのうち、κ は土の塑性硬化の程度（すなわち、降伏曲面の大きさ）に関係するパラ
メータであり、塑性ひずみの変化に依存する。κ は、増分形で次のように表される。 

  ij
p

ij dhd εκ =        （2.2） 

ここで、仮に ( )ij
p

ijijij ddh εσκσ == とおくならば、κ は塑性仕事に相当し、この場合「加
工硬化パラメータ（work hardening parameter）」と呼ばれる。 

 一方、 ijh を ij
pε あるいはその増分 ij

pdε とするならば、κ は「ひずみ硬化パラメータ（strain 

hardening parameter）」と呼ばれる。特に、ひずみ硬化パラメータとしては、次式のように塑

性体積ひずみ
pv が仮定されていることが多い。 

  
p

ijij
p dvdd == δεκ        （2.3） 

 ここに、 ijδ はクロネッカーデルタ（ ji = のとき 1=ijδ 、 ji ≠ のとき 0=ijδ ）である。 

 
次に負荷基準について述べる。 

負荷関数 f に基づいて、塑性状態にある応力点（ ijσ ）からの応力増分ベクトル（ σd ）
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の方向を考えると、 
・負荷曲面の外に向かう方向（塑性ひずみの生じる方向 0>df ） 
・負荷曲面の接平面方向（ 0=df ） 
・負荷曲面の内側に向かう方向（塑性ひずみの生じない方向 0<df ） 
に区分される。これらの方向を、各々『負荷(loading)』『中立負荷(neutral loading)』『除荷
（unloading）』と呼ぶ。 
 塑性状態にある土を考えると、応力点は常に負荷曲面上にあるため、この状態における

負荷関数 f は先述した関数の制約条件②，③から常に次式を満足する。 

  ( ) 0,, == κεσ ij
p

ijff       （2.4） 

この状態にある土に応力増分 ijdσ が発生する場合を考える。負荷関数 f の時間微分は次式

となる。 

κ
κ

ε
ε

σ
σ

&&&
∂
∂

+
∂
∂

+
∂
∂

=
fffdf ij

p

ij
pij

ij

     （2.5） 

ある時間において f =0で f& >0 ならば、次の瞬間には f >0となる。これが負荷であり、こ

の間他のパラメータの時間変化が 0とすると、負荷基準は 0>
∂
∂

ij
ij

df σ
σ

、 0=f となる。 

結局、負荷基準である『負荷』、『中立負荷』、および『除荷』は、各々の負荷関数 f によっ
て次のように表される。 

＜負荷＞  0>
∂
∂

ij
ij

df σ
σ

, 0=f      （2.6） 

＜中立負荷＞ 0=
∂
∂

ij
ij

df σ
σ

, 0=f      （2.7） 

＜除荷＞  0<
∂
∂

ij
ij

df σ
σ

, 0=f      （2.8） 

 
これは、図 2-5に示されるような降伏曲面を考え、応力点 ijf σ∂∂ / は降伏曲面に立てた法
線方向に向くことを考慮すると、応力速度 ijσ& が、降伏曲面の外を向いているときに負荷、
降伏曲面の接線方向を向いているときは中立負荷、降伏曲面の内側を向いているときは除

荷であることを示している。 
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(b) 流れ則（flow rule） 
 応力空間上にある閉曲面を想定し、この曲面上の外向き法線方向が塑性ひずみ増分ベク

トルの方向を与えるものとする。この曲面を表すスカラー関数を gとするならば、塑性ひ
ずみ増分は次式で規定される。 

  
ij

ij
p gd

σ
ε

∂
∂

Λ=  ,  0>Λ       （2.9） 

 ここに、Λは正のスカラーパラメータであり、応力と塑性ひずみの関数で与えられる。 
なお、このように表せることはドラッカー（Drucker）の仮説：「ある応力状態にあった物
体にさらに応力を載荷し、その後元の応力状態まで除荷するとき、この載荷過程で外力の

なす仕事は非負である」より導かれ、塑性ひずみの法線則あるいは直交則（normality rule）

と呼ばれる。 
 上述のようにベクトルがスカラー関数の勾配として表されるとき、この関数をポテンシ

ャルといい、塑性ひずみベクトルを与える関数 gを「塑性ポテンシャル」と呼ぶ。 
 Λは、「負荷過程にある応力点は常に負荷曲面上にある（Prager の適応条件（consistency 

condition））」との条件から決定される。この条件は次式で表される。 

0=
∂
∂

+
∂
∂

+
∂
∂

= κ
κ

ε
ε

σ
σ

dfdfdfdf ij
p

ij
pij

ij

    （2.10） 

 ここで、硬化パラメータκ は塑性ひずみの関数（ひずみ硬化パラメータ）であると仮定
すると、式（2.9）および（2.10）から、Λは次のように表される。 

負荷曲面 

dσij 
(中立負荷) 

dσij 
(負荷) 

dσij
(除荷) 

図 2-5 負荷曲面と負荷、中立負荷、除荷の関係 
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klkl
p

kl
p

kl
kl

gff

df

σε
κ

κε

σ
σ

∂
∂









∂
∂

⋅
∂
∂

+
∂
∂

∂
∂

=Λ      （2.11） 

さらに、式（2.11）の分母を次式のように置くと、 

  
klkl

p
kl

p

gff
H σε

κ
κε ∂

∂








∂
∂

⋅
∂
∂

+
∂
∂

=
1      （2.12） 

式（2.9）、（2.11）および（2.12）より、塑性ひずみ増分は次式で表されることになる。 

ij
kl

kl

ij
p gdfHd

σ
σ

σ
ε

∂
∂









∂
∂

=       （2.13） 

ここに、Hは硬化を表す関数であり、硬化関数(hardening function)と呼ばれる。 

 負荷となる応力増分に対して、 0>
∂
∂

kl
kl

df σ
σ

であるので、Hもまた正の値をとらなけれ

ばならない（何故なら、式（2.9）の条件より 0>Λ ）。 
  
 ここで、負荷関数及び負荷関数に対応する塑性ポテンシャル関数が複数存在する場合に

ついて考える。これらをそれぞれ ( )npf p L1= 、 ( )npg p L1= とし、負荷関数は各々独

立の負荷基準を持つものと仮定する。 
全塑性ひずみ増分が個々の負荷関数および塑性ポテンシャル関数で与えられる塑性ひず

み増分の重ね合わせで与えられるものとすると、式（2.13）は次のように書き改められる。 

ij

p
kl

kl

p
n

p
ppij

p g
d

f
HCd

σ
σ

σ
ε

∂

∂








∂

∂
= ∑

=1
     （2.14） 

 ここに、 0<pf  あるいは 0<kl
kl

df σ
σ

 のとき、 0=pC  

     0=pf  および 0≥kl
kl

df σ
σ

 のとき、 1=pC  

 この場合、負荷および除荷の幾何学的な条件は、図 2-6を参照して次のように表される。 

・ ij
pdε の方向が S（A～Bの間）、 ijdσ の方向が A2 PB1 で囲まれる領域   ：全負荷 

・ ij
pdε の方向が A又は B、 ijdσ の方向が A1 PA2 又は B1 PB2で囲まれる領域：部分負荷  

・ 0=ij
pdε 、 ijdσ の方向が A1 PB2で囲まれる領域      ： 除荷  
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 このような「流れ則」のうち、塑性ポテンシャルと負荷関数が一致する（ gh = ）と仮定
するものを『関連流れ則(associate flow rule)』、両者が一致しない（ gh ≠ ）と仮定するもの

を『非関連流れ則(non-associate flow rule)』と呼ぶ。 
 
 
(c) 硬化則 
 塑性ひずみ増分 ij

pdε は、負荷関数と塑性ポテンシャル関数によって、式（2.13）あるい
は（2.14）から求めることができるが、このためには塑性変形の進行に伴う両関数（曲面）
の変化を規定することが要求される。この変化を規定する法則が『硬化則』である。 
 硬化則には様々な仮説が提案されているが、基本的なものとしては、図 2-7に示す『等方
硬化則(isotropic hardening rule)』、『移動硬化則(kinematic hardening rule)』、およびこれらを複
合した『複合硬化則(combined hardening rule)』である。 

 ここで、負荷関数 ( )κεσ ,, ij
p

ijff = に対して f の拡大を与える関数を ( )κk 、中心位置を

表すテンソルを ijα とすると、塑性変形の進行と共に移動拡大する負荷関数F は次式で表す

ことができる。 

 ( ) ( ) 0=−−= κασ kfF ijij       （2.15） 

等方硬化則では 0=ijα 、移動硬化則では ( )κk = 一定となる。 

a)塑性ポテンシャル b)負荷曲面 

図 2-6 二つの負荷曲面が存在する場合の負荷、除荷 

g1=0 

g2=0 

f1=0 

f2=0 

P A1 

A2 B1 

B2 

B 
S 

A 
dσijdεij
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土の弾塑性モデルは、これまでに多くの研究者から提案されているが、以上に述べた基本

概念に基づいて構成モデルを分類すると、例えば表 2-9のように整理することができる。 
これまでに提案されたモデルは多々あり、それらは「土と基礎 Vol.31-11 pp.97～105
（1983）」に詳しい。 
 

表 2-9 構成モデルの分類 

f ：負荷関数、 *f ：降伏関数、 g：塑性ポテンシャル関数 
 
 

モデルの特徴 基本曲面の考え方 負荷条件 主な対象土 
関連流れ則 ff =* , fg =  単調負荷 正規圧密粘土 

単一降伏曲面 
非関連流れ則 ff =* , fg ≠  単調負荷 砂、過圧密粘土 
関連流れ則 ff =* , fg =  単調負荷 過圧密粘土 ２つの降伏曲面 

（体積・せん断） 非関連流れ則 ff =* , fg ≠  単調負荷 砂、過圧密粘土 
単調負荷 砂、過圧密粘土 

その他の理論 
ff ≠* , fg =  
ff ≠* , fg ≠  繰り返し負荷 砂、過圧密粘土 

  等方硬化則 

σ1 

σ2 

σ1 

σ2 
 移動硬化則 

図 2-7 硬化則の概念図 
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2.3.2 提案されているモデルとその特徴 
ここでは、文献調査の結果をもとに構成モデルの特徴を整理する。 
2000年レポートでは、緩衝材の長期的沈下・圧密挙動を土質工学分野で実績の多い関口・
太田の弾粘塑性モデル（DACSAR）を用いて評価している。しかし、こうした既往の弾塑
性理論そのものでは、ベントナイトの主働的な膨潤挙動を理論的整合性をもって説明する

のは困難である。ここでは、まず文献調査の最初の目的としてベントナイトの膨潤挙動を

表現しうる構成則が存在するかどうかを確認する。既存のモデルにそれが見出されなけれ

ば、何らかの形でベントナイトの膨潤挙動を表現する方法を模索することが必要であり、

そのような表現形式を既往の力学モデルに組み込む方法が案として考えられる。この際、

組み込む力学モデルの選定にあたっては 2.3.1(1)で記した全ての力学モデルが候補となり
うるが、ここでの調査対象は弾塑性モデル（弾粘塑性モデル含む）とする。 
なお、ベントナイトの膨潤挙動を表現する方法については、2.4節で検討する。 
 

 (1) 文献調査概要 
文献調査は、土木学会年次学術講演集、土木学会論文集、地盤工学会年次学術講演集、

地盤工学会論文集の過去 10年分、及び JICSTのキーワード検索による過去 20年分の文献
の中から実施した。JICSTの検索キーワードは、膨潤、粘土、構成式、弾塑性、弾粘塑性、
constitutive、clay、swelling、model などとし、これらを掛け合わせて関連文献を抽出し
た。前者のリストを付録-1に、後者のリストを付録-2に示す。 

 
第一段階の調査結果として「ベントナイトの膨潤挙動を表現するモデル」については、

見出されなかった。すなわち、ベントナイトについてはその膨潤挙動を構成則レベルで理

論的に表現しようとするモデル化の試みは未だなく、本システムの構築を目指すにあたっ

てその表現方法を検討する必要があることを確認した。 
 
次段階として、膨潤挙動を組み込むべき力学モデルを検討するため、構成モデルの調査

を実施した。 
構成モデルの開発や適用事例に関する文献は多々あり、候補として挙げられるモデルを

絞り込むため、以下のような観点に基づいてモデルを抽出した。 
 
・最近の研究成果や適応実績が比較的多く発表されていること 
・試験結果や現場計測値との整合性がよいこと 
・理論的根拠がしっかりいること（研究段階のものを含む） 
・実工事への適応実績が多いこと 
・その他の利点が考えられること 
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このような観点で抽出したモデル（提案者）は以下の通りである。 
 
① オリジナルカムクレイ及び修正カムクレイモデル（Roscoe, Schofieldら） 
② 足立・岡モデル（足立、岡、八島） 
③ 関口・太田モデル（関口、太田、飯塚） 
④ 下負荷面モデル（橋口） 
⑤ Tijモデル（中井、松岡） 
⑥ ＭＩＴ－Ｅ３（Whittle、Kavvadas） 
⑦ 上負荷面カムクレイモデル（浅岡、野田） 

 
①カムクレイモデルは、それまで別々に扱かわれていた土の“圧縮・圧密”と“せん断”

を同じ土俵で論じた最初の弾塑性モデルであり、それ以降のモデルに比べると非常にシン

プルでありかつ実績が最も多い。その反面、実際の土の挙動へ適用する上で定量的に合わ

ないこともある。 
それ以降のモデルはある意味でカムクレイからの発展を意識したものといえる。上に挙げ

たモデルのうち、③関口・太田モデル、④下負荷面モデル、⑤Tij－カムクレイモデル、⑦
上負荷面カムクレイモデルはいずれも“カムクレイ型のモデル”と呼ばれるものであり、

塑性体積ひずみが応力、塑性ひずみ、時間で一義的に決まる流動曲面であると考えた、い

わゆる流動曲面型のモデルである。一方、②足立・岡モデルは同じくカムクレイ型のポテ

ンシャル項を使った流れ則を用いるものの塑性ひずみ速度を超過応力項だけで表現し、超

過応力型のモデルと呼ばれる。以上のモデルでは押しなべて除荷過程の挙動を弾性的に表

現しているが、⑥MIT-E3モデルでは非排水の周期的負荷を受ける過圧密粘土の履歴挙動を
ヒステリシス-ループで表現したものであり、ベントナイトの除荷時の挙動を表現する上で
適用可能性を探るためここに挙げた。 
以降に各モデルの特徴を述べる。 
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(2) 各モデルの特徴 
(1)に記した各構成モデルについて、その理論的背景及び構成式（応力－ひずみ関係）の
導出、応力空間における基本曲面（降伏曲面、負荷曲面、塑性ポテンシャル曲面、破壊基

準）の考え方、物性パラメータ及びその取得方法、適用性などについて述べる。 
 
 なお、以下の記述で用いる応力の不変量と偏差応力の不変量について、応力の不変量（各

点ごとに決まる方向によらない量）は以下に示しておく。 
  zyxI σσσσσσ ++=++= 3211  
  

222
1332212 zxyzxyxzzyyxI τττσσσσσσσσσσσσ −−−++=++=  

222
3213 2 xyzzxyyzxzxyzxyzyxI τστστστττσσσσσσ −−−+==  

また、各垂直応力成分から平均垂直応力 p（ 3/1I= ）を引いた偏差応力（ ps −= 11 σ , 
ps −= 22 σ , ps −= 33 σ ）の不変量は下式で表される。 

  03211 =++=++= zyx ssssssJ  
  

222
1332212 )( zxyzxyxzzyyx ssssssssssssJ τττ +++−−−=++−=  

( ) ( ) ( ){ }2
13

2
32

2
21

2
3

2
2

2
1 6

1)(
2
1 σσσσσσ −+−+−=++= sss  

6/2
12 II −=  

222
3213 2 xyzzxyyzxzxyzxyzyx sssssssssJ ττττττ −−−+==  

  
3

1213 27
2

3
1 IIII +−=  

 
 
(ⅰ)オリジナルカムクレイ及び修正カムクレイモデル 
(a) 構成式及び基本曲面 
カムクレイモデルは、それまで“圧縮・圧密”および“せん断” が別々に扱われていた
土の挙動を同じ土俵でモデル化した最初の弾塑性モデルであり、Roscoe を中心とするケン

ブリッジ大学の研究者グループによって提案された。Roscoe らは土を弾塑性体と仮定し、

実験的に明らかにされてきた限界状態(critical state)と状態曲面（state boundary surface）の存

在を考慮して、練り返された正規圧密粘性土に対する等方応力下における力学挙動を説明

し得るモデルとして構成式を導出した。 
前提として、Roscoeらは次のような仮定をした。 
①粘土の変形に対して降伏の考え方を導入し、降伏関数の存在を仮定する。 
②Druckerの仮説から導かれる流れ則（歪増分ベクトルの降伏曲面への垂直性）を仮定する。 
③降伏関数を誘導にあたって、内部消散エネルギー増分と外部からなされる塑性仕事増分

が等しいとする（応力－ダイレイタンシー関係を仮定ともとれる）。 
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④塑性間隙比（微小変形では塑性体積ひずみに対応）を硬化パラメータとする硬化則を用

いる。 
 以下、Roscoe らの研究にならって軸対称応力状態を考え、以下のような量および記号を
用いる。 

'iσ ：有効主応力、 i =1,2,3、 2σ = 3σ , wii u−= σσ ' , wu は間隙水圧、 iσ は主応力 
q：軸差応力、 31 σσ −=q 、 31 σσ >  
p：平均全応力、 3/)2( 31 σσ +=p  

'p ：平均有効応力、 3/)'2'(' 31 σσ +=p  
M ： qp −' 面上での限界状態線の傾き（限界状態での '/ pq  の値） 

  三軸圧縮状態で、
'sin3

'sin6
φ
φ

−
=M  

  三軸引張状態で、
'sin3

'sin6
φ
φ

+
=M  

'φ ：内部摩擦角 
λ：圧縮指数（圧縮時のe～ 'ln p 曲線の傾き） 
κ ：膨潤指数（膨潤時のe～ 'ln p 曲線の傾き） 

p
vdε ：塑性体積ひずみ増分、 ppp

v ddd 3311 2 εεε +=  
p

ddε ：塑性偏差ひずみ増分、 ( )ppppp
d ddddd 33113311 3

2
3
1 εεεεε −=−=  

 
以下、降伏関数 f を導出する。 
 流れ則、及び応力の主軸とひずみ増分の主軸が一致する（関連流れ則）と仮定して 

  
'p

fhd p
v ∂

∂
=ε        (2.16) 

  
q
fhd p

d ∂
∂

=ε         (2.17) 

q
f
p
f

d
d

p
d

p
v

∂
∂
∂
∂

=
'

ε
ε         (2.18) 

ここに、hは流れ則のパラメータである。ひずみ増分ベクトルの降伏曲面への垂直性より、  

'dp
dq

d
d

p
d

p
v −=

ε
ε

       (2.19) 

 式(2.18)、(2.19)より、 
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'
'

dp
dq

q
f
p
f

−=

∂
∂
∂
∂

        (2.20) 

 一般には式(2.20)を積分して降伏曲面 f が得られることになるが、カムクレイモデルでは、
「外力による消散エネルギーは内部消散エネルギーに等しい」との仮定を利用する。 
 外部消散エネルギー部分は 

p
d

p
v

p
ijijex qddpddW εεεσ +== '  

  内部消散エネルギー増分は 

  indW p
ddMp ε'=  

と表される。 inex dWdW = より、 

'p
qM

d
d

p
d

p
v −=

ε
ε

       (2.21) 

なお、このようなエネルギー消散式を考えずに、式（2.21）を直接、応力－ダイレイタン
シー式と仮定すると考えてもよい。式(2.18)と(2.21)から微分方程式を作り解けば、 

 0
'

ln
'
'ln

' 00

=−+=
p
p

p
p

Mp
qf y       (2.22) 

 ここに、 yp ：硬化パラメータ、 '0p ：初期平均有効応力 である。 

 ここで、塑性仕事増分の計算からも明らかであるが、流れ則の適用において、軸対称応

力状態においては応力qに対しては塑性偏差ひずみ p
dε が対応している。 

降伏関数を図示すると、図 2-8のようになる。 
 
なお、一般応力状態で式（2.22）を一般化すると、 

 0
'
'

ln
'
'

ln
'

2

00
*

2 =−+=
m

my

m

m

mM
J

f
σ
σ

σ
σ

σ
 

 ここに、 qJ
3
22 2 = は偏差応力テンソルの第

二不変量、 '' pm =σ は平均有効応力、 MM
3
2* =

は限界状態での応力比 '/2 2 mJ σ 、 'myσ は硬化パラメータである。 

q = Mp’ 

p’ 

dq/dp’ = 0 

f = 0 

py/e 

  q 

図 2-8 降伏曲面 
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次に、塑性間隙比

pe を硬化パラメータとし、その発展則すなわち硬化則を以下のように
仮定し、流れ則のパラメータhを求める。 

  ( )
y

yp

p
dp

de κλ −−=        (2.23) 

 塑性体積ひずみと塑性間隙比（
pe ）の間には次の関係がある。 

  
e

dede
p

p
v +

−=
1

       (2.24) 

したがって、 

  
p

v
y

y de
p

dp
ε

κλ −
+

=
1         (2.25) 

'0ppy = で初期体積ひずみがゼロとすると、降伏関数は次のように書きなおすことがで

きる。 

01
'
'ln

' 0

=
−
+

−+= p
v

e
p
p

Mp
qf ε

κλ
     (2.26) 

Pragerの適合条件より、 









−

−
+









−+

=

∂
∂

∂
∂

∂
∂

−
∂
∂

−
=

'
1

'
'

'

'
'

p
qMe

dp
p
qMdq

p
ff

dq
q
fdp

p
f

h
p

v κλε

    (2.27) 

 ひずみ増分は関連流れ則から求められ、一般応力状態での塑性ひずみ増分は、式(2.26)の
降伏関数より、 

 ( ) 










+










−











−
+

+
−

=
2

2*

2
*

2

23'
2

2'
2

'
'

1 J

sJ
M

JM
Jdd

Me
de ijij

mmm

mp
v

δ
σσσ

σκλ  (2.28) 

となる。ここで、 ijs は偏差応力テンソルである。 

 三軸応力状態でのひずみ増分は次のように求められる。 

 ( ) ( )[ ]'
'1

dpMdq
Mpe

de e
v ηκλ

−+
+
−

=      (2.29) 

 ( )
( )









−
−+

+
−

=
η
ηκλ

M
dpMdq

Mpe
de p

v
'

'1
     (2.30) 

ただし、ηは応力比で '/ pq=η である。 
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また、弾性体積ひずみ増分
e

vde は次式で求められる。 

 
'
'

1 p
dp

e
de e

v +
=

κ        (2.31) 

 
次に、状態境界面（state boundary surface）について述べる。 

 
e

vde を塑性体積ひずみ増分、 ede を弾性間隙比増分とすると、 

 
'
'

p
dpdee κ−=         (2.32) 

であるから、式(2.31)を考慮して、 
  









+

+
−=

+
−

=
'
'

1
1

1 p
dpde

ee
dedede

e
e

v κ      (2.33) 

式(2.22)の全微分に式(2.23)を考慮して式(2.33)に代入し、 Mpq ='/ のとき cee = 、 '' cpp =

として積分すると、 

 







−+−−

−
=+ κλκ

κλ '
'ln1

'
'ln

' c
c

c p
pee

p
p

Mp
q     (2.34) 

 となる。体積比は ev += 1 だから、限界状態を考えると、限界状態線上で Mpq ='/ 、

'p =1(kN/m2)のとき、 Γ=v とおく。このとき、式(2.34)より、 
 'ln cc pv λ+=Γ        (2.35) 
したがって、式(2.34)から、次式で表される状態境界面が求められる。 

 [ ]'ln' pvMpq λκλ
κλ

−−−+Γ
−

=      (2.36) 
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図 2-9 状態境界面 
図 2-10 限界状態線 
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図示すると、図 2-9、図 2-10 のようになる。e = 一定（非排水条件）で状態境界面を切

ると非排水経路が求められ、
p

vε = 一定で状態境界面を切ると降伏面が求められる。 

 

限界状態では
p

vdε =0であるから 'Mpq = 、 また ddε → ∞となる。 

限界状態を 'pv − 平面に投影すると、 'Mpq = より、式(2.36)から、 
'ln pv λ−Γ=         (2.37) 

が成り立つ。正規圧密曲線は 'ln pNv λ−= と表されるから、限界状態線（式(2.34)）に平
行である（図 2-11）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(b) 修正カムクレイモデル 

Roscoeと Burlandは、カムクレイモデルにおけるエネルギー式の仮定を修正することによ

り、次のような楕円型の降伏関数を提案している（図 2-12）。 

  2

2
2 ''

M
qpppf y +−=    (2.38) 

この降伏関数に基づく理論を修正カムクレイモデル

と呼ぶ。 
修正カムクレイモデルにおけるエネルギー式の見

直しは、限界状態において成り立つ消散エネルギー

式； 
pdMpdW ε'=   (2.39) 

がオリジナルのカムクレイにおいてせん断の全過程

で成立するとしているのはおかしいのではないか、

との考えが発端である。例えば等方圧密過程では、 

図 2-11 限界状態線 
図 2-12 修正カムクレイモデルの降伏面 
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pdvpdW '=        (2.40) 
であり、この２つの特別な場合を一般化した形として 

  ( ) ( )22' pp MddvpdW ε+=       (2.41) 

を仮定している。 

 幾何的にみればこれは塑性仕事ベクトルの勾配を示す定数であり（
pp dMpvdp ε
rr '' + ）

と等価である。(2.31)と pp qddvpdW ε+= ' を連立すれば、 

  ( ) ( ) pppp ddvMddv εηε +=+
22

     (2.42) 

となり、変形すれば 

  22
2

η
ηε
−

=
Mdv

d
p

p

       (2.43) 

という関係が得られる。応力ひずみ関係は(2.43)を考慮して 

 







+

+
+
−

= η
η

ηκλ d
Mp

dp
e

dv p
22

0

2
'
'

1
     (2.44) 

 ( ) 







+

+
−

+
=

'
'2

1
1

22
0 p

dpd
Me

dv λη
η

ηκλ     (2.45) 

 







+

+







−+

−
==

'
'22

1 2222
0 p

dpd
MMe

dd p η
η

η
η

ηκλεε    (2.46) 

のように決定される。 

 

 
(c) 物性パラメータ 
先行圧密荷重での間隙比 0e や先行圧密荷重のほか、カムクレイモデルにおけるパラメー
タはλ , κ , M , Γの４個である。λ , κ は圧密試験の e～ 'ln p より処女圧縮線、及び膨
潤線の勾配として決定される。 

M はせん断過程における限界状態での応力比 '/ pq であり三軸試験を実施することによ
り決定できる。また排水試験を行って応力比－ひずみ増分比関係を求めれば応力比軸の切

片として求めることができる。 
Γは e～ 'ln p 面上に投影された限界状態線上で 0.1'=p (kN/m2)のときの間隙比に相当
し、２ケース以上の非排水試験を実施して限界状態線上を e～ 'ln p 上に投影することによ
って決定される。 
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(d) 適用性 

 カムクレイモデルは正規圧密された粘土の力学挙動をよく表す構成方程式であると知ら

れており、海外の研究を含めてカムクレイモデルの適用実績は非常に多い。ただし、初期

のモデルは数値計算上ピーク強度後の軟化現象を説明し難いことから、その適用は正規～

過圧密比の小さな粘土に限られると考えられる。 

しかし、後に拡張された負荷基準の適用が考案され、関口は、「硬化・軟化・完全塑性を

整合的に示す弾塑性モデルといえる」としている。また、当初は三軸状態でしかモデルの

適用が考えられていなかったが、後に平面ひずみ状態、多軸状態への拡張も行われている。 
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(ⅱ)足立・岡モデル 
粘性土はひずみ硬化－軟化、およびひずみ速度依存性を示す材料であるとして、足立・岡

野は Perzynaの弾粘塑性理論に基づいて Cam－clayモデルを拡張し、弾粘塑性構成式を提
案した。この理論においては、ひずみ硬化パラメータとして非弾性最大ひずみを用いてい

る。その後、岡、足立・岡は硬化パラメータとして非弾性体積ひずみをとることにより拡

張し、クリープ、ひずみ速度効果、二次圧縮（圧密）のような多くの時間依存性挙動を説

明することに成功した、としている。 
足立・岡モデルに関する発表文献をたどると、モデル化において随時改良が加えられてお

り、解析パラメータもそのたびに異なる変数（または定数）を用いたものとなっている。

ここではまずその理論の概要を「森北出版 地盤の弾粘塑性構成式」を参考に記述したの

ち、最も新しく発表された構成式（岡、木元、他 2001）について示す。 
 
(a) 超過応力型粘塑性構成式（1982） 

1) 構成式の誘導 
 Perzyna は、動的および静的挙動の差は材料のひずみ速度依存性によると考え、その性
質を粘塑性と定義した。Perzynaは次のような粘塑性変形に対する流れ則を仮定した。 

 ( )
ij

vp
ij

fF
σ

γε
∂
∂

>Φ<=&             (2.47) 

 ここに、記号＜ ＞は次のように定義される。 

 ( )












≥Φ

≤
>=Φ<

0),(

0,0

FF

F
F       (2.48) 

 式(2.47)において、γ は粘性係数、 )(FΦ は実験的に決定されるべきひずみ速度効果を表

す汎関数である。また、 0=F は静的降伏関数であって、次のように表される。 

 
( )

1
,

−=
s

vp
ijij

k
f

F
εσ

       (2.49) 

ここで、 f は応力テンソル ijσ と粘塑性ひずみテンソル vp
ijε に依存し、 sk は仕事硬化パ

ラメータである。 
 ここで、平衡状態での挙動がオリジナル Cam－clay モデルで記述されると仮定すると、
静的降伏関数は次のように表される。 

s
m

s
my

m

s
m

s
m

s

s k
M

J
f ==+=

'
'

ln
'

'
ln

'
2

0

)(

0

)(

)(*

)(

2

σ
σ

σ
σ

σ
    (2.50) 



JNC TJ8400 2002-031 

－193－ 

 ここで、 ijij ssJ ,2 2 =  は偏差応力テンソルの第二不変量、 'mσ は平均有効応力、 *M は

限界状態での応力比 '/2 2 mJ σ の値である。また、 'myσ はひずみ硬化パラメータ、 '0mσ は

単位平均有効応力である。 

 式(2.50)のひずみ硬化パラメータ 'myσ の発展式は、非弾性ひずみ増分 p
vdε と次のような

関係にある。 

 
p

vs
my

s
my ded

ε
κλσ

σ
−
+

=
1

'
'

)(

)(

       (2.51) 

初期の粘塑性体積ひずみを
p

vε とすると、積分して 

 ∫ −
+

=
p

v p
vs

myi

s
my deε

ε
κλσ

σ
0)(

)( 1
'
'

ln       (2.52) 

ここで、サブインデックス iは初期値を、 )(s は静的な量であることを示す。更に、λは
圧縮指数、e～ 'ln mσ の傾き、κ は膨潤指数を示す。図 2-13 は式(2.51)で表されるひずみ

硬化則を示すが、上付き指標 )(d は動的な状態を示す。 'myσ は粘塑性体積ひずみとともに

増大する。 

 
図 2-13 ひずみ硬化パラメータと非弾性体積ひずみの関係 

 
 次に、動的降伏関数について考える。式(2.49)の 0=F が静的降伏関数を表現することよ

り、動的降伏関数 f は静的降伏関数と同じ形を持つことになる。したがって、動的降伏関
数は次式で与えられる。以下では簡単のため、応力不変量については上付指標(d)を省略す
る。 
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 d
m

my

m

m

m

k
M

J
f ==+=

'
'

ln
'
'

ln
'

2

00
*

2

σ
σ

σ
σ

σ
     (2.53) 

 ここで、 dk は動的ひずみ硬化パラメータである。図 2-14は動的および静的な降伏関数を

示す模式図である。
)(d

ip は例えば一日等方圧密後の動的状態を示す。これに対し、 )(s
ip は

)(d
ip 点と同じ粘塑性体積ひずみを持つ無限時間に到着可能な静的等方圧密曲線上の点であ

る。経路
)(d

ip → )(dp はあるひずみ速度でのせん断経路であり、 )(d
ip → )(s

up は非排水状態

での等方応力緩和試験の経路である。また、
)(d

ip → )(dp∞ は二次圧密の経路である。 

 
 
 
 
 
 
 

図 2-14 静的および動的降伏曲面 
 
 具体的な構成式を得るためには、 )(FΦ の形を決定しなければならない。実験データに基

づいて次のように関数形を決定した。 

 









=Φ )(

)(

0 '
'

ln'exp)( s
my

d
mymCF

σ
σ

      (2.54) 

 更に具体的に記すと、微小ひずみ場では 0ee = （初期間隙比）と仮定でき、次のように示
せる。以下では、簡単化のため上付指標(s)を省略する。 

 
























−
+

−+=Φ p
v

me

m

m
m

e
M

J
mCMF ε

κλσ
σ

σ
σγ 0

*
2* 1

'
'

ln
'

2
'exp')(    (2.55) 

 



















−=

me

myimCC
'
'

ln'exp0 σ
σ

      (2.56) 

ここに、（2.55）式では vp
i

vp vv − を改めて vpv としている。 vp
iv は塑性体積ひずみの初期
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値、 me'σ は初期圧密圧力、 'm は粘塑性パラメータである。 
Cは（2.56）式より、現在の圧密圧力がどのくらい初期硬化パラメータに比較して大きい

か、また図 2-13より初期粘塑性体積ひずみにも依存することになる。 vp
iv が大きいと myi'σ

が大きくなり cは小さくなる。また、圧密圧力が初期ひずみ硬化パラメータより大きいとC
は大きくなることになる。このモデルでは、Cを材料定数と考えている。 
 

2) 材料パラメータの決定 
 非排水条件下においては、 0=kkε& だから、弾性体積ひずみを考慮すると、 

 ( ) 0
'
'

1
=+

+
p

v
m

m d
d

e
ε

σ
σκ        (2.57) 

 したがって、初期状態での体積塑性ひずみを 0 とおくと、微小ひずみ場では、間隙比を
初期間隙比 0e として、平均有効応力と塑性体積ひずみの間には一対一の関係があることに
なる。 

 
'
'

ln
1 me

mp
v e σ

σκε
+

−=        (2.58) 

 非排水条件下での偏差ひずみ速度テンソルは次のように表される。 

 

2
* 2

)(
'

1
2 J

s
F

MG
s

e ij

m

ij
ijij Φ+== γ

σ
ε

&
&&      (2.59) 

 慣用の三軸圧縮条件下においては、次のような関係があるから、 

 
( )

3
2 31

11
σσ −

=s  、 ( )312 3/22 σσ −=J  、
( )

3
2 31

1111
σσ

ε
−

== e  、 

''' 321 σσσ =>  、  31 σσ −=q  、  

'
)(3/2

3 *11
mM
F

G
q

σ
ε Φ

+=
&

&  

 ここで、更に次のようなパラメータCを導入して書き直すと、 

 















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
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'
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

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となる。 
 弾性ひずみが無視しうるとすると、異なる定ひずみ速度での三軸圧縮試験での応力経路
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上の等粘塑性体積ひずみをもつ２点において次式が成り立つ（図 2-15）。 

 

( ) ( ) ( ) ( )



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M
mJJ

M
m

σσσσε
ε
&

&
   （2.61） 

  
 
 
 
 
 
 
 

図 2-15 非排水応力経路 
 
式(2.57)を考慮すると、等粘塑性体積ひずみをもつ２点での平均有効応力は等しい。図 2-16

は異なるひずみ速度で行った非排水三軸圧縮試験結果の等粘塑性体積ひずみ
p

vε をもつ点

をプロットしたものである。この傾きより 'm が求められ、同時にCが決定される。 
 
 
 
 
 
 
  

図 2-16 応力比－ひずみ速度関係 
 

これらの粘塑性パラメータは二次圧密速度α と初期粘塑性体積ひずみ速度 p
v )0(ε& と次のよ

うな関係にあることが分かっている。 

  ( ) '1 me+
−

=
κλα   CMp

v
*

)0( =ε&  

 
 弾粘塑性構成式は粘性土の時間依存性挙動をよく説明できるが、オリジナルな Perzyna
型の弾粘塑性モデルにおいては、クリープ破壊を説明できないため、足立・岡はモデルの

拡張を行った。 
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(b) 拡張弾粘塑性構成式（1987） 
 超過応力F を次式で表すと、 
 ( )vpfF εσ −=        (2.62) 
 粘塑性ひずみ速度

vpε& は次式で与えられる。 
  ( )FGvp =ε&         (2.63) 
 ここで、粘塑性ひずみ速度を時間微分すると、粘塑性ひずみ速度の時間変化は 

  
t
F

F
Gvp

∂
∂

∂
∂

=ε&&        (2.64) 

 となる。ここで、関数GがF に関して単調増加関数の場合、 FG ∂∂ / は正だから、粘塑
性ひずみ硬化を考える場合、 

  0≥
∂
∂

vp

f
ε

        (2.65) 

となり、クリープ過程では応力σ は一定だから、結果として 

  0≤
∂
∂

−=
∂
∂

vp

f
t
F

ε
       (2.66) 

となる。したがって、 
  0≤vpε&&         (2.67) 
つまり、クリープ過程では、粘塑性ひずみ速度は単調に減少し、加速クリープは表現され

ない。反対に、粘塑性ひずみ軟化を仮定する場合は、 

  0≤
∂
∂

vp

f
ε

        (2.68) 

となるから、加速クリープを再現できることになる。 
 次に、加速クリープを表現できるように構成式を拡張する。 
 この問題は、現象的には粘塑性パラメータCの応力比依存性、また構造的には、限界状
態でのひずみ速度非依存性として捉えることにより解決できる。したがって、ここで述べ

るような第二材料関数を導入することにより、拡張修正できる。 
 第二材料関数を導入して、次のように粘塑性ひずみ速度テンソルの流れ則を表す。 

  ( ) ( )
ij

vp
ij

fF
σ

ξε
∂
∂

>Φ<Φ= 12&       (2.69) 

 ここに、 ijσ ：応力テンソル, vp
ijε& ：粘塑性ひずみ速度テンソル 1Φ  , 2Φ ：第一

及び第ニ材料関数, ξ ：構造破壊を制御する内部状態関数, 0=F ：静的降

伏関数, f ：動的降伏関数 
 第二材料関数と内部変数ξ は破壊を支配するものとして導入された。 
 式(2.47)より、動的降伏関数は次のように表される。 
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  ( ) ( )
( ) 











































∂

∂

∂

∂

Φ
Φ+×=

−

− 2

1

2

21
11,

mnmn

vp
ijs

vp
ijij

ffI
kf

σσξ
εεσ  (2.70) 

 ここで、 2I は粘塑性ひずみ速度テンソルの第ニ不変量であって、次のように定義される。 

  
vp

ij
vp

ijI εε &&=2  

 式(2.70)は動的降伏関数が粘塑性ひずみ速度と粘塑性ひずみの両方に依存することを示
している。Aubry ら（1985）は限界状態においては粘土材料はひずみ速度依存性を示さな
いことを指摘したが、この事実は、破壊条件がひずみ速度に依存しないことと等価である。

このような点を考慮して、内部変数ξ の発展則と第二材料関数を以下のように仮定する。 
 内部変数の発展則は一般に次のように書くことができる。 

  ( ) ( ) ( ) vp
mn

vp
ijijmnmn

vp
ijijmn

vp
ijij fff σεεσξσεσξεσξξ &&& ,,,,,, 210 ++=   (2.71) 

 第二材料関数は、次のような条件を満足するものとする。 
 ①限界状態でξ は無限大になり、そのとき 2Φ も無限大になる。 
 ②ξ は正の値 
限界状態で 2Φ が無限大になれば、式(2.69)より 

( ) ( )vp
ijs

vp
ijij kf εεσ =,  

となって、降伏関数のひずみ速度依存性は消滅することになる。 
 加速クリープを表現するため、内部変数の発展側と第二材料関数の形を次のように仮定

する。ただし、ここでは等方圧密の正規圧密粘土を取り扱う。 

  ( ) x
xMC

M
&&

−
= *

2

2*

ξ        (2.72) 

初期条件は 0=t で, ( ) 00 =ξ , ( ) 00 =x  

  ここに、 '/2 2 mJx σ=  , 2C  ：材料定数 

 ( ) ξξ +=Φ 12         (2.73) 
第一材料関数としては、既に述べた足立・岡のものと同様な関数を用いる。なぜなら、

破壊の直前までは、ほぼ 2Φ は 1.0に等しく、限界状態の直前に 2Φ は増大するからである。
このことは、限界状態の近傍まで第二材料関数を考慮しない構成式で現象をよく表現でき

ることに対応している。 
弾性ひずみ速度テンソルを考慮することにより、加速クリープも考慮しうる弾粘塑性構

成式が得られる。 
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( ) ( ) ( )
ij

ijmijij
fF

e
s

G σ
ξγδσκε

∂
∂

>Φ<Φ+
+

+= 12'
132

1
&&&    (2.74) 

























−
+

−+=Φ p
v

me

m

m

e
M

J
mCF ε

κλσ
σ

σ
γ 1

'
'

ln
'

2
'exp)( *

2
1  , ξ+=Φ 12  (2.75) 

ここに、G：弾性せん断係数, ijδ ：クロネッカーのデルタ, ijs ：偏差応力テンソル, 

'meσ ：初期平均有効応力, C：粘塑性パラメータ である。 
 

(c) 飽和粘土の弾粘塑性構成式（2001） 
 従来の足立・岡らの提案する弾粘塑性構成式では、正規圧密領域、過圧密領域において

それぞれ異なる形の降伏関数を用いており、また単調載荷時においては超過応力型、繰返

し載荷時においては移動硬化型の降伏関数を用いている。最新の提案（岡、木元ら、2001）
では、より汎用性の高い構成式として、繰返し載荷時にも適用できる移動硬化型で、かつ

正規圧密・過圧密の両領域で同じ降伏関数を用いている。この構成式の概要は以下の通り

である。 
 
・過圧密境界面 
正規圧密領域 0≥bf 、過圧密領域 0<bf の境界面は、次の関数で表現される（図 2-17）。 

0
'
'

ln*
)0(

* =+=
mb

m
mb Mf

σ
σ

η       （2.76） 

( )( ){ })0(
**

)0(
**

)0(
*

ijijijij ηηηηη −−=  , 
m

ij
ij

S
'

*

σ
η =    （2.77） 

vp
mbimb ve









−
+

=
κλ

σσ 01
exp''       （2.78） 

 
 
 
 
 
 

図 2-17 過圧密境界面、塑性ポテンシャル面 

ここに m'σ は平均有効応力、 ijS は偏差応カテンソル、 mM *
は変相応力比で粘塑性体積ひ

ずみ増分が圧縮から膨張へ変化する時の応用比の値で定義される。 )0(
*

ijη は異方圧密後の応

力比である。過圧密境界面は粘塑性体積ひずみの増加に伴い、式（2.78）によって膨張する。
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なお等方圧密終了時に現在の応力状態が 0=bf  上にのっておらず、 bf 面の外側にあると
仮定すると等方応力状態での応力状態での応力緩和現象を説明することができる。 

 
・静的降伏関数 
静的降伏関数は、応力比の変化に関するものと平均有効応力の変化に関するものの和で表

現される（Double kinematic hardening model）。 

( ) ( ){ } 0
'
'

ln~ **2/1**** =−







+−⋅−= m

ma

m
ijijijijy yMxxf

σ
σ

αηη   （2.79） 

ijx* , my*
は移動硬化パラメータで、それぞれ粘塑性偏差ひずみ増分

vp
ijde 、粘塑性体積

ひずみ増分
vpde に伴って変化し、非線形移動硬化則を用いて以下の式で表現される。 

  ( )vp
ij

vp
ijij dxdeABdx γ*

1
*

1
** −=  ,  vp

ij
vp

ij
vp deded ⋅=γ   （2.80） 

  ( ) vpvp
m

vp
mmm dvAdvydvABdydydy 3

**
2

*
2

*
2

*
1

** +−=+=   （2.81） 

 

 1
*A , 1

*B , 2
*A , 2

*B , 3
*A は材料定数である。 1

*B の発展則を ( ) vp
St dBBBdB γ*

1
*

1
* −−=  

で与える。 
 
・塑性ポテンシャル関数 
塑性ポテンシャル関数は、静的降伏関数と同形で以下の式によって表現される。 

( ) ( ){ } 0
'
'

ln~ **2/1**** =−







+−⋅−= m

ma

m
ijijijijp yMxxf

σ
σ

ηη    （2.82） 

正規圧密領域では mMM **~ = 、過圧密領域では
( )
( )mcm

ijijM
'/'ln

~
2/1**

*

σσ
ηη ⋅

= とする（図 2-17）。た

だし過圧密領域であっても一旦 mMM **~ = に達した後は mMM **~ = で一定であるとする。 
 

(d) 物性パラメータ 
 足立・岡らが提案するモデルで用いる解析パラメータは、その対象とする土の挙動の表

現（構成則の提案や修正）ごとに若干の違いがある。用いられるパラメータは、ヤング係

数 E、圧密係数λ、膨潤指数κ、間隙比 e、軸ひずみ変化速度 11ε& 、破壊時の応力比Mf（圧

密側Mfc、引張側Mfe）、最大圧縮時の応力比Mm（圧密側Mmc、引張側Mme）、γ～ηの初
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期勾配 G’1、粘塑性パラメータ（G2、m0、C01、C02 ）などであり、繰返し載荷を考慮する
モデルの場合はこれに材料定数（B0、Bs、Bt、A2、B2、B3など）が加わる。しかし、粘塑

性パラメータや材料定数の物理的意味、それらの実験からの求め方は、文献からは明らか

でない。 
 
(e) 適用性 
足立・岡らのグループは、これまで対象とする粘土や対象とする挙動に応じて構成式に修

正を加えている。すなわち、粘土の異方圧密後の繰返し挙動（土木学会第 47回年次学術講
演会）、自然粘土の乱れの評価（第 28回土質工学研究発表会）、熱を考慮した弾粘塑性構成
式の提案（第 30回土質工学研究発表会）、有限変形理論を用いた粘土の変形局所化解析（第
28 回土質工学研究発表会）、重過圧密粘土への適用に向けた構成式の提案（土木学会第 49
回年次学術講演会）、繰返し弾粘塑性構成式の定式化（第 31 回地盤工学研究発表会）など
である。それらの報告では、提案した構成則が対象とする挙動を表現するのに有効・適切

であることが述べられている。 
実構造物への適用実績もあり、このモデルは研究グループによって手を加えられつつ実用

化されているモデルといえる。 
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(ⅲ) 関口・太田モデル 
関口・太田モデルは、柴田（1963）に始まるダイレイタンシー理論および粘性土の圧密
特性を、一般的な応力空間で結合し導かれた弾塑性構成モデル（太田、1971）と、村山・
柴田のレオロジー特性に関する研究の流れをくむ弾・粘塑性構成モデル（関口、1977）と
に基礎をおくものである。特に、ダイレイタンシー特性が一般化され（関口・太田、1977）、
主応力の回転に伴う異方性の表現を可能にしている。 
本モデルは、異方圧密の効果、ダイレイタンシーの効果、クリープ効果等の力学特性の表

現能力、理論的整合性、土質パラメータの決定のし易さに優れている。 
ここでは、関口・太田モデルの基本となる弾塑性構成式を初めに示し、その後に弾・粘塑

性構成式への拡張を紹介する。 
 

(a) 弾塑性構成式 
1) モデルの前提条件 
 関口・太田が提案した弾塑性構成モデルは、表－に示した構成則の分類に従えば、「単一

降伏面を有し、関連流れ則に従うモデル」に分類される。関口・太田モデルは、構成関係

の誘導過程に、以下に示す前提条件を設けたうえで、実験事実に基づいて定式化されてい

る。 
①土の変形に対しては、応力の静水圧成分による変形と偏差成分による変形の線形的な重

ね合わせが成立する。 

②有効応力 ij'σ の静水圧成分および偏差応力成分を以下の応力パラメータで表している。 

  （静水圧成分）：
( ) ijijp δσ '3/1'=  （2.83） 

  （偏差成分）： ijijij ps δσ '' −=  （2.84） 

 

③偏差応力成分 ijs と静水圧成分 'p の比を ijη 、この応力比 ijη の初期値を
'0

0
0 p

sij
ij =η で表し、

一般的な異方応力状態を規定する新たなパラメータ *η を、次式のように定義している。 

( )( )( ){ } 2/1
002/3* ijijijij ηηηηη −−=  （2.85） 

 このパラメータを用いることによって、後述する応力誘導異方性の一般的な記述を可能

にしている。 
④塑性体積ひずみ

pv に対しては、等方圧密成分 c
pv とダイレイタンシー成分 d

pv の重ね
合わせが成立する。 

d
p

c
pp vvv +=  （2.86） 
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⑤Drucker の塑性論の中で示された仮説に基づき、負荷関数が降伏関数および塑性ポテン

シャル関数に等しいものとする。また、塑性体積ひずみ
pv を硬化パラメータκ とし、

流れ則（関連流れ則）が成り立つものとする。 
 Druckerの仮説の概要は以下のとおりである。 
・ 材料の応力が変化するとき、負荷された外力の成す仕事は負にならない（局所的安
定条件（唯一性条件））。 

    
0≥⋅ ij

p
ij dd εσ  （2.87） 

・ 任意の応力状態から応力が変化し、再び元の応力状態に戻る場合、この間に外力の
なした仕事は負にならない（大局的安定条件（最大塑性仕事の原理））。 

    ( ) 0≥− ij
p

ij
o

ij
f dεσσ  （2.88） 

   ここに、添え字 f 、oはそれぞれ負荷曲面上と元の応力状態を表す。 
 
 式（2.87）、（2.88）の条件から、負荷曲面（降伏曲面）と塑性ひずみ増分に関する以下
の重要な性質が導かれる。 
・ 負荷曲面は凸曲面でなければならない。 
・ 負荷曲面の滑らかな（正則な）領域では、塑性ひずみ増分は負荷曲面の外向き法線
ベクトルで表されなければならない。 

    

0, ≥Λ
∂
∂

Λ=
ij

ij
p fd

σ
ε

 （2.89） 

この関係は、塑性ひずみ増分の直交則（normality rule）と呼ばれる。この関係を
常に満足するためには、降伏関数 *f 、塑性ポテンシャル関数 gが負荷関数 f に等
しくなければならない。 
負荷曲面の特異点においては、その点に集まる曲面の外向き法線によって囲まれ

る領域（一般には錐形をなす）のなかに含まれるベクトルでなければならない。 
・ 塑性ひずみ増分は、応力の１次関数で表せなければならない。 

 
2) モデルの基礎となる実験事実 
 関口・太田は、構成モデルを定式化するに際して、正規圧密粘土の体積変形特性（圧密

ならびにダイレイタンシー特性）に関する以下の実験事実に着目した。 
①圧密特性に関する実験事実（図 2-18） 
 正規圧密粘土の圧密挙動の特徴として、圧密過程、膨潤過程ともに「間隙比eと平均有効
応力 'p の対数 'ln p の間に、近似的に下式で表される直線関係が成立する」。 
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 （圧密過程）








=−

'
'ln

0
0 p

pee λ
 （2.90） 

 （膨潤過程）








=−

'
'ln

0
0 p

pee κ
 （2.91） 

 ここに、添え字 0は基準状態を表しており、λ ,κ は自然対数表示における圧縮指数およ
び膨潤指数である。 
 間隙比を体積ひずみに変換すると、式（2.90）（2.91）は次のように表すことが出来る。 

 （圧密過程）
















+

=
'
'ln

1 00 p
p

e
vc

λ

 （2.92） 

 （膨潤過程）
















+

=
'
'ln

1 00 p
p

e
v c

e κ

 （2.93） 

 ここに、
( ) 0

0

0

0

00 111 e
ee

e
VV

eV
V

V
Vv VV

s

V

+
−

=
+
−

=
+

== δδ
 

 
 膨潤過程に発生する体積ひずみは可逆的であるとみなされ、可逆（弾性）ひずみとして

添え字eが付けられている。式（2.92）、（2.93）の関係から、非可逆的な（塑性）体積ひず
み c

pv を次のように表すことができる。 

    








⋅

+
−

=
00 '
'ln

1 p
p

e
v c

p κλ

 （2.94） 

 式（2.92）、（2.93）の関係は、K0 圧密を含む異方圧密（応力比一定）全体に認められ、

'ln pe − 平面上で平行な直線群が形成される（ただし、砂については、この直線関係は成立

しない）。 
 
②ダイレイタンシー特性に関する実験事実（図 2-19） 
正規圧密粘土に関する柴田（1963）、軽部・栗原（1963）の研究の中で、ダイレイタンシ
ーに伴い体積圧縮が生じ、このときの体積ひずみ dv は軸差応力比 '/ pq によって一義的に決
定され、かつ、両者が直線関係にあることが、実験的に明らかにされている。 
太田（1971）はこの実験事実に着目し、K0圧密された粘土のダイレイタンシーに伴う体

積ひずみと応力比の関係として、次式を導いている。ただし、ダイレイタンシーに伴う体

積変形は、非可逆的（ d
p

d vv = ）であることを仮定している。 
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( )0'/ η−= pqDv d
p

 （2.95） 

 ここに、Dは柴田によって導入されたダイレイタンシー係数、 0η は K0 圧密終了時の応

力比 00 '/ pq である。 
なお、主応力差qと先に示した偏差応力との関係は、次のとおりである。 

  
( ) 2/12/3 ijij ssq ⋅=  （2.96） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-18 等方圧密試験結果の模式図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-19 平均主応力一定試験あるいは異方圧密時のダイレイタンシー特性模式図 
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3) 応力誘導異方性の一般化 
土木建築に代表される自然地盤の改変行為においては、『現在の状態』、すなわち『ある応

力や変形に既に受けた状態』からの変形が問題となる。ところが、自然地盤は、土砂の堆

積から現在に至る過程において様々な応力履歴を受けている。この結果､現在を起点とした

応力変化に対する地盤の応答は、異方性を示すことになる。 
関口・太田（1977）は、主応力の回転に伴う異方性の表現を一般化するために、先の式(2.85)
で表わされる応力パラメータη＊を新たに導入し､式(2.95)を次のように表現した。 

 
 ＊ηυ Dd

p =                            (2.97) 

 ( )( )( ){ } 2/1
00

* 2/3 ijijijij ηηηηη −−=
                  (2.85） 

 
式（2.95）で与えられる d

Pυ は、qおよび p’ 'p が主応力の方向に無関係なパラメータであ
るために、主応力が回転する場合の変化を表現することができない。これに対し､パラメー

タη＊は、q、 'p が一定を保つ場合においても主応力の回転に伴って変化することから、式
（2.97）は主応力の回転に伴って発生するひずみの変化（応答の異方性）を表現できること
がわかる。 

この点を簡単に理解するために、図 2-20に示すπ平面（静水圧軸（ '''' pzyx === σσσ ）

に直交する平面）上の応力状態を考えてみる。図中の点Ｏの応力が（ opps '',0 == ）、点Ａ

が初期応力状態、点Ｂが負荷応力状態を表している。また、π平面上の等偏差応力(s)線は、
点 O を中心とする同心円群となる。このような応力面上で、ダイレイタンシー成分を表す
パラメータを比較する。 
関口・太田モデル（式（2.97））では、『 *η 』
なる独自の応力パラメータによってダイレ

イタンシー特性を記述しているのに対し､式

（2.95）の太田モデル（いわゆる異方 Cam 
Clayモデル）では『 oηη − 』、一般に良く知

られているオリジナル Cam-Clay モデルで
は『η』が用いられている。 
これらの応力パラメータのπ平面状の幾何

学的特徴を見ると、それぞれ次のように表さ

れる。 
 

図 2-20 π平面状の応力状態と応力パラメータ 
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'/)2/3('/)2/3( 0
2/1

0
2/1* pABpss o =−=η  (2.98) 

( ) '/)2/3('/))2/3( 0
2/1

00
2/1 pOAOBpsso −=−=−ηη   (2.99) 

'/)2/3('/)2/3( 0
2/1

0
2/1 pOBps ==η    (2.100) 

η＊は、sすなわちηが一定（π平面上で点 Bを通る円）であっても、OAと OBのなす角
度の変化と共に変化する。したがって、ηが一定を保ちつつ点 Bから点 B’に移動した場合
にも、式(2.97)で表されるダイレイタンシーによる体積ひずみが発生することになる。 
 
同様の経路をη-η0について考えると、点 A から点 B に至る経路に対しては式（2.95）
ではOBとOAの差に比例した体積ひずみが発生するが､点Bから点B’についてはOB－OA
－が一定であるために体積ひずみが発生することはない。なお、式(2.95)および(2.97)は、
応力が同一線上（図ではθ＝0）で変化する場合に等しくなる。 
一方、ηは OB で表されることから、初期の異方応力状態を表現することはできない。

初期応力が等方状態にある場合（ 00 0 ==== ijijsq ηη ）で、応力が同一線上で変化する

場合には、
*η 、 oηη − 、ηは何れも等しくなる。 

式（2.97）で与えられる応力誘導異方性は、材料固有の異方性（無変形状態において発現

する異方性）とは異なり、現在の応力状態（初期応力状態： '/ 000 psijij =η ）を基準とした

ために生じる見かけの異方性を表わしており、現在に至る応力履歴によって形成される性

質である。 
 
 
4) 関口・太田モデルの基本曲面 
関口・太田モデルの断塑性構成モデルは、「単一の降伏曲面」を有し、かつ「降伏曲面（関

数 f＊）」および「塑性ポテンシャル曲面（関数 g）」が「負荷曲面（関数 f）」に一致するモ
デルであり、基本的に Drucker の仮説に立脚している（応力の異方性を表わすパラメータ
にη＊を導入している点を除くと、太田(1971)の考え方に等しい）。 
関口・太田モデルの降伏曲面、限界状態線および非排水応力経路を、軸対象応力状態を例

として図 2-21に示す。 
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降伏曲面                         非排水応力経路 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-21 降伏曲面および軸対称状態での非排水応力経路 
 
関口・太田モデルでは、塑性体積ひずみ

Pυ を硬化パラメータと考え、圧密およびダイレ
イタンシー特性に関する実験事実（式(2.94),（2.97））に基づき次のように降伏関数 f＊を定
義している。 
 

( ) ( ) ( ) *'/'ln1/ ηλυυυ Dppek OOd
P

c
PP +⋅+−=+=   (2.101) 

( ) ( ) ( ) *

*

'/'ln1/ ηλ

υ

Dppek
f

OO

P

+⋅+−=

=

　　
 (2.102) 

また、
*f の全微分は次式で与えられる。 

( ) ( )( ) *

*

'/'1/ ηλ

υ

Ddpdpek
ddf

O

P

++−=

=

　　
 (2.103) 

 
5) 応力－ひずみ関係 
基本曲面に対して関連流れ則を適用することにより、塑性ひずみ増分を次のように表わす。 

0,/* ≥Λ∂∂Λ= ijij
P fd σε  (2.89) 

一方、Nagdhiの適用条件により、 
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P
ijij ddfdf υσσ =⋅∂∂= /*

*  (2.104) 

上式に式(2.89)を代入して整理すると、Λを次のように求めることができる。 

ijij
PP dd δευ =  

ijijf δσ ⋅∂∂Λ= '/*  

故に、 

( )ijij
p fd δσυ ⋅∂=Λ '// *   (2.105) 

 

ここで、 ijf '/* σ∂∂ を求めるためには若干の演算を要するが、式(2.102)を微分することによ

り、次式で表わすことができる。 

( ) ( ) ( ){ }
( )0

*

00
*

2/3

2/31/3/'/

ijij

ijklklklij

pD

eDkpDf

ηηη

δηηηηλσ

−⋅+

−⋅++−⋅=∂∂

　　　　　　
  (2.106) 

式(2.102),(2.103)から式(2.105)を求め、これを式(2.89)に代入すると、塑性ひずみ増分の
構成関係が求められる。 
一方、ダイレイタンシー成分については弾性成分が無視できるもとすると、弾性体積ひず

み増分は式(2.93)から次のように求めることができる。 

( ){ }( )'/'1/ 0 pdpekd e +=υ   (2.107) 

更に、弾性体積ひずみが等方的に生じるものとし、かつ、せん断弾性係数Ｇを仮定すると、

弾性ひずみ増分は次のように表わすことができる。 

( ){ }( ) Gdspdpekd ijijij
e 2/'/'1/ 0 +⋅+= δε   (2.108) 

最終的に、全ひずみ増分は、式(2.89)、(2.108)の重ね合わせによって、次のように求める
ことができる。 

ij
p

ij
e

ij ddd εεε +=   (2.109) 

 
6) 破壊基準 
破壊現象を、一定の外力あるいは応力状態のもとで変形が進行すると定義すると、破壊状

態におていは以下の条件を満足しなければならない。 
①応力は一定である。 
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②塑性ひずみは増分不定である。 
 
以上の条件を考慮すると、式(2.104)は 

( )00
'/**

==

=⋅∂∂=

ij

p
ijij

d
ddfdf

σ

υσσ

　　　
  (2.104) 

したがって、
pdυ を式(2.104)の関係を用いて表わすことにより、 

0
'/*

=

⋅∂Λ∂=

=

　　　

　　　 ijij

ijij
pp

f

dd

δσ

δευ

  (2.110) 

更に、Λ≧0であることから、破壊の条件は次式で与えられることになる。 

0'/* =⋅∂∂ ijijf δσ   (2.111) 

上記の条件に式(2.95)を代入すると、関口・太田モデルの破壊基準は次式で与えられる。 

( ) ( ) ( ) 02/31/ 0
*

0 =−⋅−+− uhijijeDk ηηηηλ   (2.112) 

 

ちなみに、等方圧密状態の場合には、 00 =ijη であるから、 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) '/1/*2/31/ 00 pqeDkeDk ijij −+−=⋅−+− ληηηλ   (2.113) 

となり、拡張されたMiesesの基準に一致する。 
ここに、式(3.113)の右辺第一項は、Cam-Clayモデルにおける限界状態の応力比に相当し、
以下のように表わされる。 

( ) ( )01/'/ eDkpqM crit +−== λ  (2.114) 
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(b) 弾・粘塑性構成モデル 
1) 粘性を記述する基本式 
関口・太田モデルの弾・粘性構成モデルでは、関口他（1976）による一次元圧密中の二
次圧密圧挙動のモデルに基礎を置いている。 
関口(1977)は、関口他(1976)のモデルを拡張した以下に示す体積変化の特性式により、粘
性を定式化した。 

( ) ( ) ( ) ( ) 0000 /ln'/'ln1/ υυαηηλυ &&−−+⋅+= Dppe  (2.115) 
 
ここに、右辺の第 1 項は一次圧密成分、第 2 項はダイレイタンシー成分、第 3 項は二次
圧密成分を表わしている。また、αは二次圧密係数（ tln−υ の勾配： td ln/υα = ）、υ&は
体積ひずみ速度、 0υ& は基準となる一次圧密終了時の初期体積ひずみ速度
（ eetet tt ,/0 ευυ === && は一次圧密終了時間）である。 
関口・太田モデルの弾・粘塑性構成モデルでは、更にダイレイタンシーの拡張された現

式（式(2.97)）を導入し、次のように書き改めている。 

( ) ( ) ( )0
*

00 /ln'/'ln1/ υυαηλυ &&−+⋅+= Dppe  (2.116) 

式（2.116）を解くためには、荷重の変化の直後における土要素の状態を特定する必要があ
る。関口・太田モデルでは、載荷直後の体積ひずみは弾性的であり、式(2.107)によって与
えられるものと仮定されている。この弾性体積ひずみを代入して式(2.116)を解くことによ
り、塑性体積ひずみが次式で与えられる。 

( )[ ]ααυαυ /exp/1ln 0 ftP ⋅+= &   (2.117) 

( ) ( ) ( ) *
00 '/'ln1/ ηλ Dppekf +⋅+−=   (2.118) 

ここに、tは荷重が変化してからの経過時間、fはスカラー関数である。 
 
2) 非定常流動曲面 
関口は、塑性変形とクリープを統一的に記述するために、非定常流動曲面型の粘塑性モデ

ルを適用した。この弾・塑性理論は、弾塑性理論と同様の理論構成を基本とし、粘性効果・

時間依存性を表現する内部変数を導入するものであり、降伏曲面（負荷曲面）が時間と共

に変化するという概念に基づいている。したがって、粘性効果・時間効果を表わすパラメ

ータが 0の場合、非粘性の弾塑性理論に帰着することになる。 

ここでの第一の仮定は、ひずみ速度 ijε& が弾性成分 ij
eε& と粘塑性成分 ij

pε& の和、即ち次式で

表わされるとする点である。 
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ij
P

ij
e

ij εεε &&& +=    (2.119) 

非定常流動曲面理論においては、粘塑性ひずみ速度に対して非定常流動関数 F（粘塑性ポテ
ンシャルでもある）を導入することにより、有効応力と次のように関係づけている。 

ijij
P F '/ ση ∂∂Λ=&   （2.120） 

ここに、Λはスカラー量である。 
関口は、非定常流動関数の具体的な形として粘塑性モデルから導かれた式(2.117)を適用し、
次式で与えている。 

( )[ ]ααυαυ /exp/1ln 0 ftF P ⋅+== &   (2.121) 

( ) ( ) ( ) *
00 '/'ln1/ ηλ Dppekf +⋅+−=   (2.118) 

ここで、経過時間 t が一定である場合には、式(2.121)は有効応力空間における一つの曲面
を与えることになり、粘塑性体積ひずみ

Pυ はいわゆるひずみ硬化パラメータの役割を演じ
る。 
ここで注目すべきことは、式(2.118)で表現されるスカラー関数 fが、先に延べた弾塑性構
成式の降伏関数 f*に一致している点である。 
 
3) 応力－ひずみ関係 
粘塑性ひずみ速度の基本式(2.120)から粘塑性ひずみ速度を求めるためには、非定常流動
関数 F の有効応力に関する微分およびスカラー量Λを求める必要がある。F の微分は、式
(2.121)を微分しかつ若干の手続きを経て経過時間 t を消去することにより、次のように表
わされている・ 

( ){ } ij
P

ij fF '//exp1'/ σαυσ ∂∂−−=∂∂  (2.122) 

式(2.120)の未定係数であるΛを定めるために、第二の仮定として、先に述べた弾塑性構成
式における式(2.104)との類似性から、 pF υ&& = の形で粘塑性変形が継続するものとする。 
この仮定から、以下の塑性流動則が導入される。 

tFFF ijij ∂+∂⋅∂∂= /''/ σσ &&   (2.123) 

また、 

ijij

ijij
pp

F δσ

δευ

⋅∂∂Λ=

=

'/　　

&&
 

かつ、 
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pijij ∂∂=⋅∂∂ /'/ δσ  

の関係を利用すると、Λは次式で与えられる。 
( )pFp ∂∂=Λ // &υ   (2.124) 

 
上式を代入することによって、粘塑性ひずみ速度が次のように求められる。 

( ) ( )pFF ij
p

ij ∂∂∂∂= //'/ συε &&   (2.125) 

この関係に式(2.123)を代入することによって、fの関数として次のように表わすこともでき
る。 

( ) ( )pff ij
p

ij
p ∂∂∂∂= //'/ συε &&   (2.126) 

また、粘塑性体積ひずみ速度は、次式で与えられる。 

( ){ }( ) ( ) ( ){ } ( ){ }αυυηλατυ /exp'/'ln1//exp1 0
*

00
pPp fDppek −++⋅+−−−= && (2.127) 

上記の式(2.126)は、弾塑性構成式に示した関係に類似している。 
一方、弾性ひずみ速度テンソル ij

eε& に関しては、弾塑性構成式で示した形式により次の式
のように記述される。 

( ){ } ijijij
e sGpek &&& ⋅+⋅⋅+= 2/1/13/ 0 δε  (2.128) 

これまでに導かれた関係から、式(2.119)に式(2.126),(2.127)を代入する（粘塑性ひずみ速
度と弾性ひずみ速度を重ね合わせる）ことにより、全ひずみ速度を求められることになる。

以上が、関口・太田モデルの弾塑性および弾・粘塑性構成式の概要である。 
 



JNC TJ8400 2002-031 

－214－ 

 
(c) 構成モデルの土質パラメータ 
関口・太田モデルの構成関係を規定する土質パラメータは、以下のとおりである。 
1) 材料特性を表すパラメータ 
① 平均有効主応力－体積ひずみ関係を規定するパラメータ（圧密成分） 
・圧縮指数λ  
・膨潤指数 k          ・・・・・・ Pe ′− ln 関係の勾配 
・非可逆比 ( )kl /λ−=Λ  
これらの情報を得るためには、等方応力状態における圧密・膨潤過程の圧

密応力－体積ひずみ（間隙比）関係を求める必要がある。 
 
② ダイレイタンシー特性を規定するパラメータ（せん断に伴う体積ひずみ成分） 
・ダイレイタンシー係数Ｄ   ・・・・・・ pqv ′− /ε 関係の勾配 
この情報を得るためには、平均有効主応力一定条件のもとでの排水せん断

から、せん断応力比－体積ひずみ関係を求める必要がある。 
 
③ せん断強度を規定するパラメータ（限界状態） 
・限界状態係数Ｍ（ ( )φφ ′−′= sin3/sin6 ・・・・・・破壊包絡線の勾配 
Ｍは、限界状態（完全塑性状態に相当する）における応力比であり、残留

強度を求めるための試験が本来必要であるが、非排水せん断から求められる

有効内部摩擦角と上記の関係にある。 
 
④ 弾性せん断ひずみを規定するパラメータ 
・弾性領域のせん断弾性係数Ｇ・・・除荷時の γτ − の勾配 
・有効応力に対するポアソン比v′・・・Gあるいは 0K との関係 

Gを求めるためには、非排水条件下での繰り返しせん断により、可逆的な応
力－ひずみ関係を求める必要がある。v′は、Gあるいは 0K から換算される。 

 
⑤ 粘性を表すパラメータ（クリープ） 
・2次圧密係数α ・・・ tv ln−ε の勾配 
・初期体積ひずみ速度 （１次圧密終了時間） 
これらの情報を得るためには、等方応力状態における長期圧密挙動を求め

る必要がある。 
 
⑥ 透水性を表すパラメータ（連成解析に必要） 
・任意のeに対する透水係数 k  ・・・ ek − の関係 
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kは、同じ状態で形成された材料であっても、 eによって変化する。した
がって、圧密圧力を変化させた場合の ek − 関係を求める必要がある。 

 
 2) 現在の状態を表すパラメータ 
① 応力履歴を表すパラメータ 

・先行土被り圧
′

voσ （ＯＣＲ）・・・圧密降伏応力 

・正規圧密状態における静止土圧係数 0K ・・・ 0K 圧密時の ′−′ hv σσ 関係 

 自然地盤の堆積条件に則した
′

0vσ 、 0K をもとめるためには、一次元変形

状態における応力－ひずみ関係を求める必要がある。 
 
② 現在の応力状態を表すパラメータ 

・有効上載圧
′

viσ （初期応力解析から求める） 

・現在の静止土圧係数 iK ・・・ 0K 圧密（除荷）時の ′−′ hv σσ 関係 

・・・原位置試験 
 

・間隙水圧分布（定常状態）・・・原位置試験 

応力履歴並びに将来の挙動を予測するための基準として、
′

viσ ， iK を見積もる

必要がある。 
 
(d) 土質パラメータを求める試験方法 
 1) 厳密に求める方法 
「関口・太田モデル」の理論は、主として三軸圧密試験および三軸せん断試験の実験事実

に立脚して組み立てられたものである。モデルを規定する土質パラメータは、物理的・力

学的に簡明であるが、これらを厳密に求めるためには、表 2-10に示す試験方法でなければ
ならない。 
 表 2.3-2に示した試験によって、解析に必要な土質パラメータを決定する方法を模式的に
示したものが、図 2-22である。 
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表 2-10 土質パラメータを求めるための試験方法 

種

別 
土質パラメータ 主な試験方法 備      考 

圧縮指数 λ  'ln pe − （正規圧密）関係の勾配 

膨潤指数 k  'ln pe − （過圧密）関係の勾配 

非可逆比 Λ  

三軸等方圧密試験 
（繰返し） 

k/1 λ−=Λ  

ダイレイタンシー係数 D  
三軸 ( )一定'pCD
試験  

tv ln−ε 関係の勾配 

限界状態係数 M  三軸CU 試験 ( )φφ sin3/'sin6 −=M  

せん断弾性係数 G  三軸CU 繰返し圧
縮試験 

除荷時の γτ − の勾配 

有効応力でのポアソン比 'v   Gあるいは 0K との関係 

2次圧密係数 α  te ln− の勾配 

初期体積ひずみ速度 0v&  

三軸等方圧密試験

（長期） tcv /0 α= （ tc ;１次圧密終了時間） 

材

料

パ

ラ

メ

ー

タ 
透水係数 k 三軸透水試験 

三軸等方圧密試験 
ek − 関係 
現場透水試験 

先行土被り圧     ( )OCRv '0σ  圧密降伏応力 

基準間隙比 0e  
標準圧密試験 

'' 0vv σσ = での間隙比 

静止土圧係数（正規圧密） 0K  三軸 0K 圧密試験  

［有効上載圧 'viσ  ］  湿潤密度試験 （初期応力解析から求める） 

現在の静止土圧係数 iK  三軸 0K 圧密試験
（繰返し） 

孔内載荷試験・ﾌﾗｯﾄﾃﾞｨﾗﾄﾒｰﾀ・ｽﾃｯ

ﾌﾟﾄﾞﾌﾞﾚｰﾄﾞ 

状

態

を

表

す

パ

ラ

メ

ー

タ ［間隙水圧分布（定常状態）］   原位置間隙水圧測定 
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図 2-22 構成モデルに必要な物性パラメータを求めるための試験方法 
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2) 簡便法 
 関口・太田モデルの土質パラメータを求めるには、特殊な試験を実施することが必要と

なるが、通常の調査では、このような試験が実施されることは稀である。このため、比較

的入手し易い情報から土質パラメータを推定する方法が、開発者等によって提案されてい

る。 この簡便法を詳細法と対比して、図 2-23に示している。 
 

 
図 2-23 パラメータの推定チャート 
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(e) 有限要素法による弾・粘性連成解析手法（ＤＡＣＳＡＲ）の概要 
 太田らは、関口・太田モデルを実際の複雑な境界条件を持つ工学的問題に適用するため

に、弾塑性および弾・粘塑性有限要素プログラムＤＡＣＳＡＲ（Deformation Analysis 

Considering Stress Anisotropy and Reorientation）を開発し、一般に公開した。その後多

くの適用実績が蓄積されつつある。ここでは、ＤＡＣＳＡＲの特徴を簡単に整理する。 
 
1) 支配方程式と条件式 
 地盤の力学挙動は、運動の支配方程式、境界条件、初期条件で構成される連立編微分方

程式を解くことによって既述される。図 2-24を参考にしてこれらを整理すると、以下のと
おりである（ただし、物体力は表現上考慮していない）。 
 
＜支配方程式＞ 
① 釣り合い式 0,, =+′ iwjij p&&σ  
② 適合条件式 ( ) 2/,, ijjiij uu &&& ÷=ε  
③ 構成式 
  弾・粘塑性 ij

r
klijkl

evp
jij D σεσ &&& −=′ ,  

  弾塑性 klijkl
ep

jij D εσ && =′ ,  
④ ダルシー則 jiji hk ,−=υ  
⑤ 全水頭 Ω+= wwph γ/ ) 
⑥ 連続条件式 iii ,υυ =&  

 
＜境界条件＞ 
⑦ 応力境界 oijji Tn && =′,σ  （on σΓ ：境界面） 

⑧ 変位境界 ii Uu && =  （on uΓ ：境界面） 
⑨ 水頭境界 Hh =  （on hΓ ：境界面） 
⑩ 流速境界 ijij Vhk =− ,  （on υΓ ：境界面） 
＜初期条件＞ 
⑪ 有効応力 0=′=′ tijjij n σσ&  （in V ：容積） 

⑫ 全水頭 0== thh  （in V ：容積） 
有限要素法は、空間的な離散化に基礎が置かれた数値解析法であるために、時間領域物

性の非線形性については差分近似により線形化され、有限要素法に組み込まれている。こ

のために、解くべき支配方程式は速度型（増分型）で定式化されている。 
 
2) 有限要素法解析手法の概要 
連成解析においては、釣り合い式、適応条件式および構成式に基づく骨格の剛性方程式と

間隙流体における連続条件式を離散化し、これらを連立方程式として増分法により逐次解
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を求める必要がある。 
 ＤＡＣＳＡＲにおける有限要素法の定式化の流れを、図 2-25に示した。骨格の剛性方程
式については仮想仕事の原理に基づいて、間隙流体の連続条件については、赤井・田村の

方法を改良した後退差分法に基づき、かつ、要素内部の変位速度を節点の変位速度で近似

する形状関数を導入することによって定式化されている。図 2-25に示された最終のマトリ
ックス方程式のうち、上段が骨格の運動を、下段が間隙流体の運動を表している。 
 骨格の運動を表す剛性方程および間隙流体の運動を表す連続の式の誘導については、図

2-26および図 2-27にその骨子を示している。なお、未知水頭は要素の重心で代表されてお
り、水頭は要素内で一定と仮定されている。このことは、変位の形状関数を 1 次式で表す
ことを必要とする。 
 
3) 要素の降伏と破壊の判定 
ⅰ) 降伏の判定 
 弾塑性モデルにおいては、負荷、載荷の条件は次の様に表される。 

 ＜除荷＞ 0/ <′⋅′∂∂ ijijf σσ&  

 ＜中立負荷＞ 0/ =′⋅′∂∂ ijijf σσ&  

 ＜載荷＞ 0/ >′⋅′∂∂ ijijf σσ&  

 
 ここに、 f は負荷関数（この場合降伏関数に等しい）である（図 2-28）。 
 増分型の有限要素法では、上述の様な変化率の計算が増分の取り方に影響され、誤差が

大きくなる可能性が有る。そこで、
Pff υ−= なるスカラー関数を導入し、次式によって

弾性領域と弾塑性領域を判定している。 
 

 0<−∆+=∆+ tttfttf Pυ  ：弾性領域 

 0≥−∆+=∆+ tttfttf Pυ  ：弾性領域 

 
弾・粘塑性モデルの場合には、流動曲面が時間をパラメータとして無数に存在すること

になるため、以下の条件で判定している。 
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 00 ≤∆<<∆+ PP andtttf νν υυ  ：弾性領域 

  0≤Pνυ  ：弾性領域 

 tttf Pνυ≥∆+    ：弾性領域 

ここに、
Pνυ∆ は計算時の増分ごとに発生する粘塑性ひずみである。 

 
ⅱ) 破壊基準 
 関口・太田モデルの破壊基準に基づき、次式で破壊を判定している。 

 0/* ≤∆+⋅′∂∂ ttf ijij δσ ：破壊 

 
ⅲ) 過圧密領域の軟化特性 
 関口・太田モデルの構成モデルでは、図 2-29の上段に示される様なピーク後の軟化現象
が生じる。オリジナルのＤＡＣＳＡＲでは、軟化現象は考慮されておらず、図の下段に示

す様なピークに達した時点で破壊と判定される。ただし、現在は拡張された負荷基準を用

いることにより軟化現象を考慮できるように改良されている。 
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図 2-26 有限要素剛性方程式の誘導（土の構造骨格の変形） 
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図 2-27 有限要素剛性方程式の誘導（間隙流体の運動） 
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図 2-28 降伏曲面の拡大 

 
 

 
 

図 2-29 ＤＡＣＳＡＲにおける過圧密領域の取扱い 
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(ⅳ) 下負荷面モデル 
オリジナルのカムクレイモデルによれば、強く過圧密された粘土ではピーク強度まで弾性

挙動することになるが、実際の過圧密粘土は負・正のダイレイタンシーをもつひずみ硬化・

軟化型の弾塑性挙動を示し、最終的に正規圧密状態と同じ限界状態にいたる。この挙動を

表現できるよう、橋口は外側の降伏曲面（正規降伏曲面）の内側に応力とともに変化する

降伏曲面を考え、これを下負荷面と名づけた。初期の下負荷面モデルに続き、橋口は 
・時間依存性を表現できるように拡張（クリープ成分の不可） 
・負荷面の接線方向の応力速度成分による非弾性ひずみ速度を考慮したモデルへの拡張 
・“勾配論（Aifantis、1984）”を導入した拡張 
・誘導異方性や繰返し負荷をも表現できる時間依存性弾塑性構成式の提案 
などを行っている。また、弾塑性構成式に対する力学条件として連続性条件、滑らか条件

などを提案し、拡張下負荷面モデルがそれらを合理的に表現できると述べている。 
 
(a) 応力－ひずみ関係 
橋口らの採用する圧密特性の大きな特徴は、有効応力 'p と体積比V (= e+1 )（eは間隙比）
の間に 'ln pV − 関係ではなく、 'lnln pV − 関係を用いることである（図 2-30）。すなわち、

'ln pV − が線形関係にあるとするモデルでは、 

正規圧密線を 









−=−

0
0 ln

y

y
yy p

p
VV λ 、弾性膨潤線を 








−=−

0

ln
p
pVV P κ   

としているのに対し、 

正規圧密線を 









−=











00

lnln
y

y

y

y

p
p

v
v

ρ 、弾性膨潤線を 







−=








0

lnln
p
p

v
v
P κ   

としている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-30 等方圧密特性の違い（左： 'ln pV −  線形関係、右： 'lnln pV −  線形関係） 
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これにより、 'ln pV −  線形関係では 
①先行圧密圧力 yp （塑性的圧縮度）に関わらず所定の圧力間の弾性的間隙比変化は同一
となる。 
② yp や pが大になると ))/ln(( 0yyyoy ppVV λ−= や ))/ln(( 0ppVV P κ−=  が負になる。 
③公称ひずみの定義に基づき、しかもあくまで近似的に成り立つため、有限変形には適用

できない。 
などの欠点があるのに対して、 
 ①先行圧密圧力 yp の増大とともに所定の圧力間の弾性的体積変化は減少する。 
 ② yp や pが大きくなっても体積は負にならず、無限小となる。 
 ③ストレッチングに呼応する対数ひずみの定義に基づき、有限変形に適用できる。 
とその合理性や利点を述べている。 
 これより、等方圧密における応力－ひずみ関係は対数体積ひずみの定義に基づいて以下

のようにかける。 

vε （ = 








0

ln
v
v  = ∫ Ddttr  ） e

v
P
v εε +=  

 





+








= P

P

v
v

v
v lnln

0

 （ = ∫∫ + dtDdtD ep trtr  ） 

  





+





















+










+










= P

y

y

y

y

P

v
v

v
v

v
v

v
v lnlnlnln

0

0

0

 

  







−





















−










−










−=

00

0

0

0 lnlnlnln
p
p

p
p

p
p

p
p y

y

y

y

γγργ  

  ( ) 







−










−−=

00

lnln
p
p

p
p

y

y γγρ      （2.129） 

 
(b) 下負荷面モデルの理論の概要 
下負荷面モデルの概念は、降伏面の内部を純弾性域とせず、その内部での応力速度によっ

て塑性変形を表現するところにある。下負荷面モデルでは構成式の定式化にあたって、ス

トレッチング（速度勾配テンソルの対称部分）と共回転速度という概念が用いられている。

ストレッチングDは、弾性ストレッチング eD と塑性ストレッチング pD の和で表されると
する。 

pe DDD +=        (2.130) 
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ここに、弾性ストレッチングは次式で表される。 

  
o

σ1−= EDe         （2.131） 

σ は応力、（ o
）は共回転速度、４階のテンソル Eは Hook則型の弾性係数テンソルである。

常に現応力点を通り正規降伏面 F と相似形を保ちながら膨張および収縮する下負荷面式を
次式で与える。 
  ( ) ( )HRFf =H,σ        （2.132） 
ここに、HおよびHはそれぞれ異方および等方硬化変数を、Rは正規降伏曲面および下
負荷面の相似比、すなわち正規降伏状態への接近の度合いを表す。 
次式の関連流れ則を導入する。 

N
M

N
ND

p

p








==

o

σ
λ

tr
 、 

( ) ( )
σ
σ

σ
σ

∂
∂

∂
∂

≡
ffN /    （2.133） 

ここに、 

  
( ) ( )σσ Nhf

R
Uh

F
FM R

p tr,'








∂
∂

−+≡
H
H     （2.134） 

  dHdFF /'≡  ， λ/
•

≡ Hh  ， λ/
o

Hh ≡     （2.135） 

さらに、下負荷面の発展式を規定する関数 RU として次式の単調減少関数を採用する。 
  RuU RR ln−=        （2.136） 
ストレッチングは、式（2.133）（2.131）を式（2.130）に代入して 

  N
M

N
ED

p









+= −

o

o
σ

σ
tr

1       （2.137） 

で与えられる。 
下負荷面関数 ,(σf H )におけるHを回転硬化変数 β として、 ( )βα ,f を次式で与える。 

  ( )







+=
m

pf
η

βα 1,       （2.138） 

   βση −= p/*        （2.139） 

  σtr3/1−≡p  ， Iσσ p+≡*      （2.140） 

   
σθφ

φ
3sinsin3

sin62
−

=m       （2.141） 
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33 /tr63sin ηηθσ −=       （2.142） 

ここに、φは限界状態での内部摩擦角である。 
回転硬化変数 β の発展則として次式を仮定する。 

  b
p

r Db ηηβ *=
o

       （2.143） 

  -βmbb t=η  ， ηη /=t       （2.144） 

  
σθφ

φ
3sinsin3

sin62

b

b
bm −
=        （2.145） 

bφ は回転硬化限界角、 rb は回転硬化の発展に関するパラメータである。 
等方硬化・軟化関数 Fは次式で表される。 

  







−

=
γρ

HFF exp0        （2.146） 

ここに、 0F は初期の降伏面の大きさを表す。また、 ρおよびγ はそれぞれ圧力 pと体積
V の両対数（ Vp lnln − ）線形関係における正規圧密線および膨潤線の勾配を示す。 
体積弾性係数Kとせん断弾性係数Gは以下に示す通りである。 
  γ/pK =         （2.147） 
  ( ) ( )νν +−= 12/213KG       （2.148） 
 
 

(c) パラメータ 
下負荷面モデルにおけるパラメータは、正規圧密線の勾配ρ、圧密除荷線の勾配γ、ポア

ソン比ν、下負荷面の膨張速度係数 u、正規降伏曲面の大きさ F0、応力の初期値σ0、相似

中心の初期地 s0、回転硬化限界角φb、回転硬化の発展に関するパラメータ br などである。
これらは、 
①三軸試験装置による等方載荷～除荷載荷によるパラメータ 
②せん断試験による初期変形と限界状態（残留強度時）におけるパラメータ 
③粒子形状に依存するパラメータ（異方性等） 
に分類される。本モデルでは高度なパラメータが用いられており、開発者自身「精度の良

い予測のためにはパラメータ決定のための実験データの蓄積が必要である」と述べている

通りである。 
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(ⅴ) Tijモデル 
中井らは、中間主応力の影響を考慮するために、修正応力 Tijを定義し、オリジナルカム
クレイモデルに導入した。ここでは、“Tij－clay モデル”（中井らは“Tij－sand モデル”
も提案している）について記す。 
オリジナルカムクレイの特徴として次の 4点が挙げられる。 
①基本的な土質パラメータは、圧縮指数 cC434.0=λ 、膨張指数 SCK 434.0= 、強度定数

( ) fpqM = の３つである。 

②塑性体積ひずみ
p

vε を硬化パラメータとするため、負のダイレイタンシー特性を有する

正規圧密粘土への適用モデルである。 
③モデルの応力パラメータ、塑性ひずみ増分パラメータとして 

( )3213
1 σσσ ++=p , ( ) ( ) ( )2

13
2

32
2

212
1 σσσσσσ −+−+−=q

pppp
v dddd 321 εεεε ++= ， ( ) ( ) ( )213

2
32

2
213

2 ppppppp
d ddddddd εεεεεεε −+−+−=  

を用いているため、三軸圧縮条件・三軸伸張条件・相異なる３主応力下の土の挙動を同

一パラメータで説明できない。 
④単一の降伏関数を有する関連流動則モデルであるため、ひずみ増分方向の応力経路依存

性を表現できない。 
 

Tijモデルでは、カムクレイの①のパラメータが少なく決めやすいという長所をいかし、
かつ②、③の既往のモデルの課題を取り除いたものにすることを目的に、力学量 Tijを導入
して③の課題の解消をはかり、塑性ひずみ増分

p
ijdε をダイレイタンシー成分 ( )dilp

ijdε と等方
的な圧縮成分

( )consp
ijdε に分離することにより④の解消をはかっている。 

なお、正規圧密粘土を対象としているため提案モデルのひずみ硬化パラメータは②の
p

vε
と同じである。 
 
(a) 弾塑性構成式のモデル化 

 まず、土の塑性ひずみ増分
p

ijdε が式(2.149)に示すように Tij 空間で関連流動則が成り立

つダイレイタンシー成分
( )dilp

ijdε と等方的な圧縮成分 ( )consp
ijdε の和で表せると考える。 

( ) ( ) Nijij

consp
ij

dilp
ij

p
ij

dtKtf

ddd

⋅⋅+∂∂⋅Λ=

+=

3//

)()(

δ

εεε

        
      (2.149) 
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ここに、 Ndt は 0>Ndt の時 NN dtdt = 、 0≤Ndt の時 0=Ndt を意味する（Ｋについ

ては後述の式(2.165)参照）。また、モデルで用いる応力パラメータ ( )SN tt , および塑性ひずみ

増分パラメータ ( )p
SMP

p
SMP dd ** , γε は次式で示される。 

SMPN atatatt σ≡++= 332211        (2.150) 

( ) ( ) ( ) SMPS atatatatatatt τ≡−+−+−= 3113
2

2332
2

1221    (2.151) 

332211
* adadadd pppp
SMP εεεε ++=       (2.152) 

( ) ( ) ( )23113
2

2332
2

1221
* adadadadadadd ppppppp
SMP εεεεεεγ −+−+−=   (2.153) 

なお、 ( )3,2,1, =iii ta は SMPの方向余弦および Tijの主値を表し、次式で与えられる。 

( )23 / JJa ii ⋅= σ （J2，J3：応力の２次３次の不変量）   (2.154) 

iii at σ=         (2.155) 
  
1) 降伏関数 fの決定 
塑性ひずみ増分のダイレイタンシー成分が関連流動則を満たすことより、図 2-31 つま
り式(2.156)の応力比－ひずみ増分比関係式を仮定する。 

 ( ))(*)(* /,/ dil
SMP

dil
SMPNsf

f ddYttXY
XX

Y γε
α

≡≡+
−

= 　　    (2.156) 

式(2.156)において、 ff YX , は破壊時の Xおよび

Y を意味し、三軸圧縮条件下の限界状態では 

0=p
vdε と考えることにより、三軸圧縮強度

( ) .)(31 compffR σσ≡ を用いて次式で与えられる。 

 

( )( )fff RRX 132 −=       (2.157) 

( ) ( ){ }2
121 +−= fff RRY       (2.158) 

Tij空間で関連流動則が成立するという条件のもとに、直交条件式

図2-31 ダイレイタンシー成分の応力
比－ひずみ増分比関係 
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( ))*()*()(
33

)(
22

)(
1 1

dil
SMP

dil
SMPN

dilpdilpdilp dddtddtddtddt γεεεε +⋅=++ と式(2.156)を合わせて解

けば次の降伏関数を得る。 

( ) ( ) 0ln/11ln
1

ln 1
* =−⋅−−

−
−= NN tMXtf α

α
α

    (2.159) 

ここに、 ff YXM ⋅+= α*
であり、 0=f は 11,0 pttt NNs === を通る。 

一方、カムクレイモデル同様、ひずみ硬化関数として
p

vε を考え、等方および異方圧密

の載荷・除荷時に勾配 K,λ の e（間隔比）～ pln の直線関係があるとすると、次の関係
式が成立する。 

( ) ( ){ } ( ) ( ) ( ){ } ( )( )010010 /ln1/ln1/ ppeKttek NN
p

v ⋅+−=⋅+−= λλε   (2.160) 

ここに、 0:0 =ste で ( )00 ptt NN == 時の間隔比、 sc CKC 434.0,434.0 ==λ  

したがって、式(2.159)(2.160)より最終的に降伏関数 fは ( )p
vsN tt ε,, の関数として、次式

のように決定される。 

( ) 0111ln
1

ln 0
*

0

=
−
+

−−−
−

−= p
v

N

N

K
e

M
X

t
tf ε

λ
α

α
α

    (2.161) 

  ( )Ns ttX /≡  
図 2-31の応力比－塑性ひずみ増分比関係から決められた降伏関数（塑性ポテンシャル）
を ( )sN tt , 関係で示したのが図 2-32の OBAPである。 
図 2-33は三軸圧縮および伸張条件下の降伏関数をカムクレイモデルにならいp～q空間
で表したものであるが、p～q 空間では p 軸に関し対称形とならない。また、ダイレイタ
ンシー成分は応力空間ではなくTij空間で関連流動則を満足するので図 2-33の p～q空間

では ( ))()( , dilp
d

dilp
v dd εε はこの曲面に直交しない。 

 

図 2-32 SN tt , 空間で表わした降伏関数と塑性ひずみ
増分（ダイレイタンシー成分）の方向 

図 2-33 p-q空間で表わした降伏関数 
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2) ダイレイタンシー成分 )(dilp
ijdε の決定 

降伏関数 fが決まれば、 )(dilp
ijdε は式(2.149)に示すように Tij空間での関連流動則を使っ

て計算されるので、ここではひずみ硬化を表わす係数Λの決め方について述べる。

( ) 0,, =p
viij atf ε なる形で降伏関数が与えられているので、Prager の適応条件より次の関

係式が成り立つ。 

( ) ( )( ) 0// =⋅∂∂∂∂+∂∂= p
ij

p
ij

p
v

p
vijij dfdfdf εεεεσσ     (2.162) 

式(2.162)に式(2.149)を代入することによりΛは次式となる 

( ) ( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )kl

p
kl

p
v

p
v

Nmn
p

mn
p

v
p

vijij

tff
dtKfdf

∂∂⋅∂∂⋅∂∂
⋅⋅⋅∂∂⋅∂∂+∂∂

−=Λ
εεε

δεεεσσ
/

3//
   (2.163) 

 

3) 圧縮成分 )(consp
ijdε の決定 

式(2.149)の右辺第２項に示す )(consp
ijdε は等方圧密時の pe log～ の直線関係を利用し

て以下のように算定する。等方圧密時には塑性ひずみ増分はすべて等方的な圧縮成分

)( consp
ijdε と考えられ、その時の

p
vdε は 

( ) ( ){ } ( ) ( ){ } NN
consp

v
p

v tdtekpdpekdd /1//1/ 00
)( +−=+−== λλεε   (2.164) 

で与えられる。しかし例えば図2-32の点Aで示される応力状態から異方圧密する場合、
塑性ひずみ増分は等方的にならず塑性せん断ひずみ増分が生じるので、ここでは式

(2.164)で表わされる p
vdε の 1/ NN tt が等方的な圧縮成分となり、残りはダイレイタンシ

ー成分として評価できると仮定し、一般的な応力条件下の圧縮成分
)( consp

ijdε を次式で与

えた。 

( ) ( ) ( ){ }

( ) ( ) ( ){ } ( )

( ) Nij

NNij

NNNNij
consp

ij

dtK
M

Xtdtek

tttdtekd

⋅⋅=

−−⋅⋅+−⋅=

⋅⋅+−⋅=

−
−

3/              

11/1/3/              

//1/3/

1
*0

10
)(

δ

αλδ

λδε

α
α

(2.165) 
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なお、 Ndt は、 23 /3 JJtN = と表わされることより、応力増分 ijdσ を使って表わされる。 

( )ijNN tdt σ∂∂= /         (2.166) 

 
4) 構成式の定式化 

塑性ひずみ増分
p

ijdε は式(2.149)で求められるが、ここに )(dilp
ijdε は式(2.161)の降伏関数

fと式(2.163)の係数Λを用いて計算され、 )(consp
ijdε は式(2.165)で与えられる。一方弾性

ひずみ増分
e
ijdε は等方弾性式とκを用いて次式で与えられる。 

( ){ } ( )
( )( )( )kpeE

dEdEd

ee

ijeeijee
e
ij

/1213

//1

0+−=

⋅⋅−⋅+=

υ

δσυσυε αα

　　　　　　　　　　　　
    (2.167) 

したがって、構成式の一般表示は式(2.149)と式(2.167)を重ね合わせた次式となる。 

e
ij

p
ijij ddd εεε +=         (2.168) 

ここで、提案モデルの特性を図 2-32を使って説明する。いま応力状態が点 AからＩの
領域 ( )APA′ に変化する時 ( )0&0 >> Ndtdf は塑性ひずみ増分はダイレイタンシー成

分と圧縮成分の両方が生じるので
)()( consp

ij
dilp

ij
e
ijij dddd εεεε ++= ，Ⅱの領域 ( )ABA′   

に変化する時 ( )0&0 ≤> Ndtdf は塑性ひずみ増分はすべてダイレイタンシー成分とな

るので、
)(dilp

ij
e
ijij ddd εεε += 、Ⅲの領域（BAP）に変化する時 ( )0≤df は塑性ひずみ増

分は生じないので
e
ijij dd εε = と表わされる。 

 
Tijモデルとカムクレイモデルの比較を表 2-11に示す。
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表 2-11 Tijモデルとオリジナルカムクレイモデルの比較 

項  目 Tijモデル オリジナル 
カムクレイモデル 

構成式で用

いる応力パ

ラメータ、

塑性ひずみ

増分比パラ

メータの定

義 

332211 atatattN ⋅+⋅+⋅=   

( ) ( ) ( )23113
2

2332
2

1221 atatatatatattS ⋅−⋅+⋅−⋅+⋅−⋅=   

332211
* adadadd PPPP
SMP ⋅+⋅+⋅= εεεε   

( ) ( ) ( )23113
2

2332
2

1221
* adadadadadadd PPPPPPP
SMP ⋅−⋅+⋅−⋅+⋅−⋅= εεεεεεγ

( ) ( )( )
( ) ( ) 











⋅=
⋅=

=

=

iiijii

iii

att
JJa

σ
σ

の主値

の方向余弦

:
/SMP:

3,2,1

233,2,1  

( ) )(3/1 321 σσσ ++⋅=p  

( ) ( ) ( ) ( )213
2

32
2

2121 σσσσσσ −+−+−⋅=q

pppp
v dddd 321 εεεε ++=   

( )
( ) ( ) ( )213

2
32

2
21

32
pppppp

p
d

dddddd

d

εεεεεε

ε

−+−+−

×=

 

応力比－塑

性ひずみ増

分比関係 

 

( )
f

NSf
AFP

SMP

AFP
SMP Y

ttX
d
d +

−
=

αγ
ε /

)(*

)(*  （図 2.-31参照） 

ここに、 ( )ff
fN

S
f RRt

tX 1
3
2 −=





=

        ，

( ) ( ){ }5.02/1 +−= yff RRY  

（上式を満足するのは塑性ひずみ増分の関連流動則成分

)( AFP
ijdε である。） 

)/(1 pqM
d
d

p
d

p
v −=
ε
ε   

( ) ( )2/13)/( +−=− fff RRpqM  
（上式はすべての塑性ひずみ増分が

満足する。） 

ひずみ硬化

パラメータ 

p
vε（応力比一定条件下で

0000

ln
1

ln
1 p

p
e
k

t
t

e
k

N

Np
v +

−
=

+
−

=
λλε ） 

左に同じ 

降伏関数 

01)1(1ln
1

ln 0
*

0

=
−
+

−−−
−

−= p
v

N

N

k
e

M
X

t
tf ε

λ
α

α
α   






 +=≡ ff

N

S YXMt
tX α*,  

( ) 01/1ln 0

0

=
−
+

−+= p
vk

epq
Mp

pf ε
λ

 

塑性ひずみ

増分の等方

圧縮成分 

N

ij

N

N

N

NijICP
ij dtK

t

t

t

dt

e
k

d ⋅⋅=⋅⋅
+

−
⋅=

313 10

)(
δλδ

ε  

（ 0>Nt の時： NN dtdt = ， 0≤Nt の時： 0=Ndt ） 

なし 

塑性ひずみ

増分の関連

流動則成分 

ij

AFP
ij t

fd
∂
∂

⋅Λ=)(ε  








∂
∂








∂
∂








∂
∂

⋅⋅⋅







∂
∂








∂
∂+








∂
∂

−=Λ

kl
p

kl

p
v

p
v

N
mn

p
mn

p
v

p
v

ij
ij

t
ff

dtKfdf

ε
ε

ε

δ
ε

ε
εσσ 3  

ij

P
ij

fd
σ

ε
∂
∂

⋅Λ=
  








∂
∂








∂
∂








∂
∂









∂
∂

−=Λ

kl
p

kl

p
v

p
v

ij
ij

t
ff

df

ε
ε

ε

σσ  

弾性ひずみ

増分 
ij

e
ij

e

ee
ij d

E
d

E
d σσυσυε αα ⋅−

+
=

1  

( )( )( )0,/1213 0 =+− eee kpeE υυ  

左に同じ 

応力－ひず

み関係の一

般表示 

)()( ICp
ij

AFp
ij

e
ijij dddd εεεε ++=  












=≤>=
==≤<

0    0&0,0
00or  0

)(

)()(

ICp
ijN

ICp
ij

AFp
ij

ddtdff
dddff
ε
εε
：の時

の時：  
p

ij
e
ijij ddd εεε +=   

( )00or  0 =≤< p
ijddff εの時：  
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(b) 土質パラメータ 
本モデルのパラメータはカムクレイモデルと同じ ( )MK orφλ ′,, に加え、図 2-31に示さ
れる直線勾配α である。その決定は以下のいずれかによる。 

1) 非排水試験の 0PPc （図 2-34参照）から推定する方法： 

式(2.161)と弾性体積ひずみが ( ){ } ( )00 /ln1/ ppee
v ⋅+= κε と表されることより、非排水

条件下の 0PPc が次式で与えられる。 

  ( ) ( )
( )λ

α
α

α
/1

1*2
0 /111

k

ffc MXXPP
−

− 







−−⋅+=     (2.169) 

式(2.169)から得られる '0 φ～PPc の関係の解析値を αλ ,k をパラメータとして描く

と図 2-34になるので、同図を利用して α を決定する。 
2) 0K 値から推定する方法 
図 2-35は Tij モデルによる 0K 値～ 'φ 関係の解析値を αλ ,k をパラメータとして示し

ている（図中破線は Jaky の関係式）ので、同図を利用して 0K 値から決定する。また逆
にα が他の方法で決められる時には同図を使って 0K 値の推定ができる。 
3) その他の方法 
試料の要素試験（種類は問わない）が行われている時にはα を変化させ応力－ひずみ関
係を fittingさせることにより決める。また、図 2-35，36よりα は大略 0.6～0.8の値と
なるようなので、情報がない時には 0.6～0.8の値を仮定する。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

図 2-34 非排水試験の pc,p0の定義 

図 2-36 K0～φ’関係の解析結果 

図 2-35 pc,p0～φ’関係の解析結果 
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(ⅵ) MIT-E3モデル  
本モデルは、MIT の研究グループにより、波を受ける沖合いの摩擦杭の挙動を表現する
ために開発されたものであり、正規圧密～中程度の過圧密粘土（OCR：過圧密比＜ 8）を
対象とした速度非依存性挙動を表現するモデルである。本モデルは入力パラメータを多く

必要とし、それには直接的に標準試験から求められるものと、フィッティングにより求め

なければならないものとがある。 
以下、Whittle と Kavvadas の論文（1994）から定式化の概要とパラメータについて記す。

なお、原文を付録-3に添付する。 
 
(a) モデルの概要 

MIT-E3の定式化は３つのモデル要素； 
①異方性とひずみ軟化挙動を含む正規圧密粘土の弾塑性モデル 
②微小ひずみの非線形性、及び除荷・再載荷時の履歴応答を表現する方程式 
③過圧密粘土の非回復性、異方性、応力経路依存性の挙動を表現する境界面の可塑性 
から構成される。 
 本モデルは、周期的な負荷条件下における過圧密粘土の挙動、及び正規圧密～軽過圧密

の粘土の挙動を予測するためのモデルであり、有効主応力一定条件下の排水せん断時にお

ける除荷・再載荷特性に注目している。すなわち、実験データから 
・初期の負荷曲線より固い応答を示すこと 
・循環型の応力-ひずみ挙動を示すこと 
・除荷－再載荷完了時に回復できない変形が少し生じること 
・再載荷曲線は初期の負荷曲線（正規圧密状態）に遷移すること 
との観察結果に着目し、それをモデル化に取り入れている。 
図 2-37 に静水圧条件下での除荷・再載荷のモデル化に用いられる概念的枠組みを示す。
全過程を通じて土はひずみ速度に依存しない材料としてモデル化できると仮定する（すな

わち、クリープ効果は考慮しない）。実測された粘土の挙動はおよそＡ－Ｂ－Ｃ（図 2-37(b)）
のように表される。 
除荷－再載荷過程をモデル化するため、MIT-E3ではこれを以下の２つに分割して考える。 
①除荷過程で観察される挙動に合わせて、閉じた対称のヒステリシスループを作成する。

この応答は完全な履歴現象と呼ばれ、Hueckel と Nova(1979)が提案したものと同様の
定式化を通じて表現する。 
②再載荷過程では、処女圧密線（virgin consolidation line : VCL）に近づくにつれて塑性（非

回復）ひずみが進展すると仮定し、A点では残留分の塑性ひずみΔpを生じる。塑性ひ

ずみの大きさは、現在の応力状態の VCL への近さによって決められる。塑性ひずみは

境界面モデル（bounding surface model、Dafalias and Herrmann 1982）または下負荷面モデ

ル（subloading surface model、Hashiguchi 1980）を用いて簡便に表現される。 
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図 2-37 MIT-E3で用いられる載荷－除荷の概念モデル 
 

 
このように分けて考える中に、MIT-E3モデルは過圧密粘土の挙動に関して以下のような
重要な仮定を暗黙に含んでいる。 
・過圧密粘土の挙動は土の過圧密比 OCRによっては完全に表現することができない。あ
る過圧密応力状態における除荷と再載荷を区別するには、負荷履歴の情報も要求される。

すなわち、材料の状態を表現するには OCR以外の状態変数が含まれていなければなら
ない。 
・負荷履歴における応力は常に幾分かの塑性ひずみを含んでおり、完全に回復できるひず

み（弾性ひずみ）の領域はない。 
・塑性ひずみを用い、境界面の可塑性（Bounding surface plasticity）を考慮することは、体

積変形とせん断挙動の連成手法を与え、過圧密粘土の異方特性を表現する方法もなる。

境界面の可塑性は、正規圧密挙動へのスムースな移行を助け、降伏点を延ばす。 
 
 
(b) 増分有効応力－ひずみ関係 
 MIT-E3 の定式化は、増分的に線形化された速度-非依存型の弾塑性理論に基づく。主要
な仮定として、増分ひずみ（またはひずみ速度）が弾性分と塑性分に分割できるものとす

る。 
  

pe εεε &&& +=         (2.170) 
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 弾性ひずみ増分は、次のように有効応力の増分に等方的に関係していると仮定される。 
  

eKεσ && ='         (2.171a) 
  

eGs e&& 2=         (2.171b) 
 ここに、Kは接線弾性係数、Gはせん断弾性係数である。有効応力とひずみテンソルは、
８面体の体積変形成分と偏差成分に分けられる。 

  sIσ += '
3
1' σ        (2.172a) 

  eIε += ε
3
1         (2.172b) 

 なお、 Iは単位テンソルである。 
 荷重方向Qは塑性ひずみの発生を定義する。 
  ( ) 02 ≥+ e:Q' && GKQε  載荷      (2.173a) 
  ( ) 02 <+ e:Q' && GKQε  除荷      (2.173b) 
 ここに、Q及び 'Q は、それぞれQの体積成分と偏差成分である。：は２階テンソルに関
連する総和規約を意味する（例えば T：U = Tij Uij，）。 

 古典的塑性論では、負荷の方向は、降伏曲面の傾き（すなわち σ'Q ∂∂= f , ここに f =0
は降伏関数）として選ばれる。 

塑性ひずみ増分は一般流れ則により次のように定義される。 

Pp Λ= &&ε         (2.174a) 
  'p Pe Λ= &&         (2.174b) 
ここに、Pと 'P はそれぞれ、塑性ひずみ増分の方向を定義する２階テンソルPの体積成分
と偏差成分である。Λ& は塑性ひずみの大きさを決めるスカラー量である。 

  ( )s:Q &&& ''Q
H

+=Λ σ1        (2.175) 

 ここに、Hは弾塑性係数である。 
 (2.170)～(2.175)より、一般的増分有効応力－ひずみ関係が以下のようにかける。 

  ( )PK Λ−= &&& εσ '        (2.176a) 

  ( )'2 Pes Λ−= &&& G        (2.176b) 

 ひずみの乗数Λ& は、ひずみ速度に関して以下のように書きかえることができる。 

  
( )
( )''GKQPH
'GKQ

P:Q
e:Q

2
2
++

+
=Λ

&&& ε       (2.177) 

 
なお MIT-E3 モデルでは、実際の問題を解くにあたって変数を少なくするため、テンソ
ル量を変換した指標を用いている（表 2-12）。 
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(c) 各構成モデルの概要 
上述したMIT-E3モデルの３つの構成要素について概要を以下に記す。 
1) 正規圧密粘土の弾塑性モデル 
 放射状の有効応力経路に沿った（ 's σ  一定）正規圧密土の力学挙動は、初期の圧密方向
に沿った降伏曲面で表現される。Kavvadas（1982）は次のような降伏関数を提案した。 
  ( ) ( ) ( ) 0''2''' 2 =−−−−= σασσσ cssf b:b     (2.178) 
ここに、 'α は降伏曲面のサイズを規定する。bは２階テンソルで有効応力空間における
降伏曲面の方向を表す。c は楕円（図 2-38）の半軸の比である。b=0の場合、(2.178)式
は修正カムクレイモデルと同じ形に帰着する。 
 初期の正規圧密土の要素は、降伏面の端での応力状態に対応する。 
  '2' ασ =         (2.179a) 
  bs '2α=         (2.179b) 
 降伏曲面上に位置する応力状態の荷重方向は、 
  ( ) ( ) bbs :'2''2 2 σασ −−−= cQ      (2.180a) 
  ( )bsQ '2' σ−=        (2.180b) 
モデルでは、せん断による大ひずみに伴う有効応力経路を表現するため、異方性の破壊基

準を仮定する。 
  ( ) ( ) 0'':' 22 =−−−= σξσξσ kh ss      (2.181) 
ここに、 hは有効応力空間内において原点を頂点とし、（I+ξ）方向に沿う軸を持った円
錐を表す（図 2-38）。 

 
 
 
 
 
 

表 2-12 MIT-E3で用いられる変換指標 
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図 2-38 MIT-E3モデルで用いられる降伏曲面、破壊曲面、負荷曲面 
 
 
 一般にξの成分は標準室内試験からは決定できないが、このモデルではその方向成分

が大ひずみ条件（概して ≈ε 10%、非排水せん断試験による）での三軸圧縮試験および三軸
引張試験から得られる摩擦角（それぞれ TC'φ 及び TE'φ ）によって定義できると仮定する。
したがって、三軸空間（σ’，S1）において破壊基準は以下のようにかくことができる。 

  ( ) 0'' 222
11 =−−= σξσ kSh       (2.182) 

 ここに、ξ1とκの値は、 

  ( )ec CC −=
2
1

1ξ ； ( )ec CC +=
2
1κ      (2.183a) 

  
TC

TC
cC

'sin3
'sin6

3
2

φ
φ

−
= ； 

TE

TE
eC

'sin3
'sin6

3
2

φ
φ

+
=     (2.183b) 

 したがって、一般化した破壊基準は、 

  ( )22
1

2
11

1

2 ''2 κξσξσ −+−= ∑
=

SSh
n

i
i      (2.184) 

 
 このモデルでは、降伏曲面の大きさと方向の変化を表現するため、以下の２つの硬化則

を導入する。 



JNC TJ8400 2002-031 

－242－ 

  
pεςαα && ''=         (2.185) 

  ( ) p
x sr εσ
α

ϕ && bb '
'

1
0 −=       (2.186) 

ここに、ς は状態変数の無次元化関数で、コンシステンシー条件（ 0=f& ）を使って得ら

れる。 0ϕ は降伏曲面の回転速度を定める材料定数、 xr は降伏曲面の方向と限界状態線（円
錐面）の関係を表現するスカラー量である（図 2-38）。 

  xxx ROrCR
→→

⋅= '        (2.187) 

式(2.185)は降伏曲面の回転硬化を表現し、粘土の異方性が変化する速度を支配する。式
の一般形は、異方性の主軸が主応力軸に向かって回転するようになっており、異方性の方

向の展開を表現する。主応力（σ’）軸と異方性（ｂ）の軸が一致する特別な場合、異方

性の軸は回転しない（ =b& 0）。変数 xr は異方性の方向を限定する。 

モデルは、①限界状態破壊条件、②処女正規圧密の K0条件 を発現させるため、非関連
流れ則を前提にしている。限界状態条件は、応力経路が破壊位置に近づくにつれて、サン

プルは体積変化なしで変形が進み続ける。これは P = 0の条件を課すことによって達せら
れ、限界状態（ 0'=α&  =b& 0 ）での降伏面はもはや硬化しない。 
流れ則は以下のように表せる。 

   crcP '2 2α=        (2.188a) 

   ( )sQP crxc += '' 2        (2.188b) 

ここに、 x  は、処女正規圧密（一軸）の有効応力比 oNCK を定義する定数である。 

( ) 













−

−
+









−
=

λ
κ

κλ
λ

G
K

K
K

x
NC

NC

213
21

0

0      (2.189) 

oNCK はモデルのインプット・パラメータ、 cr は図 2-38に示すように、破壊曲面から相
対的に現在の応力状態の位置を表現するスカラー・パラメータである。 

   ccc CRrPR
→→

⋅=        (2.190) 

変数 cr は、応力状態が降伏曲面上にあるとき（ cr =1）最大値をとり、限界状態（ cr =0）
まで減少する。 
弾塑性係数 Hの関数形は、K0-正規圧密粘土の挙動を詳細に考慮し、①有効応力空間（σ’, 

s ）における全ての放射状の圧密経路に対し、e～lnσ’空間で傾きλの処女圧密線（VCL）
と平行な圧密線、②K0-正規圧密粘土の非排水せん断におけるひずみ硬化、ピーク強度、
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ひずみ軟化、限界状態条件 を表現するように選定される。 

  ( )[ ]bQ :''2'2 22
ct rxcSPKcH αα

κλ
κ

−







−
=    (2.191) 

 ここに、 tS  は材料定数である。 
モデルの定式化は、コンシステンシー条件（応力状態は正規圧密の負荷状態で降伏曲面

上にある）によって完成する。 

   0':
'

'
'

=
∂
∂

+
∂
∂

+
∂
∂

= b:
b

σ:
σ

&&&
ffff α

α
     (2.192) 

(2.175),(2.178),(2.185)及び(2.186)式より、この方程式はς について解くことにより満足
される。 

   ( )



 −−= ''2

'
'

'2
1

'
1

02 σα
α
σϕ

αα
ς xr

P
H

c
    (2.193) 

 
 

2) 履歴現象モデル（Hysteretic Model） 
完全な履歴現象のモデルは、応力反転のポイントまで区分的に連続な（係数がなめらか

に変化する）定式化を用いて、閉じた対称のヒステリシスループを表現する。 
このモデルには、 
①応力反転ポイント 
②応力反転ポイントと関連する割線係数 or接線係数の適切な表現 
が求められる。 
完全履歴モデルの主要な仮定は、応力サイクルが反転ポイントからスタートした場合に

は応力サイクルにおいてひずみの回復のみが生じることである。 
 本モデルでは以下のように仮定する。 
①完全な履歴応答は、有効応力と弾性ひずみ速度の増分的、等方的な関係に基づく 
②ポアソン比νは一定（つまり、K／2G = 一定）  
すなわち完全履歴現象の方程式では体積変形とせん断挙動をカップリングしない。有効

応力経路において、応力増分の割合は、ひずみ空間においてそれに比例した経路を生じさ

せる。 
完全ヒステリシスモデルは、現在の応力状態と反転時の応力状態とを関連付けるため、

（応力空間において）無次元化した距離を導入する。例えば、静水圧下では、 

   
rev'
'

σ
σξ =  for rev'' σσ >       (2.194a) 

   
'

'
σ
σ

ξ rev=  for '' σσ >rev       (2.194b) 

ここに、 rev'σ  は応力反転ポイントにおける有効主応力である。パラメータξ は、除荷と
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再載荷挙動（図 2-39）を結び付け、ξ の関数として接線係数（または割線係数）の変化
を特定することにより、対称で閉じたヒステリシスループを表現する。実際には、除荷時

の体積変形挙動は静水圧条件または一次元条件下での試験に類似している（例えば Gens、

1982）。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-39 静水圧条件下でのパラメータξの定義 
 
 
 体積変化の応答は体積変形係数（接線係数）により次式で表される。 

  '
)1(

1

0

σ
δκ +

+
=

eK        (2.195) 

   ( ) 1log −= n
eCn ξδ        (2.196) 

ここに、e は間隙率で、κ0は e－logeσ’ 空間での初期の除荷曲線の傾きを定義する。C
及び nは材料定数である。(2.195)及び(2.196)式は以下の特徴を組み込んでいる。 

 
①挙動は処女圧密曲線上の応力状態に対して正規化することができる（すなわち、どん

なσ’の値からの膨潤線も e－logeσ’ 空間で平行になる）。 
②δ＝0 のとき、つまり K=（1+e）σ’／κ0は、e－logeσ’ 空間での直線的な膨潤挙
動を示し、また修正カムクレイモデルで用いられる膨潤挙動と等しくなる。 
③κ0 の値は荷重反転ポイントでの剛性を直接的に定義するものであり、その値は室内

実験もしくは土中のせん断弾性波速度を測定するフィールド試験から決定される。 
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定数 C及び nにより膨潤挙動を幅広い範囲で表現可能な関数ができる。Cと nの値は、

CRS試験または incremental oedometer試験により評価できる。 
  
モデルは、次の仮定を用いて一般応力状態に拡張される。 
 
①係数の変化は、体積変形とせん断挙動に対応した応力の振幅、ξとξsで表現される。

これは非連成の増分応力―ひずみ関係の特性を利用したものである。 
②係数は、直前の反転ポイントでの応力状態のみに関係する。このことは、Hight(1983)
などが示しているように、過圧密粘土の微小ひずみ挙動が直前の応力履歴に支配さ

れることを示唆している。 
 
応力の距離ξs は一定の有効主応力下でのせん断に対して非線形性を表現し、以下のよ

うに書ける。 

   [ ] 2/1)()( ireviiireviis ηηωηηωξ −⋅−=      (2.197) 

 ここに、 '/ση ii S= は応力比で、 irevη は反転ポイントに対応する応力比である。 iω は
定数である。Ko圧密粘土の観察に基づき、MIT-E3では単独の入力定数、すなわち iωω =
を導入し、 ωωωωω 105432 ==== と仮定する。 
 よって関数δ（2.196）は、一般応力状態では以下のように書きかえられる。 

   ( ) 1log −+= n
seCn ξξδ       (2.198) 

 荷重反転ポイントの定義は、次のように直前の反転ポイント（でのひずみ状態）に関連

するひずみ履歴を表現するひずみ振幅パラメータを導入することにより達せられる。 
  εχ l∆=     for 0≠ε&      (2.199a) 

  { } 2/1: εεχ ll ∆∆=  for 0=ε&      (2.199b) 

ここに、 rev
l εεε −=∆

である。 

式（2.199）は、土の非線形性を決定するうえで体積ひずみが支配的に重要であること
を示している。したがって負荷は、ひずみ振幅（ χχχ ttt −= ∆+& ）の速度の符号により定

義される； 
  0>+χ&  載荷       (2.200a) 
  0≤+χ&  除荷       (2.200b) 
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3) 境界面モデル 
境界面モデル（Bounding Surface Model、(Dafalias and Herrmann 1982)）は、先に定義さ

れた正規圧密材料の塑性挙動に過圧密粘土の塑性ひずみを関係付ける。これらの写像関係

の定式化、及びこれらを表現する材料定数の物理的意義付けには困難さが伴う。 
提案モデルにおいて、正規圧密粘土挙動の境界面は(2.178)式の降伏関数で表される。過
圧密粘土の応力状態において、放射状のマッピング則が境界面上の唯一の image point（イ
メージポイント）（図 2-38参照）を特定する。現在の（過圧密）応力状態= Rにおける塑
性挙動はイメージポイント= Iでの塑性挙動にリンクしている。これは、負荷曲面（load 
surface）= 0f が Rを通過して相似形に比率 '/'0 αα で境界面に達することを暗黙に定義し

ている。P点で塑性ひずみが発生するかどうかは、以下の荷重条件による。 
  ( ) 02 ≥+ e:Q' && II GKQ ε  載荷      (2.201a) 
  ( ) 02 <+ e:Q' && II GKQ ε  除荷      (2.201b) 
ここに、 IQ は I における境界面の傾きである。 
 応力状態 R での載荷における境界面の硬化は、あたかも応力状態がそのイメージポイ
ントにあるかのように発生すると仮定する。この仮定は静水圧状態のケースを一般化した

ものであり、正規圧密のイメージ応力が過圧密粘土挙動の限界としてふるまうことを決定

づける。 
 境界面内の応力状態において、塑性ひずみは、弾塑性係数 H 及び現在の応力での載荷
に対する流れ方向 Pを特定することにより定義される。境界面モデルの定式化において、
HとPを現在のイメージポイントHIとPIに対応する値に関係付けるように関数を展開す

る。MIT-E3モデルでは、次の一般形で表現される弾塑性係数及び流れ方向に対して個々
のマッピング則を導入する。 
  10 gI PPP +=        (2.202) 
  20 gHHH I +=        (2.203) 
ここに、 0P と 0H は、初期降伏（境界面内にある応力状態にとって最初の負荷）でのPと
Hの値であり、 1g と 2g は現在の応力状態とイメージポイントでの応力状態との相対的位
置を表現する写像関数である。 
 0H ， 0P ， 1g ， 2g の適当な表現を選択することは困難であり、２つのマッピング則を
結ぶ効果の観点からは特に難しい。しかし、この難作業は粘土の挙動 － 静水圧状態での
除荷・再載荷、及び過圧密粘土の非排水三軸せん断挙動 － の観察により達成される。 
 境界面内側におけるせん断に起因する間隙水圧の発生は、境界曲面の可塑性によっての

み表現されることから、非排水のせん断挙動は特に関連が深い。 
 結局、次の方程式がMIT-E3では使われる。 

   ( )[ ]IIcrcP ''2 2
0 Q:η+−= α       (2.204a) 

   00 =P'         (2.204b) 
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( )
( ) γαα

αα








−
−

=
i

g
0

0
1 ''

''
       (2.205) 

   ( ) ( )[ ]IIheH PQ0
0

0 ''11 αα
κ

−+=      (2.206) 

   
( )
( ) γαα

αα








−
−

=
i

g
00

0
2 ''

''
      (2.207) 

 これらの式のうち、hとγ はパラメータスタディから得られる無次元の材料定数、 i0'α
は初期の降伏における負荷曲面のサイズである。式(2.201)、(2.202)、(2.203)、(2.204)は
以下のような土の挙動の観察結果を組み込んでいる。 
①初期降伏において、完全ヒステリシスモデルと境界面モデルにスムースに適合するよ

う、 i00 '' αα = 、H＝無限大とする。 
②応力状態が境界面に近づくにつれ（ ''0 αα → ）、Hと Pはどちらもイメージポイント
での値に近づく。このことは、正規圧密へのスムーズな移行を表現している。 
③流れ方向（flow direction）P の体積成分に対するmapping ruleは、非排水せん断過
程にある過圧密粘土の有効応力経路の観察結果から確立される。 

 
(d) モデルの入力パラメータ 
 MIT-E3 の一般形では、15 個の入力パラメータを用いる。それらの値は、定められたパ
ラメータスタディと順序付けられた方法により評価・決定される。 
 

表 2-13 MIT-E3のインプット・パラメータ 
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標準室内試験から直接得られるパラメータについては以下の通りである。 
①K0NC、すなわち正規圧密状態における側方静止土圧係数は、実験式 [Mayne and 

Kulhawy (1982)] によるか、又は３軸試験（側方拘束）もしくは側方応力を測定する
oedometer試験による K0圧密試験により評価される。 

 
②λは、e-logeσ’ 空間における初期圧密直線（virgin consolidation line）の傾きであり、

oedometer 試験（e-log10σ’ 空間において）から直接決定される。空隙比 e0は、virgin
な正規圧密粘土の初期間隙比／基準間隙比である。 

 
③2G／K は体積弾性係数に対するせん断（接線）弾性係数の比であり、土骨格のポアソ
ン比νに関係する。すなわち、 

  
( )
( )ν

ν
+
−

=
1

2132
K
G        (2.208) 

モデルでは、一次元（K0）膨潤において有効応力経路は最初直線（塑性ひずみなし）

であると仮定する。もし K0 = 1における OCRの値（OCR1）が分かれば、2G/Kは次の
式から求められる。 

  
( )
( ) 121

3
1

12

10

10

−+

−
=

OCRK

OCRK
K
G

NC

NC       (2.209) 

 
④κ0は微小ひずみレベル（すなわち応力反転ポイントにおける Kmax）における体積弾性

係数を決定するものであり、室内カラム試験または地中の坑道を用いた野外試験で測定

した弾性せん断波速度（Gmax）から評価されるべきである。 
 
⑤ TC'φ と TE'φ は、せん断進展モードの三軸圧縮状態での限界応力状態におけるマサツ角で
ある。大きなせん断ひずみを用いて求められたマサツ角は、試験標本の終端効果、及び

（あるいは）ひずみの局所化に関連する非画一性により不明瞭となる可能性がある

（Germaine and Ladd 1988）。実用的な目的では、非排水三軸せん断試験におけるマサ
ツ角はεa = 10% 程度と評価できる。 

 
 
その他の入力定数は、パラメータスタディにより決定されなければならない。 

 
①C, n は、完全ヒステリシスモデル（定式化）の体積変化応答における非線形性を表現
するために用いられるパラメータである。C, n の値は、oedometer試験（または CRS
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試験）における膨潤挙動に適合するよう決定される。 
 
② 0ϕ は、ひずみ（または応力）の履歴に起因する異方性の変化の割合をコントロールす
る無次元の定数（異方性の方向を旋回させる割合）である。 0ϕ を評価する最も有用な
試験は、降伏曲面の回転のコントロールが期待できる試験である。 

 
③Stと cは、二つの異なるモードのせん断（好ましくは三軸圧縮 CK0UCと引張 CK0UE ）
で得られる K0正規圧密粘土の非排水せん断挙動から設定される。 

 
④ωは、微小ひずみレベルでの非排水せん断時、あるいは応力状態が境界面からかなり離

れている時の非線形挙動を支配する。ωの大きさは、過圧密比の小さい粘土（OCR=1.5
～2.0）の三軸圧縮試験における小さいひずみの範囲（εa = 0.001% ～ 0.05%）での割
線せん断係数の計測により評価できる。 

 
⑤hは、静水圧条件下での除荷－再載荷で観察される残留塑性ひずみ量ΔP[図 2-37(b)] を
支配する。粘土試料に対する hの値は、ΔPの計算値と２つ以上の異なる規模の除荷サ

イクルを用いた CRS試験（または oedometer試験）による計測値を比較することによ
り評価される。 

 
⑥γは過圧密粘土の非排水せん断過程においてせん断に起因する間隙圧の発生を支配す

る。 
 
また、解析による予測を行うためには、状態変数の初期値を決定しなければならない。こ

れには、以下が含まれる。 
①初期有効応力テンソル、σ’ 及び初期間隙比 e 
②境界面の大きさと方向、α’及び b 
③応力反転ポイント（SRP）での有効応力、σ’rev 
④過去の応力反転時の状態からのひずみの成長、ΔLε 
⑤初期降伏時の負荷曲面の大きさ、α’0i 
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(ⅶ) 上負荷面カムクレイモデル 
浅岡、野田らは、自然堆積粘土などいわゆる「乱さない構造をもった」土の挙動を表現

するため、オリジナルカムクレイモデルに下負荷面の考え方を導入した構成則を提案した。 
提案者らは、カムクレイは正規圧密状態にある練り返し粘土（表 2-14（B））の負荷時の
挙動を表現し、自然堆積粘土のような「構造」をもった飽和土（表 2-14（A））はカムクレ
イにとって「不可能領域」(Impossible state)にあったと位置付け、Roscoe surfaceの外側にカ

ムクレイ降伏面と相似形の「上負荷面」（Superloading surface）（相似中心は q=0、p’=0）を
導入し、さらにこの負荷面に関連流れ則と後続負荷面に関する Pragerの適応条件を適用し
て構造をもった土の負荷時の挙動を表現している。 
 

表 2-14 土のカテゴリー 
 構造を残した土 練り返しの土 

正規圧密土 （Ａ） （Ｂ） 
過圧密土 （Ｃ） （Ｄ） 

 
(a) モデルの基本概念と用語の定義 
①上負荷面上に応力状態をとる土を「正規圧密度」(Normally consolidated soil)と呼ぶ。上
負荷面に関連流れ則を適用するにあたり、後続負荷面を定めるために、橋口の「下負荷

面」の考え方にならって、「上負荷面～カムクレイ降伏面相似率 R* の発展則」を設ける。

この発展則は、「塑性変形が進むほど土は構造を失ってゆき、やがて上負荷面はカムク

レイ降伏面に一致する」というものである。カムクレイ降伏面は塑性体積変化の圧縮、

膨張によって拡大、縮小するが、上負荷面は塑性体積変化および R* の発展則によって

やはり拡大、縮小し、両者は塑性変化形の発展によってやがて一致し、それ以降土は練

り返し土として、カムクレイの挙動に従う。 
②上負荷面にあった土が弾性除荷を受けると、その土は「過度密土」(Overconsolidated soil)
と呼ばれる。この土が新たに負荷を受けるときは、現応力点を通り上負荷面と相似形の

（相似中心は再び q=0、p’=0）「下負荷面」(Subloading surface)を導入して、再負荷時の
弾塑性挙動を定める。すなわち下負荷面上にある過圧密土が負荷を受ける時、後続負荷

面を定めるために、橋口にならって「上負荷面～下負荷面相似率 R の発展則」を設け

る。この発展則は、「塑性変形が進めば、やがて土は過圧密状態から正規圧密状態に戻

り、すなわち、いつか下負荷面は上負荷面に一致する」というものである。もし上負荷

面がカムクレイ降伏面に一致している時は、上負荷面をカムクレイ降伏面に読みかえれ

ばよい。 
③土が３つのどの負荷面上にあろうとも、負荷基準が塑性乗数 0≥Λ で与えられることは

一般の（関数流れ則）弾塑性材料と同じである。 
④以上により、土は表 2-14 の４つのカテゴリーのどれかに属することがわかり、さらに



JNC TJ8400 2002-031 

－251－ 

塑性変形が進めばどの土も(B)の土にかえることもわかる。 
 
(b) 構成式 

1)降伏関数 
上負荷面、カムクレイの降伏面、下負荷面は図 2-40 のように相似（上述）で、一般に
現応力は下負荷面上にある（土は一般に過圧密）ことを考慮して、三つの負荷面を表す応

力に ( )', pq 、( )** ', pq 、( )', pq の記号を用いる。まず、カムクレイモデルの降伏関数は以
下のように表現される。 

  ( ) 0,'
''

'ln **
*

*

*
0

*

=+=++ ∫∫ ττ dDJqpfdDJ
p
qD

p
pMD ptpt

00
trtr   (2.210) 

 
図 2-40 下負荷面、カムクレイ降伏面、上負荷面 

 

ここに、 ( )01

~~

eM
D

+
−

=
κλ
はダイレイタンシー係数、M ,λ~ ,κ~および 0e は限界状態定数、

圧縮指数、膨潤指数および初期間隙比である。また、Dを速度勾配の対称部分（ストレ
ッチング）とするとき、

pD はDの塑性部分（ pe DDD += , eD ：Dの弾性部分）で、

( ) ( )01/1 eeJ ++= （ e：時刻 t= tでの間隙比）、 *
0'p は、「塑性」体積ひずみ τdDJ pt

∫− 0
tr   

を計量し始める時（t=0）のカムクレイ降伏面の位置を特定する平均有効応力である。さ
らに、上負荷面に対するカムクレイ降伏面の相似率と上負荷面に対する下負荷面の相似率

を、それぞれ
*R （ 10 * ≤< R ）と R（ 10 ≤< R ）とすると、 ( ) ( )',', **** pRqRpq = と

( ) ( )',', pRqRpq = なる関係があるので、上降伏面と下負荷面はそれぞれ次式で表すこと

ができる。 

  上降伏面： ( ) 0ln,' * =++ ∫ RMDdDJqpf pt
τ

0
tr  

下負荷面： ( ) 0lnln,' * =−++ ∫ RMDRMDdDJqpf pt
τ

0
tr   （2.211） 
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従って、弾塑性構成式の誘導には、 ( )qpf ,' を含む下負荷面の降伏関数を用いる。 

 
2) 関連流れ則と等方弾性則 

有効応力速度として Green-Naghdiの速度 '
o

T （= ''' TTT Ω−Ω+& 、
TRR&=Ω 、R ：変

形勾配の極分解時の回転）を用い、 '
o

T ～ eD 関係には等方弾性フック則、 pD には関連流

れ則を仮定し、それぞれ次式で表す。 

  
eEDT ='

o

、 
'T

fD p

∂
∂

= λ  （λ > 0）     （2.212） 

 ここに、Eは弾性テンソル、λは塑性乗数である。 
 

3) Rと *R の発展則と塑性乗数λ 
乗数λは式（2.211）の物質時間微分をとること（適応条件）により与えられる。この
とき、Rおよび *R の増加と塑性変形の発生とが 1対１対応で、しかも塑性変形の発展速

度は橋口の示したように、一般には
pD の大きさではかるのがよいが、カムクレイ型の

降伏関数では、
pD はいつも s

pD （ IDDD pp
s

p 3/tr−= ）を伴うことから、しかも

式が著しく簡略化されるという理由から、 s
pD が塑性変形の進展速度に寄与すると仮定

する。また、 ( )2
1

AAA ⋅= ，（A:任意のテンソル）。そこでRについては橋口の説明に伴

い、R→0（相似中心である原点近傍）で塑性変形を生じない弾性応答のみで、R =1 の
（下負荷面と上負荷面とが一致する）ときは、Rが塑性履歴パラメーターとならない条件

から、 s
p

s DJUR =& と書く。ここに sU は 10 << R で正で、R→0のとき sU →∞、R =1

のとき sU = 0で与える（図 2-41）。一方、 *R についてはつまり *R は負荷時には正の増加

関数だが、さらに
*R →0のとき *R& = 0、 *R = 1のとき *R& = 0とする。後者は自明（完全

に繰り返されればもはやカムクレイ）で、前者はカムクレイ降伏面と上負荷面が無限に離

れている、あるいはカムクレイ降伏面がq～ 'p の原点に限りなく近いときも構造が劣化

しにくいことを示す。ここで、
*R の発展則を s

p
s DJUR ** =&  と書き、 sU *

を 10 * << R

のとき正で、
*R →0、 *R = 1 でゼロで与える（図 2-42）。したがって、降伏面 f を用い
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て一部を具体的に計算すれば、乗数λは、 '
o

T あるいはDを用いて次のように表現される。 

  

( )qpM
p
DJ

T
T
f

s −

⋅
∂
∂

=
'

'

'
'

2

o

λ  ， 

( )qpM
p
DJ

T
fE

T
f

ED
T
f

s −+
∂
∂

⋅
∂
∂

⋅
∂
∂

==Λ
'

'''

')(

2

λ  （2.213） 

ここに、 







+−=

R
DU

R
DUMM ss

s *

*

1 で、M を sM  にかえるだけで形式上はオリジナ

ルカムクレイと同じである。 

 
図 2-41 Usの形       図 2-42 U*sの形 

 
 

4) 構成式 
最終的に上負荷面カムクレイモデルの構成式は、式(2.205)、Λ等を用いることによっ
て、以下で計算される。 

   
'

'
T
fEEDT

∂
∂

Λ−=
o

       (2.214) 
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（3）提案されている構成式のまとめ 
 
以上に述べた構成式の特徴を表 2-15にまとめる。 

 
 



構成モデル
（提案者）

構成則
（応力-ひずみ関係）

降伏関数 負荷関数
塑性ポテンシャル
関数

破壊基準
硬化則

（硬化パラメータ）
流れ則 物性パラメータ

パラメータ取得に
必要な試験

適応性
（主な対象土）

その他特徴

オリジナル
カムクレイモデル
(Roscoe,Schofield )

　

塑性間隙比（微少変形では塑性
体積ひずみに対応）を硬化パラ
メータとする等方硬化則。

ひずみ硬化パラメータ；

関連流れ則

圧縮指数λ
膨潤指数κ
限界状態パラメータM
p'=1(kN/m2)のときの限界状態
での間隙比Γ

標準圧密試験、
非排水三軸試験

正規圧密された粘土の力学挙動をよ
く表現し、初期のモデルは正規圧密
粘土～過圧密比の小さな粘土に適す
る。
ただし、
・ひずみ軟化の取り扱いが困難
・異方性の効果が取り入れられない
・過圧密比の大きい粘土の特性をう
まく表現しきれない、といった課題
があり、後年、機能が拡張されてい
る。
適用は、比較的ゆっくりしたせん断

歪増分ベクトルの降伏曲面への垂直性を仮定す
るDruckerの弾塑性体理論を用いる。
内部消散エネルギー増分と外部からなされる塑
性仕事増分が等しいとして降伏関数を誘導して
いる。

・単調負荷モデル
・適用実績が非常に多い。

修正カムクレイ
モデル

（Roscoe,Burland）
上に同じ 上に同じ 上に同じ 上に同じ 上に同じ 上に同じ 上に同じ

オリジナルカムクレイと同様であ
る。
ただし、比較的速いせん断挙動に対
応する傾向があるといわれている。

カムクレイモデルにおけるエネルギー消散過程
を修正し、楕円型の降伏関数を適用している
（この修正が正しいイかどうかは異論が有
る）。

・単調負荷モデル

足立・岡モデル
（足立、岡）

－

提案する構成則によ
り、異なる塑性ポテ
ンシャル関数を用い
ている。
飽和粘土の弾塑性構
成式（2001）では、
静的降伏関数と同形
のポテンシャル関数
を用いている

　限界状態での応力比

　を用いる

足立・岡野(1974)ではひずみ硬
化パラメータとして非弾性最大
ひずみ、足立・岡(1982）では硬
化パラメータとして非弾性体積
ひずみを用いている。

　　　非関連流れ則

粘塑性ひずみ速度テンソル
に関する流れ則に材料関数
を導入して、

を用いる（1987）。

圧縮指数λ
膨潤指数κ
破壊応力比Mｆ
最大圧縮時の応力比Mｍ
粘塑性パラメータG2
粘塑性パラメータm0
粘塑性パラメータC01
粘塑性パラメータC02
その他材料定数

　など

圧密非排水三軸圧縮試験

　など

異方圧密後の繰返し挙動、重過圧密
粘土への適用、繰返し弾粘塑性構成
式の定式化など、対象土（現象）ご
とに構成式の提案を行っている。

足立・岡らは、Perzynaの理論（1963）とカムク
レイモデルに基づく超過応力型の構成則(1982)
発表後、二次圧密やクリープやひずみ速度効果
を表現しうるように拡張弾粘塑性構成式(1987)
を提案した。その後も積極的に構成式の拡張や
修正を行い、繰返し負荷へ挙動にも適応できる
モデルを提案している。

関口・太田モデル
（関口、太田）

塑性体積ひずみv p を硬化パラ
メータとする等方硬化則

関連流れ則

圧縮指数λ
膨潤指数κ
ダイレイタンシー係数Ｄ
有効ポアソン比ν'
限界状態パラメータM
二次圧密係数α
初期体積ひずみ速度
先行上戴圧σ'vo
先行時の静止土圧係数K0
有効上戴圧σ'vi
原位置静止土圧係数Ki

三軸等方圧密試験（繰り返
し）
圧密非排水三軸圧縮試験
圧密非排水三軸クリープ試験
標準圧密試験
　など

オリジナルのモデルの適用範囲はカ
ムクレイと同様、正規圧密状態に近
い粘土であるが、これも近年拡張負
荷基準の導入により、過圧密粘土特
有の軟化挙動を表現できるように
なっている。

降伏曲面が粘性項にともなって変化する流動曲
面型

パラメータη
＊
を導入し、応力の異方性を考慮し

ている。

・オリジナルカムクレイモデルを包含したモデ
ルである。
・適用実績が多い。

下負荷面モデル
（橋口）

正規降伏面は、従来型の降伏関数を用いる。
　一般形として、

－

等方硬化・軟化関数；

を用いる。

関連流れ則：

正規圧密線の勾配ρ
圧密除荷線の勾配γ
ポアソン比ν
下負荷面の膨張速度係数u
正規降伏曲面の大きさF 0
応力の初期値σ 0
相似中心の初期地s 0
回転硬化限界角φb
回転硬化の発展に関するパラ
メータb r　  など

三軸試験装置による等方載荷
～除荷試験、せん断試験　な
ど

誘導異方性や繰返し負荷をも表現で
きる時間依存性弾塑性構成式の提案
しており、適用範囲は広い。

外側の降伏曲面（=正規降伏曲面）の内側に応力
とともに変化する降伏曲面（下負荷面）を導入
することにより、負荷時における弾性領域（過
圧密領域）から弾塑性領域（正規圧密領域）へ
の遷移をスムーズにしたモデル。
過圧密領域であっても塑性が発生する。

ｔｉｊモデル
(中井、松岡ら
名古屋工大)

カムクレイと同じく、塑性間隙
比を用いる。

ひずみ硬化パラメータ；

関連流れ則

圧縮指数λ
膨潤指数κ
限界状態パラメータM
応力比－塑性ひずみ増分比関
係の勾配α

標準圧密試験、
非排水三軸試験
非排水試験

基本的にカムクレイと同様である。

オリジナルカムクレイをもとに、力学量ｔij
（=aik･σkj）を定義し、中間主応力の影響やひ
ずみ増分方向の応力経路依存性を考慮してい
る。

・単調負荷モデル

ＭＩＴ－Ｅ３
負荷曲面は降伏面に対し
て相似形

ひずみ増分の方向を
定義する2階テンソ
ル：Pを用いる。

　　　非関連流れ則

塑性ひずみ増分の方向を定
義する2階テンソルPを用い
る。

初期間隙比e0、せん断時の間

隙圧に関する係数γ、 圧縮指
数λ、初期膨潤指数κ0 、静止

土圧係数（正規圧密）Kocn、

2G/K（G：せん断弾性係数
K：体積弾性係数）、大きいひ
ずみにおける内部摩擦角（三
軸圧縮試験）φ’TC
大きいひずみにおける内部摩
擦角（三軸伸張試験）φ’TE、
非線形せん断挙動に関する物
性ω、C、n、ψ0、 St、c、h

標準圧密試験、
oedometer試験
非排水三軸せん断試験

など

正規圧密から過圧密（OCR＜8）に対
して適用可能とされている。

元来、波を受ける沖合いの摩擦杭の挙動を表現
する為に開発されたモデルである。

・正規圧密状態で異方性とひずみ軟化を含んで
いる。
・過圧密状態で微小ひずみにおける非線形性と
繰り返し荷重における応答を表現出来る。

上負荷面
カムクレイモデル
（浅岡）

上負荷面；上降伏面に同
じ

下負荷面；下降伏面に同
じ

関連流れ則

圧縮指数λ
膨潤指数κ
限界状態パラメータM
初期平均有効応力p'0
ポアソン比ν
初期過圧密比(OCR)の逆数R0
「構造」の程度を表すﾊﾟﾗﾒｰﾀ

R*0

標準圧密試験、
非排水三軸試験
非排水試験

＊R0とR
*
0の決定には十分な

  検討が必要

自然堆積粘土など、いわゆる「構
造」を持った土（過圧密状態）

「構造」に由来する挙動、及び「時間効果」を
オリジナルカムクレイを基礎に構築したモデ
ル。Roscoe surfaceの外側に、カムクレイ降伏
面と相似形の上負荷面をとり、上負荷面に関連
流れ則を適用する。後続負荷面を橋口の「下負
荷面」の考え方にならって設定し、「上負荷面
～下負荷面相似率Rの発展則」を設けている。

参考文献： 1)地盤工学ハンドブック（地盤工学会）
2)地盤の三次元弾塑性有限要素解析（丸善株式会社）
3)弾塑性力学の基礎と応用（森北出版株式会社、富田佳宏）
4)体積軟岩の工学的性質とその応用（土質工学会）
5)地盤の弾粘塑性構成式（岡二三男、森北出版株式会社）
6)弾塑性構成方程式 基礎理論および最近の主要な成果の整理（於：東京大学工学部、2000年8月、橋口公一）
7)軟弱地盤の変形・安定解析に関する基礎的研究（飯塚敦、昭和63年6月）
8)飽和粘性土の単調載荷条件下における構成式に関する研究（三村衛、昭和58年2月）
9)土の構成式入門（土と基礎　連載講座）
10) 「構造」を有した土の弾塑性モデルの一考え方（浅岡他、1998年地盤工学会）

その他論文
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表 2-15　提案されている主な構成式のまとめ
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2.3.3 長期的変遷評価システムへの適用性の考察 
(1) 長期システム解析に求められるコードの要件 
前章では、土質工学の分野で使用・提案されている構成モデルの特徴を整理した。しかし、

TRU廃棄物処分で扱う超長期の事象は、一般の土質工学で扱う事象と異なる面がある。 
2.3.1 で述べた通り、ニアフィールドにおいては、各人工バリア材が力学的平衡状態（埋
戻し後、地下水が浸潤・飽和してベントナイトの膨潤性能が十分発揮され、力学的に釣り

合った状態）を経た後、超長期的には岩盤クリープやセメント系材料の劣化（ここでは Ca
成分の溶出）が生じ、これがベントナイト系材料に力学的影響を与える。このうち岩盤ク

リープは、その進展によりベントナイト系材料に増分荷重として作用（負荷）する。一方、

セメント系材料の劣化はベントナイトの体積膨張及び応力の解放を促し（除荷）、Ca 成分
の溶出はNa型ベントナイトを Ca化してその物理特性を変化させる。すなわち、一般の土
質工学の分野で構成モデルが対象としている事象に対して、本システムでは以下のような

特徴を考慮する必要がある。 
・対象とする粘土が高い膨潤性能をもつこと 
・事象として扱う期間が超長期にわたること 
・化学変化に伴う物性値の変化を考慮すべきこと 
これらを考慮し、長期システム解析に用いるコードには以下のような点が求められる。 
・膨潤挙動を取り入れやすいこと 
・超長期の解析に適応可能であること 
・長期であるゆえ、粘性（時間依存性）を考慮できることが望ましい 
・物性の変化に対応できること 
・締め固めベントナイトを用いるため、過圧密粘土へ適用可能であること 
・パラメータの物理的意味が比較的明確で、煩雑でないこと 
・試験等により容易に物性値が取得できること 
・信頼性が高いこと、または実績が多いこと 

 
(2) 要件に対する知見の整理と構成モデルの選定 
 2.3.2で調査した構成モデルを再掲する。 
① オリジナルカムクレイ及び修正カムクレイモデル 
② 足立・岡モデル 
③ 関口・太田モデル 
④ 下負荷面モデル 
⑤ Tijモデル 
⑥ ＭＩＴ－Ｅ３ 
⑦ 上負荷面カムクレイモデル 
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各モデルについて、上記要件に関する知見を整理する。 
(a) 膨潤挙動を取り入れやすいこと 

MIT-E3は、e－ Plog 面上で除荷・再載荷過程をヒステリシスループで表現しており、
ベントナイトの膨潤線がこのモデルでうまく表現できれば取り入れられる可能性がある。

一方、カムクレイ、関口・太田、上負荷面カムクレイ、Tijの各モデルはe－ Plog 平面上
で除荷による膨潤を弾性（直線）で表現しているため、ベントナイトの膨潤挙動を表現す

るためにはモデルを拡張するなどの工夫が必要である。 
 
(b) 超長期の解析に適応可能であること、粘性（時間依存性）を考慮できること 
解析で考慮する時間が長くなることについて各モデルに優劣はないと考えられる。ただ

し、大変形を伴う場合には e－ Plog 関係を用いたモデルでは注意を要する。さらに、長
期間荷重一定条件下の挙動を考える際には粘性を考慮することが重要であると考えられ

る。粘性が考慮できるモデルは，関口・太田モデル、足立・岡モデルである。 
 
(c) 物性の変化に対応できること 
基本的に各モデルとも適応可能と考えられる。 

 
(d) 過圧密粘土へ適用可能であること 
下負荷面、上負荷面、MIT-E3，カムクレイ、関口・太田、Tijでは過圧密粘土への適用
を想定したモデル化がなされている。（過圧密粘土へ適用できるカムクレイに下負荷面，

上負荷面を導入したのであって，基本的には上記のカムクレイ系のモデル（MIT-E3以外
のモデル）はすべて塑性乗数による負荷除荷判定により過圧密土に適用できる。 
 
(e) パラメータの物理的意味が比較的明確で、煩雑でないこと 
カムクレイ、修正カムクレイはシンプルなモデルでありパラメータも明快である。Tij
モデルもカムクレイと同様のパラメータを用いる。関口・太田モデルにおいてもパラメー

タの物理的意味は比較的明確で、簡易な物性値取得フローが開発者らにより用意されてい

る。一方、下負荷面、上負荷面、MIT-E3、足立・岡モデルはパラメータの数が多く、そ
の設定には専門的知見が必要である。 
パラメータがシンプルであることは、水理・化学解析と連成という本システムの構成か

らも重要な観点である。 
 
(f) 試験等により容易にパラメータ（物性値）が取得できること 
カムクレイ、修正カムクレイ、Tij モデル、関口・太田モデルは一般の土質試験の結果
からパラメータを設定することができ、パラメータ取得のためのデータも蓄積されている。

一方、その他のモデルはパラスタによるフィッティングが必要であるなど、物性値取得の
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ための手法が煩雑である。 
 
(g) 信頼性が高いこと、または実績が多いこと 
実構造物への適用実績を調べた検討（Duncan、1994）によれば、カムクレイ、ついで
関口・太田モデル（カムクレイモデルを包含している）が多く、実用性の高さと信頼性を

示している。 
 
 
複雑な粘土の挙動を表現する方法としては、カムクレイなどのシンプルなモデルより、

下負荷面や上負荷面といった高度な概念を用いたモデルの方が（正しく物性を設定するこ

とが当然必要であるが）より精度よく予測できる。 
例えば、下負荷面の概念（図 2-43参照、R*=1場合に相当）は、負荷時における弾性領域

（過圧密領域）から弾塑性領域（正規圧密領域）への遷移をスムーズにするための概念で

あり、下負荷面の概念を導入すれば、弾性と塑性の割合が正規降伏曲面と正規降伏曲面の

内側にあって正規降伏曲面と相似な下負荷面の大きさの比（図中 R）で決まるため、過圧密

領域であっても塑性が発生する。 
また、上負荷面の概念（図中 R=1 場合に相当）は、地盤材料が持つ構造の発達と劣化を

表すために導入された概念であり、上負荷面の概念を導入すれば、弾性と塑性の割合が正

規降伏曲面と正規降伏曲面の外側にあって正規降伏曲面と相似な上負荷面の大きさの比

（図中 R’）で決まるため、応力が正規降伏曲面に至った後であっても過圧密土のような弾

性的な挙動を表すことができる。 

 
しかし、上述したように④下負荷面モデルや⑦上負荷面モデルは、高度なパラメータを含
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上下負荷面の概念 図 2-43 上下負荷面の概念 
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み（現時点では研究段階）、実績やデータの蓄積も乏しいため、本システムへの適用にはそ

ぐわないと考えられる。付け加えると、上負荷面、下負荷面の考え方は構成則を構築する

“概念”であり、他のモデルに導入できるものである。実際、カムクレイモデルや関口・

太田モデルへの導入実績がある。⑦上負荷面カムクレイモデルはそのひとつであり、④下

負荷面モデルも、降伏関数は修正カムクレイ型のものを用いている。 
②足立・岡モデルには、従来過圧密領域と正規圧密領域で異なる降伏関数を用いるなど理

論的に複雑であった。近年それらを統一した弾粘塑性構成式を発表しているが、それでも

粘塑性パラメータや材料定数など設定すべきパラメータが煩雑であり、本システムへの適

用は難しいと考えられる。⑥MIT-E3 モデルは、除荷-載荷の非弾性的な繰返し挙動、すな
わち pe ln− におけるヒステリシスループを考慮できるよう提案されたモデルであり、ベン

トナイトの膨潤挙動を表現するツールとなりうる可能性はあるが、先述したようにパラメ

ータの数が多く、その設定方法も簡単ではない。⑤Tijモデルは、カムクレイモデルに対し
て、中間主応力の影響とひずみ増分方向の応力経路依存性を考慮するため修正応力 Tijを導
入したモデルである。パラメータがシンプルで求めやすいというカムクレイの長所は活か

されているが、適用実績が少ない。 
なお、修正カムクレイモデルはオリジナルカムクレイの消散エネルギー式の仮定に誤りが

あるとの指摘（Burland）に基づくものであるが、これは Burland の早とちりであるとの
指摘（太田）がなされている。 

 
以上で整理したように、パラメータのシンプルさ、物性値の設定し易さ、実績の観点から、

カムクレイ、関口・太田モデルが候補に挙げられる。このうち、時間依存性（粘性）を考

慮しているのは関口・太田モデルである。 
さらに、関口・太田モデルはオリジナルカムクレイモデルを包含したモデルであることが

知られている。関口・太田モデルは Ko圧密された粘土の構成モデルであるが、Ko値を 1.0
とすれば、オリジナルカムクレイモデルと完全に一致する。すなわち関口・太田モデルの

特殊な場合がオリジナルカムクレイモデルということになる（図 2-44参照）。 

平均有効主応力 p' 

関口・太田モデル 

カムクレイモデル 

限界状態線 

Ko ライン 

偏

差

応

力  

q 

図 2-44 関口・太田モデルとカムクレイモデルの降伏曲面 
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関口・太田モデルはモデルの誘導が標準的な室内試験結果に基づいているため、パラメー

タの物理的な意味が明確であり、パラメータの数も少ない。また、1977年に提案されて以
来、現在まで地盤解析への適用事例は非常に多くなっている。さらに、前述のように近年

になって上下負荷面の概念の導入実績があり、その拡張も容易である。 
以上の検討を表 2-16 にまとめる。総合的に判断すると、本システムに導入するベントナ
イトの弾塑性構成モデルの開発は、関口・太田モデルを基本として他の弾塑性構成モデル

も参考にしながら、ベントナイト試験結果に基づいて拡張・改良していく手順がよいと考

えられる。なおその拡張・改良にあたっては、必要なデータを蓄積するのはもとより、限

界状態理論の適用性やベントナイトの過圧密領域の再確認等についても検討する必要があ

る。 
 

表 2-16 各モデルの総合評価（a～gは前述の項目） 
 a b c d e f g 備考 

①ｶﾑｸﾚｲ △ × ○ ○ ○ ○ ○ 粘性なし 
②足立・岡 △ ○ ○ ○ × × △ パラメータが多く実験から求め難い 

③関口・太田 △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ①，④，⑦と統合可能，実績が多い 
④下負荷面 △ × ○ ○ △ △ × 実績が少ない，パラメータ決定に難あり 
⑤Tij △ × ○ ○ ○ ○ △ 粘性なし 
⑥MIT-E3 ○ × ○ ○ × × × 粘性なし、パラメータが複雑 
⑦上負荷面 △ × ○ ○ △ △ × 実績が少ない，パラメータ決定に難あり 
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2.4 ベントナイトの力学挙動を評価する、膨潤を考慮した弾粘塑性力学解析コードのプロ
トタイプの検討 

 

 本章では弾粘塑性力学解析コードの検討に先立って、その基本構成を検討する。まず、

一般に地盤の力学的挙動解析に用いられる各種数学的手法について簡単な概要を述べ、そ

の中から本解析システムに対して最適なものを選び出す。次に、セメント系材料の劣化に

伴うベントナイトの Ca型化および膨潤挙動の力学的な取り扱いについて述べ、その考えに

基づいた、試解析結果について検討する。 

 
2.4.1 解析のための数学的手法 
  
ここでは地盤の力学問題の解析手法として従来から適用されてきた方法を例示する。 
地盤の力学的挙動に関する支配方程式を解く方法としては、次のように分類することが

できる。 
 (1) 支配方程式に対する理論解を利用する方法 
 (2) 支配方程式に対する数学的な近似解を求める方法 
 (3) 地盤を連続体とみなし、それと等価な構造モデルで近似する方法 
 
(1) 支配方程式に対する理論解を利用する方法 
 特殊な境界条件下においては、支配方程式の理論解を数学的に求めることができる。こ

の場合、材料の構成モデルは線形弾性体に限定されるといってよい。 
 土質工学の分野に広く利用されているものが、弾性論に基づく種々の荷重に対する応力

解（例えば Boussinesqの解やMindlinの解など）や Terzaghiもしくは三笠の一次元圧密
方程式の解などである。 
 
(2) 支配方程式に対する数学的な近似解を求める方法 

(i) 特性曲線法 
双曲線型の微分方程式に対して存在する２本の特性曲線上では、互いに独立した常微分

方程式が成り立つことを利用して、方程式の解を求める方法である。 
特性曲線法は、数学的に極めて巧みな手法であり、解を容易に求めることが出来るが、

汎用性、自由度に乏しい。ただし、解析にあたっては、数値積分を要する。 
代表的な適用例としては、材料を剛塑性体と仮定した安定問題における支持力解析が挙

げられる。力学解析以外の適用としては、ポテンシャル理論に基づく解析が挙げられ、流

線網等の流体解析などに広く用いられている。但しポテンシャルの解析についても、複雑

な境界条件下では解析が難しく、通常は後述の差分法や有限要素法が適用されている。 
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(ii) 差分法 
差分法は図 2-45(a)(b)に示すように解析領域を規則正しい格子によって分割し、微分を格
子の幅に対して差分で近似しようとする方法である。土質工学における様々な境界値問題

を解く方法として、古くから用いられてきた近似解法であり、空間領域あるいは時間領域

で変化する運動を解析することができる。 
差分法はアルゴリズムが比較的簡潔であり、大変形や幾何学的非線形問題への適用性が

高いが、物性や境界の複雑な形状の表現には限界がある。近年においては、後述する有限

要素法に比べて利用頻度が低下している。 
 
(3) 連続体と等価な構造モデルで近似する方法 
 (i) 有限要素法 
有限要素法は、場を支配する微分方程式に変分原理を適用することによって積分形式の

支配方程式を求め、解析領域を三角形、四角形などの単純な形状（図 2-45(c)）に分割・離
散化して、任意の境界条件下の近似解を求める方法である。解析対象の形状を比較的良く

近似することができ、またある部分の節点を密に配置して要素を小さくすることによって、

部分的な精度の向上を行うことができる。この他、複雑な物性分布やその非線形性、境界

条件を容易にモデル化できることから、有限要素法は数値解析手法として最も広く利用さ

れている。 
  

(ii) 境界要素法 
境界要素法は、場を支配する微分方程式を境界上の積分方程式に帰着させ（図 2-45(d)）、
これを有限要素法と類似の方法により要素分割し、近似解を求める数値解析法である。こ

の方法は、有限要素法に比べて取り扱う代数方程式の次元が小さく、計算コストの低減が

可能になること、一般に無限領域を含む問題や熱、電磁場、塑性を含む問題に対して有効

であり、徐々に適用が進んでいる。しかし一方において塑性や大変形などの問題に対する

取り扱いには、非常に高度な工夫が必要であり、有限要素法ほどの汎用性はない。また、

計算によって求めるのは境界での値なので、内部の変位や応力を求めるにはそれぞれの点

で計算しなければならないなどのデメリットがある。 
 

(a) 解析領域 (b) 差分法 (c) 有限要素法 (d) 境界要素法 
 

図 2-45 境界値問題の解析法の比較 
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以上のように用途に応じて様々な数学的手法が提案されている。一方、本検討で考慮し

なければならない事象としては、 
・ベントナイト、セメント系材料の非線形性 
・ベントナイトの Ca化による物性の変化 
などが挙げられる。そこで、ベントナイトやセメント系材料の非線形性を考慮しやすく、

また最も広く利用され、実績の多い有限要素法が本解析システムには最適と考えられる。 
 
2.4.2 ベントナイトの変遷挙動のモデル化 
 
ここでは、本解析システムに組み込むべきベントナイトの力学的変遷挙動について検討

する。 
ベントナイトは通常の粘性土とは違い、一定の応力下においても自己膨潤性を有し、圧

密試験の膨潤過程において、顕著な非線形性を示すといった特徴がある（図 2-46、2-47）。
また、処分場環境では、セメント系材料からのセメント成分の溶出により Ca化する。 
前節の検討から、既存の粘性土の構成式では、上記の自己膨潤性及び Ca化の挙動を表現
し得るモデルは存在しないことが分かっている。そこで、はじめに、ベントナイトに見ら

れる非線形的な膨潤過程のモデル化方法を検討する。 
 材料の非線形性を考慮する解析的なアプローチの方法として一般に次のようなものがあ

る。 
・弾塑性・弾粘塑性モデルのような塑性論によるアプローチ 
・非線形弾性モデルによるアプローチ 
いずれのアプローチにおいても、構成式を一般化するためには、様々な応力状態におい

ての実験結果をもとに構築していかなければならない。 
 例えば、前節で抽出された弾粘塑性構成式の「関口・太田モデル」の高度化によってベ

ントナイトの膨潤特性を考慮できるようにする場合、膨潤過程の勾配を表す膨潤指数κに

応力依存の非線形性を取り入れる方法などが考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

logP 

e 

圧縮過程

膨潤過程

図 2-46 通常の粘性土の e-logP関係 

logP 

e 

膨潤過程

圧縮過程

図 2-47 ベントナイトの e-logP関係
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次に、ベントナイトの Ca化について検討する。ベントナイトは Ca化することによって
膨潤量が低下し、一方弾性係数は増加する（図 2-48、2-49）。 
これをモデル化するためには、初期膨潤量や弾性係数の変化を Ca化率の関数で表す方法
が考えられる。しかし、実際には Ca化フロントは急峻（Ca 化の遷移領域がほとんど存在
しない）であることが想定されるため（1.7.2参照）、本解析システムの初期開発段階では、
簡単化をはかるために、ベントナイトが 100%Ca 化した場合にその力学特性を変更する方
法によってモデル化する(図 2-50)。 
なお、今後開発を進めていくにあたっては Ca化の遷移領域についても考慮し、その Ca
化の進展速度、Ca 化率、Ca 化の領域等は化学的変遷解析から逐次データを取得（連成）
するものとする。 
 
 

 
 
 
 
 

 
図 2-50 ベントナイト Ca化のモデル化 

セメント系材料 Na型ベントナイト
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図 2-48 Ca化率と膨潤量の関係（概念図） 図 2-49 Ca化率と弾性係数の関係（概念図）
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2.4.3 セメント系材料の変遷挙動のモデル化 
  
セメント系材料は Ca成分の溶出により、空隙率が上昇し、材料劣化を起こす。そしてセ
メント系材料はベントナイトの膨潤圧を支えきれなくなり、その体積は減少する。またベ

ントナイトはセメント系材料の体積減少量に応じて膨潤し、密度・膨潤圧が低下する。 
このようにニアフィールドにおけるベントナイトとセメント系材料に起こると想定され

る一連の現象を解析的にモデル化するためには、ベントナイトの膨潤特性を的確にモデル

化するだけでなく、セメント系材料の劣化変遷挙動に考慮する必要がある。 
ここで、セメント系材料の劣化のモデル化は以下（図 2-51）のように考える。すなわち、
セメント系材料が健全時には、O-A-A’で表される応力-ひずみ関係を有すると仮定した時、
Ca成分の溶出により、応力-ひずみ関係が O-B-B’からさらに O-C-C’という剛性・強度とも
に低下するような材料に変化すると考えられる。坑道を閉鎖し、再冠水した直後の初期状

態において、セメント系材料の応力(ベントナイトの膨潤圧等)が点 Aに存在する場合は、劣
化に伴って A-B-C の経路で応力とひずみが変化することになる。すなわち、セメント系材
料の劣化挙動は O-A-B-Cのひずみ軟化挙動をモデル化することによって表せるものと考え
られる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2-51 の O-A-B-C で示されるひずみ軟化挙動の解析手法としては、以下の 2 つの方法
が考えられる。 
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図 2-51 セメント系材料で想定する応力とひずみの変化 



JNC TJ8400 2002-031 

－266－ 

 
①O-A､O-B､O-C（図 2-51）で示されるような応力-ひずみ関係をそれぞれの割線剛性を用
いて解析する方法（割線剛性法） 
特徴 
・ 割線剛性で表されている構成式(例えば大久保モデルなど)との親和性が高い。 
・ プログラミングが比較的容易。 
・ 収束計算を行わずにひずみ軟化解析ができる。 
・ 施工ステップを追うような構造系の変化に対応できない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-52 割線剛性を用いた応力-ひずみ関係の概念図 
 
②超過した応力を収束計算により再配分する方法（応力再配分法） 
 特徴 
・ 接線剛性を用いた解析手法に適用できるため、増分形式で表される構成式（例えばカ

ムクレイモデルなど）との親和性が高い。 
・ 施工ステップを追った解析に対応できる。 
・ 応力再配分を行うときに収束計算が必要。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-53 接線剛性を用いた応力-ひずみ
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以下に 2つの解析手法を用いた具体的な計算方法を述べる。 
 
(1) セメント系材料の劣化を割線剛性法で解析する場合 
ベントナイトの膨潤量試験から得られる膨潤量を膨潤ひずみとして与え、ベントナイト

の膨潤挙動を表現する。またセメント系材料の劣化を割線剛性の低下と考え、セメント系

材料の体積減少を表現する（図 2-54）。割線剛性の低下はセメント系材料の実験において実
施されている空隙率と弾性係数の関係等をもとに算出することが一案として考えられる。

この計算手順としては、ベントナイトの膨潤圧は各計算ステップ毎に作用させ、その膨潤

圧はベントナイト密度の低下に伴ない減少させる。膨潤圧と密度の関係はベントナイトの

膨潤圧試験をもとに算出する。 
ひずみ量から荷重として入力する等価節点外力{ }0F の計算は式(2.215)によって行う。 

{ } [ ] [ ]{ } [ ] { }dVBdVDBF
T

V

T

V
σε ∫∫ == 00      (2.215) 

{ }σ  ：膨潤圧 
{ }0ε  ：膨潤ひずみ 
[ ]B  ：変位－ひずみマトリックス 
[ ]D  ：応力－ひずみマトリックス
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図 2-54 セメント系材料の劣化を割線剛性法で解析する場合の概念図
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(2) セメント系材料の劣化を応力再配分法で解析する場合 
セメント系材料の強度が Ca成分の溶出により低下し、ベントナイトの膨潤圧に抗しきれ
なくなった時にセメント系材料は圧縮され、体積が減少するものと考える。具体的には、

初期にセメントに発生している応力と劣化後強度の差分の応力（Δσ）を健全なセメント

系材料とベントナイトに繰り返し計算により再配分するという計算を行う（図 2-55参照）。
セメント系材料の経時的な強度低下はセメント系材料の実験において実施されている空隙

率と強度の関係から求めることが一案として考えられる。 
強度低下によって発生する差分の応力から計算される等価節点外力{ }0F は式(2.216)によ
って算出する。 
この方法では強度低下に応じた応力がベントナイトに増分荷重として作用する。 
 

{ } [ ] { }dVBF
T

V
σ∆= ∫0        (2.216) 
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